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当研究所は、発足いらい本年3月をもって満8年を経過しましたが、この間、   

研究施設や研究組織ほ国立公害研究所設立準備委貝会（座長：茅 誠司東京大   

学名音数授）の整備方針に基づいて次第に充実してきました。  

施設や組織の整備に伴い、研究活動も本格化し、研究対象分野も当初計画の   

相当の部分を取扱うまでに拡充してきました。また、一部の研究分野では、所   

内における基礎的研究の段階から、野外における調査研究を実施する段階にま  
7  

で進んできております。  

ここに、昭和56年度における研究活動の状況をとりまとめ発刊しうる段取り   

となりました。この年報が当研究所の活動に対する各方面の方々の御理解を深   

めるのに役立つことを望みます。なお、私共の今後の研究活動について広く御   

意見を賜わり、かつ御支援と御協力が得られることを願う次第であります。  

昭和57年7月  

国 立公害研究所長  

近 藤 次 郎   
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1．概  況   

国立公害研究所は、昭和49年3月、わが国の環境研究の中心的役割を果たすために、環境庁の  

附属機関として、筑波研究学園都市に設立された。本研究所の特色は、理工学分野、生物・医学  

分野、さらには、人文・社会科学分野に至るまで広範囲にわたる多種多様な研究者集団で構成さ  
れており、大学の研究者等所外の専門家の参加を得て、研究を学際的に実施すること、及び環境  
研究の基盤を確立するために必要な大型芙験施設を駆使し、野外の実地調査研究と併せ、研究を  

プロジェクト化して、総合的に実施することにある。   
本研究所は、発足以来、組織及び施設の整備を進め研究体制の強化に努めてきており、ほほそ  
の骨格が整ってきたところである。これまでに主要な大型実験施設が完成し、機構の拡充とあい  

まって、研究活動も本格化する時期を迎えている。   

このような状況のもとにおいて、56年度は大型実験施設関連を中心に11課題の特別研究（うち  

2課題は新規、9課題は継続分）を実施したほか、経常研究において基礎的研究を積極的に進め  

た。   

昭和56年度中における主な活動は、次のとおりである。  

（1機構については、50年度に現在の10部となり、その後は各部の内容の充実に重点を置いて整備  

を進めてきた。56年度においては、総合解析吾郎こ、資源エネルギーの開発利用に伴う環境影響に  

ついて総合的な解析評価研究を担当する第5グループを新設するとともに、計測技術部に、河川、  

湖沼等の底質及び田畑等の土壌における汚染質の計測法の開発を担当する底質土壌計測研究室  

を、水質土壌環境部に地盤沈下研究室を、環境保健部に、騒音、振動及び悪臭の人体影響にうい  
て研究する環境心理研究室を、生物環境部に、各種汚染物質による環境破壊の生態系への影響の  
評価方法の開発を担当する生物環境管理研究室を新設する等、内部機構を充実した。   

走月については、動物実験棟Il、騒音影響実験棟等の大型実験施設に関連する研究及び新規特  

別研究の推進体制の強化を中心に9名の増月を行った。なお、これにより56年度未の機構・定月  

は10部2諌38呈、243名となった。  

（2）施設の整備については、昭和56年度に、植物実験棟ⅠⅠ（ファイトトロン1卜・汚染物質の陸城生  

態系における循環について研究する施設）、騒音影響実験棟（騒音が人間の心身に与える影響等を  

研究する施設）及び共同研究棟（悪臭、特殊毒物等に関する研究等のため共通して利用する施設）  

を完成させた。きらに、系統微生物維持施設（アオコ、赤潮等の公害に関係する微生物を保存し、  

公害の研究に役立てるための施設）の建設に着手した。   

これらの施設が完成することにより、大気汚染、水質汚濁、土壌汚染及び騒音についての大型  
実験施設がそろい、本構内に設置すべき施設の殆んどができあがることとなる。したがって、施  

設整備の重点は、今後、実地研究の場としてのフィールド実験施設の整備に移行することとなり、  
55年度から霞ヶ浦湖畔に臨湖実験施設の建設を進めている。  

（3）予算については、研究所の運営に必要な経費として、46憶4千6百万円、また施設の建設に必  

要な経費（建設省所管）として、13億6千9百万円が計上された。さらに原子力利用研究に必要  

な経費（科学技術庁一括計上）として3千4百万円が計上された。  

（4）研究活動については、大型実験施設の整備及び研究者の増動こより、また所外の研究者の協力  

のもとに年ごとに活発化している。研究内容は、社会的なニーズに対応した目的指向型の研究に  

重点を置いているが、一方環境研究分野は、複雑な要因のからみあったむずかしい問題を絶えて  
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おり、いまだその研究の基礎が確立されていないものが多いため、基礎的な研究分野をも重視し  

て進めている。   

昭和56年度における研究活動としては特別研究として   

①大気汚染物質の単一及び複合汚染の生体に対する影響に関する実験的研究   

②臨海地域の気象特性と大気拡散現象の研究   

③複合大気汚染環境の植物影響に関する研究   

⑥環境中の有害物質による人の慢性影響に関する基礎的研究   

⑤海域における富栄養化と赤潮の発生機構に関する研究   

⑥炭化水素一窒素酸化物一硫黄酸化物系光化学反応の研究   

⑦陸水域の富栄養化防止に関する組合研究   

⑧環境汚染の遠隔計測評価手法の開発に関する研究   

⑨環境試料による汚染の長期モニタリング手法に関する研究   

⑲汚泥の土壌還元と環境影響に関する研究   

⑪有害汚染物質による水界生態系の挽乱と回復過程に関する研究  

を実施した。   

なお、これらの特別研究を進めるに当たっては、大学等所外の研究者との連携を密にして実施  

している。   

さらに、経常研究としては、環境悪化が人の健康及び生活環境に与える影響、環境汚染現象、  

機構の解明、環境汚染の計測技術方法の開発、環境に関する知見を活用Lた総合解析等について、  
継続及び新規の課題およそ134課題について実施した。  

（5）このほか、環境情報システムについては、大気汚染及び水質汚濁に関するデータベースの整備  

を進めるほか、国連環境計画（UNEP）の国際情報源照会制度（INFOTERRA）についても、さ  

らに情報源の登領を拡大するなどの所要の作業を進めた。  
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2．調 査 研 究  

2．1特 別 研 究＊   

2．1．1大気汚染物質の単一及び複合汚染の生体に対する影響に関する実験的研究   

〔研究担当部〕環境生理部：環境生理研究室・環境病理研究室・慢性影響研究室・急性影響研究  

室  

技 術 部：生物施設管理室  

〔研究期間〕52－56年度  

〔研究概要〕本研究は、ガス状大気汚染物質として知られているNO2と0。について急性亜急性吸  

入暴露実験を行い、これら汚染ガスの単一又は複合暴露による生体影響の検索の為の新しい指標  

を確立すること、及びその指標による影響の差異と作用機作の解明を行うことを目的とした。こ  

の実験の結果、新たにNO2の影響指標となりうることが明らかとなった項目は慢性実験の影響指  

標として利用することを試みた。また、これまでに試みられていない低浪虔条件下におけるNOヱ  

慢性暴露実験を行い、急性影響と慢性影響との質的差異を比較検討し、これらの動物実験による  

実験成績を大気汚染物質に係る環境基準等の検討に際し量・影響に関する設定の基礎資料とする  

ことであった。  

I NOヱ及び03の急性亜急性暴顎の影響   

本研究は、病理学、生理学、生化学及び免疫学的方法を網羅して総合的に行われた。使用した  

ガス濃度はNO220－4ppm、030，8－0．2ppmであり、実験動物としてはラット、マウスを主として  

用いた。   

実験はおおむねNOz急性暴露実験（7EI間以内）を行い、確立されている影響指標について確  

認しながら未知の影響の検索を行った。急性暴露実験の結果、NO2の影響指標となる可能性がで  

た変化について、作用機序の解明を行うとともに0。の単一又はNO2との複合影響を検討した。更  

にNO2と03の単一又は複合暴露による亜急性実験（3か月以内）を行い、両ガスの影響の差異及  

び相同性について検討した。   

A 呼吸器系に及ぼす影響   

標的隠器である呼吸器について、従来明らかにされている肺浮隠、上皮細胞の脱落と修復を病  

理学的に観察するとともに、呼吸器系の生理学的変化及び肺におけるグルタチオン等の抗酸化性  

物質とその代謝系酵素活性の生化学的変化を確認した。03暴露においても同様の影響を確認し二  

NO2との複合暴露では影響が相乗的に現われる可能性を明らかにした。  

（1）過酸化脂質と過酸化物代謝系   

未知の影響拍標を検索する試みは、NO。や03の様な酸化性ガスによって生体中の不飽和脂質等  

から生体にとって有害な過酸化物が生成されることに着日して行われた。その結果、NO2あるい  

は03暴露によって肺の過酸化物代謝系の酵素活性が克進することを見いだした。また過酸化脂質  

の生成に伴って発生すると考えられるエタン、ペンタン等の呼気中の量を測定し、NO2及びオゾ  

巨
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＊〔発 表1に記載された記号は5章成果発表一覧の記号に対応する。  
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ンの暴露濃度との問に量一影響関係が成立することを見いだした。また、NO2と03の複合暴露は  

相乗的効果をもたらすことも明らかとなった。  

（Zj 脂肪酸組成   

肺においては、表面活性物質として脂質が重要な役割を担っている。前項と同様の観点から  

NO2暴露が肺の脂肪酸組成に及ばす影響を検討し、飽和脂肪酸の割合が増加することを見いだし  

た。  

（3）呼気中の酸素量   

呼吸器が受ける影響を生理学的に検討した結果、NO2高濃度暴露では呼気中の酸素量の増加と  

炭酸ガス畳の低下とを見いだした。この現象が病理形態学的観察で得られた肺胞壁の肥厚による  

ガス交換能の低下と関連づけられる可能性を明らかにした。  

（4）解糖系及び膜系酵素   

肺では、NO2あるいは0さ暴露により肺胞上皮細胞の脱落とその修復が起こることが病理学的に  

明らかにされている。この過程を生化学的に立証するために、肺のエネルギー産生糸の酵素活性  

を測定しNO2及び03暴露によっ‘て増加することを見いだした。また、薬物代謝系の酵素活性は0。  

暴露では克進されるのに対して、NO2暴言では、抑制されることを見いだし、NO2が薬物代謝系  

を特異的に抑制する可能性を明らかにした。  

（5）実験動物の感受性   

NO2による生体への影響指標を確立し、ヒトヘの影響を外挿する為には、NO2の動物種による  

感受性の差異を明らかにしなければならない。この目的のために、マウス、ラット、ハムスター、  

モルモット等を用いて死亡率から得られた感受性の高さが、肺における浮腫の発症のしやすさ及  

び過酸化物代謝能力の弱さと密接に関連していることを見いだし、実験動物でえられる結果をヒ  

トに外挿する基礎資料とすることができた。   

B 循環器系に及ばす影響  

（1）血液とNO2   

NO2は肺をとおして血液中に硝酸イオン及び亜硝酸イオンとして溶解するので、急性暴露によ  

り血液中に出現する亜硝駿イオンと硝酸イオンの量を確認した。  

（Z）循環機能   

NO2暴露の影響を生理学的に検索し、不整脈の出現、血庄降下等の自律神経系が関与する循環  

機能障害が起こることを明らかにした。この障害は亜硝酸イオンの静注によっては変化しないこ  

とを見いだした。  

（3）脂質成分   

生化学的に血清成分を分析した結果、NOz暴露によってコレステロール及び高度不飽和脂肪酸  

量が増加することを見いだした。後者の増加は、肝臓において不飽和脂肪酸の生合成が促進され  

る結果である可能性を明らかにした。  

（4）赤血球  

NO2暴露によって、赤血球ではメトヘモグロビン量の増加を確認するとともに、赤血球の寿命  

が短かくなることと赤血球の新生が促進される可能性を見いだした。0。暴露では、赤血球の寿命  

の短縮化は明確でなく、赤血球の新生もNO2暴露の場合に比べて遅延することが明らかとなっ  

た。   

更に、赤血球膜における脂肪酸代謝の冗進と糖質量の低下も見いだし、これらの変化はNO2が  

血液中に溶解して生ずる硝酸イオン、又は亜硝酸イオンが赤血球に作用しても起こることを明ら  
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かにした。  

（5）免疫系   

脾臓及び胸腺細胞を用いて生体の防御機構の一つである免疫系に及ばすNO2及び03の影響を  

検討した結果、急性暴露では抗体産生能が抑制されるが、亜急性暴露では濃度の違いにより抗体  

塵生の克進や抑制がみられた。  

（6）臨床検査値   

血液成分の臨床検査を行い多様な変化が起こることを明らかにした。また、影響を受ける臓器  

の同定にまでは至らなかったが、標的臓器である肺以外にもNO2の影響が及んでいる可能性を明  

らかにした。   

C その他の臓器に及ぼす影響   

血液成分の生化学的分析をとおして肺以外の臓器もNO2暴露によって影響を受ける可能性が  

明らかとなったので、肝臓、腎臓について影響の検索を行った。  

（1）呼吸器系   

臓器のエネルギー生成系である呼吸系の活性はNO2暴露によってまず低下し、ついで回復がみ  

とめられた。この際、肝臓ではむしろ冗進され、エネルギーを要求している可能性が明らかにさ  

れた。  

（2）薬物代謝系   

臓器のミクロソームに存在する薬物代謝系の活性はNO2暴露によって顕著に低下した。03暴露  

では顕著な低下が認められず、肝施及び腎臓への影響はNO2に特異的である可能性が示された。   

ⅠI NO2の低濃度慢性暴露実験   

慢性実験には、呼吸器の病理学的観察、血液の臨床生化学値の測定、肺及び血液の抗酸化性物  

質量の測定を基本的に行った。Ⅰにおいて、新たに開発した項目のうち、呼気中の酸素量及びエ  

タン、ペンタン量の測定、肺の過酸化物代謝系の活性と脂肪酸組成の測定をつけ加えた。また、  

病理学的観察の結果を定量化する試みとして形態計測法を導入した。   

暴露実験は、9か月及び18か月間2回と27か月間1回を行った。暴露濃度は、従来影響が明確  

でなかった0・4ppmを中心として影響が明らかな4ppmと仝〈影響の認められていない0．04ppmの  

3濃度で待った。また、2回の慢性実験において0．4ppmで影響が認められた項目を中心として  

0・04、0・12及び0．4ppmの暴露濃度で第3回目の実験を行った。  

（1）呼吸器の病理形態学的観察   

4ppmNO29か月間暴露によって気管支上皮の肥大・過形成と肺胞壁の肥厚という定型的病変  

があらわれ、27か月別こは線維化と上皮増殖の進行が認められた。0．4ppm暴露では18か月まで病  

変を確定し待ないが、27か月日では軽度の病変が観察された。0．04ppm暴露では9か月から27か  

月にわたって、通常の形態学的検索の範囲では、対照詳との間に差異を認めなかった。形態計測  

法を導入して肺胞壁の厚さを定量的に算出した結果、4ppmでは18か月目、0．4ppmでは27か月日  

に有意に壁の肥厚が認められた。0．04ppmでは全期間対照群との間に有意な差はみられなかった  

が、27か月日には増加傾向があらわれた。以上の結果から、NO2暴露による肺病変は緩陰ながら  

常に進行しており．低浪度領域における影響の累積を示唆するものと考えられた。  

（2）生理機能への影響   

病理学的に病変が進行している呼吸器において、生理機能の変化を明らかにする為に、呼気及  

び血液中の酸素量の測定を行った。その結果、4ppmでは3か月別こ0．4ppmでは9か月日に血液  
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中の酸素量の低下を見いだした。したがって、肺におけるガス交換能の低下が、病理学的観察の  

結果と同様に暴露濃度及び暴露期間の延長と平行して進行する可能性が示された。  

（3）過酸化脂質と過酸化物代謝系   

低濃度NO2が月旨質過酸化を促進する可能性を明らかにするために、Ⅰにおいて開発した方法に  

より肺をとおして排出される炭化水素量を測定した。その結果、0・04ppm、OL4ppm、4ppmの暴  

露浪度に依存して9か月目、18か月日およぴ27か月目においてエタンの有意に高い排出が認めら  

れ、生体内で過酸化脂質の生成が促進されている可能性が明らかとなった。また有害な過酸化物  

を除去する防御系である過酸化物代謝系の克進と抗酸化性物質量の増加とが0．4ppmにおいても  

9か月日で見いだされた。  

（4）その他の検査項目   

血液成分の臨床検査、肺、肝の脂肪酸組成を測定し、4ppmあるいは0．4ppmNO2暴露で有意な  

変化を見いだすことができたが、それらの生理学的意味については不明である。  

nl今後の岡垣点  

lの結果から明らかなように、本特研においてNO2及び03の生体影響について多くの独自の指  

標を開発した。そのいくつかについては、用いたガスの作用機作を明らかにし、汚染ガスとその  

影響との因果関係を明確にすることができた。今後の方向としては、汚染ガスによる生体影響の  

生理的意味を更に明らかにするとともに、汚染ガスに対する動物集団内での感受性の相違を動物  

側の要因を中心に解明し、ヒトの集団におけるNO2等の大気汚染物質の健康影響について考察す  

る際の基礎資料とすべきであると考える。   

今後は、NO2と他の汚染ガスとの複合慢性暴露実験を行うなど基礎チーターの集積に努め、そ  

の成果を現実に我々が生活している大気の濃度レベルの汚染物質による人の健康影響の解明等に  

役立ててゆく必要があろう。   

なお昭和52年度～55年度の研究成果は特別研究報告書（R－8，R－15，R－31）として出版され  

た。  

〔発 表〕K－56  

研究課題 り NO2に対する各席動物の感受性について  

〔担当者】市瀬孝這・鈴木 明・局 博一・竹中参二・嵯峨井 勝  

〔内 容〕 動物種及び系統間でNO2やOaに対する感受性に著しい相違があることを死亡率や  

呼吸器系の病理学的研究から52～54年度に明らかにした。55～56年度にはこれらの感受性の相違  

（LC5。の相違）について20ppmNO2を16時間暴露した場合の肺の抗酸化性防御機能の生化学的指  

標及び血液ガスpH／ガス分圧の生理学的柏標について検討した。   

まず、マウスの系統差の実験では肺の過酸化物濃度（TBA値）と竹中らが求めた各マウスのLC，。  

値とは対照群、暴露群ともに瞳めて高い負の相関性が認められ、NO2に対して感受性の高いマウ  

スでは肺の過酸化脂質量が高く、逆に感受性の低いマウスでは過酸化脂質量が低く、肺の過酸化  
脂質はマウスの感受性を決定する重要な因子であることが明らかになった。一方、肺の抗酸化性  

防御機構を構成している還元型グルタチオンやグルタチオン・パ、オキンダーゼ系酵素、SOD、  

ダイサルファイド還元酵素等の活性は対照＃、暴露群ともマウスのLC5。と高い正の相関性を示  

し、これら防御系もマウスの感受性決定因子として重要なものであることが判明した。   

マウスの動脈血pIi、酸素分圧及び炭酸ガス分圧についてみると、pHと炭酸ガス分圧はNO2暴露  
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によって調べたすペてのマウスにおいて増加していたが、酸素分圧はICRマ．ウスで低下傾向を示  

したのみで、他の3系統マウスではNO2暴露によっても対照マウスと異なることはなかった。さ  

らにこの実験では対照群、暴露群とも動脈血pH／ガス分圧に系統間の相違を見いだすことはでき  

なかった。   

更に、ハムスター、マウス、ラット及びモルモットの4種の動物のNO2に対するLC5。と抗酸化  

憧防御鶴橋の関連性について検討した。動物の種間ではマウスの系統間の場合のようなLC50値と  

肺の過酸化脂質、あるいは防御系酵素活性やグルタチオン、ビタミンE等の抗酸化割合量との間  

の相関性は全く認められなかった。動物種間ではむしろ、対照群に対する暴露群の変化率のほう  

が各機動物のLC5。とよく相関していた。しかしながら、モルモットの場合は多くのパラメーター  

において上記比率でもその感受性の違いを説明できなかった。この点を調べる為にグルタチオ  

ン・パ，オキンダーゼ様の活性を持つミクロソーム画分中のCytP－450活性としてアリルハイドロ  

カーボン水酸化酵素活性（AHH活性）を測定し、比較した。この結果モルモットのAHH活性は  

他の3種の動物の数10倍も高い活性を示しており、この酵素活性がモルモットの低感受性に強い  

影響を及ばしている可能性が示唆された。そのほか、動物種間のNO2に対する感受性の相違はエ  

ーテル麻酔実験の結果などから呼吸器の生理学的、解剖学的相違も考慮すべきことが示された。  

〔発 表）f11  

研究課題 2）NO2等が生体の生理性状に及ばす影響について■  

【担当者〕鈴木 明・局 博一・市瀬孝道・嵯峨井 勝  

〔内 容〕高濃度のNO2暴露が呼吸一循環機能の低下を引き起こすことは52年度に明らかにさ  

れたが、53－56年度では、それらの変化と密接な関係がある神経系一循環機能の機作について心  
電図学的及び電気生理学的手法によって検討した。一方、53－54年度にかけて血中NO2一、NO3‾  

の測定により、吸入されたNO2がすみやかに体内に分布し、NO2‾、NOユ‾に変化することが明ら  

かとなった。このことは、NO2が肺だけでな〈他の臓器にも影響を与えている可能性を示した。  

したがって、血液臨床検査的検索を行った。また55年度には呼気・吸気分散装置、ボディプレチ  

スモグラ7、56年度には呼吸流速用リニアライサーが完成したので、換気力学的検索及び呼吸代  

謝等について検討した。まず、神経一循環機能では、無麻酔、無拘束のラットに20ppm以上のNO2  

を暴露すると、暴露開始後約30分で徐脈が出現し始め、60→90分後には不整脈（房室ブロック、  

期外収縮）、ワンダリングペースメーカーなどの異常心電図が出現した。このことから、20ppm以  

上のNO2暴露は心隠内の興奮伝導障害や刺激生成異常を起こすことが明らかとなった。そこで、  

この機作を解明するために、徐脈、不整脈が明圧削こ出現している時に、硫酸アトロビンを皮下投  

与したところ、この徐脈及び不整脈はほぼ完全に消失した。また両側の迷走神経を切断したラッ  

トに20ppm以上の暴露を行っても不整脈は出現しなかった。これらのことから、異常心電図の発  

現には、迷走神経が関与していることが判明した。さらに、血中のNO2‾、NO3が影響している  

可能性があるので、40ppmのNO2を暴露した時の血中濃度である300JLgNO2rLN／mlの亜硝酸  

溶液を投与したが、異常心電図は認められなかった。したがって、NO2暴露中に生ずるNO2▼、  

NO。－が循環機能に直接影響していないことが明らかとなった。その機作についてはより詳細な  

検討が必要であると考えられた。一方、血液臨床検査項目のうち多くの項引こ、多様な変動が観  

察され、NO2暴露によって種々の臓器内に複雑な変化が起っている可能性が示唆された。   

また、5ppmのNO2を24時間暴露したマウスでは、呼吸代謝の冗進を、また10ppm以上の暴露で  

は呼吸代謝及び肺でのガス交換を抑制している可能性が示された。  
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一方、4ppml週間暴露ラットでは、静的コンプライアンスに変化がなかったが、動的コンプ  

ライアンスは高い傾向を示し、1．2ppm3か月間暴露群で有意に上昇した。   

吸入されたNOヱは、NO2一あるいはNO3となり、肺だけでなく各種臓器に何らかの変化を引き  

起こすことは確実である。特に、自律神経系あるいは肺におけるガス交換能及び組織での呼吸代  

謝については検討の余地があろう。  

〔発 表〕K－57，K－58，K－59，K－61，F－5，F－14，F－1，F⊥16，f－12，f－22．ト23  

研究課題 3）NO2等が生体の免疫反応に及ぼす影軌こついて  

（担当者〕藤巻秀和  

〔内 容〕これまでに、NOzの急性・亜急性暴露実験を行い、体液性免疫反応と細月包性免疫反応  

に及ばす影響を明らかにした。   

本年度は、オゾン暴露による体液性免疫反応への影響を検索した。   

マウスを、0．4ppmと0．8ppmのオゾンで、2週間と4週間通観暴露して、invivoとinvitTOでの  

抗体産塵能を調べた。マウスの体重は、両暴露詳とも対象群と同様に増加し、オゾン暴露の体重  

への影響はみられなかった。免疫反応に関与するリンパ性臓器である脾臓と胸腺重量の変動を調  

べた。肺臓重量は、オゾン2週間暴露で、対象群に比べ、増加傾向がみられた。オゾン4週間暴  

露でもやはり同様の傾向であった。】方、胸腺重量は、0．8ppmの2週間暴露で、対象群に比べ、  

有意に減少した。0．4ppm暴露では、対照群と変わりなかった。4週間暴露になると、脾臓と同様  

胸腺でも、増加傾向がみられた。  

invivoでのヒツジ血球（SRBC）抗原に対する抗体産生能を脾騰中の抗体産生細胞数で比較す  

ると、0．8ppm2週間暴露では、対照群に比べ、抗体産生能の低下がみられた。0．8ppm4週間暴  

露では、逆に、抗体産生能の元進傾向が認められた。一方、0，4ppm暴露においては、いずれも対  

照群との間に羞はみられなかった。血清中の抗体価は、両暴露群とも、2週間、4週間で、対照  

群との間に差は認められなかった。   

次に、jzIVitroでのSRBC抗原に対する抗体産生錐を調べた。2週間暴露では、0．4ppm群は、対  

照群と差はみられなかったが、0．8ppm群で、有意な減少がみられた。4週間暴露では、0．4ppm  

群、0．8ppm群ともに対照群との間に有意な差はみられなかった。   

以上の結果から、0．4ppmオゾン亜急性暴露は抗体産生能にほとんど影響を及ばさないが、0．8  

ppmオゾン2週間暴露では、抗体産生能の抑制が、認められた。また、0．8ppm暴露による抗体産  

生能の変動と胸腺重量の変動とが、かなり馴致していることから、T細胞群への影響が示唆され  

た。  

〔発 表〕K－75，F－17，F18，ト9，f－25  

研究課題 4）NO2等が生体に及ぼす生化学的影響について  

（1）SH化合物に及ばす影響  

〔担当者〕河田明治  

〔内 容）ラットやマウスに高濾度のNO2、0，を暴露すると肺の還元型グルタチオン（GSH）は  

低下し、比較的低濃度の暴露では増加する。このような暴露によるGSHの変動要因や、GSHに関  

連のあるSH化合物の量的変化を明らかにすることを目的として、ラットにNO2、0。を暴露し、肺  

及び血液に存在するGSH、酸化型グルタチオン（GSSG）、非タンパク性SH（NPSH）、タンパク  

性SH（PSH）の測定を行い、SH化合物に及ばす暴露の影響を検討した。  
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NO2暴露においては、肺のNPSHとGSHは0．04、0・4ppm18か月間暴露及び1．3ppm3か月暴露で  

は変化が見られなかったが、4ppm暴露では暴露開始直後より急速に増加して数日後に一定備に達  

し、その値は18か月間維持された。0，暴露においては、肺のNPSHとGSHは2ppm12時間、4ppm6  

時間暴露で、ともに著しく減少したが、これに反して0．8ppmでは暴露開始後1日で減少したのち  

急速に増加して3巳後に一定値に達し、7日後も同様の値を示した。   

このように4ppmNO2、・0．8、2、4ppmO3暴露では、NPSHとGSHは肺において著し〈変化した  

が、血液では対照群と比較して有意な差が見られず、0．4、4ppm NO218か月間暴露で低下する  

傾向を示した。   

肺のPSH含量はGSHの4－5倍であるが、GSHの場合と異なり、4ppm NO2 3か月間暴露で  

も変化が見られなかった。一方、03 2ppm12時間、4ppm6時間暴露では肺のPSHは著しく減  

少し、0．8ppm7日間暴露においても低下の傾向を示した。   

肺のGSSGは0・4、4ppmNO218か月間暴露で増加の傾向を示し、0．8、2、4ppmO3暴露で有  

意に増加した。   

上記の如く肺のNPSHとGSHは4ppm NO2又は、0，8ppmO3暴露で増加し、2、4ppmO3暴  

露で減少したが、いずれの場合もNPSHとGSH値は近似していることから．グルタチオンの代謝  

に関係のある“γ－グルタミルサイクル”で考えられるGSH以外の低分子SH化合物の量は、肺にお  

いて暴露期間中も常に低い値に保たれていることが明らかになった。更に、4ppm NO2、0．8ppm  

O3のような比較的低濃度暴露では、PSHとGSSG値は暴露群と対照詳の間に著しい差が認められ  

ないことから、肺に存在する低分子SH化合物のうち著しく変化するのはGSHであることが推定  

される。また、2、4ppm O3暴露でもGSSGの著しい増加が見られず、このような高波度暴露にお  

いて暴露時間とともに急激に減少したGSHの大部分はGSSGへと酸化されることなく、他の物質  

に変化することが示唆された。  

〔発 表〕K－65，f－6  

（2）肺リン脂質脂肪酸組成に及ぼすNO2の影響に関する研究  

〔担当者〕小林隆弘  

〔内 容〕NO之暴露が肺のリン脂劉旨肪酸組成に及ばす影響を以下の観点から検討した。すなわ  

ち、①現実にNO2暴言により肺のリン脂質の脂肪組成に変化があるかどうか、②もし変化がある  

とすればその原因はどこにあるか、である。   

①に関しては急性および慢性暴露したラットの肺組織及び肺胞洗浄液を使用した。その結果、  

NO2暴露により肺組織及び肺胞洗浄液中のリン脂質の脂肪酸組成が有意に変動することが明ら  

かになった。中でも肺の表面括性物質としての役割をもつジバルミトイルレシチンのアシル基部  

分であるパルミナン酸が有意に増加したことは、肺の表面活性物質の分泌や合成が盛んになって  

いること、ジバルミトイルレシチンの代謝が遅くなっている可能性を示唆している。一方標的施  

療以外の肝においてもリン脂質の脂肪酸組成が有意に変化した。その増減の変化は肺での変化を  

補てんしているのかもしれない。   

②に関しては、次の作業仮説のもとに検討した。すなわち、NO2暴露が肺の表面にある種々の  

物質と反応する（脂質中の不飽和脂肪酸、コレステロールなど）、その反応生成物が何らかの機構  

を通じて肺の脂肪酸組成を変化させる、である。まず肺の表面にある物質として脂質（不飽和脂  

肪酸とコレステロール）を選び、NO2との反応で何が生成されるか検討した。ニトロ置換したラ  

ジカル中間体を経たと考えられる誘導体を生成することを明らかにした。またNO2はコレステロ  
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‾ルとも容易に反応しコレステリルナイトライトを生成することが判明した。次に不飽和脂肪酸  

とNO2との反応生成物がinvitroで肺の））ン脂質脂肪酸組成を変化させるか検討した。オレイン酸  

と′NO2との反応生成物を静注し、肺のリン脂質の脂肪酸組成を検討した。反応生成物の静注によ  

りリン脂質の脂肪酸組成は有意に変動した。その増減の変化はNO2暴露による肺組織のリン脂質  

脂肪酸姐成の増減の変化と同じであった。このことは肺に吸入されたNO2と肺表面の不飽和脂肪  

酸との反応生成物がNOz暴苗時の肺リン脂質脂肪酸組成の変化の一長引こなることを示唆してい  

る。一方、NO2暴露によって肺のリン脂質脂肪酸組成を変化させる酵素系の中の一つであるホス  

ホリパーゼの活性が変化するか検討した。1週間NO2暴露した後、肺のホスホリパーゼの活性に  

変化はみられなかった。  

〔発 表〕K－66，K67，K－68．K－69  

（3）過酸化物代謝系に及ぼす影響  

〔担当者）嵯峨井 勝・市瀬草道  

〔内 容〕NO2の生体影響について脂質過酸化の面から、Wi5tar系雄ラットを用いて急性、亜急  

性及び慢性暴露実験を行った。  

10ppmNO22週間暴露では過酸化脂質生成は1日目に減少したがその後3～4日目に対照群の  

2倍に増加した。しかし、その後ふたたび低下し5～10日目には対照レベルヘ戻った。一方、過  

酸化脂質による障害から生体を防御するGSHperoxidase（GPx）、GSHreductase（GR）、Glucose  

6qphosphatedehyrogenase（G6PD）、SOD、Disulfidereductase等の酵素活性と遭元型グル  

タチオン（GSH）等は初期に低下するが3E］目より増加しはじめ、5→7El目にはMaximumレ  

ベルに達し14日E］までそのレベルを維持し、過酸化脂質生成とは対称的なinverserelationshipを  

示した。0．4ppm、1．2ppmおよぴ4ppmNO2の4か月暴露の亜急性暴露実験でも1カ月目までは  

急性暴露の場合と同様の変動パターンを示したが、2～4か月日にかけて過酸化脂質はふたたび  

徐々に増加し、一方、防御系酵素活性は逆に徐々に低下して対照レベルに近づく傾向を示し、両  

者の間にはやはりinverserelationが成り立っていた。0．04ppm、0．4ppm及び4ppmNO2の9、18  

及び27か月暴露の慢性実験においても呼気中エタン測定による過酸化脂質生成は、0．04ppm9か  

月暴露の時点からすでに有意に対照群より増加L、その増加はNOz浪度の増加にとむなって上昇  

し、かつNO2暴露期間の延長につれて増加していた。しかし、4ppm27か月暴露の場合はエタン  

生成はむしろ減少していた。これは回復を意味するものではなく、むしろ、肺組織の質的変化を  

意味するものと考えられ、病理蛙の結果からもこのことは支持されている。   

今後、ここで得られた低濃度NO2による過酸化脂蜜生成を健康影響の観点からその生理的意味  

の解明を行う予定である。  

〔発 表〕K－62，Kr63，K－64，F－3，F－4  

（4）膜透過及び解糖系酵素に及ぼす影響  

〔担当者）持立克身・三浦 卓  

〔内 容〕NO2・オゾン等の大気汚染物質による赤血球への影響を検索し、これらガスの影響指  

標を見いだすとともに、作用機作を解明する糸口を得ることを目的としている。検索項目として  

は、赤血球膜に存在し赤血球内のNa＋及びK＋濃度を至通状態に保つ働きをするNa＋、K＋一ATr  

Pase、及び赤血球の形態維持等に必要なATPを生産する解糖系の酵素を選んだ。   

4ppmNO2暴露によって、Na＋、K＋一ATPaseは、暴露開始後1E］目から4日E］にかけて高い  
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活性を示し、7日目には対照群の値とほぼ等しい値にまで低下したが、10日目には再び高い活性  

を示した。一方、解糖系の律速段階を触媒するホスホフルクトキナーゼ及びビルビン酸キナーゼ  

活性は、暴露開始後1日目には対照群より低い値を示したが、以後漸次増加し、7日員には対照  

群より高い値を示した後、10日目には対魚群の値とほぼ等しくなるまで低下した。これらの結果  

から、赤血球のイオン透過及びエネルギー生産は、NO2暴霞によって影響を受けている可能性が  

示唆された。   

56年度は、オゾン暴露によるNa＋、K＋LATPase及び解糖系の酵素活性の変化を検索し、NO2  

暴露の場合の結果と比較するとともに、両者の複合暴富も併せて行いそれぞれの単独暴露の場合  

と比較した。   

4ppmNO2を間欠暴露（8時間／El）した場合、Na＋、K＋－ATPase及びビルビン酸キナpゼ活  

性は、4ppmNO2連続暴露の場合と同様の経時的変化を示した。一方、0・4ppmオゾンを間欠暴露  

した場合、Na＋、K＋LATKase活性は暴露開始後1EI日では対照群より低下する傾向を示したが、  

7日目には高い値を示した。また、ピルビン酸キナーゼ活性は、NO2間欠暴露の場合と同様に、  

1日目では対照群より低下する傾向を示したが、以後次第に増加し4E＝∃から7El目にかけて高  

い値を示し、10日目には対照群の値にまで低下した。4ppmNO2と0．4ppmオゾンを複合暴露した  

場合、Na＋、K＋一ATPase活性は1E＝∃にNO2単独暴露の場合よりも増加し、7E］EHこは対照  

の値にまで減少した。この様に、オゾン間欠暴露は解糖系のビルビン酸キナーゼに対して、NO2  

暴露の場合と同様の影響を与えることが示されたが、Na＋、K＋－ATPaseに対しては活性上昇に  

7日間を要することからNO2暴露の場合と異なる影響を与えることが認められた。また、両者の  

複合暴言は、NO2単独暴露の影響を増強する傾向を示した。  

〔発 表〕K－70，K－71，K－72，f－7  

（5）膜成分に及ばす影響  

〔担当者〕彼谷邦光・国本 学・三浦 卓  

〔内 容〕① 複合暴露について：55年度までにNO2及びオゾンの単独暴露による赤血球膜成  

分の変化を調べ、へキソース含量、シァル酸含量、リゾホスファチジルエタノールアミン含量の  

変化が起こることを明らかにしてきた。56年度はNO2とオゾンの複合暴露によってこれらの膜成  

分がどのような変化を起すかを明らかにし、NO2及びオゾンの単独暴露の場合と比較した。   

4ppmNO2の間欠暴露によって、ヘキソース含量は1El日で有意に低下したが、0．4ppmオゾン  

の間欠暴露ではヘキソース含量の低下は認められなかった。NO2とオゾンの複合暴露では、へキ  

ソース含量の低下は起らなかった。リゾホスファチジルエタノールアミンの割合は、NOユ及びオ  

ゾン単独での間欠暴露によって著しい増加が起ったが、両者の複合ではむしろ増加が抑制された。   

② NO2の作用機作について：硝酸イオン（NO3）または亜硝酸イオン（NO2‾）と赤血球と  

をインキュベー卜すると、NO2暴露の場合と同様な変化が赤血球膜成分に起ることを明らかにし  

た。特にNO3▼による赤血球膜ホスファチジルセリン（PS）のアラキドン酸含量の増加が顕著であ  

った。PSのアラキドン醸含量の増加にともなってPSのパルミテン酸及びステアリン酸の含量の  

減少が認められた。インキュベーションメディウムからカルシウムイオンを除くとPSのアラキド  

ン酸含量の増加は起らなかった。また、かレシウムイオノホアであるA23187によっても同様にPS  

のアラキドン酸含量の増加が起った。カルシウムイオン存在下でNO。‾と同様にPSのアラキドン  

酸含量を増加させる陰イオンはチオンアンイオン及び過塩素酸イオンであった。また、NO2暴露  

の場合と同様に、NOさ‾及びNO2によってCa2＋、Mg2十【ATPase活性及びへキソース含量の低下  
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が認められた。以上の結果から、NOz暴露によって起る赤血球膜成分の変化の多くはNO2が血液  

に溶解してできるNO3及びNO2‾によって起ることを明らかにした。  

〔発 表〕K－73，K－74，F－2，f－4，ト32，f－33  

研究課題 5）NO2長期暴屠のラットに及ばす影響  

（1）特に第2回目実験の供試動物の飼育経過－  

〔姐当寺〕高橋 弘・高痛憤司・山元昭二・伊藤勇三  

【内 容〕大気汚染が社会的にも問題視されている今日、大気汚染物質が生体に及ぼす影響につ  

いての研究は急速に展開され究明が進められている。しかしながら、現実の生活環境大気中に存  

在する汚染レベル環境下で長期間にわたって観察された例は少ない。   

本研究は、上記課題の特別研究として、NO2ガス長期暴露がラットに及ばす影響について基礎  

的知見を得る目的で実施された第2回目の長期暴露実験である。   

本報告は、以下の各実験に供試されたラットの暴露実験飼育期間中の飼育状況・途中死亡例・  

各群別の体重推移についてとりまとめ、以下の各実験報告のための基礎資料とするものである。   

本実験に供試したラットは、総て日本クレア生産のJCL㊥：Wistar系の雄である。これは第1回  

目実験との比較の意味もあり、由来を同じくする動物を使用したものである。暴露実験飼育は、  

動物の導入時期と暴露期間等の別によりA・B・C・Dの4群に大別した。すなわち、A群は6・  

9・18か月間の暴露を、B群とC群は3か月間の暴露を、D群は6か月間の暴露を行った。また、  

各群のうちA・C・Dの3群はラットの生年月日・施設導入日（導入時7週令）を同じくする同  

一ロットの動物であり、暴露開始の時期までにC群は9か月間、D群は12か月間を当施設のバリ  

ア環境内で飼育された。   

今回のNO2ガス濃度は、0．04ppm（ASGrl）0．12ppm（ASG－2）0．4ppm（ASG－3）の3濃  

度及びNO2ガスを加えないコントロール（ASC）の4種とした。NO2ガス暴露期間中に、A群では  

計288匹（72匹×4台）のうち13匹の途中死亡例（コントロール群4匹0・04ppm暴露群3匹0■12  

ppm暴露群4匹0．4ppm暴露詳2匹）があり、D群の計96匹（24匹×4台）ではコントロール群0・04  

ppm及び0．4ppm暴露群の3群で計5匹の死亡例をみた。これに対してB群（計96匹）及びC群（計  

96匹）では、暴露期間中での死亡例はみられなかった。この種の実験では、途中死亡例の所見が  

重要な意味々持つ場合もあるので、それらについては別の機会に報告する。   

次に、これら暴露期間中での各群のラットの体重の推移については、各群ごとに1か月間隔で  

定期的に測定した結果、各群間での体重にはNO2ガス暴露に起因すると考えられるような変化は  
認められなかった。このことについては、暴露濃度や期間は異なるが、第1回目の長期実巌の成  

績と同一と認められる。  

（2）特に第2回目実験の暴露チャンバーの環境制御－  

〔担当者〕清水 明・高橋 弘・松本 茂・藤田和伸・木村英雄  

【内 容〕大気汚染物質の中でも、特に、その生体影響についての解明が急がれているNO2ガス  

の低濃度長期暴露実験の第2回目の実験（昭和55年5月27日から56年12月11日の18か月間）の暴  

露チャンバーの環境制御の計画とその成績については本報でとりまとめた。これらは、本特別研  

究の一部としてなされた長期暴露実験に供試された実験動物（ラット）のすべての動物について、  

温度・湿度及びNO2ガス暴露濃度の制御結果を一括してとりまとめ、以下の各種実験に供試され  

たラットに関しての共通の基盤としていただくことを目的としている。  
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本実験に使用したガス暴露装置は、当研究所動物実験施設に設置されている／ト動物用慢性ガス  

暴露チャンパー4台（AS系チャンバーと呼称）であり、これらのチャンパーシステム概要は前回  

の実験時と同じチャンバーを使用しているのでここには省略する。   

今回の暴露実験期間と供試動物の飼育経過については上記（1）に示すとおりであるが、本実験期  

間におけるチャンバーの設定条件ほ、温度・湿度が4チャンバーともに25℃、55％RHであり、NO2  

濃度は0．04ppm（ASGLl）、0．12ppm（ASG－2）、0．4ppm（ASG－3）の3浪度とし、残る1  

台はっントロール（ASC）である。   

更に、実験期間中の温度・湿度の制御結果は、それぞれの設定値（25℃、55％RH）に対して、  

温度は±1℃、湿度は±10％の範囲内に金運転期間の94％以上の時間が含まれているように  

（ASG－1チャンバーの湿度制御結果は79％であった）制御されていた。一方、NO2濃度の制御結  

果は、0．4ppm設定のチャンバーでは設定濃度の±10％の範囲に全暴露期間の97％以上が制御さ  

れ、0，12ppm及び0．04ppm設定のチャンバけでは同様の範囲に全暴露期間の73％以上が制御され  

た。以上の温度・湿度及びNO2ガス濃度の制御結果は、本実験の求める環境制御基準と精度から  

みて、ほぼ満足してよい結果であろうと考える。  
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2．1．2臨海地域における気象特性と大気拡散現象の研究  

〔研究担当部〕大気環境部：大気環境計画研究室・大気物理研究室・エアロゾル研究室  

計測技術部二分析重  

技 術 部：理工施設管理室  

〔研究期間〕53～56年度  

〔研究概要〕我国の場合、大規模発生源である大都市、工業地帯のほとんどは臨海地城に位置し  

ている。したがって、ここから発生する汚染質の周辺地城への移流、拡散の問題は、我国の大気  

汚染制御の上からは極めて重要である。臨海地域では、海陸の表面温度及び粗度の急激な変化に  

伴って、日中、内陸部に浸入した海風は、地面からの熟的・機械的撹乱のために臨海地填で急激  

な変質を受け、また一般風の弱い場合には、臨海地域全体を覆う大規模な循環流、いわゆる海陸  

風循環流が形成される。大気汚染が問題となるのは、まさにこのように｝般風の弱い場合である。   

本研究は、臨海地城における気流の変質、局地風の発生、大気安定度の急変に伴う汚染物質の  

拡散の形態と機構の変化などに関する個々の基礎研究を行うとともに、臨海地域の気象特性と大  

気拡散現象とを一体として把握するために、野外調査、風洞シミュレーション、数値シミュレー  

ションの三つの側面からのアプローチを試み、もって大気汚染の定量的な予測手法の確立と、大  

気汚染の低減を計るための指針を与えることを目的としている。   

本研究の開始と時を合わせて、昭和53年4月大型拡散風洞が完成した。これによって、種々の  

大気安定度、気象状況下における大気拡散の風洞シミュレーションが可能になった。また昭和55  

年より大型計算機が導入され、複雑気流の数値計算が可能になった。   

研究成果の一部は、国立公害研究所報告第17号「流体の運動及び輸送過程に及ぼす浮力効果」、  

第33号「大気運動と大気拡散過程のシミュレーション」として出版された。また、本研究に関連  

した最新の研究成果を集約するため、「大気・乱流シンポジウム」第1匝】（昭和55年2月）、第2  

回（昭和56年10月）を開催し、国立公害研究所調査報告第14号、第17号とLて刊行した。本研究  

で得られた成果のうち、特に大気汚染予測手法の改良、発展に寄与する点を列挙すると以下のよ  

うである。  

（1）大気汚染の拡散は、風速や高度が同じでも大気安定度のみの相違によって数千倍変化する。  

この安定度依存性は局所の安定度パラメータ（グラディエントリチャい一ドソン数）で普遍的に  

表わせる。ただし、安定度依存性は接地気層とその上空では本質的に異なる。したがって、自動  

車等の低煙源の拡散と、高煙突からの拡散は著しく異なる。  

（2）鉛直方向・横方向・流れ方向への拡散の仕方はそれぞれ異なり、それらの安定度依存性は  

著し〈なる。例えば、逆転層では鉛直方向の拡散はほとんどゼロになるが、横方向・流れ方向の  

順に減少の度合は小さくなる。また、強い逆転屑では、低濃度から高濃度の方向に拡散が起こる  

ことがある（カウンター・グラディェント拡散）。これらの挙動を理論と実験の両面から明らかに  

し定式化した。  

（3）日中、海風が高温の陸地に浸入すると、地面に接して混合層が形成され、海岸からの距離  

の増大に伴いその厚さを増す。高燥源からの煙がこれにぶつかるとfumigation（いぶし型汚染）  

を引き起し、最大着地洩度は従来の予測モデルの結果より10倍以上高くなる。  

（4）大気汚染が最も深刻になるのは臨海地域全域を覆う海陸風循環の発現時である。このとき、  
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夜、陸風で一旦海上に吹き出された汚染質が朝、海風で吹き戻され、これに新たな汚染質が付加  

されるため高濃度汚染になる。モデルではこれが予測できる。  

（5）この海陸風は閉じた循環であるため、汚染質は蓄積されて日々その渡度を増大させる。こ  

れは、臨海地域の汚染負荷（環境総量）と関連して重要であり、本研究では、汚染貿濃度の経日  

変化の特性を明らかにした。  

（6）海陸風の室内実験に成功し、海陸風の相似律を明らかにするとともに、海陸風の基本的な  

メカニズムについて新しい理論を展開した。従来の理論との相違は次のようである。海陸風は海・  

陸の温度差の日変化に伴っそ生じる循環流と、陸地温度自身の非定常変化に伴って生じる小規模  

対流から構成されていること、小規模対流としては朝凪時地面の加熱に伴って生じる細胞状対流、  

海風が陸地上に浸入する際海風層内に形成される樅渦列、動流（海風、陸風とも本質的にはこの  

種の流である）ことなどである。   

以上の研究によって、臨海地域の気流と大気汚染の局地的な高波度汚染が、数値シミュレーシ  

ョンと風洞シミュレーシ ョンの両方から同時に予測できるようになり、また全体として精度が向  

上している。更に、従来全々予測できなかった臨海地域のバックグラウンド濃度（上空では環境  

規準値を上まわる革もある）の予測も可能になった。  

〔発 表〕K－89，K→90，K－91，Kp92，K－93，K－139，Kp141，D－6，d－14，dL15，  

k－11，d－11，d－12，d－30，d－67，d←7，d－8，d－9，d－10，K－94，K－95，  

dr29，d－82，d－16  

研究課題1）風洞による気象特性と大気拡散現象の研究  

〔旭当考〕植田洋匡・小川 靖・小森 悟・光本茂記・宮崎 武・竹下俊二・上原 清・山本一  
夫●・佐藤行成■・中島正基●・福井啓介■・長瀬洋一－  

〔内 容〕臨海地域では、海陸の温度差、粗度の急変に伴って気流が変質して、安定度が海岸か  

らの距離、高度によって変化する変形気流場（逆転層、混合層などの内部境界層）が形成される。  

更に、マクロに見ると臨海地域全体を覆う局地風である海陸風循環流が形成される。本研究の目  

的は、このような臨海地域特有の気象現象の基本的なメカニズムの解明と、これを風洞、水槽内  

に再現してその中で拡散実験を行い、大気汚染予測のための風洞（水槽）シミュレーション手法  

を確立する事である。   

成層乱流の基礎研究では、乱流輸送に及ぼす大気安定度依存性を室内実験により明らかにし、  

その妥当性を実際の大気中でも検証した。新しい知見として、乱流輸送過程に対する安定度依存  

性は、嶺地気層（低僅頂の場合）とその上空（高塩源）では著しく異なることを示した。すなわ  

ち上空での乱流拡散係数は大気安定度の変化によって数千倍の差異を生じ、また強い成層状態で  

は運動量と物質（熟）の乱流拡散機構に著しい差異が現われるが、接地気層ではこれらの差異は  

小さいことを示した。また、鉛直方向と横方向・流れ方向の乱流拡散の安定度依存性の相違も示  

した。そして、これらを定式化するとともに、これらの現象を統一的に説明する乱流理論として  

乱流スペクトル理論を提出した。   

内部境界層の研究では、混合層と逆転層の発達を風洞でシミュレートし、汚染費や熟の拡散過  

程を追跡した。その結果、高濃度大気汚染は低煙源の場合、接地逆転層が形成されたとき発生し、  

高煙源の場合、海風浸入時混合層が形成されたときに、いぶし型汚染としてもたらされる事が明  

＊ 客月研究員  
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らかになった。また、これらの実験結果は上記の理論により高精度で予測できる事を示した。  

〔発 表〕K－89，K－90，K－91，K－92，K－93，K－139，K－141，D－6，d－14，d－15，  

k11，d－11，d－12，dp30，d－67  

研究課題 2）大気中の気流の立体構造に関する研究  

3）マルチトレーサーガス実験による乱流拡散の研究  

〔担当者〕植釦羊匡・小川 靖・光本茂記りJ、森 悟・宮崎 武・若松伸司・鈴木 陸・鵜野伊  

津志・竹内延夫・笹野泰弘・福山 力・村野健太郎・溝口次夫・浅井富雄＊・井上力太♯  

中沢雄平●・佐々木叫敏♯  

〔内 容〕本研究は臨海地城について、様々の気象状況下での気流の立体構造と、汚染質の移流・  

拡散過程のメカニズムの解明を目的とし、更に実際の大気汚染の動態の把握を目的とする。対象  

として、（1）海岸線が単調で内陸部が平祖な最も単純な場合のほかに、我が国ではほとんどがそう  

であるように、（2）海岸線屈曲、内陸部平担、（3）内陸部の背後に丘陵がある場合、（4）背後に湖のあ  

る場合について野外観刺を実施した。同時に、大気汚染質の洩度測定を行って、大気汚染予測の  
ための（l）風洞シミュレーション、（2）数値シミュレーションのための検証データを得た。   

野外調査については、その測定手法もいまだに確立されていないため、本研究ではレーザー・  

レーダーによるリモート・センンング手法、航空機による上空の乱流測定手法の開発を行って、  

従来のものと合わせた総合的な観測手法を確立した。   

これらを用いて、昭和56年8月相模湾の海上及び内陸部にわたって、船、航空機、地上測器を  

用いた大規模観測を実施し、海陸風とその中での大気汚染の動態の把握を試みた。これによって、  

海上、陸上それぞれ50kmにも及ぶ海陸風場のフロー・パターンとそれの日変化の検出に成功した。  

同時に、大気汚染質の陸上、海上での拡散、変質過程が測定できた。これらの結果は、風洞シミ  

ュレーション及び数値シミュレーションの結果と対比して、良好な一致を得ている。この結果は  

昨年度の観測結果と合わせると、Hsu（1969）のものと並んで最も組織立ったものであり今後の理  

論、数値シミュレーションの規範となろう。   

更に、内陸部の背後に山岳がある場合の観測として北関東から長野、上嵩盆地での観測を実施  

した。この場合、関東平野の海陸風と甲信地方の山岳風が相互作用を起こすが、本観測では南関  

東からの光化学スモッグが長野・上田地域でナイト・スモッグと呼ばれる高波度オキシダント汚  

染を引き起こす場合の気流とオキシダント濃度の立体構造の測定に成功した。   

一方、ミクロな気象現象のメカニズムの研究として、逆転層の構造とその中での拡散機構の観  

測を筑波で実施した。このため、逆転層内の乱流統計量の測定を行うと同時に気象研究所・筑波気  

象観測鉄塔（216m）を使って、逆転層内各高度から放出した煙の拡散巾の拡がりを調べ、また、  

個々のパフ（煙塊）をラグランジュ的に追跡して小規模（初期）乱流拡散の機構を調べた。また、  

接地気層中の乱流の微細構造の研究として昨年度実施した立川飛行場跡地での観測結果を統計解  

析し、高波数の乱流スペクトルに及ばす大気安定度の影響、乱流エネルギーの生成を支配してい  

るバースト現象、乱流の秩序運動に及ぼす安定度の影響を検討した。  

〔発 表〕d－7，d－8，d－9，d－10  

＊ 客貝研究員   
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研究課題 4）臨海地域の気流・汚染濃度の予測モデルの開発  

〔担当者〕植鋸羊匡‥小川 靖・若松伸司りj、森 情・光本茂記・鵜野伊薄志・鈴木 睦・宮崎  

武・谷 一郎●・橋本英典●・尾添紘之●・北田敏廉■・水島二郎■  

〔内 容〕臨海地域の種々の地形、気象条件について、気流及びその中での汚染物質の移流・拡  

散を予測する数値予測手法の開発を目的とする。   

モデルとしては、いわゆる物理モデルを対象とする。本研究では、これに高次の乱流輸送】墾論  

を導入し、更に、乱流拡散に最も大きな影響を及ぼす大気安定度として、局所的な安定度パラメ  

ータであるリチャードソン数を導入した大気拡散理論を確立する。このようにして構成される偏  

微分方程式を解いて、複雑気流場と大気汚染濃度を同時に求めるための数値計算プログラムを開  

発することを目的とする。   

本特研で現在まで次の数値計算プログラムを開発した。（1）二次元気流（放物線型）プログラム、  

（2）二次元気流（楕円型）プログラム、（3）三次元気流推定用客観解析プログラム、（4）三次元拡散、  

反応プログラム、㈲海陸風プログラム、（6）その他非定常熟対流、大気放射プログラムなど。（1）の  

プログラムでは、混合層などの内部境界層の発達とその中での乱流拡散を予測した。（2）では、混  

合層内部など自然対流と強制対流が共存した流れ場に二次的に形成される渦流の構造とそれが汚  

染質の輸送過程に及ぼす影響を検討した。（3）では、まず客観解析手法の妥当性と気流場推定のた  

めの必要最小限のデータ数の決定などを行った後、相模湾での観測結果から海陸風の立体構造を  

推定し、その基本的なメカニズムについて水槽シミュレーション、数値シミュレーション、線型  

理論の結果を合わせて検討を行った。（4）を用いた研究として、昨年度はNOを含む排ガス・ジェッ  

トが周囲流体を巻き込みながら発達して、周囲流体中の08と反応してNO2に転化してゆく過程を  

追跡したが、本年度は乱流状態のNOを含んだ流体中を0きが拡散してゆく際の混合・反応現象を追  

跡した。これらの研究は環響基準として定められているNO2の生成機構の推定に関する基礎を与  

えるもので、前者は排出源近傍、後者は遠方でのNOz転換の予測を可能にした。これには風洞実  

験をも行って予測理論の確立を図った。く5）の研究では、線型理革を展開して、海陸風に及ぼす種々  

の外部気象要素（一般風、プラントル数、上空の温度傾度など）、海陸風の発生限界、季節変化、  

地域差等を明らかにし、室内実験でシミュレートされた海陸風と、実験の大気中でのものとの相  

似法則を確立した。また数値計算70ログラムにより、海陸風に及ぼす内陸部山岳斜面（山谷風）  

の影響を調べ、海陸風填での大気汚染の特性（日変化、経日変化、環境容量、汚染物質の祝跡な  

ど）を調べた。その他、海陸風の基本的メカニズムとして重要である事が判明した小規模対流現  

象のうち、朝凪時、地面の非定常加熱に伴って起こる細胞状対流について、その機構のモデル化  

を行い、対流の発生限界、発生時刻、発達過程、内部構造を調べた。   

これらの研究はすペて室内実験（風洞・水槽シミュレ→ションなど）を行って理論の展開を計  

り、その妥当性の確認を行い、最終的には野外実験により実用性の検証を行っている。  

〔発 表〕KM94，K－95，d－29，d－82，d－16  

＊ 客員研究員  
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2．1．3複合大気汚染環境の植物影響に関する研究   

〔研究担当部】生物環境部二生理生化学研究室・陸生生物生態研究室  

技 術 部：生物施設管理室  

〔研究期間〕54－56年度  

〔研究概要】大気中の二酸化硫黄浪度は年々減少しているが、二酸化窒素洩度は多くの都市域で  
年々上昇の傾向を示している。更に光化学反応生成物であるオキシダントは都市域ばかりでなく、  

都市郊外においても社会問題化している。これら種々の大気汚染物質の複合条件下での植物影響  

は複雑であり、詳細な解析が望まれている。   

本研究に先立って昭和5卜53年度に実施された特別研究において、二酸化硫黄、二酸化窒素、  

オゾンなど単一汚染ガスの植物影執こ関する基礎的知見の収集に努めた。昭和54年度より開始さ  

れた本特別研究は複合大気汚染ガスの植物影響を解明することを目的として計画された。この目  

的を遂行するために、まず低濃度汚染ガスを混合して長時間供給するシステム及びその制御手法  
を確立した。このガス暴露システムを用いて、混合汚染ガスが植物の生理機能及び生長に与える  

影響を種々の環境条件下で実験した。同時に単一ガスの影響の更に詳細な研究を行い、複合影響  
の解析のための基礎データとした。また、野外条件下における複合大気汚染環境評価のための植  

物指標の開発及び植物群落による大気環境保全機能について検討した。   
本研究では下記の5研究課題を設定し、それぞれの目的と方法にしたがって主として植物実験  

棟Ⅰにおいて行われた。  

研究課題1）複合大気汚染ガスに対する植物の抵抗性に関する生理生化学的研究  

研究課題 2）複合大気汚染ガスに対する植物の抵抗性に関する生態学的研究  

研究課題 3）植物指標による複合大気汚染環境の評価方法の研究  

研究課題 4）陸上植物による複合大気汚染環境改善の方法に関する研究  

研究課題 5）暴露キャビネットにおける複合大気汚染ガス濃度制御方法の改善及び植物生体計  

測評価手法の開発に関する研究   

以下に3年間の研究成果の概要を述べる。  

課題1）植物の傷害発現の機構を解明するため、種々の生理学的、生化学的手法を用いて、気  

孔反応、晴性酸素生成、プロテアーゼの活性化、脂質及び光合成色素の分解等の過程を調べ、大  
気汚染ガスによる植物の傷害発現の機構に関していくつかの新知見を得た。また、大気汚染ガス  
による光合成阻害は、ガスの種類、濃度、暴露時間によって阻害部位が異なっていることを示し  

た。  

課題 2）植物保護のための基礎資料を得るために、大気汚染ガス暴露の光合成・呼吸・蒸散・  

同化産物の転流等の生理機能に及ぼす影響並びに植物の生長に及ぼす影響を調べた。汚染ガスの  
低濃度混合では光合成に対して相乗的な阻害効果を示した。低濃度の03単一及び03，NO2の混合  

処理などで植物の生長低下が見られ、特に根の生長が顕著に阻害された。13Cの転流実験及び糖含  

有量の測定結果は光合成同化産物の根への転流低下と根の生長低下との関連を強く示唆した。  
課題 3）複合大気汚染環境の植物指標による評価法を開発するため、大気汚染ガスに高感受性  

の水稲に突然変異誘起剤処理をして、SO2感受性、03感受性の水稲を選抜し、F2、Fヨ世代で、よ  

り高感受性の系統が得られた。リモートセンシングによる広域評価を行うために大阪府堺市の50  

地点の赤外カラー航空写真と各地点での植物の活性等を比較検討し、パイバンド（R／G）比、菓内  
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硫黄含有量、案内重金属含有量との間に負の相関が認められた。また、大気浄化温室と非浄化温  

室あるいは試作したオープントノブチェンパーを用いて野外条件下における大気汚染の植物影響′  

を比較すると、浄化区と非浄化区で差が見られた。  

課題 4）植物群落による大気汚染ガスの吸収能を評価するための基礎実験として、数種の木本  

植物のガス吸収能に及ぼす混合ガス暴露の影響を調べた。汚染ガスに抵抗性の強い種ではガス暴  

露により短時間に気孔閉鎖してガス吸収速度が低下し、抵抗性の弱い種では吸収速度の変化はわ  

ザかであった。  

課題 5）当研究所に設置されてい る複合ガス暴露実験装置の低浪度混合ガスの供給及び浪度制  

御手法を開発するため、混合ガス供給時の反応生成物を測定し、暴露実験装置の運転条件が決め  

られた。汚染ガス暴露下での植物反応を非破壊で計測するための画像計測システムを開発し、  

SOヱ、NOヱ暴露による急性可視菩はガス吸収量があるしきい値を越えた部位にのみ発現する傾向  
を示した。また画像処理により、SOzと03の可視害の特徴の差異が定量的に比較された。   

本特別研究において得られた成果は57年度から始まる特別研究「植物の大気環境浄化機能に関  

する研究」に引き継がれ応用される予定である。   

なお、54・55年に得られた研究成果の一部は、国立公害研究所研究報告第28号（Rr28－’81）「複  

合大気汚染の植物影響に関する研究一昭和54／55年度特別研究報告」にまとめられた。  

〔発 表〕H－4，H－7，H－8，H－9，H15，H－26，ト1，Ⅰ2，Ⅰ－3，Ⅰ－4，Ⅰ－5，K－19．  

K－20，K－21，KL22，KL23．K24，K25，K－26，K－27，K－28．K－29，  

K－30．h－5．h－7，h－8，h－11．h－13．h－15，h－17，h－20，h－22．h－24，h  

－25，h－26，hL27，hL28．h－29，h→34，h－35．h－36，hJ48，h－49，i－2，i  

－3，i－4，k－15  

研究課題1）複合大気汚染ガスに対する植物の抵抗性に関する生理生化学的研究  

【担当者〕菅原 淳・近藤矩朗・渡辺恒雄・田中 浄・島崎研一郎・榊  剛・滝本道明◆・西村  

光雄●・山田晃弘＊・浅田浩ニー・藤伊 正－・庄野邦彦－・手塚修文－・内宮博文●・大西  

拉．●  

〔内 容〕複合大気汚染ガスの影響及び抵抗性の機作を解明するための基礎として、SO2、NO2、  

03等の光合成系、気孔開閉制御系、色素への影響を、植物個体レベル、細胞レベル、細胞内顆粒  

レベル、分子レベルで検討し、気孔反応、色素分解、光合成炭酸固定及び電子伝達反応等に関し  

て以下に記す成果が得られた。   

SO，、NO2、03等いずれのガス暴露に対しても、既に報告したようにア7サイシン酸（ABA）含  

有量の多い植物はす早く気孔を閉鎖した。本年度はガス暴露後にガスを除いて気孔の回復運動を  

調べた。ABA含有量の多いトマトにおいて、SO2及びNO2の場合には、しばらくは気孔開度の変  

化は見られず1日後に暴露前の開度にまで回復した。0。の場合には全く回復が見られなかった。  

ABA含有量の少ないトウモロコシはSO2暴露の場合にのみ気孔閉鎖が起こるがSO2を除くと直ち  

に気孔の回復が始まった。これらの結果はガスの種類及び植物種の適いによる気孔閉鎖の機作の  

違いを反映しているものと思われる。   

03暴露菓の光合成色素破壊に、SO2の場合と同様02‾が関与していることを既に明らかにした。  

本年度は棄内の02‾消去物質であるス「－ノヾニーオキンドジスムターゼ（SOD）とL－アズコルビン酸  

＊ 客員研究月  
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含有量の変動を調べ、0さ暴露による色素分解が始まる前にSO工）活性が低下し、L－アスコルビン  

酸量が減少することを明らかにした。また葉緑体瞑のポリフェノールオキシターゼ活性が顕著に  

増大し、これが02‾生成に関与している可能性が示唆された。   

植物をSO2に接触すると急激に炭酸固定速度が低下することが知られている。SO2に接触した  

植物は集中に過酸化水素（H20。）を蓄積し、このH202が光合成炭酸固定酵素許のうちフラグトー  

スー1、6－ニリン酸フォスファターゼ（FBPase）らのチオール酵素を阻害すること、この阻害が光  

合成低下の原軌こなっていることを既に明らかにした。本年度はSO2暴露時に、これらチオール酵  

素の中で光合成阻害の律速段階になっている部位を明らかにするために炭酸固定系中間代謝物の  

定量を行った。SO2暴露初期に集中のタラクトースニリン酸が増加し，、フラクトースーリン酸が減  

少LたことからSO2暴露による光合成低下の原困はFβPaseの阻害によると結論した。またゾラマ  

メの葉肉細胞プロトプラストを用いた実験により、亜硫酸による細胞の炭酸吸収能の低下も炭酸  

固定低下の原因の一つとなり得ることが示された。   

ホウレンソウ菓のクロロフィルa蛍光誘導期現象に及ぼすSO2、03、NO2暴露の影響を調べ、こ  

れらのガスが葉緑体の光化学系に及ばす作用がそれぞれ異なっていることを見出し、作用部位を  

推定した。2ppmSO2暴露では初め光化学系1Iの還元側の阻害が見られ、間もなく光化学系IIも阻  

害された。0．5ppmO3に暴露すると光化学系IIの酸化側が阻害された。明所での4ppmNOz暴露で  

は5時間の間全く変化が現われなかったが、暗所での暴露では光化学系1Ⅰの還元側及び光化学系  

ⅠⅠ活性が阻害された。  

〔発 表j K－20，K－2エ，K－2Z，K－Z3，k－ヱ5，h－ヱヱ．血－ヱ3，ムーユ5，ホーユ7，ムー22，わー  

24  

研究課題 2）複合大気汚染ガスに対する植物の抵抗性に関する生態学的研究  

〔担当者〕戸塚 績・古川昭雄・伊藤 治・岡野邦夫・名取俊樹・可知直毅・清水英幸・岩城英  

夫●・牛島忠広■・横井洋太■・笹川英夫－・竹集 剛●・河野恭広－・佐藤秋生－  

〔内 容〕混合大気汚染質処理によってひき起こされる植物菓の可視障害の発現過程を解析し、  

植物の基本的生理機能である光合成、呼吸、蒸散、同化産物の転流に及ぼすSO2、NO2、03の単独・  

混合処理の影響について詳細な実験を行った。   

各種大気汚染質による可視障害の発痩は葉令に大きく依存し、汚染質の種類によっても異なっ  
た。概してSO2に対する感受性は老集が高く、NO2は成葉により大きな障害を与え、03による可視  

障害の発現は成葉よりも幾分若い葉に発現した。   

光合成・蒸散に対するSO2、NO2、03単独・混合処理の影響をポプラ、ヒマワリを用いて調べた。  

寺性の強さは植物種に関係なく0き＞SO2＞NO2の順であった。NO2、0∂混合処理では各汚染質鳩  

度が光合成阻害の域低かそれ以下では相乗効果が、NO2単独処理によってわずかに光合成が阻害  

される濃度で0。を同時処理すると相加効果が、NO2単独で光合成が著しく阻害される濃度の時に  

0。が共存すると相殺効果が見られた。SO2と0。の混合処理の時にも同様の効果が観察された。す  

なわち、SO2もしくは0。濃度が高い時には混合処理によって光合成阻害は緩和された。このような  

相殺効果は気孔閉鎖によって汚染ガスの植物体内への侵入が妨げられるためであった。しかし、  

相乗効果の発現機構については解明できなかった。さらに、マサキの蒸散速度が影響されない洩  

度のSO2とNO2を混合処理すると蒸散速度は顕著に減少した。ガス処理を停止すると蒸散速度の  

＊ 客月研究月  

－20－   



回復が観察されたが、SO2かNO2のどちらか一方を停止するだけで正常な回復が起った。   

光合成産物の転流に対する03の影響について播種後10日目のインゲンマメを用いて調べた。こ  

の時期の植物は初生薬が根や茎に光合成産物を供給し、本葉が展開しつつある新集に光合成産物  

を供給している。13CO2の取り込みと13Cの同化柔からの流出割合侶初生乗において0。の影響を強  

〈受けた。また1きCO2の分配は0。処矧こよって新案への分配が高まり、根・茎への分配が低下した。  

03処理による築からの同化産物の根への転流量は約45％、新葉への転漁量は約25％減少した。以  

上の結果は、03処理により個体重に占める根室の割合が低下するという生長解析の結果を光合成  

産物の転流から説明するものである。   

インゲンマメの生長と糖・アミノ酸代謝に対するNO2・03の単独・混合処理の影響を調べた。  

NO22ppm・030．1ppm以上の濃度で1週間単独処理を行うと根の生長が顕著に減少した。根の生  

長低下とグルコース含量の間に高い相関があり、根への光合成産物の供給がNO2、03によって阻  

害されることを示唆している。NO2単独処理によって菓に吸収されたNO2はグルタミンとして貯  

蔵され、グルタミン酸、アスパラキンへと変換された。03単独処理では蛋白質が分解され遊馳し  

たアミノ酸はアスパラキンとして貯蔵された。NO2、03の混合処理ではこれらのことが同時に起  

るために、アスパラギン、グルタミンが葉内で増加したものと思われる。  

〔発 表1K－24，K－25，K－26，K－27，坑－4，n－15，b－7，h－8，h－20，h－27，h－2B，  

h→34，h－35，h－36  

研究課題 3）植物指標による複合大気汚染環境の評価方法の研究  

〔担当者〕藤沼康実・古川昭雄・戸塚 績・相賀一郎・島崎研一郎・佐藤 光■・大村 武－・牛  

島忠広◆・佐藤秋生t・松岡義浩㌧矢吹万寿●・青木正敏－  

〔内 容〕局所的な複合大気汚染環境の数量的評価方法を開発するために、特定の汚染ガスに特  

異的高感受性を示す植物や生理的活性を検索して植物指標による環境評価法の開発を継続すると  

ともに、植物計の実用化をはかるための野外実験を実施した。一方、大気汚染の植物影響に関す  

る広域調査のためのリモートセンシング手法に関する基礎資料を収集した。以下に主な成果の概  

要を示す。   

生薬のクロロフィルa蛍光誘導期現象は、SO2、NO2、03暴露に対し、それぞれ特徴的なパタ→  

ンを示し指標としての可能性を示唆した。   

大気汚染ガスに高感受性の水稲の突然変異株を開発するための⊥環として、日本在来稲より選  

抜したSO2、0。に対して高感受性品種LO182の突然変異系統群中に、より高感受性系統が第三代  

（F。）でえられた。さらに汚染ガス感受性と遺伝的形質との関係を検討した結果、LO182のSO2感受  

性形質は複数の遺伝子が関与していることが推察された。   

野外条件下における大気汚染の植物影響評価のための空気浄化試験法の一つとしてオープント  

ップチェンバー（OTC）を試作し、その性能をポプラを用いて実験した。さらに、昭和56年7－9  

月に本構内、千葉市、我孫子市、東京都文京区（東大農）、府中市（農工大農）の5地点にOTCを  

配置し、鉢植えポプラに対するオキシダント汚染の影響を調査した。その結果、各地点とも非浄  

化区では可視障害が発現し、その程度とオキシダント濃度との間に相関が認められた。しかし、  

生長量への影響調査では、一部の地点に設置したOTCでの給水装置の作動が不調となり、信頼で  

きる結果がえられなかった。この間題の解決が今後に残された。  

＊客月研究月  
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葉南光反射特性による植物活性度を評価する手法を開発するために、数種の木本植物の棄を大  

気汚染状態を異にする地域から採取して、葉の反射スペクトルとクロロフィル含量を季節を変え  

て測定した。その結果、特定波長を使用した薫面の反射率比と集中クロロフィル量との間に成立  

する相関関係は、植物の種類や採取した季節に無関係に同一の回帰直線で表現できた（本研究内  

容の一部は昭和57年度日本農業気象学会大全（筑波）で発表された）。  

〔発 表）h－25，b－26，K－30，H－9  

研究課題 4）陸上植物による複合大気汚染環境改善の方法に関する研究  

〔担当者〕名取俊樹・戸塚溺  

〔内 容〕植物群落による複合大気汚染ガスの吸収能を評価する数学モデルの開発に必要な基礎  

資料を収集するために、昨年度にひきつづき混合ガスに対する木本植物のガス吸収能を検討した。  

汚染ガス抵抗性が強いマサキについて、SO2濃度を0，1ppm一定としてNO2濃度を0．1－1，Oppmま  

で変化させてガス吸収能の一指標である蒸散速度の変化を測定した。その結果、SO20．1ppm、  

NO20．1ppmの単独ガス暴露では蒸散速度は対照とほぼ同様な値を示したが、0．1ppmSO之十0．1  

ppmNO2の混合ガス暴露により蒸散速度は顕著に低下した。その程度は混合するNO三浪度の上昇  

とともに増大した。  

〔発 表〕K－28，洋一7，H嶋8，h－29  

研究課題 5）暴露キャビネットにおける複合大気汚染ガス濃度制御方法の改善及び植物生体計  

測評価手法の開発に関する研究  

〔担当者〕相賀一郎・大政謙次・松本 茂・橋本 康●・及川武久♯  

〔内 容〕前年度に引き続き、複合環境の制御に関する基礎的研究、植物反応の非破壊計測及び  

その評価法の開発、汚染ガスにより葉面に発現する可視害の自動計測手法の開発、植物の微細環  

境及びその生体反応の計測評価に関する基礎的研究を行った。以下に主な成果の概要を記す。   

複合環境の制御に関する基礎的研究では、前年度に引き続き、暴露キャビネット内での反応生  

成物を含めた混合ガスの挙動の把握、信号処理技術の開発、低洩度混合ガス供給技術の開発など、  

極低濃度での汚染ガス濃度制御法を検討するとともに、混合ガス状惣での自然環境の模擬装置を  

開発した。（相賀他1982 空気調和・衛生工学 印刷中）   

植物反応の非破壊計測及びその評価法の開発では、実験ほ場、ファイトトロンⅠ、1Ⅰ棟をオフ0  

テイカルファイバを用いたGP－！Bパスで結び、各実験施設での画像計測データを総合的に解析  

評価できる画像計測評価システムを開発した。（OmasaetaL1982ActaIMEKOinpress）図1  

に、このシステムのブロック線図を示す。このシステムは、昭和57年度から始まる特別研究「植  

物の大気環境浄化機能に関する研究」において使用される予定である。  

＊ 客員研究月   
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図1 画像計測評価システムのブロック線回  

汚染ガスにより菓面に発現する可視菩の自動計測手法の開発では、可視害をSO2、NO2タイプと  

03タイプに分け、それぞれのタイプにおける可視害の程度の評価法を確立した。   

植物の微細環堵及びその生体反応の計測評価に関する基礎的研究では、植物の表面構造を計測  

するための光学顕微画像計測システムを開発した。そして、この装置を用いて、SO2被暴に伴う葉  

面での水溶、しおれ、表面構造の変化等を画像計測した。また、菓面の鏡面反射を画像計測する  
ことにより、水溶、しおれ、色素の退色等の変化を分隠評価する手法を開発し、顕徴画像と比較  
検討した。  

〔発 表〕Ⅰ－1，Ⅰ－2，ト3．ト4，ト5，K－29，i－2，i－3，i－4  
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2．1．4環境中の有害物質による人の慢性影響に関する基礎的研究   

〔研究担当部〕環境保健部：環境保健研究室・環境疫学研究室・人間生態研究室  

計測技術部二生体化学計測研究室  

〔研究期間〕54－56年度  

〔研究概要〕環境中の有害物質による人体影響は大量被爆による激烈な中毒症を契機に研究が進  

められてきたが、最近は大気汚染と各種呼吸器疾患、カ■ドミウムと腎機能障害のように、一般の  

環境中にも存在する重金属、化学物資、ガス状物質などの人間の自然歴（人間の一生）に対する  

影響が論じられるようになった。   

中毒症と異なり有害物質暴露量が少ない場合には、有害物質の作用は性・年齢・栄養・疾病罷  

息あるいは他の有害物質との相互作用などの影響を大きく受けることが動物実験によって明らか  

にされつつある。   

しかし、動物実験では動物の寿命の長さや、設定要周の数に制約があり長期慢性、多要因の実  

験モデルを作ることには多大の困難がある。したがって、現に日常生酒のなかで多要因の暴露を  

受けている人間集団を対象として適切なデザインによる疫学研究が環境中の有害物質の慢性影響  

を解明するためには不可欠である。   

本研究はこのような目的からの疫学研究を総合的に実施するものであり、環境中の有害物質の  

呼吸器に対する作用、カドミウムを中心とする重金属の健康影響、また、有機塩素化合物の母児  

移行のテーマを中心に昭和54年度より、呼吸器については東京都に、重金属については秋田県か  

ら長崎県対島までの全国6地域に、有機塩素化合物については北九州市から秋田県まで全図4地  

域にそれぞれ調査対象地を設定し研究が続けられてきた。   

本研究は56年度をもって終了したが、その成果は研究課題毎に分けて報告した。研究課題1は、  

呼吸器系に対するもので、その（1）はNO2を主とした影響について、その（2）は環境中の塵填及びタ  

バコの炭素等が肺組織に沈着し、肺に与える影響要因の解明についてである。研究課題2は、重  

金属カドミウム汚染と人の健康に関する臨床疫学研究、研究課題3はPCBの母児移行に関する研  

究である。  

研究課題1）環境中有害物の人体侵入部位（呼吸器系）における作用ならびに動態に関する研究  

（1）乳幼児及び年少児における急性呼吸疾患と大気汚染についての疫学研究  

〔担当者〕安達史朗・小野雅司・平野靖史郎・金子 勇・中野篤浩・斎藤 寛  

〔内 容〕大気汚染の呼吸器に対する影響はかぜなどの急性呼吸器疾患を指標とLて検討するこ  

とが出来る。特に小児期の気管支炎は慢性気管支炎の危険因子に想定されていることからも重視  

されるものである。   

56年虔に引き続き急性呼吸器疾患に関する三種の指標を得るため現地での調査を行った。すな  

わち、10オ未満の国民健康保険加入者およそ3，700名について昭和56年度1年間の診療報酬請求明  

細書およそ21，000菓を閲覧し必要事項を転記してファイルを作成Lた。また、加入者の住所（地  

番）を閲覧し平面上の位置コードに変換し幹線道路及び大気汚染常時観測点との位置関係を同簸  

できるようにした。次に、同じ地区の′J、学校学童およそ6，700名にういて56年度1年間の欠席およ  

そ32，000件を閲覧し必要事項を転記しファイルを作成し、同じく住所地を位置コードに変換した。  

更に、小学校学童およそ100名を対象にして冬期4か月間日別の呼吸器疾患羅忠、月別の二酸化窒  

一24～   



素の個人及び家庭内被暴濃度、急性呼吸器疾患を起す主要なウィルス等7種の血清抗体価の変動  

を調査した。   

56年度はこのように本研究に必要な資料の収集及び編射こ賛し、解析作業は予備的なものに限  

られているため結果を出すに至らなかった。57年皮開始の研究説壌に引きついで結果を報告する  

予定である。  

（2）人肺に沈着及び蓄積した塵壌粒子の元素性状と環境要因に関する研究  

〔捜当者〕太田庸起子・山田 理・三森文行・乾 道夫■・森武三郎－・田畑米穂＊・米田 登■・  

神山宣彦●・松下秀鶴●  

〔内 容〕大気中の有害物質による人休への影響を解明するために、汚染大気が生体の生理に与  

える物理化学的因子として大気中の塵壊を考えねばならな守㌔有害ガスも塵攻に吸着し、これが  

肺内に吸入され、慢性呼吸器諸疾患を発生せしめる可能性も高いことは想像に粗くない。特に、  

わが凱こおいては、肺癌による死亡が激増しており、喫煙のほかに大気汚染の影響も検討する必  

要があるとされている。この観点より、環境状況把握のために健康人が吸入した浮遊塵挨及び喫  

煙も含めて、肺に沈着した炭粉塵壌について種々の面より分析観察し、その科学的知見から環境  

による影響を考察した。   

東京都内在住者で肺疾患を伴ない剖検肺について、病理組織学的検索から6％（100例中6例）  

が肺胞上皮紳月臥気管支上皮細胞の異常増殖がみられ、前癖状態を疑うものも2例みられた。こ  

れは健康時には発見できぬものであり、この要因について分析を試みて、興味ある結果が得られ  

た。環境要因のなかでも喫煙との関係は大きく、前癌所見のある試料及び炭粉塵壌沈着の多い試  

料について、ESR（電子スピン共鳴）測定の結果から炭化水素の熱分解や燃焼の際に生ずる炭素  

ラジカルが検出され、喫煙との相関がみとめられた。炭粉塵攻沈着率（肺湿潤組織1g当りの塵竣  

乾燥重量ms）は、年令に比例してその畳も多かった。SEM・ⅩMA、中性子放射化分析、スパーク  

質量分析計により、塵攻を粉体のまま非破壊で元素分析を行った。沈着量が年令に依存する元素  

としない元素とに分けることも出来た。石油由来と石炭由来の元素の比も検討した。上記の前癌  

所見の組織中のいくつかの元素濃度が、他の試料のそれと比較して多く、何らかの関係を示唆す  

る結果であった。また、大気浮遊塵挨との関係のために炭粉塵攻の結晶構造の同定も行った。   

環境に由来するα一石英が殆んどの試料に検出された。これらの知見は、塵瑛を対象とした大気  

汚染と肺痛解明への有力な糸口ともなるものである。  

〔発 表）g－8  

研究課題 2）環境中有害物の体内における動態並びに作用に関する研究  

〔担当者〕斎藤 寛・遠山千春・三種裕子・杉平直子・安達史朗㌧小野雅司・中野篤浩・森田昌  

敏・大井 玄●・大塚喜久雄●・加須屋餐●・河野俊一■・児島三郎●・小町善男♯・鈴木  

継芙●・茅野充男■・能川浩二一・松田晴夫■・三浦 亮●・書永 馨●  

〔内 容〕重金属による環境汚染が人間の健康影響に及ばす影響を明らかにする。とくにその影  

響を従来なされてきたように重金属の標的臓器との関連においてのみ把えるのでなく、人間の健  

康全体に及ばす影響（例えば本態性高血圧、糖尿病、癌などの病像にどんな修飾を与えるか）を  

検討した。  

＊ 客月研究貝   
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昭和54→56年度の特別研究期間に関係機関並びに住民各位の協力を得て全国8地域においてカ  

ドミウム健康影響について調査を実施した。調査地域は秋田県井川町、茨城県筑波町、同協和町、  

同谷田部町（以上対照地域）、秋田県小坂町、石川県小松市、富山県婦中町、長崎県巌原町（以上  

カドミウム土壌汚染地域）の8地域である。   

汚染3地域（小坂、小松、厳原）及び対照地域（井J】りの5歳以上の全住民897人の早朝尿のA＿  

マイクロプロプリン浪度（腎尿細管機能障害の確実な指標）とカドミウム濃度（カドミウム負荷  

量の確実な指標）を年齢別、性別に比較した所、再着の間に「量・反応関係」が成立することが  

明らかになった。   

腎機能正常者及びさまぎまの程度の尿細管機能異常例146例について基本的腎機能検査6種と  

尾＿マイクログロブリンクリアランスを検討した。カドミウム暴露は尿細管機能ばかりでなく糸球  

体機能の低下、すなわち糸球体濾過値の低下をもきたすことが明白となった。また同時に尿Aマ  

イクログロブリン濃度増加はカドミウムによる生体機能変化の最初の徽候の一つといってよ〈、  

尿良一マイクログロブリン測定がカドミウムによる健康影響のもてとも確実な早期診断法となる  

ことをはじめて立証した。   

また上記と同じ対象者897人について尿中13元素（Na、K、Ca、P、Mg、Fe、Cu、Zn、Mn、  

Cd、Pb、Mo、Ni）を測定した。尿Cd濃度はCa、Zn、Ni、Cuなどの生体必須元素と密接な正の  

相関を有した。カドミウム暴露者の尿中元素の多元素同時分析は世界で最初の仕事であり、われ  

われの得た成績はカドミウムが生体必須元素代謝に大きな影響を及ぼしうることを示唆してい  

る。   

カドミウム汚染地填である秋田県小坂町の過去48年間の全死亡票（12．000件）について、死亡  

原因・性・年齢・居住地城別などの解析集計を行った。この成績と環境条件との係りをどのよう  

に評価すべきかの方法論の確立を対照地域の成穎と対比しながら検討中である。   

NrアセテルーβrD一グルコサミニダーゼ（NAG）は尿細管上皮細胞のライソゾーム中に存在  

し、尿細管障害のさい尿中排泄が増加するとされている。40歳以上のカドミウム汚染地城住民119  

人及び同年齢の対照地域住民91人について早朝尿NAG活性を測定したところ、両群で有意の差が  

あり、しかも年齢とともに善が増大した。   

本特別研究第2課題が目指したカドミウム暴露量と健康影響との間に「量・反応関係」が成立  

するかの解明、ついでカドミウム健康影響の早期診断法の確立については上述の通り完全に目的  

を達した。これに加えて、カドミウム健康影響の評価診断のまったく新しい指標としてNAG活性  

が大きな可能性をもつことをはじめて明らかにした。  

〔発 表〕G－5，G－6，g－12，gr13，g－14，g－15，gP16，g－17，g18，gr19，gP20，  

g－21，g【22  

研究課題 3）環境中有害物の母児移行に関する研究  

〔担当者〕安藤 満・斎藤 寛・若松国光－・田谷利光－  

〔内 容〕PCB等の環境汚染物質の次世代への影響を考えてゆく場合、経胎盤による母体から胎  

児への移行と、経母乳による母体より乳児への移行の両面から、定量的に検討する必要がある。  

経母乳移行の研究は継続的に行われているが、経胎盤移行の研究は定量的把握が遅れている。胎  

児期は、一般に化学物質に対する感受性が高いことからも、経胎盤移行の詳細な研究が必要とさ  

＊ 二客員研究員  
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れる。この研究においては、主にPCBの経胎盤・経母乳移行量を把握するため、母体血・胎盤・  

臍源血・母乳を収集し、これら試料の関連について検討した。同時に、胎盤・臍席血が環境汚染  

物質の人体汚染とその次世代への移行を推定する上で、有効な試料となり得るかも併せて検討し  

た。   

妊婦を7か月検診時より追跡調査し、健康調査票を作製するとともに、母体血と出産直後の胎  

盤・別布血及び母乳を採取した。胎盤は蒸留水で充分洗浄し、脱血後ホモゲナイズし、測定試料  

とした。PCBは抽出－クリーンナップ後ECDガスクロマトグラフ及びGC－MSにて分析を行っ  

た。   

胎盤中PCB濃度と母体血中PCB濃度との間には有意な相関がある。胎盤は妊婦期間中、長期間  

かかって完成するため、一時点の試料である母体血に比べ、母体のPCB汚染の状況をより正確に  

反映する。このことは母乳中PCB濃度との関係を比較した場合、明らかになる。胎盤中PCB濃度  

と母乳中PCB濃度の関係（r＝0．755）は、母体血中PCB濃度と母乳中浪度との関係（r＝0．514）  

よりも関連が深いことが明らかになった。他方、胎盤・母体血中PCB濃度と瞭帰血中PCB濃度の  

間には、有意な相関が認められなかった。これは胎盤一階珊血聞のバリアーの存在によると思わ  

れる。このことは、胎児への移行量の把捉は、母体試料では無理で、臍礪血の収集が欠かせない  

ことを示している。   

以上のことから、胎盤・臍膵血は、経胎盤・経母乳移行を推定する試料として有効であり、か  

つ、収集・保有が比較的容易な事から、今後環境モニタリング用の人体試料として用い得ると考  

えられる。  

〔発 表〕g－4  
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2．1．5海域における富栄養化と赤潮の発生機構に関する研究  

〔研究担当部〕総合解析部  

水質土壌環境部二陸水環境研究室・海洋環境研究室  

環境情報部：情報システム室  

生物環境部  

〔研究期間〕54～56年度  

〔研究概要〕近年瀬戸内海等閉鎖性海域において、赤潮現象の発生が増大し，環境保全、漁業保  

全にとって重要な問題となっている。   

赤潮発生に至るまでの環境形成の過程には、気象学的・海洋物理学的・地球化学的な諸現象が  

複雑に関与している。このため赤潮発生機構を把握するためには広範な学際的知識の集積が重要  

であり、理論、実験、現場観測など総合的に研究を推進する必要がある。   

赤潮現象は一次生産者である藻類の大発生という現象だけでなく、藻類の特定種による場の独  

占状態という特徴的なものであり、ただ単に一次生産者の生産力をあげる要因はなにかという命  

題だけでは理解できないものである。そこには赤潮藻類、栄養塩類、そのほかの物質の分布構造  

の時間的、空間的変動を規定する海洋物理現象との複雑な関連が存在する。   

赤潮発生機構の解明として、シスト形成、発芽機構の解明、赤潮藻類の栄養要求性等増殖至連  

環境条件の解明、特定藻類種に固有の走光性、浮上性、沈降性と鉛直対流との相互作用により形  

成される藻類の集積機構解明等がある。一方それぞれの赤潮発生海域での実用的な評価及び制御  

のためのより簡便な海水と藻類とを同時に含む系の総合指標を求め、海水の赤潮増殖のポテンシ  

ャルを求めるとともに、赤潮発生予知として有用な指標を解明Lていく。更に赤潮発生分布の広  

域的把握のために、水温、クロロフィルaの定量に有効な波長を赤潮鞭毛藻類種について求め、同  

時に現場海域においてマルティスペクトルスキャナーによる赤鱒発生分布の計測技術開発を行っ  

た。  

研究課題1）赤潮生物の増殖指標に関する研究  

〔担当者〕須藤隆一・臼井傾吾・矢木修身・岡田光正・稲森悠平・細見正明・山根敦子  

〔内 容〕C払船堀勉且虚醗吻肌及び敦βJ細乃g椚αを用いて生活排水の赤潮生物生産能力  

（AGP）の測定法の確立を目指しで検討を加えた。いずれの赤潮生物も、人工海水に10％の排水  

の添加で、また20℃、4，0001Ⅹ、静置培養することにより、再現性の良いAGP値を得ることができ  

た。この手法を用いて都市下水並びに2次処理水の赤潮生物によるAGPを測定した。流入下水の  

AGPは赤潮生物の種類にi：りいくぶん異なった値を示したが、ほぼ130～160mg／lの範囲の値で  

あった。一方2次処理水のAGPは30～100mg／lであり．2次処理によるAGPの低下は20～77％で  

あった。2次処理水のAGPが30mg／／以上ということから、2次処理水中には赤潮生物が要求す  

る栄養塩並びに増殖刺激物質が依然として多量に含まれていることが推定された。また都市下水  

並びに2次処理水に、窒素、リン、鉄、ビタミンを添加して赤潮生物によるAGPを測定した結果、  

窒素あるいはリンの添加によりAGPが著し〈高〈なる現象が認められ、AGPに対する制限物質は  

窒素かリンであることが判明した。また窒素及びリンを十分含んだ人工海水培地中ではC血仙川－  

gJ由の増殖が認められないが、これに2次処理水を1％添加すると著しい増殖が認められること  

から、2次処理水中にはC血沼〃服地の増殖に必要な増殖促進物質が含まれていることが示唆され  
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た。以上の結果より、海域の赤潮発生を防止するためには、水処理でいえば2次処理では不十分  

であり、3次処理が必要であると考えられた。  

研究課題 2）赤潮発生機楠の生理的・化学的及び物理的要因の解明  

〔担当者〕渡辺正孝・渡辺 信・原島 省・木幡邦男・中村泰男・矢持 進－・福代康夫■  

〔内 容〕（1）シスト発芽、形成に関する研究   

過去1969年と1980年に大阪湾で大発生した蕊頭妙滋肋」相成ぬねのシスト形成を誘起する最  

適条件を実験的に解析し、温度25℃、照度1，500～10，0001x、窒素、リンのいずれかが欠之状態に  

なった時誘起され、また炭酸塩はシスト形奴を促進することが判明した。大船渡湾において貝毒  

の原因種となっているP和わ卯乃脚〟払方cαお花e／由とど由Ⅲの㈲那滋サンストを毎月採集しその発芽  

率を調べたところ、ヱcαJg邦β肋は6月～9月に多く発芽したのに対して、P血椚α柁邦Sぬは1－3  

月に多く発芽した。これら2種のシスト発芽率の変遷は、それらの出現時期を非常によく説明し  

得ることが判明した。  

（2）赤潮藻類の増殖特性   

C加触ぬ肋即廟叩と瓜愈Ⅶめ那瓜紘粛∽（0ぬ〟拍ゐc〟5加g揖改め）の増殖特性を解析  

した。C．α乃擁渥は幅広い塩分範囲（2541‰）、照度（＞0，041y・min‾1）、PH（7．6－8．3）で最  

大増殖速度を示すが、最大増殖速度を示す範囲（24－26℃）が他の藻類に比べて著しく狭く、C．  

の相和舶赤潮の形成に温度が強く係っていることが明らかになった。またC．α乃擁Mの最終増殖量  

に及ぼす栄養塩（N．P．Fe．ビタミンB．2他）濃度の影響から、各栄養塩に対するC．antiquaの  

minimumcellquotaを算出した。瀬戸内海における栄養塩濃度との比較から、瀬戸内海ではPな  

いしNが増殖制限因子になり易いことを明らかにした。   

〃二α払揖抑∂についてはパッチ培養のみならず、リン制限下での連続培養及び、大型マイクロコ  

ズム（容量1mさ）での培養を行い増殖特性を解析した。バッチ培養から月∴扇沈油壷化は幅広い温度  

（15－25℃）塩分（9－30‰）鼎度（＞0．0341y・min▲1）、pH（7．3－8．4）で最大増殖速度を示し、  

また、鉄・ビタミンB．2が増殖に必須であることを明らかにした。連続培養では、〃．α払ぁぉ0の  

増殖速度は月∴涙惚油壷川体内のリン含量と密接に関連しており、Droopの式で説明されることが判  

明した。マイクロコズムでの培養では照度を従来の三倍強度（表層0．11y・min－1）に向上させるこ  

とでガ．成瓜妬仰の増殖速度は著しく増大し、今後の解析を行う上での基礎が確立した。更に、マ  

イクロコズム内に温度成層を形成した結果、〟二d払頭東川は4℃の温度成層を越えて夜間底層に  

沈むことが判明した。   

〃二α点∬カf紺0及びS々gJgわ邦βル沼C∂5由′〝別の細胞密度日周性を密度こう配遠心法により計測した。  

この結果比重は両者とも海水より垂〈、更に、その日周性は細胞分裂と関連していることが判明  

した。   

海水より比重の重い鞭毛藻が走光性により表層に集積し、その結果生じる密度不安定にもとず  

〈生物対流が形成されること、更に密度逆転した二層流体糸の不安定問題として理論解析できる  

ことを明らかにした。  

（3）赤潮藻類の集積機構   

鞭毛藻類の持つ走光性と鉛直対流渦との相互作用に基づく鞭毛藻類の集積機構を美顔的、理論  

的に解析した。水槽中にラングミュア循環を模擬した鉛直渦場を励起し月∴扉況油壷仇を培養した。  

＊ 客員研究貝  
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月：d払虚血川は表層収束域と保有領域のこか所に集積し〟α勉∫ゐ血♂の水槽内での軌跡を数値シ  

ミュレートした結果とよく一致した。これにより鞭毛藻の集積分布は遊泳速度と最大鉛直流速の  

比によってのみ決定されることが判明した。  

（4）赤潮発生海域の海洋構造   

56年8月～9月に気仙沼湾において挽動測定を行った。この結果、夏期気仙沼噂では下層にお  

いて湾口から湾奥に海水が流入し、湾奥で湧昇した後上層で湾奥から湾口に流出するパターンが  

明らかになった。また湾の主軸方向の凰により温度曜層の上下及び鉛直流が励起されることが確  

認された。   

赤潮発生をもたらす海域の特徴として、強度の閉鎖性と海水交換の低さが挙げられる。このた  
め地形効果と非線型効果による潮汐残差流が生じ、環流糸が形成される。東京湾口においてKい  

0．、M2、S2の4分潮を与え、有限要素法による1層モデルを用いて解析を行った。この結束主要  

4分潮付近の潮流はよく再現されており、又ラグランジュ的な中立浮標の挙動により種々の環流  

系の存在が明らかになった。  

〔発 表1K－33，K－34，K－35，K－36，K－37，K〉38，K－39，K－40，K一41，K－42，  

K－43，K－44，Ⅹ－45，K－46，Ⅹ－47，K－52，K－53，e－36，e59，e－60，e－  

61，e－65，e－66，e67．e－68，e－69  

研究課題 3）赤潮関連データの収集と解析に関するシステム分析  

〔担当者〕宮崎忠国・安岡善文  

〔内 容〕閉鎖性水域における富栄養化現象は、内海や内湾において赤潮の発生を引き起こし、  

漁業活動や社会生活に大きな打撃を与えているb この現象を解明し、水質汚濁の予測・制御、更  

には水質浄化を計ってゆくためには、赤潮の生物化学的性質の解明はもとより赤潮発生水城の流  

況等の研究とともに広域にわたる赤潮分布状況を適確に把握することが必要である。人工衛星や  

航空機を利用したリモートセンシング手法は対象の種類、形恥性質などを非接触で広域的、同  

時的に測定することができるため、従来行われている観測船による調査に比べて、赤潮発生のよ  

うな広域にわたる環境変化の観測にきわめて有効である。  

リモートセンシング手法による水域の環境計測は、三陸海岸、瀬戸内海、琵琶湖、霞ヶ浦等の  

内湾や湖沼を対象に多くの機関によって試みられているが、水面や大気による影響のため、測定  

の定量性、安定性といった面では必ずしも満足できる結果は得られていない。   

本研究では人工衛星や航空機により韓影されたマルチスペクトル画像と水上で測定された水質  

をもとに、閉鍬性海域での水質、特にクロロフィルa、SS等を定量的に計測する手法の開発を目的  

とする。   

前年度まではりモートセンシングによる赤潮計測の最適波長選択問題、活性度計測に関する基  

礎的研究、更に気仙沼におけるリモートセンシング実験から、クロロフィルaの分布状況を定量的  

に推定するモデル開発研究を行った。しかしここで開発された水質推定モデルは水面反射や大気  

散乱等の要因のため、再現性、安定性という点では充分ではなかった。   

本年度はりモートセンシングによる水質計測手法の精度、安定性を高めるため、水面反射光除  

去及び大気散乱光の除去手法の検討、開発を行った。水面反射光除去は、水中及び水面直上での  

反射スペクトルデータから水面反射光を定量的に推定し、リモートセンシングデータの補正を行  

った。また特定二波長の比あるいは差と和の比をとることにより水面反射光の影響が少くなるこ  

とが示された。大気散乱光の除去は、ランドサットの上空通過に合わせて、航空機によるマルチ  
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スベタいレ画像データの収集と水上での反射スペクトルデータの収集を行い、高度差によるスペ  

クトルの違いから大気散乱光を定量的に推定する手法を検討した。更に、地上より大気散乱光を  

直接測定するための装置の設計を行った。  

〔発 表〕K－54，K－55，A－12，A－13，a－23，a－24，a－25，a－26  
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2．1．6炭化水素一室乗鞍化物一硫黄酸化物系光化学反応の研究   

〔研究担当部）大気環犠部：大気化学研究室・エアロゾル研究室・大気環境計画研究室  

〔研究期間〕55－57年度  

〔研究概要〕現在我国では大都市のみならず大都市近郊及び多くの中小都市において、光化学反  

応による二次汚染は大気汚染の大きな問題となっている。本研究に先だって昭和52－54年度に実  

施された特別研究においては、炭化水素一NOズ系、特にオレフィンーNO∫系の光化学反応におけ  

る新しい二次汚染物質の同定、光化学反応性の研究、炭化水素酸化反応機構の検討、更に航空機  

による野外観測などを行ってきた。しかし、実際の野外大気中における光化学大気汚染では、炭  

化水素、NOズ以外にもSO2の反応が関与しており、また、炭化水素としても単一成分ではな〈数10  

種類もの成分が関与している。   

そこで本研究においては、光化学スモッグチャンバーを用いた、各種炭化水素、炭化水素多成  

分系及び実際の環境大気の光化学反応性の研究、並びに計算機シミュレーションのための光化学  

反応モデルの研究を行うとともに、当研究所に新しく設置されたエアロゾルチャンバーを利用し  

て、炭化水素－NO∫一SO2系における光化学エアロゾル生成の研究を行う。また、これと並行して  

航空機による野外大気中における光化学大気汚染の測定を行い、これらを総合して光化学大気汚  

染抑止のための基礎データを得ることを目的とする。   

複合大気汚染ガスの光化学反応性に関しては、本年度は特に従来検討が遅れていたオゾン生成  

速度に関する解析を中心に研究を進め、計算機シミュレーションによる解析と合わせて、「実効オ  

ゾン生成速度定数」という新しい反応性指標を提唱することができた。またエアロゾルの生成に  

ついての研究も本年度から本格的に実験が進められ、プロピレンーNOズーSO2系におけるSO2の  

減少、生成する硫酸イオンの定量的測定がなされた。一方ジメチルスルフィド等の有機硫黄化合  

物の大気中の光化学反応では、生成するエアロゾルとしては硫酸よりむしろメチルスルホン醸が  

重要であることが明らかとなった。航空機による野外観測は昨年に引き続き関東地域をフィール  

ドとして観測を行い、流跡線上での炭化水素成分比の時刻変化から環境中のOHラジカル洩度を  

見様もることができた。また、これまでの野外観測結果の一部が「スモッグチャンバーによる炭  

化水素一塁葉酸化物系光化学反応の研究一環境大気中における光化学二次汚染物質生成機構の研  

究（フィールド研究1）T」（R－32）七して出版された。  

研究課題1）複合大気汚染ガスに対する光化学反応生成物の研究  

〔担当者〕畠山史郎・酒巻史郎・秋元 輩・泉 克幸・村野健太郎・金谷 健・福山 力・水落  

元之  

〔内 容〕本研究では有機化食物、窒素酸化物、二酸化硫黄などを含む複合糸での二次汚染物質  

を分析、同定し、その生成機備について検討する。本年度は特に有機硫黄化合物の光酸化反応で  

生成するガス状及び粒子状物質の分析、及びプロピレンNO－SO2系の光酸化反応で生成するエ  

アロゾル中の硫酸イオンの定量を行った。さらにスモッグチャンパー実験で従来大きな問題とな  

っていた「未知ラジカル」源が、チャンパー壁で暗反応により生成する亜硝酸に由来するもので  

あることを明らかにした。  

（1）スモッグチャンパー内における亜硝酸の生成   

スモッグチャンバー内の加湿空気にNO。を添加すると咤反応により亜硝酸（HONO）が生成す  
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ることが長光路7一リエ変換赤外分光（FT】R）により確認された。さらにHONO生成のNO2、H20  

濃度依存性から、HONO生成速度は実験的に   

孟〔HONO〕＝1・1×10r8〔NO2〕〔＝20〕ppmmin－1  

と表わされることがわかった。この結果を用いて気相におけるNO、NO2、H20の三分子反応によ  

るHONO生成反応  

＋ ＝20妻2＝ONO  NO＋NO2   

の速度定数を見積ったところ、従来の報告値よりも一桁小さい値、kl＝2．5×10▼10ppmr2min▼1、  

k2＝1．7×104pp汀rlmin．1が得られた。これらの結果から従来スモッグチャンパー実験で問題と  

なっていた「未知ラジカル」は主として上のNO2とH20の反応で生成するHONOの光分解による  

OHラジカルであることが明らかとなった。  

（2）有機硫黄化合物の光酸化生成物   

有機硫黄化合物は石炭利用に伴って放出されるばかりでなく、地中の微生物や海中の藻類から  

の放出も多く、それらの大気中での光酸化反応は、SO2や含硫黄有機エアロゾルを含む全地球的な  

硫黄の物質収支を考える上で重要である。本年度は特に有機硫黄化合物の内ジメチルスルフィド  

（DMS）の光酸化反応にういて研究を行った。OHラジカル源として亜硝酸7ルキル（RCH20NO）  

の光分解反応  

RCH20NO＋hLJ－→RCH20＋NO  

RCH20＋02→RCHO＋HO2  

HO2＋NO－OH＋NO2  

を利用し、DMSとの反応生成物を長光路FTIRで分析したところ、気体状生成物としては、SO2、  

HCHO、CO、CH，ONO2が得られたが、SO2の収率は20．7±1．7％と低く、Sの大部分は組子放生  

成物の中に含まれることがわかった。粒子状生成物の分析では、約2％のごく低い収率で得られ  

る硫酸のほかに、メタンスルホン酸（CH，SO。H）が高収率で生成きれることがGC、GC／MSによ  

って確認された。CH3SO。Hの収牢は大気条件下では50％以上と見積られ、大気中の硫黄の収支を  

考える上で重要な寄与をすることが明らかとなった。  

（3）プロピレン〟NO－SO2系におけるエアロゾル中の硫酸イオンの定量   

エアロゾルチャンパーを用いてプロピレン（5ppm）▼NO（1ppm）－SO2（1ppm）一乾燥空気  

系の光酸化反応で生成するエアロゾル中の硫酸イオンの定量を行った。硫酸イオンの定量は主に  

SO2デニューダー付きインビンジャーを用いて、H20にエアロゾルを吸収させた後、イオンタロマ  

トグラフにより分析した。更に、生成エアロゾルの全体績濃度（TDV）を静電式粒径分析器（EAA）  

により求め、壁面への沈着についても検討した。これらの実験からEAAで求めたTDVから、生成  

エアロゾルがSO。であると仮定して計算するとイオンタロマトより求めたSO42量とよく一致す  

ること、気相に浮遊している粒子は消費きれたSO2の約20％程度であり、時間と共に沈着していく  

ことなどがわかった。またインビンジャーを通過したガス中に硫黄分がないことから、SO2が他の  

ガス状物質に転換されている可能性はほとんどない。   

また本年度はガラス製の小型エアロゾルチャンバー（内容積150J）を製作し、その特性試験を  

行った。  

〔発 表〕D－2，d－34，d－35．d－74．dA75  
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研究課題 2）複合大気汚染ガスの光化学反応性に関する研究  

【担当者〕酒巻史郎・秋元 輩  

〔内 容〕本研究では光化学スモッグチャンバーを用いて各種の炭化水素及び炭化水素混合系、  

環境大気試料について光照射実験を行ない、その光化学反応性を明らかにすることを目的とする。  

本年度はい〈つかの炭化水素単一系、二成分系及び環境大気試料の光照射実験を行い、その光化  

学反応性について検討した。  

（1）単一炭化水素系の光化学反応性指標   

本年度はベンゼン、トルエン、キシレン等の各種芳香族炭化水素について光照射実験を行い、  

それらのオゾン生成ポテンシャル及びオゾン生成速度の測定を行った。特にオゾン生成速度につ  

いては各種炭化水素の光化学反応性の絶対指標として「実効オゾン生成速度定数」という概念が  

有用であることが明らかとなった（研究課題3参照）ので、従来実験を行ってきたオレフィン系、  

パラフィン系炭化水素と合わせて、各々の炭化水素の「実効オゾン生成速度定数」を決定した。  

これらの結果から、オゾン生成の速度面からみた各種炭化水素の光化学反応性を絶対指標を剛－  

て明確にすることができた。  

（2）炭化水素二成分系の光化学反応性   

炭化水素多成分系におけるオゾン生成についての解析手法を確立するために、炭化水素二成分  

系での実験を行った。プロピレントルエン系について光照射実験を行ったところ、得られたオ  

ゾン生成ポテンシャルは、プロピレン、トルエンのそれぞれのオゾン生成ポテンシャルの中間の  

値をとり、またこの二晩分系の総括失効オゾン生成速度定数は、プロピレン、トルエンのそれぞ  

れの実効オゾン生成速度定数の加重平均値と一致することがわかった。これらの結果から一般に  

炭化水素多成分系に対し、炭化水素単成分についての反応指標の加成性が成立することが示唆さ  

れた。  

（3）環境大気採取試料の光化学反応性   

前年度に引き続き土浦市内で採取した環境大気をスモッグチャンパーに導入して光照射実験を  

行い、そのオゾン生成について検討した。その結果、環境大気試料について決定された総括実効  

オゾン生成速度定数と、その炭化水素組成から、成分炭化水素のそれぞれに対する実効オゾン生  

成速度定数の加重平均として見積られる平均値とは桁では良い一致がみられるが、実験で求めら  

れた総括値は加重平均値より数割大きいことが明らかとなった。この違いについて更に検討する  

ため、環境大気の炭化水素組成に似せた、炭化水素23成分より成る混合炭化水素試料をつくり、  

その擬似環境大気試料のオゾン生成について現在検討中である。  

（4）SO2－NOズー空気系におけるオゾン生成   

炭化水素が存在しない場合に、SO2がオゾン生成をもたらすか否かを明らかにするためにSO2  

－NOズ空気系の光照射実験を行った。その結果、SO2単独でも加湿空気系では、ラジかレ連鎖を形  

成してNOを酸化し、オゾンの生成がもたらされることが認められたが、そのオゾン生成ポテンシ  

ャル、生成速度は小さく、通常の炭化水素共存下ではSO2によるオゾン生成は無視できるものと考  

えられる。SO2の関与するラジカル連鎖について、計算機シミュレーションの手法を用いて、反応  

機構の検討を行った。  

〔発 表〕D－1，D－4，d33，d－36，dr37   

研究課題 3）光化学大気汚染シミュレーションのための化学反応モデルあ研究  

〔担当者〕酒巻史郎・秋元 輩  
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〔内 容〕前年度までの研究により、素反応式約160、分子種数約90から成るプロピレンーNO∫一  

乾燥空気系に対する化学反応モデルは、以前スモッグチャンバー実験で得られたオゾン生成ポテ  

ンシャルに関する実験的関係を非常に良く再現することが確かめられたので、本年度はこのモデ  

ルを用いてオゾン生成速度に関する解析を試みた。70ロビレンの過剰領域においては、オゾン濃  

度が最大に到達する以前の反応の前期では一般にオゾン生成速度は、OHラジカル濃度とプロピ  

レン初期濃度との積に近似的に比例することがシミュレーション計算の結果から示唆された。   

（旦砦⊥）‘＝kg〔0恥〔C3＝6〕。  （1）  

ここでkeは見かけの速度定数でプロピレンの「実効オゾン生成速度定数」と定義される。さらに  

オゾン生成速度としてオゾンの生成曲線の最大勾配から得られる最大オゾン生成速度（d〔03〕／  

dt）maxをとり、OHラジカル濃度としてOHによる炭化水素の減衰曲線の最大勾配から得られる最  

大OHラジカル浪度、（OH〕爪。ズをとった場合（1）式と同様の   

（旦祭）椚。∫＝ke〔0＝㌦肌〔C。＝6〕。   （2）  

が近似的に成立することが、シミュレーション計算だけでなく、スモッグチャンバー実験データ  

の解析から実験的に確証された。乾燥空気系のプロピレンに対して得られたkeの値は6．0×104  

ppm‾1min‾1で、OHとプロピレンの素反応速度定数の約2倍であることがわかった。  

（2）式から実験的に得られる「実効オゾン生成速度定数」は個々の炭化水素について国有の値と  

考えられるので、各種の炭化水素に対するスモッグチャンバー実験からkeの値を決定すれば、こ  

れをオゾン生成速度の面で各種炭化水素の光化学反応性を議論する際の絶対指標として用いるこ  

とができる。特に実際の環境大気のような炭化水素多成分系の光化学反応性を定量的に取り扱う  

場合に、本研究で得られた結果は極めて有用と思われ、この方法による実験的解析を遂行中であ  

る。（研究課題2参照）  

〔発 表〕D5，d－2，d－3  

研究課題 4）二酸化硫黄一旗化水素一窒素酸化物系におけるエアロゾル生成に関する研究  

〔担当者〕泉 克幸・水落元之・村野健太郎・金谷 健・福山 力  

〔内 容〕エアロゾルチャンパ岬は54年度未完成、その後約一年間の基本特性試験を経て、56年  

度よりほぼ定常運転に入った。56年度は主としてプロピレンLNOxLSO2一乾燥空気（H201ppm  

以下）系におけるSO2の酸化反応について実験研究を行った。  

（l）静電式粒径分析器（EAA）による測定に及ぼすsheathair湿度の影響   

チャンバーよりサンプリングされる空気中のH20濾度は1ppm以下なので生成した粒子状物  

質は極端に乾燥した状態にある。この粒子はEAAの易動度分析部に平均約3秒滞留し、ここで  

sheathairと接触する。SheathAirに室内空気を使用すると、その湿度は少なくとも数10％あるの  

で急激な粒子成長をひき起し、粒径分布に影響を与える。これを防ぐためsheathairとして乾燥空  

気を供給する必要があることがわかった。  

（2）C3H6－NO－SO2系の気相濃度変化   

汚染大気を想定してC。H61ppm、NOO．2ppm、SO20．1ppm前後の初期条件で反応を行った。気  

相成分の経略変化は文献に報告されているものとほぼ－・致した。最初の約2時間でNOがNO。に  

酸化され、NO2の極大に伴なって0。が出現、増加する。そして0。の立上りと共にSO2が減少しは  

じめる。数時間経過するとSO2経時変化はほぼ平地となり、変換率は約50％であった。   

SO2の減少速度は、多くの文献で報告されている値である数％hr‾1よりやや大きな値が得られ  

た。C3H6の反応量よりOHラジカル濃度を求め、Calvert等によるOH＋SO2反応速度定数を用い  
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て、SO2の消費量中に占める0Iiラジカル反応の寄与を推定すると10％以下という結果が得られ  

た。これはSO2の酸化反応においてOHが重要な役割を果しているという従来の多くの説からの予  

想とは一致しない。器壁の影響も同程度と推定される。SO2消費量の残り80－90％は、オゾンーオ  

レフィン反応によって生成する不安定中間体の寄与である可能性が大きく、この点をひきつづき  

検討中である。  

（3）C。H6－NO－SO2系における粒子生成   

CNCで測定した個数濃度は反応開始後約1時間で急激に増加し、如2時間後に鋭い極大を示し  

た後減少する。その減少傾向は、経過時間をととしてほぼt1である。またEAAにより生成粒子の粒  

径分布経時変化を調べたところMedian径は反応開始後約100分で0．03JLm、300分後でも0・08FEm  

であって、いわゆるnucleation領域にとどまっていることがわかった。このように生成粒子が微少  

径側にかたよっているのは乾燥系の特徴の一つであると考えられる。SO2洩度を8倍程度増大さ  

せても粒子敷浪度は数10％任しか増加しない。この現象は、微小粒子一粗大粒子間の凝集速度定  

数が大きいことにより、反応により生成した極微細粒子が、より大きな粒子へ凝集するという機  

構により少なくとも定性的には理解できる。  

〔発 表〕d－4，d－5，i－22   

研究課題 5）環境大気中における光化学二次汚染物質生成機構の研究  

〔担当者〕奥田典夫り」、川 靖・岩松伸司・鵜野伊津志・鈴木 睦・村野健太郎・金谷 健・水  
落元之・五井邦宏■・昆野信也－・菊地 立●・栗田秀実■・古塩英世■・須山芳明●  

〔内 容〕地上における各種観測データ、上空における立体分布観刺データ等を用いて光化学大  
気汚染の実態を解析し、これらの結果をチャンパー実験で得られた知見や、理論的な数値計算モ  

デルなどと比較検討することにより、環境大気中における光化学二次汚染物質生成機構の解明を  
行うことが本研究の目的である。本年度は地上並びに航空機による上空データの解析並びに、上  
空濃度分布の計算機シミュレーションを行った。   

地上データの解析結果によれば、東京首都圏地域から排出された一次汚染物質は、主風向に沿  
って100－200kmの距離輸送され、発生源から遠く敗れた地域で高濃度のオキシダントが観測さ  

れた。また一度内陸又は海上に輸送された汚染物質は海陸風や山谷風により循環し、翌日の高磯  
度出現に重大な影響を及ばすことがわかった。特に昭和56年7月15日から20日にかけて関東地方に  

おいて継続した高濃度の出現がみられた。この期間汚染物質は局地風循環により数日にわたり滞  
留し、高濃度をもたらしたことが、同時に行われた航空機観測、気象観測などによ・り明らかにさ  

れた。過ま3年間にわたって実施された航空機観測により関東地方における光化学大気汚染発生  

の定性的なメカニズムはほぼ解明されたが、50年度からあらたに開発をすすめているラグランジ  

ュ的な観測システムを用いて、光化学汚染気塊の化学変化過程の研究が進行中である。解析の結  

果以下のことが明らかとなった。  

（1）光化学反応過程で最も重要なパラメーターの一つであるOHラジかレ膿度を航空機観測デ  

ータから間接的に求めた。方法としては、約20地点のパイロットバルーンデータからMATHEW  

モデルを用し、て気流の三次元流跡線を求め、この流跡線上での炭化水素成分比の時刻変化値を基  
礎データとした。計算の結果、平均的なOHラジカル浪度として約4×107ppmの値が得られた。  

（2）航空機観測で得られた上空の高濃度03をOZIPP、CBM、CBMIIモデルなどを用い試算し  

＊ 巻貝研究眉  
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た。初期濃度としては、日の出前に発生源周辺の上空で観測されたNO、NOズ、HC成分値を用い、  

k．は航空機に搭載したUV計のイ直を使用した。これらの結果を用いてモデルの比較、検討を行っ  

た。その結果2日以上にわたる汚染現象を再現するためには、CBMIlモデルが現在のところ、最  

も有用であるとの知見を得た。しかしこのモデルを有効に用いるためには、アルデヒド類等の中  

間生成物質濃度の把握が重要である。  

〔発 表〕K－76，K－77，K－78，K－79，K一肌K－81，K－82，K－83，K－84，K－85．  

K－861K－87，K－88，D－21，D－221D－23，DL24，D－25．d－23．d－83，d－  

86，d－88，d－92  

¶37－   



2．1．7陸水域の富栄養化防止に関する総合研究   

〔研究担当部〕総合解析部：第1グループ・第3グループ・第4グループ・第5グループ  

計測技術部二大気計測研究室・水質計演研究室・分析室  

水質土壌環境部：陸水環境研究室・水質環境計画研究室  

生物穏境部：水生生物生態研究室・生物環境管理研究室  

環境情報部二業務室・情報システム呈  

技 術 部：技術室・理工施設管理室  

〔研究期間〕－ 55－57年度  

〔研究概要〕本研究は陸水域の富栄養化現象を生物、水質、社会科学の専門分野から調査し、そ  

の機構を明らかにするとともに、富栄養化の防止施策を講ずる上に必要な湖沼動態モデルの構築  

とそのモデルによる防止効果の評価を行なうことを目標としている。昭和56年度は第2年目に当  

り、既に蓄積した研究成果を動態モデルの構築に活用するとともに、12のグループによる研究も  

このモデル構築に必要な現象把捉に重点をおいた。   

湖沼動態モデルとは、富栄養化関連物賀の湖内での移動と存在形態を規定するもので、流入負  

荷カット等の施策に対する湖内の応答を予測する上で不可欠のものである。本研究では、富栄養  

化が進んだ霞ヶ浦を対象とした動態モデル構築を意図している。すなわち、霞ヶ浦の水質、生物  

量の現存量調査は昭和51年釆の資料の蓄積を見ており、霞ヶ浦が最も富栄養化が進んでいる湖の  

一つである一方、水資源価値が高いという背景にあって、この湖の動態モデルを作製することは  

防止施策の効果予測に役立つだけでなく、他の富栄養化した湖沼の問題解決にも効果的に応用さ  

れると考えられる。   

しかしながらモデル構築は、欄内現存量調査資料だけでは成り立たず、欄内の物質循環機構を  

生態学的、生物化学的、物理的立場から解明する必要があり、なおかつ流入河川の負荷流速、富  

栄養化機構のより単純な湖沼の現象、負荷量削減対策としての排水処理技術などの解明も不可欠  

であり、これらについても研究が雅進された。したがってこれらの成果の出揃う昭和57年度に動  

態モデルを完成させることとし、56年度はその第一段階である霞ヶ浦の物質収支を完成させ、湖  

内の物質の存在状態、季節変動、及び富栄養化現象に及ぼす物質形態の重要度を評価することが  

できた。   

本特別研究は専門の異なる30余名の研究者と20余名の客員研究員で推し進めている。したがっ  

て研究者相互の意見交換と問題意識の集約が必要で、このため前年度から冨栄養化問題シンポジ  

ウムを所内で開催してきた。56年度もその第3臥第4回をそれぞれ「防止施策を中心とLて」、  

「食物連鎖・物質収支」のテーマで行い、活発な意見交模がなされた。  

研究課題1）瑚への汚濁負荷の流入に関する研究  

〔担当者〕村岡浩蘭・海老瀬潜一・大坪回順・岩田 敏・安部菩也・横内陽子・大槻 晃・園松  

孝男●・山本哲也■  

〔内 容〕霞ヶ浦への負荷源として、流入河川、地下水、降下物及び湖岸農地を取り上げ、その  

負荷の大きさと変動特性を明らかにして、湖水の富栄養化現象への影響の評価を行うものである。  
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（1）降下物による負荷   

前年度に引き続き、国立公害研究所屋上においてdry並びにWetfalloutを1か月分ずつ採取し、  

TotalLP、NH．＋－N、NO㌻－N、NO，‾Nについて各月の降下量を測定した。1980年6月から  

1981年5月までの1年間の降下物による負荷量は、Total－Pで47．7mg／m｝／年、Total－Nで  

1123．7mg／がノ／年と、前者は前年度より72％増、後者は18％減少していた。季節的には、Total－  

Nについては夏期に高くなる傾向がみられる。Total－Pについては、これまであまり著しい季節  

的特徴は認められなかったが、期間中冬期に異常に高い値が見られ、年間の降下量増下の理由に  

なっている。  

（2）地下水による負荷   

霞ヶ浦湖水の挙動と密接な関係をもつと考えられる湖岸地域の浅層地下水の挙動の把握及び地  

下水水質あ観測を行った。観測地点は、既設の6観測井（美浦村3、出島村1、玉造町1、麻生  

町1）及び昭和56年度新設の2観測井（美浦村）である。自記水位計による連続観測から地下水  

位の季節変化特性が明らかとなった。また、2週間に1度の採水によって、各種栄養塩濃度、COD、  

Cl‾及び他の無機イオン濃度の季節変化を把握することができた。  

（3）湖岸農地からの負荷   

霞ヶ浦沿岸地域に存在し、霞ヶ浦への流入負荷として大きなウェイトを占める湖岸農地に着日  

して、その流出負荷量調査を実施した。美浦村大山地区にモデル農地を設定し、農耕地の用・排  

水量から水収支及び栄養塩を中心とした物質収支を明らかにした。   

拍）河川による流出負荷量   

流入負荷量として最も大きなウェイトを占める流入河川については、高浜入への流入3河川で  

行ったと同様の定期観測を、土浦入への流入7河川において週一回の頻度で1年間実施した。こ  

の定時観測値より、桜川、境川、備前川、花室川、清明川、小野川及び新利根川の年間流出負荷  

量の算定の基礎データが得られた。   

週一回定時の負荷量定期観測値の周日変化における位置づけと、日負荷量の大きさを確認する  

ために、晴天時24時間負荷量観測を実施した。この調査は、前述の7河川に加えて一の瀬川、菱  

木川及び梶無川でも行った。これら10河川を四つのグルー7Dに分けて調査を実施し、負荷量の日  

変動特性を明らかにしたほか、定期負荷量観測値の確認ができた。7河川の定期観測値と、数河  

川ごとに同時実施Lた24時間観測値から、各河川の日負荷量の相対的な大きさの比較と、日変動  

による流域特性の比較が可能となった。  

（発 表〕C－1，e－10，e－11，e－12  

研究課題 2）湖水理及び湖気象に関する研究  

〔担当者〕村岡浩閻・大坪国順・平田健正・福島武彦・土屋 巌・大西外明－・松尾友矩■・西村  

仁嗣■・中辻啓二■  

〔内 容〕（1）湖内混合現象の数値解析   

鉛直一層水平二次元モデルにより霞ヶ浦の流動、混合現象の数値解析を行った。水質予測にお  

いてはその動力学モデルが時間的、空間的に平均された水理量を必要としていることを考慰して、  

流動、混合数値解析の入力データとなる気象条件の設定方式を検討した。またこれらの結果並び  

に理論的考察をもとに霞ヶ浦水質予測モデルにおける水城分割方法を検討した。  
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（2）霞ヶ浦における懸濁態物質濃度の変化特性の把握   

霞ヶ浦高浜入に設置した湖上ステーションにおいて風向・風速・流向・流速・濁度の連続観測  

を6か月以上の期間にわたり継続して行った。湖内水質、沈降量等の観測をあわせて行うことに  

より、吹送流・風波等による底泥のまきあげ、あるいは降雨による河川流出水量の増加といった  

気象変化に起因する湖内懸濁態物質濃度の変化特性を明らかにした。またランドサットデータ、  

セスナ機による写真撮影を利用してこの変化を面的にとらえる方法を検討した。  

（3）霞ヶ浦の蒸発量の算定   

湖岸2地点での大型蒸発計による蒸発量通年観測を継続して行った。この結果昭和52年以来4  

年9か月にわたる資料が得られたが、各年を蒸発量で比較すると昭和53年が多蒸発年、昭和52、  

55年が′ト蒸発年、昭和54、56年は平年並みであったことが明らかになった。また風洞を用いて風  

と蒸発量の関係に関して基礎実験を行い、乾燥状態、風速0．5－2．Om／sの条件のもとで蒸発量が風  

速に比例することを明らかにした。更に蒸発量算定を理論式を用いて行う際に必要となる水面温  

度の面的測定を、人工衛星NOAAのデータの画像処理によりもとめる方式を開発した。  

（4）中禅寺湖、洞沼の流動特性の現象観測   

霞ヶ浦と対照的に深い湖である中禅寺湖並びに感潮特性を有する湖沼において、その流動の基  

本特性を明らかにする調査を行った。すなわち中禅寺湖においては水温成層状態の季節変化を明  

らかにすることにより、湖内に生じる鉛直循環の構造に基本的な知見を得た。また澗沼において  

は遡上する海水と河廿水の間に生じる界面で発生する内部波の観測を行うことにより感潮境での  

混合特性を明らかにした。  

〔発 表〕K－126．E－48，aq13，a14．a－16，er42，e－43，e－51．k2，E－52  

研究課題 3）霞ヶ浦の水質及び生物孟の変動特性の把蛭  

【担当者〕柏崎守弘・福島武彦・海老瀬潜一・岩熊敏夫・今村典子・花里孝幸・大槻 晃・河合  

崇欣・安部書也・赤羽政亮■・新井孝昭■  

〔内 容〕霞ヶ浦における栄養塩類・細菌類・動物及び植物プランクトン量・ベントス・浮遊性  

懸濁物質量等の現存量の把握を行うことを目的として、昭和51年以来、霞ヶ浦における敷地点に  

おいて継続的に調査を行ってきている。本年度においては、高浜入4地点、土浦入3地点、湖心  

を含むその他3地点、合計10地点において月に2度の割合で調査を行った。調査項冨はフィール  

ドにおいて測定したものは水温、透明度、溶存酸素、照度、pHであり、また実験室に持ち帰った  

試料については各種栄養塩濃度、COD、各種無機イオン、電気伝導度、細菌量、各種藻類量、各  

種動物プランクトン量、ベントス量、光合成速度、懸濁物質量等の測定を行った。   

昭和56年度は7月上旬までは比較的水温も低〈透明度も例年に比べると高かったが、7月下旬  

より急激な水温の上昇がみられ、藻類量、全リン量とも急激に上昇した。特にこの現象は高浜入  

において顕著であった。また8月下旬及び10下旬に台風が通過し湾奥部において顕著な影響がみ  

られた。クロロフィル量の最大値は台風が通過した後の9月に高浜入湾奥 部で観潮され、約200  

〟g／Jという濃度であった。台風の影響は8月と10月で大き〈異なり、10月の台風の通過後は湾奥  

部の藻類量が著しく減少し、その回復も非常に退かった。冬期は水温も低く、透明度は前年観測  

した最高値1．帥1をはるかに上まわって、2月下旬に麻生沖で2・5mを記録した。それに伴い、冬期  

の藻類量、COD渡度等も低下し良好な水質状態となった。叫方、水平分布をみると、湖心部か  
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ら麻生沖にかけて比較的藻類量も低く透明度も高かったが、CODに関しては全水域でかなり高い  

値が観測され、特に夏期に著しかった。  

〔発 表〕K－2，K－10，K－15，K－16，K－17，C－5  

研究課題 4）碍ヶ浦の魚類及び甲殻類現存長の季節変動調査  

（捜当者〕春日清一・北畠能房・高橋 淳■・田中昌一■・立川賢→■・稲垣 正－  

〔内 容〕霞ヶ浦の魚類、大型甲殻頬の湖内規青畳を明らかにし、湖内生物群集や栄養塩回帰に  

与える影響を推定することを目的とする。湖内7地点でトロール網調査を夏期は2週間に1度、  

冬期には月に1回の割合で行った。また漁業者10名に漁業日誌を記入してもらい操業状況を調べ  

た。トロール網調査では霞ヶ浦全域にわたる魚類の現存量の季節的変動と、水城の違いによる魚  

類相の差が明らかにされ、同時に行われた魚類の食性調査により食性の季節変化や地域差が明ら  

かにされた。冬期に優占種となるイサザアミの現存量を知るため魚群探知機を用いた調査法を検  

討した。魚群探知機にイサザアミの像を鮮やかに捕えることができ、水中照度の変化や昼夜によ  

るイヤザアミの移動が明らかとなり、遊泳魚の魚影も捕えることができた。現有量の把握のため  

画像処矧こよる手法を検討中であI）、魚類・イサザアミ等の分布調査には有効な手法であること  

が示された。   

湖岸帯の魚頬の現有量は湖矢部より高いと思われるため湖岸帯で引き網による調査を行った。  

現存量は夏期に高く冬期に低くなり、魚類相も数年前にほ、寸同地点で行った張綱調査と多少違っ  

ていた。  

〔発 表〕K－156，h－10  

研究課亀 5）底泥からの栄養塩の回将に関する研究  

〔担当者〕河合崇欣・大槻 晃・西川雅高・柏崎守弘・大坪匡川原・福島武彦・細見正明・春日清  

一・岩熊敏夫・今村典子  

〔内 容〕霞ヶ浦（主に高浜入）において夏期の鱒類異常増殖のための栄養塩類供給源として底  

泥の果している役割を定量的に評価し、栄養塩類収支モデルの基礎的データを補完する。また回  

帰機構等についての基礎的研究の成果を富栄養化防止対策上の櫓針とすることを目的とし、特に  

未解明な部分の多いリンに主眼をおいて調査研究を行った。   

調査研究は湖水一底泥間の物質移動を湖水中の現存量変化を理解するために把握するという立  

場から行ってきた。（1）沈降・撒乱舞上り、（2）食物連鎖、（3）物理化学的吸着・脱着溶出、（4）藻類の  

浮沈に伴なうポンプ7ッ70の4点を重要な移動経路と考え、それぞれについて移動量とその方向  

の把握を試みている。いずれも定量的把捉は測定技術上の困難が多く、また相補的であると思わ  

れる。  

（1）沈降量・沈降速度については底泥の巻上げの影響があるため、実際の沈降量の測定が難し  

い。そこで湖水SSと底泥表層の分析値をもとに、クロロフィルーaを測定期間中保有性物賀として  

扱えることを確かめ沈殿捕集筒の沈殿物を新生堆積物と巻上げ底泥とに分離した。その結果高浜  

入の新生堆積物の沈降量は1981年のサン70リング結果から1．3－4．3g／m，d（7月）、9－22g／m・d（8  

月）と算定された。  

（2）食物連鎖に関してはイサザアミによる排泄負荷について実験室で測定した。冬期のイサザ  
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アミが最も多い時期でも、底泥が捜乱されない場合には摂餌量が制約されるためかイサザアミの  

投入後リン濃度が一時的に増加した後、急速に低下した。しかし底泥が裸乱されている場合には  

比較的高いリン濃度が持続されることが明らかとなった。  

（3）物理化学的溶出については霞ヶ浦の一般的性状である酸化的状態でも間隙水中に洛存した  

オルトリン醸が湖水中に出られるか否かという点が焦点であった。これに対し夏の高pH低溶存酸  

素湖水と模する底泥表層近くでケイ酸が2価鉄を固定することによって溶出が可能になり得るこ  

とが示唆された。夏の底泥コアサンプルで直上水中のDOが2ppm以下になるとリンの溶出がみら  

れた。全域の底泥コアサンプルの分析から、底泥表層30cmに此べそれ以下ではC，N，Pの含有量  

が顕著に少な〈なることが明らかになった。  

（4）ポンプアップについてはシミュレーションによって検討した。浮沈が可能なミクロキステ  

スは他の藻類に比べリンの吸収に有利であることが示された。また泥中藻類のりン含量が多くな  

っているかどうかを調べるため泥中のアオコが拾い集められた。   

以上、主な成果を示したが、これらを更に補充することにより、底泥からの栄養塩回帰量の評  

価が定量化の段階に入る見通しがついた。  

研究課題 6）湖の生態系における物質循環の研究  

〔担当者〕岩熊敏夫・今村典子・花里孝幸・安野正之・春日滴」町大槻 晃・佐々 学＊・高橋正  

止◆  

〔内 容〕霞ヶ浦における植物プランクトン、動物プランクトン及び底生動物の生産量と生産速  

度を測定し、またこれらの生物間の物質移動量を明らかにし、物質循環モデルのパラメータ値の  

決定にあてることを目的として調査、実験及び解析を行った。内容及び得られた成果は次のとお  

りである。  

（1）植物プランクトンの一次生産量を測定する方法として安定同位体1SCを用いる方法を確立  

した。  

（2）霞ヶ浦の植物プランクトンをサイズ別に数段階に分けて現存量と光合成活性の測定を行  

い、その周年変動を調べた。動物プランクトンによる摂食を受けると考えられる2叫m以下の植物  

プランクトンは夏に現有量が少なく強光阻害型の低い光合成活性を示したが、秋から春にかけて  

は現存量が増加した。一方動物プランクトンの接食を受けないと考えられる40〝m以上のサイズ  

の植物プランクトンは夏期に非常に多〈なり、特に7月から9月にかけてはほとんどがラン藻の  

〟gc和り岱ぬとなり光飽和型の高い光合成活性を示した。残りの204叫mのサイズの植物プラン  

クトン量は年間を通じて少なかった。これらの情報をもとに夏期の植物プランクトンの現存量変  

動を解析した結果、〟如Ⅶ耶底の優占時と減少期とでは植物70ランクトンの沈降速度の異ること  

が示唆された。  

（3）霞ヶ浦に出現する代表的な動物プランクトンについて培養藻類の摂食速度、同化速度及び  

選択摂食性を13Cをトレーサーに用いて測定を行った。♪ゆ如〃050沼α∂招CJ四川桝は緑藻のCJめ一  

作J血及びC鮎川頭血抑独を餌にした時、室温下飽和摂食速度0．85d‾1、同化速度0．31d‾1を示した  

が、傭加叩頭沌斜にした時は最大同化速度は0．20d‾1と低くなった。Cゐわ柁Jぁと〟わ和り誓ぬを混  

ぜた餌では同化速度に種間の違いは見られなかった。〟βZ‘乃α血∂Jぉは〟JCγOqちぬを良く摂食し、  

飽和摂食速度は1．25d‾1、同化速度は0．30d‾1であった。gOd加坤わ研揖．吻）0乃fc揖及びヱわs∽才乃〟わ氾g－  

＊ 二者貝研究員  
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加扉痛はほとんど〟わⅥ耶怨を同化しなかった。  

（4）冬期の動物プランクトンに対するイヤザアミの捕食庄を室内及び野外で調査し、現在も引  

き続き調査中である。  

（5）霞ヶ浦西浦全域を50のメッシュに分けて底生動物の分布を調査した。底生動物の現有量は  

湖全休で乾重で5000tに達し、10％がイトミミズ、残りの90％がユスリカでそのうち80－90％は  

乃加明抑附加転成獅血であった。底生動物の分布は不均一で、特に土浦入でその傾向は強か  

った。またユスリカの分布は沿岸部に偏る傾向がみられた。  

（6）底生動物の現有量の大半を占めるr（戎の椚欄の成虫の羽化量は底泥中に存在する幼虫の  

約20％で、30％は羽化せずに残る。あとの50％は羽化期に魚類により捕食されていると考えられ、  

ハゼ楓、テナガェビには約10％が捕食されていることが推定された。T∴戎∽机仏幼虫は冬期に高  

い二次生産を行い、5週間の平均では0▲2弛cm▼2d‾1となり、この期間の純一次生産速度の％の値  

を示した。このことはr．血払朋拍衰が底泥中に堆積した有機物を摂食していることを示唆してい  

た。  

（7）霞ヶ浦に出現するユスリカについて摂食速度、同化速度を室内で13Cをトレーサーに用いて  

測定し、現在も引き続き測定を行っている。  

〔発 表〕KL5，K－8，KL9，K－10，KLll，K－12，K16，HLl，H－2．h－1，h－2．  

h－3，h－4、h－31，h－32、h－38，h¶42  

研究課臨 7）富栄養化した湖沼の水質回復手法の開発  

〔担当者〕大槻 晃・岩熊廠夫・今村典子・花里孝幸・相崎守弘・河合崇欣・春日清一・安野正  

之・坂本 充■  

〔内 容〕富栄養化防止の具体発として廃水処理、排水規制、無リン洗剤への切換などが考えら  

れるが、これらが実施された場合、既に富栄養化した湖沼はどの程度回復し、生態系はどう変化  

するかを明らかにするなど、防止対策の効果の実証が必要である。また富栄養化した湖沼から、  

大きな費用をかけずに自然の物質循環過程を利用して栄養塩をどのように回収除去するか等の研  

究も必要である。   

本研究では霞ヶ浦高浜入に隔離水界5椚×5椚×2．3椚、6基を設置した。前年は冬期の実験を主  

として行ったが、56年度は初夏から約6か月間、5基の隔離水界を用い、さらに2面の網いけす  

を加えて実験を行った。   

得られた結果は以下のとおりである。．  

（1）コントロールとして用いた2基は、全リン洩度で見ると、台風が通過するまでの約3か月  

間、隔離水界外とほぼ同様に変動し、濃度も同程度であった。アオコの異常発生も同様に観察さ  

れ、夏期には未利用のオルトリン酸の濃度が上昇する現象も観測された。  

（2）凰付コントロールでは時間の経過と共に仝リン浪度は減少し、3か月後では当初の％以下  

になった。夏期でのアオコの発生は見られず、湖底の果たす役割の重要性を示唆していた。  

（3）湖底からのリンの回帰を抑制するために、湖底表層10cm中に存在する移動可能リンとして  

報告されている鉄結合態リンの含有量に対して、0．2倍及び当量の割合でアルミニウムを溶解した  

状態で添加した結果、全リン濃度としては両者とも隔離水界外の％程度の濃度を維持していた。  

アオコの異常発生は見られなかった。1回の投入で約3ヶ月間は効果があることは明らかになっ  

＊ 二客員研究員  
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た。  

（4）2面の網いけすを用いて行った霞ヶ浦湖水中でもホテイアオイが生長するかどうかの実験  

では、5月中旬より約4kgを添加L、9月下旬までに湿重量として約150倍に増殖することが確認  

された。従来おこなわれた研究では栄養塩類濃度が20～100倍であったが、二次処理水等に比べて  

相対的に低い濃度でも生長することが明らかになり、植物プランクトンとの栄養塩摂取能の差は  

ないことが推定された。  

（5）植物プランクトン及び動物プランクトン組成の変化は現在解析中である。  

〔発 表〕c7  

研究課題 g）富栄養化促進物質の処理技術の開発及び実用化  

〔担当者〕須藤隆一・田井憤吾・岡田光正・稲森悠平・山根教子・栓塞一夫・土屋重朝・吉野尊  

禰■・国包章一●・大垣真一郎■・戎野穣一■  

（内 容〕霞ヶ浦のように流域内に農村地帯が多い湖沼では、‾F水道によって処理されず，未処  

理のまま小水路、河川等を通じて湖沼に流入する生活雑排水が多い。またし尿浄化槽が設置され  

ていても、その処理は必ずしも十分と言い難い。本研究では、下水道に取り込まれない生活排水  

中の窒素、リンを除去する簡易な（普及を容易にするため）処理方法を確立し、その実用化のた  

めの性能評価を行うことを目的とする。56年度は、嫌気性ろ床処理装置、回転円板処理装置、お  

よび排水の浄化を目的とした小水路の処理性能に検討を加えた。   

嫌気性ろ床処理装置は美容量4Jで、内部にひも状接触材（縦張、横張）および網状接触材を  

異なる密度で充填した。本装置に人工下水（BOD＝200mg／／）を上向流で供給し（滞留時間30時  

間、温度20℃）、その処理水質から除去効率を評価した。処理水のBODは30－40mg／Jになり、除  

去率としては約80％と良好な結果が得られた。本装置の処理水を好気処理することにより、処理  

水中のアンモニア健筆素は容易に硝化するものと推定された。硝化した水を本装置に循環するこ  

と尤より、ほぼ完全に脱窒できると思われる。接触材表面には約2週間で灰色一黒色の生物膜の  

形成が認められたが、汚泥発生量はきわめて少なかった。   

回転円板装置（円板直径：17cm、円枚数：6枚／段、総段数：4段、円板絵面積：1．1m2、接触  

槽容積：4，2J）に人工下水を供給してその処理特性を調べた。生活排水の流量、水質は1日のう  

ちの時刻によって著しく変動（午前中並びに夕方は平均値の2－3倍）することが前年の調査で  

明らかとなったため、このような負荷変動が、回転円根処理装置の性能に及ぼす影響を調べた。  

その結果、負荷変動がある場合、負荷変動がか－場合に比較して（同一BOD、水量負荷）、硝化が  

進行しにくいことが明らかとなった。   

′ト水路は、長さ30m、幅2cmの実験装置を作成し、20℃の恒温室に設置した。水路内にはひも状  

接触材を流下方向に2本並列に充てんした。この装置にBOD25mg／lより200mg／lの人工下水  

を5りhの流景量で連続的に供給した（平均滞留時間約3時間）。   

流入BODが200mg／Jの場合には処理効率が低〈、除去率約50％で悪臭を伴った。しかし、流入  

BODlOOmg／J以下では80％以上の除去率が得られた。本装置の予備処理として、その前段に前  

述と同様な嫌気性ろ床（滞留時間約2【］）を設置したところ、その処理水は100mg／J以下となり、  

この処理水を流路に供給することにより全体として90％以上の除去率が得られた。また本流路に  

おけるBOD除去過程を解析したところ、流水から生物膜中への基質の拡散が全体の除去速度に対  

＊ 客郎汗究貝  
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する律速過程であることがわかった。したがって、本装置は低温下においてもその除去率は著し  

く低下しないと推定された。  

【発 表〕K－129，K－130，K－158，KL159，EL5，E－7，EL8，E－11，E－12，E－26，E  

－41，E．56，E－57，e－8，e－15，e－16，e－21  

研究誌鹿 9）湖環境動態モデルの構築  

〔担当者〕中杉修身・福島武彦・松岡 譲・宮崎忠国・原沢英夫●  

〔内 容〕湖の富栄養化状態の推移の予測及びそれに対する施策の評価には、人間活動から発生  

する汚濁負荷が湖内水質及び生態系に及ぼす影響を記述する数理モデルを用いたシミュレーショ  

ンが必要となる。本研究では、人間活動からの汚濁負荷の発生に始まり、欄内の水質及び生態系  

の挙動に至るまでの各過程のモデルを作成することを目的とする。   

56年度は、人間活動から発生した汚濁負荷が河川へ流出する過程のモデルの構築、湖における  

栄養塩収支の把握、及びそれに基づく、湖内水質・生態系の挙動を記述する湖環境動態モデルの  

概念設計を行った。   

流出過程のモデルでは石岡市を流れる山王川を対象に、発生源のメッシュ・データと河川の水  

質データに基づいて、各メッシュから流出する際の流出源を一定とする考え方でモデルを作成し  

た。流出率をCOD及びT－Pについては0．96、T－Nについては1．00とした場合に、計算値と測定  

値がよく一致した。   

湖における栄養塩の収支は、本特別研究の他のグループの研究で得られた湖水、植物プランク  

トン、動物プランクトン、ユスリカ、魚類の現存量に関するデータ、及び河川、降雨、農業用水、  

上下水、養殖、漁獲等による流出入量のデータに基づいて、霞ヶ浦を4つの水城に分割してT－P  

とT－Nの収支を求めた。この結果、以下のような点が明らかとなった。  

（1）湖水中のT－N、T－Pのうち、相当部分を植物プランクトンが占めており、動物プランク  

トンはその1／10以下、魚やユスリカは数分の1のオーダーである。  

（2）湖水では夏期にT－P、T－Nの現存量が多くなるが、湖水、ユスリカ、魚の三者のT－P、  

T－Nの合計も夏期に高くなり、冬期に現有量の多いエスIjカ、魚のT－P、T－Nが湖水へ回帰す  

ると考えても、それだけではこの現象を説明できない。  

・（3）流入負荷では河川等を経由しての陸上からの負荷の比率が大きいが、夏期に養殖による負  

荷がこれを上回るところがある。  

（4）現段階では収支算定に組み入れることができない要因によるものとして収支計算より求め  

た未知項は、他の要因によるものと較べて無視できる大きさではなく、底泥からの溶出、底泥へ  

の沈降を中心に未知項に係わる収支機構の解明がモデルを構築する上で不可欠である。   

以上の物質収支計劉こよる知見を基に、また、前年度に試作したモデルの問題点を考慮して、  

動物プランクトンや魚等をも考えた湖環境動態モデルの概念設計を行った。  

〔発 表〕K－131  

研究課題10〉 湯の湖の富栄養化機構の解明及びモデル化  

〔担当者〕須藤隆一・田井傾吾・矢木修身・稲森悠乎・岡田光正・細見正明・山根敦子・盛岡通－  

〔内 容〕霞ヶ浦と比較して水量、水質等の情報の把握が容易な揚の湖を対象として物質循環及  

＊ 客員研究員  
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び食物連鎖の数理生態系モデルを作成し、三次処理等の防止対策効果の検討を行うことを目的と  

したもので、揚の湖モデルは、霞ヶ浦モデルの補完的な役割を果すとともに、湖沼の富栄養化防  

止対策の一般的なモデルの確立に資するものである。  

（1）数理生態系モデルに必要な水質データを得るために、月2回程度の観測網査を行った。  

（2）溶存酸素は、生物のみならずリンや鉄筆の溶出に大きな影響を与えるため、溶存酸素収支  

に関する調査及び解析を行った。すなわち、溶存酸素鉛直分布の変化、底泥の潜有酸素消費量、  

水中藻類の光合成による溶存酸素発生量及び呼吸∵分解による洛有酸素消費量を異動し、溶存酸  

素収支における各因子の寄与を明らかにした。春期循環期から夏期成層期において、底層にみら  

れる急激な溶存酸素の減少は、主に底泥による酸素消費の影響が大きいことがわかった。  

（3）底泥からの窒素及びリンの回帰速度に関する検討を行った。ひとつは、①擬似現場法（室  

内）、②チャンパー法（現場）、③物質収支法（現場）、①数理モデル法 により回帰速度を求め、  

方法の違いによる検討を行った。①、②及び④は、ほぼ一致したので、実験が容易な擬似現場法  

で回帰速度を評価すればよいと考えられる。   

更に、湖水の溶有酸素膿度が窒素及びリンの溶出に与える効果について検討した。窒素につい  

ては、湯の湖の場合ほとんど溶存酸素濃度に関係なくN札－Nの形で溶出し、30－40mg／mつ・日の  

回帰速度を得た。またリンは、窒素と異なり、溶存酸素膿度の影響が大きい。すなわち、溶存酸  

素濃度が1mg／Jより低くなれば、急激に．）ンが溶出し、3mg／l以上では、ほとんどリンは溶  

出しない。このような湖水中の溶存酸素濃度とリンの回帰速度との関係式が得られた。  

〔発 表〕K－4，E－50，e－29，e－46，e【47，e－48  

研究課題11）富栄養化防止施策の設計・計画  

〔担当者〕合田 健・出井傾吾・今岡 務■  

〔内 容〕富栄養化の防止対策としては下水道の整備、下水処理水の系外放流、下水の三次処理、  

浄化用水の導入、下水道計画対象外地域における家庭廃水の処理、畜産廃水の処理などが考えら  

れる。我国で最も富栄養化防止の困難であると予想される霞ヶ浦を対象として、できるだけ実施  

に近い状況を想定して事業計画を策定することによって環境動腰モデル、環響評価モデルによる  

効果的な防止対策を検討することを目的とする。   

陸水、特に湖沼の富栄養化防止の対策を総合的にまとめ霞ヶ浦に適用した場合の数量的関係、  

問題点等について検討を加えた。霞ヶ浦への栄養塩負荷流入の削減、防止では（1け水の生物学  

的脱リン法の開発が必要であること、（2）工場及び畜産排水への窒素、リンの上乗せ条例が必要な  

こと、（3）合併式浄化槽の普及による家庭雑排水の無処理放流を改めること、（4）洗剤無リン化を推  

進すること、（5）綱イケスによるコイ養殖の飼料のペレット化などによる給餌効率の向上あるいは  

養殖場と湖水を隔離することが必要なことなどを示した。また、負荷減少のための別種の対策事  

業としては、川下水処理水の霞ヶ浦湖尻への放流先変更を検討する必要のあること、（2）降雨時の  

流入負荷の削減のため初期降雨水を地下の滞水屑に貯留し降水後ポンプ揚水して処理することも  

必要なこと、（3）河川からの栄養塩の流入を削減するため湖沼水域内の一部をグリーン化、酸化油  

化し水草などによる栄養塩除去も検討に値すること、（4）霞ヶ浦に大量（56g／mど）に現存するイサ  

ザアミを漁顆に捕食させ栄養塩を系外へ取出すことを考える必要のあること、（5）〃わr呵′S′由を回  

収し湖水からの栄養塩の削減を図るとともに回収した〃わⅦ胡座からメタン発酵によるエネル  
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ギ一回収を検討する必要のあることなどを示した。   

また、富栄養化防止対策の基幹となる廃水処理及び窒素、リンの高度処理につし、て事業費とエ  

ネルギー消費の面から検討を加えた。霞ヶ浦流域の下水道普及率は昭和55年度で11％と低く、家  

庭廃水のうちし尿の下水道、単独および合併式浄化槽、し尿処理場によって80％ていど処理され  

ているが、家庭雑排水の90％近くは無処理放流されている。この家庭廃水量のほか事業場、工場  

からの廃水量を茨城県水質審議会中間答申をもとに昭和55年及び昭和65年について求め下水道、  

合併式浄化槽、工場廃水処理施設などの建設費と昭和65年時点での維持管理費を算定すると建設  

費は10年間で約2000億円、維持管理費は年間約100億円必要であると概算された。さらに窒素、リ  

ン除去を行うと建設費は昭和55年から昭和65年までの10年間で約800億円、維持管理費は昭和65年  

時点で年間約40億円が加算されることになる。この膨大な事業費にもかかわらず昭和65年時点で  

は約50万人台の家庭雑排水は無処理のまま放流されている。なお窒素、リンの処理まで行った場  

合の昭和65年時点での運転用エネルギーの消費量は石油換算で年間12万klであり昭和55年の2倍  

に増加すると推定された。  

〔発 表）K－18．K－125，K161，E－1，E－46  

研究課題12）防止施策総合評価手法の開発  

〔担当者〕内藤正明・中杉修身・北畠能房・原沢英夫♯・萩原清子■  

〔内 容〕地域社会によって利用の対象となる湖環境は多面的な機能によって特徴づけられる。  

さらに、利用される機能間には相互作用が有在している。これら多面的機能、相互作用を考慮し  

つつ、湖利用活動に対する富栄養化影響の定量化、及び防止技術・施策の効果、影響を評価する  

ことを目的とする。   

湖環境のもつ機能は大別して4種類考えられる。（1伯黙億劫及び人間活動により発生する物質  

の拡散・貯留・同化。（2）人間活動に必要な原材料の供給。（3）人間及び他の生命体のために、生産  

の場ないし生活の場を提供する。（4）アメニティー・サービスの提供。しかも、これら4種類の機  

能利用問には相互作用が存在しうる。例えば、用水の供給という第2機能を十分に利用すること  

に関連して湖岸線の内側に築堤を建設したり、汚濁物質の拡散・貯留・同化という第1機能を利  

用することによって、■漁獲物の提供という第2機能や、景観の提供という第4機能に影響しうる  

という具合である。   

今年度は第1に、湖環境機能の利用のもつ経済的意味を環境資源論の観点から予備的考察を加  

えると共に、湖環境のもつ諸機能が過去から現在までどのように利用されてきたかを、霞ヶ浦を  

対象として、各時点でとられた治水政策、地域開発政策、環境保全施策等の関連で整理すること  

を試みた。   

第2に湖富栄養化の浄イヒ生産過程に及ぼす影響の定量化を、霞ヶ浦に比べて富栄養化の度合の  

低い琵琶湖周辺浄水場を対象にして予備的検討を試みた。   

第3に、地域社会による湖環境機能の利用が、技術進歩や市場経済のしくみといった人間サイ  

ドの事情や、捕食・被食関係といった環境サイドの要因によってどのように影響されるかを、霞  

ケ浦水産資源の漁業者による利用を対象例として定量的に扱うことを試みた。このために、浮遊  

魚と底生魚間に捕食・披食関係が存在し、また漁業者は自己の利潤が最大になるようにこれら2  

種類の魚類の漁獲を動力曳きという特定漁法を用いて行う等の仮定をおいて解析した。その結果、  

＊ 客郎汗究眉   
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人間による捕食庄がない場合の浮遊魚と底生魚の資源量バランスとか、浮遊魚及び人間による捕  

食圧がない場合の底生魚の環境許容量といった生物界の要因ばかりでなく、漁民の労働生産性の  

向上（技術進歩）とか魚種別価格（市場経済のしくみ）といった人間社会の要因が、漁民による  

漁獲量（湖環境の第2機能利用）に影響しうるということが明らかにされた。この結果と本特別  

研究の他の研究、とくに魚類に関する研究の成果との突き合わせを今後行えば、地域社会のうけ  

る富栄養化影響の定量化、及び防止技術・施策の効果、影響の評価に人間サイドの事情がどのよ  

うにきいてくるかを見極めるのに役立つものと期待される。  

〔発 表〕K－134，B－10，B－11  
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2．1．8環境汚染の遠隔計測・評価手法の開発に関する研究   

〔研究担当部〕大気環境部：大気物理研究室・大気環境計画研究室  

絶食解析部：第一グループ  

環境情報部：情報システム室  

計測技術部二分析皇  

技 術 部：理工施設管理室  

〔研究期間〕55－58年度  

〔研究概要〕広域化、複雑化された環境汚染の状況を把握し、広域の環境情報を解析し、環境施  

策に対する適用性の検討を行うために1）大型レーザーレ【デー、及び2）分光型レーザーレー  

ダーを主とする車載システムによる計測手法の開発、3）航空機・衛星データを主とする環境パ  

ターン情報の処理解析手法の開発を通じて、4）環境汚染解析及びその環境施策への適用性の検  

討を行う。   

56年度では、大型レーザーレーダーに関しては、画質向上、雑音・障害物エコーの除去、信頼  

性の向上に務め、定常的データ取得領域を30kmまで拡げ、広域画像データの収集をはかった。ま  

た、データの処理・表示手法の効率化を図るため、装置制御用ミニコンと大型計算機の伝達シス  

テムの機能の拡充を行った。   

分光型レーザーレーダーとしては、CO浪度測定用赤外半導体レーザー吸収システムを実験室段  

階で完成させ、低濃度検出の高感度測定を可能にした。   

環境パターン情報の処理解析手法に関しては、広域環境情報を抽出するた捌こ、人工衛星、航  

空機を利用した遠隔計測手法について検討を行い、特に、広水域の水質分布の推定方式を開発し  

た。また、画像ヂ⊥タ等大量の情簸を効率的に処理するために解析システムの拡充を図った。   

解析及び施策への適用性の検討としてはリモートセンシングにより環境情報が分布パターンと  

して芙用的に取得できる段階において、環境施策の策定と評価のために分布パターン情報を利用  

する方法として、汚染の面的分布の分割と地域代表性の検討を行った。また、上記の実用的取得  

を促進するために、レーザーレーダー画像の強調とスムージングとによる画質向上の方法の効果  

を調べた。  

研究課題1）大型レーザーレーダーによる広域汚染の計測手法の開発  

〔担当者〕笹野泰弘・中根英昭・清水 浩・杉本伸夫・竹内延夫・若松伸司・鵜野伊津志・鈴木  

瞳・北村新三●  

〔内 容〕本研究では、大型レーザーレーダーの機能を拡充し、広域汚染手法を確立する。さら  

に、広域汚染の実態把握並びに、その時問的推移から広域の移流・拡散現象の解明に必要な汚染  

質空間分布データの蓄積を図ることを目的としている。   

55年皮は装置の試験・較正法の開発、メンテナンス手法の確立を図った。データ処理瀾係では、  

基本的な測定・制御プログラム、データ処理・表示プログラムの開発を行った。観測は、半径10－20  

km程度の領域を対象にデータ取得手法の検討を目的として、広域汚染分布、移流ベクトルの導出  

を試みた。  

＊ 客月1肝究貝   
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56年度においては、前年度の検討結果に基づき、データ質のチェック・向上を目的とするデー  

タ処理手法を開発するとともに、装置に起因する各種ノイズ対策を施した。また、減葉効果の補  

正手法について検討を加えた。データ処理に関連して、データの収集・処理・蓄積の効率化を図  

るため、ミニコン・大型電算機間のデータ伝達システムを用いた処理手法を実用化した。56年度  

未までに、各種のノイズ対策、ソフト的なノイズ除去手法の適用により、半径30km程度までの汚  

染質空間分布が、ほぼ定常的に取得できる段階にまで達している。   

項目毎の主な研究成果は以下のとおりである。  

（1）定常的な測定のための技術開発   

微弱信号の検出精度を高めるため、電気的ノイズに除去対策を施した。また、装置本体の熟歪  

みに起因すると考えられる光軸平行性のずれの現象を各種条件下での実験により明らかにした。  

（2）広域三次元データの処理・表示手法の開発   

データの収集・処理・表示の一連の閉鎖ループ処理のための、大型レーザーレーダー、ミニコ  

ンビュータ、環境情報部大型電算機間の伝達システムを利用した処理手法を実用化した。また画  

像データ処理プログラムの一部として、障害物エコーの検出・除去ルーチンを開発した。   

画像処理プログラムパッケージの導入により、画像の平滑化、画像強調等の手法についてレー  

ザーレーダーデータへの適用性の検討を行った。  

（3）広域汚染分布の計測手法の開発および汚染質の広域移流、拡散現象の計測手法の開発   

計測の範囲を拡大するために、信号に重畳される電気的ノイズを除去する対策を施こすととも  

に、データ質のチェックプログラムを開発して広域測定データについて各種条件とデータ質の相  

関を検討した。これに基づき、半径30km程度までの良質な広域汚染分布データの収集・蓄積を行  

ってきた。  

〔発 表〕K－102，KrlO3，K－104，K－105，KrlO6，K－107，K－108，k→10，Dr6，D－  

7，Du8，D－9，dp38，d－42，d－43，d－55，d－57，d－58，d－60，d－62  

研究課題 2）分光型レーザーレーダーによる汚染貿空間分布の計測手法の開発  

〔担当者〕杉本伸夫・竹内延夫・笹野泰弘・中根英昭・清水 浩・溝白次夫・功刀正行・新井敏  

弓∴●  

〔内 容】（1）前年度に引き続き、NO2測定用車載型差分吸収レーザーレーダーの性能試験を行  

った。レーザーの発する電気的誘導雑音、レーザー発振の安定性など芙際に計測単に塔載した場  

合の技術的な問題点を明らかにした。  

（2）前年度に引き続き、道路からの粒子状物質及びガス状物質の拡散状況の調査を行った。測  

定は大官バイパスにおいて、携帯型ガス濃度測定器及びミ一散乱レーザーレーダーを用いて行っ  

た。その結果、特にミ一散乱レーザーレーダれによる測定では、交通量に対応した粒子状物質の  

濃度分布パターンが道路に直角な方向に拡散していく状況をとらえることができた。   

r3）赤外半導体レーザーを光源とする長光路吸収測定システムの開発のために、循環型クライ  

オスタソト冷却器内にマウントした赤外半導体レpザh（PbSSe、発振波長4・5－4・7J‘rn）を光源  

とするCO気体用の高感度検出システムを試作した。本装置では北路を2つに分け、片方はCOを封  

入した標準セル中を通して波長を固定するとともに、出力の変動の規格化を行う。検出回路は2  

次導関数法を採用し、検出感度の向上を図った。さらに、測定データをディジタル化し、マイコ  

＊ 客員研究眉   
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ンで処理する方式を採用した。これらによって、100mの光路に換算して、5ppbの測定データを  

得た。  

【発 表〕C－26，D－10．D－13，CL33，d－44，d－45，d－46．dp56，dL59，d－65  

研究課題 3）環境パターン情報の処理解析手法の開発  

〔担当者〕安岡善文・宮崎忠国  

〔内 容〕人工衛星、航空機を利用した遠隔計測手法により、広域環境情報を抽出するための処  

理解析方式について検討を行った。   

まず、広水域の水質分布を定量的に推定することを目的として、データの収集実験、水質の定  

量化を行った。実験水域として富栄養化による被害の著しい霞ヶ浦を選び、昭和56年11月24日及  

び昭和57年3月3E［の2庶にわたり、人工衛星（LANDSAT）、航空機によるマルチスペクトル画  

像データの収集、グランドトルースデータ（水質及び水中、水面での輝度スペクトル）の収集を  

実施、収集されたデータに対して以下の解析を行った。  

（1）遠隔計測データと水質データの関連を調べるために、凪増分析を行い、両者を関連づける  

統計モデルを構成した。この結果、SS（浮遊懸濁物）、透明度が遠隔計測データと高い相関を有す  

ることが示された。また富栄養化と関連の深いクロロフィルは狭帯域のマルチスペクトルスキャ  

ナ（航空機塔載）デ｝タと高い相関を有し、分布図推定の可能性が示された。  

（2）水質の定量化に際しては、遠隔計測データから水面反射光、大気による散乱光などの経書  

成分を除去することが重要な問題となる。ここでは、グランドトルースとして収集された水面直  

上及び水中での輝度スペクトル情報と機上で遠隔計測された輝度スペクトル情報とを比較するこ  

とにより、水面及び大気が遠隔計測データに及ばす影響の評価を試みた。この結果、ヘイズ等で  

視程が悪い場合でも、ヘイズの分布が一様であれば、遠隔計測において水中に関するスペクトル  

情報が著しく視われることはないことが示された。   

一方、遠隔計測で得られる画像データ、グランドトルースデータなどの大量情報を効率的に処  

理するために、解析処理システムの拡充を図った。  

（3）対話型画像処理システム（lPSEN）のソフトウエア、処理方式の拡充を行い、遠隔計測デ  

ータの雑音除去、データ圧縮などに新たな方式を開発した。特にレーザーレーダーデ∴タ処理で  

問題となる線状雑音（障害物後方の信号レベル低下など）を統計的に除去する方式を開発した。   

㈲画像データ及びグランドトルースデータを効率的に苦碩、検索、処理するためにそのデー  

タベ【ス化について検討し、特にそのデータ構造の問題点を明らかにした。  

〔発 表〕K－54．K－55，KL156，A－12，A－13，D－6，Dp8，aL23，a－24，aL25，a」  

26  

研究課題 4）分布′〈ターン情報を用いた環境汚染解析及びその環境施策への通用性の検討  

【担当者〕内藤正明・大井 紘・宮本走明■  

〔内 容〕このテーマは、リモ岬トセンシングによる環境情報が実用レベルで得られるようにな  

った時点で、この情報をどのように利用して環境施策の評価と策定に結びつけるかについて検討  

することを目的としている。  

＊ 客貝1肝究貝  
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（1）面的分布の分割と地域代表性の検討   

前年度に引き続き、汚染分布データの地域代表性を考えるため、レーザーレーダーから取得さ  

れる広域の汚染分布パターンをいくつかの類似度を導入して、地域分割を行うことの検討を進め  

た。これはモニタリングポストを設置するための地域代表性の決定の基礎手法となるもので、具  

体的対象を選び4種の手法の比較を行い、それぞれの手法の得失を明らかにした。  

（2）レーザーレーダーデータの画質向上   

大型レーザーレーダーから得られる2次元パターンに含まれる情簸を明確化するための画像強  

調とスムージングのアルゴリズムを検討し、画像処理プログラムを作成した。これらのプログラ  

ムによる処理をレーザーレーダーにより得られた平面画像に適用し、得られる効果を調べた。処  

理の内容は次の通りである。①画像強調については、ヒストグラム平担化及び双曲線化により、  

比較的一様の浪度をもつ画像に隠されている濃淡の相違を明示する。②スムージングについては、  

雑音を除去しつつ、一方で画像に現われている像のエッジが明確になるような処理せ行う。③ス  

ムージングによって、一般に原画像の形状が損われる8 もとの情報を保存しつつ、かつ雑書を軽  

減するため、平滑化画像を単調変換して、0から1の間の値に規格化し、原画條との積をとる。  

これによって画像の不要部分の雑音が除まされ、必要な部分が強調される効果がある。①一方、  

雑音の空間的特性を考壊したスムージングの方法として、平滑化スプラインを用いるアルゴリズ  

ムを検討した。  

（発 表〕B－17，a－6  
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2．1．9環境試料による汚染の長期的モニタリング手法に関する研究  

〔研究担当部〕計測技術部二大気計測研究室・水質計測研究室・生体化学計測研究室・底質土壌  

計測研究室・分析室  

総合解析部：第一グループ  

生物環境部  

〔研究期間〕55～57年度  

〔研究概要〕本研究は長期にわたる環境汚染のモニタリングの手法の→つとして考えられる、い  

わゆる環境試料バンクについてとりあげ、その有効性について検討するとともにパンク実施の基  

礎として、汚染の指標となる環境試料の選定方法、長期保存方法の確立を目ぎす。また、日本列  

島規模の長期的環境汚染変化を検出するベースラインとして、汚染物質に関するバックグラウン  

ド地域を求めその浪度レ〈こルを明らかにしておくことが、基本的に必要であると考え、そのため  

の手法を確立することを本研究のもう一つの目標とした。さらに上記の目的と関連して、環境中  

に存在する各種未確認物質をモニターするための分析法の研究、測定の高感度高精度変化のため  

の機器分析法の開発を加え、以下の五項目のサブテーマを設定して研究を実施している。   

試料の保存性に関する研究としては、前年度に採取し、各種の温度条件、処理条件で保存した、  

大気粉じん、陸水試料、底質、生物試料について、それぞれ含有するPAIiその他の成分につい  

て、定期的に測定し変化を追跡する実験を開始した。また並行して、試料庫を利用して、各種の  

機会に収集した環境試料の保存を行い、あわせて試料バンク運営にともなって生じる諸問題の検  

討を行った。   

バックグラウンドの問題については、昨年度にひきつづき東北地方、山岳地域を中心に大気汚  

染の少いと考えられる数地点で大気成分の測定をし、我国におけるほぼ代表的なバックグラウン  

ドのレベルを明らかにした。また、陸水汚染についてのバックグラウンド地として摩周湖を選定  

し水中および水生生物中の重金属その他の成分を測定し、この湖のバックグラウンド地域として  

の妥当性が認められた。   

高感度分析法の開発に関しては、前年度にひきつづいて、装置の構成と性能の検討を終了し、  

実試料への応用を実施し、いくつかの新しい知見を待ている。  

研究諌亀1）長期モニタリングのための試料の選定及びサンプリングに関する基礎研究  

（1）サン70ルの代表性に関する検討  

〔担当者〕河合崇欣・西川雅高  

（内 容〕環境試料の代表性の問題は環境評価のための測定において精度管理技術の一部門とし  

て重要な位置を占めている。特に長期的モニタリングでは、繰返し測定されて蓄積されていくデ  

ータ群が、全体として、対象となっている環境の変化を評価するために用いられる。したがって  

モニタリングの開始に当って、代表性の問題が十分検討されていないと、その後の分析技術の改  

善を含む測定努力が十分生かされないばかりか、モニタリング自休が無効になる怖れもある。モ  

ニタリングにおける代表性の検討は、基本的には情報（測定値等）の精度管理の問題であるが、  

それに止まらず、モニタリングの目的に照して最適な測定項目群及び時間的（測定頻度）空間的  

（測定点の配置）スケジュールの決定、即ちモニタリングネットワークの設計と同義であると整  

理した（基本的概念）。  
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これらの点について、実際のフィールドで起り得る問題と各種測定項目が反映Lうる環境の変  

化を見いだすことを目的として、霞ヶ浦で採取した水のICP分析結果を中心に検討している。溶有  

ケイ素浪度がモニタリング指標として有効である可能性を示した。  

〔発 表】C－13，C－24  

（2）モニタリングすべき生物種の選定  

〔担当者〕佐竹研一・植弘崇嗣  

（内 容〕環境汚染物質（重金属頬）に対し高い濃縮性を持つ生物種を見い出し環境モニタリン  

グに役立てるため、非破壊試料の多元素同時分析装置であるけい光Ⅹ線分析法を飼いて各種の水  

生植物に含まれる無機元素を分析し、指標應物のスクリーニングを行った。用いた水生植物のう  

ち特に注月したものは水生帝苔類である。その結束、青森県下北半島恐山湖の流入河川頭無川に  

分布するチャツポミゴケ、♪明野m狩椚痴＝㈲k職奴通及びムラサキヒシヤクゴケ助砂融椚抑れ  

血ゎには著しく高い浪度の水銀が含まれていることが明らかになった。その量はこの苔頬の茎葉  

体の先端から本に行くにしたがって増加し、最大値は乾重量当り1％をこえる濃度であった。ち  

なみにこの時の水中に存在する水銀量は約0．7ppbである。かりにこの値をもとにして浪崩係数を  

計算すると、チャツポミゴケについては湿重量当り最大1．1×106の濃縮係数が得られこれは乾重  

量当りでは2．3×107となる。またムラサキヒンヤクゴケについての浪縮係数は湿重量当り8×105  

となり、これは乾重量当りで4×106となる。  

〔発 表〕C－7  

研究課題 2）バックグラウンド地域の選定方法の検討とそこにおける汚染レベルの調査  

（1）陸水域バックグラウンドモニタリングステーションの選定法の検討とそこにおける汚染物  

質レベルの調査  

〔担当者〕大槻 晃・河合崇欣・白石克明・野尻幸宏・安部素地・横内陽子・森田昌敏・植弘崇  

朋・相馬光之・瀬山春彦・堀内清司■  

〔内 容〕全国的、地球的規模の環境汚染の変化を検出するためには、いわゆるバックグラウン  

ドと考えられる地域の汚染状況をモニターすることが必要である。   

本研究では陸水域のバックグラウンドモニタリングステーションとしての湖沼を対象に、どの  

ような基準でモニタリングステーションとしての湖沼を選定するれ既存の資料を基に検討した。  

湖沼学的条件として10項目、自然的要因として4項臥 人文地理学的条件として12項目を取り上  

げ、それぞれ評価を行った。その結果、摩周湖、倶多楽湖が第1候補として選定された。   

更に、6月下旬に摩周湖の調査を実施し、湖水、底質及び生物試料を採取した。各試料の分析  
は現在実施中であるが、湖水中の重金属元素濃度に関してはデータが得られた。   

ノルウェー及び米国におけるバックグラウンド地域と思われる湖水中の墳度と比較して、Feを  

除き、ほぼ同程度の浪度、又は、それ以下であることが明らかになった。例えば、5～10m水深  

においてはNi、Cu、Cd、Pbは、それぞれ0・027±0．006、0．069±0．028、0，006＞、0．05±0．03JLg／  

Jであった。次年度で、本調査を行い、バックグラウンド地点としての適否を決定する予定であ  

る。  
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（Z）大気域のバックグラウンド調査  

〔旭当者〕安部喜也・横内陽子・溝口次夫・功刀正行・伊藤裕康・西川雅高・植弘澄子・宮坂恵  

子・広瀬妙子  

〔内 容〕大気汚染成分のバックグラウンド濃度の推定及びバックグラウンド地点選定のための  

指標成分等の検討のために、わが国の大気域バックグラウンド地点と考えられる数地点、摩周湖  

畔、岩手県三陸町（昨年度測定）、秋田県萩形ダムサイト八溝山頂、茨城県緒川村（昨年度測定）、  

黒部湖ダムサイト、屋久島において測定を行った。このうち、摩周湖、黒部湖及び屋久島では光  

化学反応成分として注目されている揮発性有機物質のバックグラウンド濃度を推定するため、テ  

ルペン類（主として、植物起源）の測定を樹木からの放出が多い夏季（6月下旬～8月下旬）を  

選んで行った。測定の結果はいずれの地域もα一ピネン浪度が0，12ppb以下と低濃度であった。し  

かし、気温等、気象要素の影響によって濃度変化が大きいと思われるので、この結果だけからは  

大気中植物起源揮発性有機物質濃度の代表値の推定は困難であった。   

摩周湖、屋久島を除く上記のその他の地点においてSO2、NO、NO2、03、CO、SFM、C札お  

よぴNMHCの測定を行った。0。及びC札以外は測定機のほぼ検出限界付近の値を示したため信  

頼性に問題はあるが、緒川村及び萩形ダムサイトでの一部の成分を除いて、バックグラウンドレ  

ベルの濃度であると思われる。   

また、バックグラウンド地域選定のための手法として、03濃度の相対標準偏差等による評価及  

びSPM中の特定成分膿度による評価が有効となりうる見通しを待た。  

研究課題 3）環境試料の長期保存法に関する研究  

〔担当者〕安部書也・安原昭夫・横内陽子・大槻 晃・河合崇欣・白石寛明・森田昌敏・岡本研  

作・植弘崇嗣・相馬光之・藤山春彦  

〔内 容〕本研究は、環境試料の長期保存方法を確立することにより、長期的かつ組織的に保存  

した環境試料の分析を通じて、環境の変化を検出し、長期間にわたる環境モニタリングに役立て  

ようというものである。保存性は、水試料、大気試料、生物試料、底質試料と、その母体となる  

マトリックス毎に性状が異なるため、各媒体毎に検討を加えている。   

水試料については、琵琶湖北湖の水を採水し、重金属の保存性についての研究を開始するとと  

もに栄養塩類、LAS等の界面活性剤の保存性についての研究も始めた。   

大気試料については、大気粉塵に着目し粉塵試料を長期保有した場合、その中に含まれる有機  

成分がどの程度変化するのかについて保存実験を開始した。市街地で粉塵をサン70リングし、サ  

ンプリング間の誤差と回収率、分析精度を調べ、残りを特定条件下で保存した。分析対象物質は  

ベンゾ（a）パイレンに着日し、他の物質についてはガスタロマトグラフイー質量分析計でタロマト  

グラフパターンを把捉することにより行った。   

生物試料としては、代表的な蒋標生物である「むらさきいがい」を用い、このホモジネートに  

約50種の化学物質を混合し、－196℃、－110℃、－80℃、－20℃で冷凍保存し、その保有中の変化を  

半年後、1年後、2年彼の分析により追跡することとした。   

底質資料は、霞ヶ浦よりサンプ））ングしたものを用い、加熱減量、加熱による化学変化、ESCA  

による主要成分元素測定等の予備的検討を行った。またこの内に含まれるベンゾ（a）パイレンにつ  

いての分析を行い保存性に関する研究を行った。   

以上のように各種媒体毎に保存性についての検討が始まったが、長期にわたる研究であるため、  

その結果が明らかとなるのは2年以上経過した後である。研究の結果が明らかとなってから、バ  
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ンキングを始めるのでは、昭和50年代の試料は保存できないうらみもあり、一部の試料について  

は、好ましい条件下において少量のパイロットバンキングを始めた。この中には、湖水、底泥、  

大気粉塵、各種の魚貝頬、鳥類が含まれており、昭和56年度の試料とした。  

研究課題 4）環境試料中の未確認物質の検索  

〔担当者〕安原昭夫・白石克明・大槻 晃・森田昌敏  

〔内 容〕人類が作り出し、現在実際に使用されている人工物質は数万点に及ぶが、更に年々新  

しく開発されている。しかし、その有益性の反面、便用中に又は使用後の廃棄を通してそれらが  

環境を汚染し、自然における生態系に深刻な影響を与えつつある。また、種々の燃焼過程をへて  

排出される粉塵中には多くの化合物が含まれており、呼吸を通して肺に蓄積し、人の健康に悪影  

響を及ぼすことが報告されている。   

本研究では環境中で残留性が高く、更にその汚染により直接あるいは生物濃縮等を通して人体  

への影響が懸念される物質を中心に検索し、環境汚染物質のモニタリングの新しい対象物質とし  

て取り上げるべきかどうか検討を加える。   

大気粉塵、及び汚濁河畔水試料せ用いて検索を行っているが、現在まで、残留性が高く人体影  

響が懸念される未知化合物は見い出されていない。しかし、汚濁河川水からは、アルコキンエタ  

ノール頬が初めて検出され、更にポリプロピレングリコール、及びポリオキシエチレン7ルキル  

エーテルが同定定量された。  

〔発 表〕C〔33，C－17，C－39  

研究課題 5）微丘汚染物賃の高感度分析法の研究  

（1）有機ヒ素のモニタリングのためのHPLC－ICf）の開発  

〔担当者〕森田昌敏・植弘崇嗣  

【内 容〕日本人の食生活に深くかかわっている海草中にはヒ素が高濃度で存在することが知ら  

れているが、このヒ素の存在状態を明らかにするため、高速液体タロマトグラフ（HPLC）と誘導  

結合アルゴンプラズマ（ICP）を励起源とした原子発光分析を組み合わせた装置を開発、実用化す  

ることを目的とした。  

ICP発光分光器として、プラズマサーモ社発c7）RF発生器とSMl社製Eche11e型分光器を組み合  

わせて、極めて選択性の高い検出系を組みあげた。海草ヒジキについて予備的な実験の結果、7  

種のヒ素化合物の存在が確認された。  

〔発 表】C－29，C－31，Ch38  

（2）レーザーラマン分光法による底質土壌中の汚染化合物の直接分析法の研究  

〔担当者〕相馬悠子、相馬光之、原田一誠■  

【内 容〕土壌への吸着系測定のモデルとして粘土鉱物モンモリロナイトヘの除草剤パラコート  

及びその類似物質4．4′－ピビリジルの吸着をとりあげ、ラマン分光法及びXPSにより、吸着により  

分子構造が水溶液中とどう変わるか、またイオンと中性分子のモンモりロナイト層間への吸着機  

構の遠いについての検討を行った。イオン型のパラコート及びビビリジリウムイオンはモンモリ  

ロナイトヘ陽イオン交換によって吸着し分子構造も水溶液中と大きな違いはないが、中性分子の  
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吸着は溶液中の形から、かなりはずれており、2つのどリジン環のねじれが考えられた。   

ラマン分光法の感度向上の為に吸着系の共鳴ラマンスペクトルについての検討を行い、モンモ  

リロナイト中の不純物Feは2・2′一ビビリジル錐体の形で共鳴ラマンスペクトルを使用すると、1  

％以下のものが検出可能であり、土壌成分の状態分析への共鳴ラマンの有用性が認めらオtた。   

（3）レーザーケイ光法による多環芳香族炭化水素の高感度分析  

〔担当者〕古田直紀・大槻 晃  

〔内 容〕種々の燃焼過程をへて生成され環境へ排出される多環芳香族炭化水素のうちある種の  

化合物は強い発ガン性を持つため、長期的にモニタリングすべき重点汚染物質の一つとなってい  

る。ケイ光検出高速液体グロマトグラフ法、GC／MS法が知られているが水試料の場合、感度不  

足のため1回の測定に10－100Jの試料が必要である。そのため、さらに高感度の検出法の研究が  

必要である。   

本年度は、窒素励起色素レーザーを用いたレーザーケイ光検出システムを完成し、その基本的  

性能の検討を行った。   

キセノンランプを用いたケイ光検出法とレ→ザーケイ光検出法をベンゾ（a）ビレンを用いて比較  

した。その結果を表に示した。レーザーケイ光法では10－100倍の検出感度が得られることが明ら  

かになった。  

光  源   キセノンラン70   レ ー ザ ー   

入βズ（nm）   363．3  384．8   363．0   

入gズ（nm）   4（）3．4 403．4  403．4   

積算回数  24  210  

検出限界  
（ng／mJ）  0．5  0．2  0．025  0．003   

（mol／り   2．0×10‾9 7．9×10‾10  1．0×1010 1．2×1011   
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2．1．10汚泥の土壌還元とその環境影響に関する研究  

（研究担当部〕環境情報部二情報調査室  

水質土壌環境部：土壌環境研究室・陸水環境研究室・水質環境計画研究室  

技 術 部：生物施設管理室  

〔研究期間】56～59年度  

〔研究概要〕近年の下水道の普及に伴って発生量が増大しつつある下水汚泥は、多量の肥料成分  

や有機物並びに土壌改良効果をもつ成分を含有することから緑農地での有効利用（土壌還元）が  

企画されつつある。   

本研究は、下水汚泥の緑農地への遼元を環境保全の立場から評価しようとするものであり、農  

耕地を対象として下水汚泥の還元が土壌環境に与える影響と下水汚泥中の有機、無機成分、重金  

属、界面活性剤等諸成分の土壌環境中での挙動及び土壌をとりまく陸水及び大気環境への汚泥成  

分の負荷を長期連続還元下で明らかにするとともに、これらの成果をもとに環境影響を考慮した  

下水汚泥の土壌還元基準を立案することを目的として、以下の研究課題を設定した。  

1）汚泥の連用が土壌の性質及び植物生育に与える影響について   

2〉 汚泥成分の土壌環境中での挙動について   

3）汚泥の土壌還元と陸水環境影響について   

4）汚泥の土壌還元が環境に与える影響の総合的解析と還元基準に関する検討   

初年度である56年度では、汚泥連用土壌の性質と植物生育に与える影響に関しては、公害研内  

の畑ほ場、有底枠、地温制御ラインメーター及び国内各地の各種汚泥の連用土壌について物理性、  

化学性，微生物性及び植物の生育状況が調査された（研究課題1）。汚泥成分の土壌環境中での挙  

動に関しては、地温制御大型ラインメーター、有底枠及び丈別ま場を用いて表層土に施用された汚  

泥中成分の地下浸透の追跡実験が実施されたほか汚泥中成分の浸透機構や浸透に与える各種要因  

の解明のための基礎的研究が実施された。また、汚泥の土壌還元に伴う大気環境影響に関する予  

備実験が行われた（研究課題2）。汚泥の土壌遠元と陸水環境影響に関しては、表層土に下水汚泥  

が施用された土壌の浸透水についてその藻類生産力（AGP）が測定され、陸水環境影響を富栄養  

化の側面から評価するための研究が開始された（研究課題3）。なお、研究課題4は57年度より開  

女畠される。  

〔発 表〕E－49  

研究課題1）汚泥の連用が土壌の性質及び植物生育に与える影響について  

〔担当者〕藤井園博・向井 哲・久保井徹・服部浩之・広木幹也・村岡浩閣・大坪国川頁・岩田 敏・  

山口武則・辻本哲郎♯・大羽 裕■・松坂泰明●・矢崎仁也ホ・和田秀徳－  

〔内 容〕土壌中での物賀の挙動は、土壌の性質や植物の生育などによって影響される。本課題  

では、下水汚泥の連用に伴う土壌の物理，化学及び微生物的性質とこれらが複合して発現する諸  

性質の変化及び土壌の性質を反映する植物生育の変化を追跡し、下水汚泥の土壌還元を土壌一植  

物生態系への影響の面から評価することを目的としている。   

56年度における主要研究成果は次のとおりである。  
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（1）汚泥連用土壌の物理性の解明   

下水汚泥連用土壌の物理的特徴を明らかにするために公害研内畑ほ場の無肥料、化学肥料及び  

石灰凝集生活下水汚泥（施用量、施用回数の違う3種類）施用土壌について土質試験（土粒子比  

重、含水量、粒度、コンシステンシー、単位体積重量、透水及び締固め試験）を行ったが、5種  

類の土壌とも各土質試験項目において差が認められなかった。  

（2）汚泥連用土壌の物理性の変化と水分の動き   

下水汚泥連用ほ場の表層土壌が乾燥する現象の機構を解明するため、地温制御大型ライシメー  

ターを用いて、土壌の物理性の変化及び土壌水分の動きについて調べ、汚泥連用土壌では団粒の  

形成が顕著で粗孔隙の割合が増加すること、毛管水の動きが減少するため、土壌表面のみが乾燥  

し、土面からの蒸発量が減少する結果浸透水量が増加することを明らかにした。  

（3）汚泥連用土壌の化学性   

公害研内畑地用地温制御大型ライシメーター、有底枠、畑ほ場及び全国各地の現地ほ場調査か  

ら石灰凝集汚泥の連用は土壌pHを上昇させるのに対して高分子凝集剤使用汚泥の連用は、土壌  

pHを低下させることが明らかにされた。  

（4）汚泥連用土壊の微生物性   

畑地用地温制御大型ラインメーターを用いた石灰凝集生活下水汚泥の多量（50t／ha）連用試験  

において汚泥施用4回目以降は汚泥の連用に伴う微生物数の増加が限界に達し、糸状菌及び放線  

菌数はむしろ減少する傾向にあることが明らかにされた。ほ場試験及び現地調査において汚泥連  

用回数の違いによる微生物数の差は認められないことも明らかにされた。  

（5）植物生育を指標とする下水汚泥の施用限界   

コカプについて石灰凝集生活下水汚泥の単独施用では50t／haまで生育障害は発現しないが  

100t／haでは葉のちぢれ、葉緑の枯死等の障害が発生することが認められた。  

〔発 表〕eL37，eL38，e－41，e－44．e45  

研究課題 2）汚泥成分の土壌環境中での挙動について  

〔担当者〕藤井圃博・高松武次郎・向井 哲・久保井徹・服部浩之・広木幹也・村岡浩蘭・大坪  

国順・岩田 敏・山口武則・袴田共之・麻生未雄■・高橋英一●・吉田富男■・佐藤邦明－・  

陶野郁雄●  

〔内 容〕本研究課題では、下水汚泥の連用土動こおける汚泥成分と付随する重金属並びに界面  

活性剤などの形態変化、植物による吸収、残留、大気への揮散、地下浸透、水田田面水への溶出  

等の挙動と陸水水質に与える影響を解明するとともに土層内での物質の浸透機構のモデル実験に  

よる理論的解析と実際の土壌で追跡した浸透現象と合せて、下水汚泥の土壌還元による物質の土  

層内移動の数理モデルを構築し、地下水への物質移動の予測シミュレーションを行う。   

56年度における主要研究成果は次のとおりである。  

（1）畑土壌における汚泥の分解性   

汚泥連用土壌での汚泥の分解特性を明らかにするため、汚泥施用魔の異なる土壌での新しく添  

加した汚泥中の炭素の分解、窒素の無機化をビン培養法により比較し、汚泥中炭素及び窒素の分  

解速度、分解量は、過去の汚泥の施用歴に関係なくほぼ一定であること、硝酸化成のみは、連用  

を重ねた土壌ほど早めにおこる傾向にあること、石灰凝集汚泥の連用により土壌pHが8．5をこえ  
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る場合には、逆に硝酸化成がおくれ、大気中にアンモニアが揮散すること等を明らかにした。   

畑地用地温制御大型ラインメーターを用いて、土壌層位別に土壌空気を経時的に採取、分析し  

た。汚泥の施用後、急激なCO2濃度の上昇と02濃度の低下が地下30cmまで認められ、微生物活動に  

よる汚泥炭素の分解を土壌空気組成の面から追跡しうることが判明した。  

（2）土壌残留有機物の形態   

下水汚泥の施用は、土壌中の各種形態の有機物を増加させるが、水溶性有機物は汚泥施用3ヵ  

月以降急激に減少し1年後には無地用土壌とほぼ同量となるのに対して脂質及び腐植物質は1年  

後も無地用土壌より多量に存在することが認められた。  

（3）汚泥中量金属の形態   

各種汚泥中における重金属の存在形態を各種抽出溶媒を用いて抽出し、石灰凝集生括下水汚泥  

中の亜鉛の形態は不溶態＞置換態＞有機態＞キレート態＞希酸可溶態＝水溶態の順であることを  

明らかにしたほかクロム、マンガンの存在形態についても検討した。  

（4）畑土壊における汚泥成分の地下浸透   

制御環境下にある畑地用大型ラインメーター（淡色黒ボク土）において、表層土に施用された  

汚泥中成分の地下への浸透を追跡した。その結果、汚泥施用によって下層土の土壌溶液中の各種  

物質濃度は上昇するが、特にNO。－N、Cl等陰イオンの濃度の上昇が著しく、陽イオンではNa十、  

K＋等の1価イオンよりCa2＋、Mg2十等の2価イオンの洩度の上昇が大きいことが明らかとなった。  

また、汚泥施用後、22か月日から、ライシメーター底部（深さ230cm）からの浸透水中のNO3－N  

浪度が増加し始めた。   

自然条件下における汚泥中成分の地下浸透を把握するために、公害研別団地ほ場の汚泥施用試  

験地の各処理区から層位別に土壌溶液を採取Lて分析した。その結果、汚泥成分の地下浸透速度  

は降雨と、土壌溶液洩度は汚泥施用量並びに植栽の有無と、また土壌溶液組成はほ場の来歴とそ  

れぞれ密接な関係にあることが判明した。  

（5）土壌中における汚泥中重金属の挙動   

土壌中での汚泥中量金属の挙動に影響を与えると予測される腐植酸と重金属イオンとの相互作  

用を腐植酸を含浸させたろ紙で重金属イオンを展開分離させる新しい手法により検討し、金属の  

腐植酸との結合は腐植酸の腐植化が進行する程強〈なること、腐植酸に対する結合はCu2＋＞  

Hg2＋＞Pb2＋＞Ni2＋＞Zn2＋＞Cd2＋＞Co2＋＞Mn2＋の順であること等を明らかにした。  

（6）下水汚泥成分の大気への揮散   

下水汚泥連用土壌から大気への炭素（CO2）窒素（NH。、N20）の渾散を測定するために、地  

温制御畑地用大型ラインメーターを使用して予備実験を開始し、これら3種のガスの揮散を認め  

た。  

（7）土層中の浸透流に伴う物質の移動に関する理論的解析   

土層中の基本的な浸透流の機構の解析及び吸着特性の把握を行うために、′ト型土壌コラムを用  

い、土層のモデルとして川砂で構成される模擬土層を使用し、代表的な汚泥中成分であるPO43▲の  

可能吸着量を飽和状態下と不飽和浸透流状態下たっいて比較した。その結果両者の間には有意差  

が認められなかった。  

〔発 表〕e－22，e－23，er37，er38，e－44  
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研究課題 3）汚泥の土壌還元とその環境影訊こついて  

〔担当者〕須藤隆一・田井慎吾・矢木修身・稲森悠平・岡田光正・細見正明・山根敦子・合葉修  

一■・栗原 康■・佐藤敦久－・鈴木基之■・吉田富男●・高村養親■  

〔内 容〕土壌は畑地では地下水を通じて、水田では田面水を通じて陸水域と深い関係を有して  

いる。したがって土壌への下水汚泥の還元にあたっては陸水域に及ばす影響をも考慮に入れた還  

元方策が確立されなければならない。本課題では、下水汚泥施用土壌の浸透水及び田面水の藻類  

生産力（AGP）を明らかにすることによって下水汚泥の土壌還元に伴い陸水環境が受ける影響を  

富栄養化の側面から検討する。   

56年度においては、砂質土、淡色黒ポク下層土、沖積水田下層土（畑状態）及び黒ポク表層土  

が充てんされ、その表層15c■nの土壌に石灰凝集生活下水汚泥が70％含水物として25t／haの割合  

で年2回、計5回連用された有底枠試験地（土層厚1．5m）について自然降雨によって枠底部から  

浸出して釆た浸透水を採取しそのAGPを測定した。また、同時に化学肥料連用土壌についても同  

様にその浸透水についてAGPを測定した。両浸透水を無添加、））ン添加、リンとEDTA添加の3  

培養系にわけて溢血描血川畑砂塩川脇如を供試藻類としてAGP試験を祈った。その結果、各土  

壌の浸透水のAGPは土壌の種類によって異なったが、下水汚泥施用区と化学肥料施用区でAGPに  

差はほとんど認められなかった。また、無添加系では藻類は増殖しなかったのに対して、リンと  

EI）TAを添加した場合にのみ高いAGPが得られた。これらの結果から下水汚泥及び化学肥料が施  

用された土壌の浸透水のみでは藻類は増殖できず、陸水域の富栄養化に及ぼす影響の少いことが  

示唆された。  

研究課題 4）汚泥の土壌還元が環境に与える影響の総合的解析と還元基準に関する検討  

〔担当者〕藤井園博・高松武次郎・向井 哲・久保井徹・服部浩之・広木幹也・須藤隆一・田井  

慎吾・矢木修身・稲森悠平・岡田光正・細見正明・山根教子・村岡浩爾・大坪国順・  

岩田 敏・袴田共之・山口武則  

（内 容1本課題でほ、研究課題1－3）で得られた研究結果から下水汚泥の土壌還元が土壌の性  

質と植物の生育、汚泥成分の土壌環境中での挙動と大気及び陸水域への移動並びに陸水域へ移動  

した汚泥中成分の陸水水質と富栄養化等陸水環境に与える影響等を総合的に把握するとともにモ  

デル実験の結果を加え総合的見地から下水汚泥の農耕地への遠元基準を立案することを目的とし  

ている。   

本課題は、57年度より研究を開始する。  
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2．1．11有書汚染物質による水界生態系の撹乱と回復過程に関する研究   

〔研究担当部〕生物環境部：水生生物生態研究室  

環境生理部二慢性影響研究室  

環囁情報部：情報調査室  

技 術 部：生物施設管理室  

〔研究期間〕56～59年度  

〔研究概要〕有害汚染物質の多くは最終的には水界へ流入集積することから、水界生態系への影  

響が重要視され、これらの標準的な影響評価方法の確立が望まれている。そのため本研究では個々  

の生物種に対する影響についての検討も行うが、汚染物質の生態系に対する影響の研究に重点を  

置くものである。ここでは重金属等で汚染された河川における生物相の変化を藻類から魚まで全  

てを含む系の変化として把握しその特徴を明らかにしつつある。さらに実験室規模のモデル生態  

系を開発し、環境汚染物質の系に与える影響を解析した。また特定の物質について生態系内での  

挙動を追跡することによりその影響の波及を調べている。この生態系内の変化は生物の相互関係  

を変えることによって生起する二次変化も含んでいる。生態系を特徴づける食物連鎖における重  

金属の挙動とその影響については本研究の重要課題の一つであり、藻類－ユスリカ、藻類一動物  

プランクトンー魚、藻類一水生昆虫、ユスリカー魚、などの経路が実験室に確立され、各種の重  

金属あるいは他の有害汚染物質による実験が可能となった。またこれらの汚染物質が生物の体の  

中でどのように蓄積し、またどのような形や速度で排出されるのかが明らかにされつつある。  

研究課題1）有毒汚染物貿の自然生態系に及ばす影響に関する研究  

（担当者〕安野正之・畠山成久・宮下衡・佐竹潔・今村典子・花里孝幸・岩熊敏夫・菅谷芳雄・  

菅原淳・宇田川竜男■  

〔内 容〕（1）本年度環境汚染にさらされた地域で調査を行ったのは、重金属汚染の認められた  

対島の佐須川、秋田県ノト坂川、山形県背坂川、間沢川、岩手県の長内川の5河川についてである。  

調査対象は水質、底質、底生動物、底生付着藻類、魚類で、それぞれの重金属含量を測定した。  

動植物相については整理中である。これまで知られていたように重金属に汚染された河川におい  

てはユスリカを例外として動物が生存できないことが確認された。このユスリカは重金属汚染地  

城に特徴的な種であること、寡占種とLて多量に発生するOr亡ムoc】adjれaeの仲間で主として二種  

からなり、異なる地域にも共通していることがわかった。汚染されていないか、その程度の軽い  

部分では他の底生動物も多種類、多数出現する。同じユスリカにおいても種類は異なり、種顆数  

も多くなる。山形の背坂川の場合は上流部分で24種以上の底生動物が見られるのに比して汚染さ  

れた下流部ではユスリカ以外は5種類程が見られるにすぎない。藻類についてみると重金属汚染  

地区に特徴的なA血相離反＝最捌南扇勒が上流の非汚染地域とされる部分にもかなり多く、昆虫  

とは一致しなかった。このような定性的な研究においてもこれまで十分比較検討がなされていな  

いので今後の課題である。水中の重金属濃度は昆虫相に認められる結果とよく一致していた。ま  

たこれら底生動物中の重金属含量も大きく見れば相関があるように思われる。もちろん鋼、亜鉛  

等も多〈、しかもそれらは河川中の付着喜削こ取込まれる畳もカドミニウムに比べはるかに高い（鋼  
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で6480pgg．1dryweight）ので複合汚染の結果と考えねばならない。ちなみに重金属をよく取込  

むことで知られているヘビノネコザのこの地域でのカドミニウムの取込量は23－35〟g g1dry  

weightであるのに対して付着藻は最大5，6（背坂川）、あるいは16・6（間沢川）であった。（両河川  

とも藻類の現在量は少か－。クロロフィルa量は20mgm2以下であった。）しかし水生昆虫中には  

70を越す場合もあった。優占するユスリカについて重金属の取込量をみると、カドミニウムにつ  

いては藻体中とほぼ同じ位に達する場合がある。亜鉛、鋼も藻体中の濃度に比して比較的高い割  

合で含まれているが、鉛のみは常に藻婦中の値に比べて低い値であった。  

（2）殺虫剤の河川生態系への影響を長野県の富士見町、原村で行った。ここではプユ防除を目  

的として投与された有機l）ン殺虫剤と、生物防除剤としてのβαCざgJ捕まん祝γ哀喝如s怨va一義mβJe乃－  

5由の河川中の水生昆虫、藻類への影響を比較検討した。前者は同じ量を長時間にわたって低濃度  

で流した時の方が水生昆虫一般には影響が少なかった。後者は目標値のプユ以外に全く影響があ  

らわれなかった。  

〔発 表〕H－19，H－20，H－21  

研究課題 2）モデル生態系による生態系規乱機構の実験的研究  

（担当者〕宮下 衛・安野正之・畠山成久・今村典子・花里孝幸・佐竹 潔・岩熊敏夫・袴田共  

之・廣崎昭大・松本幸雄・菅谷芳雄  

〔内 容〕この研究課題は有害汚染物質の生態系に及ぼす影響を小型なガラス容器内の非常に単  

純な生態系及び比較的大型のモデル湖沼としてのコンクリート池を用いて行った。また、河川生  

態系のモデルとして、6mの人工環境室内の水路と屋外に設置した80mの水路を用いて行った。さ  

らに、この結果を解析するための数値モデルとそれによるシミュレーションの開発に着手した。  

（1）有害汚染物質の影響を調べるための微小モデル生態系の確立を目指した。構成生物を異に  

する以下の3種類の微小生態系は3か月安定な状態に保つことができた。系（Ⅰ）バクテリアーク  

ロレラ、系（ⅠⅠ）バクテリアークロレラーミジンコ、系（lII）パタテリアークロレラーユスリカのそ  

れぞれにおいてカドミウム添加の影響を一定間隔で約1か月間調べた。系（ⅠⅠ）のミジンコは10  

ppb、100ppbでは4日目から、系（III）のユスリカは10ppbでは12日目から、100ppbでは8日目から、  

対照区と比べて有意な減少がみられた。一方、系（Ⅰ）では1000ppb以下では影響が現われなかっ  

た。なお、この濃度では、ミジンコ、ユスリカは、すぐに死滅する。すなわち、極めて単純な二  

者から成る系よりも、消費者の入った三者の系の方が、カドミウムに対する感受性は高〈、また、  

系（ⅠⅠ）の方が系（lII）よりも、低濃度で早〈影響の出やすい実験系と結論された。更に、カドミウ  

ムの影響は、ミジンコ又はユスリカの個体数増殖率の低下→クロレラの現存量増加速度の減少→  

御薗数の増加→捻生物現有量の変化の順序で現われることが明らかになった。  

（2）自然光室内のコンクリート水槽（1mX2mXlm）に霞ヶ浦から採取してきた底泥を敷  

き、動植物プランクトンを主体とする生態系を作った。系が安定した後、有機l）ン系殺虫剤（ク  

ロロフォキシム、タロルピリフォス）を投入し、その生態系、特に、動物プランクトン群集（ワ  

ムシ、ミジンコ、ケンミジンコ、合計26種）に対する影響を調べた。ミジンコ、ケンミジンコは  

殺虫剤により著しく影響を受けるが、数種のワムシは逆に著しく増加した。  

（3）屋外の人工河川でほ、生物群集の現有量の定期観測を行うと共に、上流と下混の二点で、  

水温と溶存酸素、pHとアルカリニティを連続観測することにより付着藻の生産量を推定する方法  

が検討された。  

（4）対話型プログラムは入出力、演算などの基本的機能を整備することができた。対話型プロ  
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グラムの試験用として微小モデル生態系のタイナミックモデルを作成し、席成超の変動パターン  

を検討した。  

〔発 表〕a－20，h－36．h－37．h－42  

研究諌題 3）食物連名削こよる重金属の生物濃縮とその影軌こついて  

〔担当者〕畠山成久・安野正之・宮下 衛・菅谷芳雄・鈴木和夫・山村 充  

〔内 容〕有害重金属が食物連鎖を通して各種の水生生物にいかなる影響を及ばすかを研究する  

のがこの課題の目的である。今年度は前年からの継続を含め、被食者としては藻類、乾燥酵母、  

ユスリカ、その捕食者としてはカゲロウ（2種）、ユスリカ（2種）、魚（グッピー）などを選択  

し、主としてカドミウム（以下Cd）の生物濃縮とその影響について検討した。  

（1）付着藻類カケロウ（身g∂瑚血枕Jf〟椚）。人工環境室（15℃）内に設置されたモデル河  

川に地下水（水温14℃、12℃等）を連続的に流すことにより、約40E】で実験に充分な量の付着藻  

（珪藻）が発生する。この段階で水路に連続的にカドミウムを流し（3～300ppb、5段階）カゲロ  

ウの生長、羽化に及ぼす影響を調べた。止水（ビーカー）での急性毒性試験の場合よりもCdの毒  

性はかなり高く現れ、300ppbでは1週間で約半数が死l＝した。また30ppbでは2週間後任から生長  

に阻害が見られた。3週間後にCdの供給を停止すると水中のCdは急速に消失する。Lかし一旦付  

着藻中に蓄積したCdは非常に緩慢に減少する。特に30ppb区での藻類（200mg／gdrywt）では  

実験期間（6週）中、ほとんど減少しなかった。最もCd膿度の高い区の藻類（Cd：1300→700JJg／  

gdrywt）の場合で生長阻害が認められた。しかしこの約80％のCdを蓄積した藻類では生長に影  

響が見られなかった。銅では水中に添加した場合、その毒性はCdよりも高かった。一方、藻類中  

に蓄積した場合はCdと類似の結果が得られた。  

（2）緑藻（G痛血払祓＝Ⅷ血沈）〔ユスリカ（飽和お乃γ血相猥♪αr〃zβ乃Oge氾e′gcぴ）。ユスリカは  

重金属に耐性が高く、重金属によって汚染された河川や湖沼に優先Lて生息している事が知られ  

ている。単為生殖するユスリカ（鳥肌油明娩椚Ⅷ）を用い、藻類中に蓄積した重金属がこれを摂食  

するユスリカにいかなる影響を及ぼすかを検討する。Cβ血刀烏7氾由は餌としてのみならずユスリカ  

の巣の材料としても適当であり、この系を用いて水中に添加したCuの影響はすでに報告した。  

C∂彪方舟メガぉの培養液にCdを貴高0．64ppmまで添加し、約2週間培養すると藻体中には約600ノ∠g／  

g（drywt．）まで濃度に比例したCdの蓄碍レベルが得られる。本実験c7）最も高い蓄積レベル（600  

－70叫g／g）で影響が認められたが、これ以下の濃度では影響が認められず、濃度に依存した影  

響解析は引続き検討する。Cdにより生長を抑制させられたユス1）カをCdを含まない環境に戻すと  

生長が急速に回復する事は自然生態系における耐性の面からも興味がある。池沼に生息するユス  

リカとしては比較的狭い空間で交尾産卵する点に着目し、薫痛か痛抽佃＝撒凝舟でその実験方法を  

検討した。この種は急性毒性試験ではCdに対し、極めて高い耐性を有す。しかし上記で開発した  

慢性影響試験では、急性試験の結果よりも著しく低いレベルで致死効果があり、餌中のCd膿産も  

含めてその影響の解析を引続き検討する。  

（3）ユスリカ（α血川川はり郁肋靴愈成一魚（グッピー）。前年度からカドミウムを高濃度に  

蓄積したユスリカを長期間（7か月）、グッピーに毎日給餌し、産仔数に及ばす影響や各臓器内の  

蓄積レベルについて検討してきた。今年獲はその比較としてグッピーを1年間、2．5、5、10、20  

ppbのCdに暴露して産仔数及び各臓器濃度について調べた。おおよその比較では、1000／‘g／gのCd  

を蓄積したユスリカを捕食した場合と20ppbのCdに暴露されたユスリカでその産仔数の減少、Cd  

の蓄積がほぼ同程度であった。  
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【発 表）H－1仇 Hlll，H－12，h－3D  

研究課題 4）有害汚染物貿が水生生物に及ぼす影響の生理学的研究  

【担当者〕春日清一・安野正之・宮下 衛・畠山成久・鈴木和夫・山村 充・福岡秀夫－・佐藤良  

博●・矢島毅彦●・滝本道明●  

〔内 容〕（1）モツゴの雄にアルキル化剤であるメチルメタンスルフォネイトを投与し、この雄  

を雌と交配することにより次代に突然変異を引き起させることが明らかとなり、魚でも優性致死  

法による遺伝毒性試験が容易に行えることが示された。この方法によりアフラトキシンBlを試験  

したが腹腔投与では遺伝毒性は示されなかった。  

（2）水圧＝こ発生したホーネンエビ（劫研止加地沌砂洲㈹鮒戚）に対する農薬・重金属の影  

響を調べた結果、重金属に対する感受性は高いが有機リン系農薬に対し極めて高い耐性が示され、  

農薬散布城において抵抗性のあるホーネンエビが出現していることを示唆した。  

（3）水系に広く分布し汚染に強いユスリカと汚染に弱いミジンコを選び、重金属耐性との開点  

から、これらの水生生物への重金属の蓄積とメタロチオネイン生合成の誘導について検討した。   

ユスリカはCuに対しては弱いが、Cdに対しては高い耐性を示す。ユスリカヘのCdc7）取り込みは  

飼育水中のCd濾度に依存していることから、ユスリカのCdに対する抵抗性はユスリカ体内への  

Cdの取り込み抑制によるものではない事が明らかとなった。そこで蓄積されたCdの存在形態と耐  

性の関連を調べた。ユスリカに蓄積きれたCdはホモジュナイズにより約70％が抽出液中に回収さ．  

れ、そのCdのほとんどは生体中に存在する高分子量蛋白に非特異的に結合して存在した。したが  

ってユスリカのCdに対する耐性はメタロチオネインによるCd毒性の抑制とは別の機構によるも  

のであると考えられた。一方ミジンコはCdに対して感受性が高く、ミジンコ体内に蓄積されるCd  

も高くなかった。ミジンコ体内に取り込まれたCdは主に細胞可溶性分画に存在すると考えられた  

が、誘導された低分子量Cd結合蛋白の量は少なく、取り込まれたCdの約50％を結合するにすぎな  

かった。  

〔発 表〕H－17，k14，f－37，f－39，h－40  
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2．2経 常 研 究＊  

2．2．1環境情報部   

一研究概要〕   

環境情報部は、環境・公害に関する情報の収集、処理及び評価方法に関する情報科学的研究を  

行っており、その研究成果は、広く環境科学研究の方法論の確立に資するとともに、当部のもう  

一つの任務である環境・公害に関する広範な情報の収集、整理、保守及び提供に関する業務の効  

率化に寄与している。   

環境に関する情報のうち、大気や水質等の環境監視結果や自然環境保全基礎調査などの環境状  

況に関する数値情報について、その計測、収集方法並びに収集した情報の利用方法に閲し、計測  

工学的、数理統計学的研究を進めており、本年度は、環境チ」タの特徴抽出の方法とデータの要  

約（指標化）の方法について検討した。   

環境の画イ象情報に関する研究は、航空写真や衛星画條等の画像データから有用な環境情報を抽  

出・解析・評価するための画像処理システムの開発を目的とし、本年度はすでに開発した対話型  

画像処理システム（IPSEN）の処理速度の向上と入力機能の拡大を目標として、装置の増強と関  

連プログラムの作成を行った。また、人工衛星、航空機、レーザーレーダー等の2次元、3次元  

データから環境情報を抽出するための物理・統計モデルを開発した。   

一方人工衛星等のリモートセンンングデータの利用に関しては、自然環境状態の評価方法に関  

する研究の一部として、リモートセンシングによる植生区分図の作成方法を検討するとともに、  

環境主題図の作成にリモートセンシングを利用して、土壌水分分布図を作成した。   

また、望ましい環境を横極的に形成するための環境汚染制御システムの設計方法に関する数理  

的諸方法の研究も行っている。本年度は、（1）水資源の有効利用と環境保全のための最適利水シス  

テムの構成、及び（2）流量が周期的に変動する汚染物処理システムの操作と設計を対象として、そ  

の数理的決定方式を開発した。   

環境公害分野における文献検索を効率的に行うため、現存する種々の環境用語シソーラスの調  

査研究を行い、日本語による環境公害マイクロンソーラスを作成した。  

研究辣魔1）環境情報のデータベース作成と利用に関する基礎的研究  

〔担当者〕唐崎昭太・松本幸雄・宇都宮陽二朗・袴田共之・新藤純子・横田達也・土屋 巌・増  

田啓子・古川満信・鈴木輝夫  

〔期 間〕54－58年度  

〔内 容〕（1）環境数値情報の会話型検索システム開発のため、検索対象とすべきデータの要約方  

法やその統計学的特徴を検討した。似環境データの要約、利用のための多変量解析手法の開発を  

進め、環境データの特徴抽出を行う手法をプログラム化して、いくつかの環境データの解析に適  

用するとともに、抽出した特徴間の関係や、モニタリングデータの精度等についても検討した。  

（3）衛星デ．タ等による多量の環境情報の蓄積と解析はランドサットMSSに加えて、解像度40mの  

RBV及び気象衛星ノア6号の熟赤外データの複合的解析の技法を開発し、雪酎直物群落地帯の残  

＊〔発 表〕に記載された記号は5章成果発表一覧の記号に対応する。  
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雪の年次変動と季節推移並びに大都市ヒートアイランド検出の事例解析をした。  

〔発 表〕K－152，K－153，AL5，A－8，A－9，ALlO，Ajl，AL14，a－11，a12．a－  

15．a－16．a－21  

研究課題 2）環境画像情報処理システムに関する研究  

〔担当者〕安岡善文・宮崎忠国  

（期 間〕51～57年度  

〔内 容〕対話型画像処理システム（IPSEN：Image ProcessingSystem forENvironmental  

AnalysisandEvaluation）のソフトウェア拡充を行うとともに、新たな画像処理手法の開発を行  

った。特に、（1）景観が人間に与える影響を評価、解析する研究の第一歩として、複数の景観写真  

から新たな景観を創造する画像合成（モンタージュ）方式を開発した。また、（2）人工衛星写真、  

電子顕微鏡写真などの画イ象データで問題となっている走査線雑音、粒状雑音に関して、画像の統  

計的性質を利用した新たな除去方式を開発した。更に、（3）人工衛星、航空機を利用した環境の遠  

隔計測手法に関して、遠隔計動画像デ」タから水城の水質分布を推定するための統計的、物理的  

モデルの開発を行い、特に、水面反射及び大気による影響の評価について検討を行った。  

〔発 表〕A－12．AL13．D－6．D－8，a¶23，a－24．a¶25，a－26  

研究課題 3）環境汚染制御システムの設計のための方法論に関する研究  

〔担当者〕大井 紘  

〔期 間〕54－57年度  

〔内 容〕ユニット数が大で、その間の結合の複雑な利水システムの最適構成に関して、まず、  

用水の使用・処理・循環再利用を行う系の最適構成を決定する計算方法の理論の厳密化を行った。  

また、広域における下水道綱の構成について、汚水処理方式の選択・管薬禍の分離・排水源ユニ  

ットサイズの決定等を含む最適化問題の構造と定式化について、基曜的検討を行うとともに、管  

渠コスト・汚水処理方式の特性・処理コスト等について調査した。   

また、流量の周期的に変動する複数本の汚染物流を合一・貯留してから処理するシステムの設  

計と操作についての研究に関して、いくつかの汚染物発生源の操作のスケジュールを同時に変更  

することの許される條件を検討した。その結果、汚染物処理ユニットが（a）処理流量の上限を持つ  

場合、（bト走流量で処理する場合、について、スケジュ【ル変更が許される範囲を決める條件式  

を明らかにした。  

〔発 表1k－12，A2．aニ5，a¶7，a－8，a－10  

研究課題 4）環境・公害シソーラスの開発に関する基礎的研究  

〔担当者〕春山暁美  

〔期 間〕54－56年度  

〔内 容〕環境・公害シソーラスの開発のための基礎となるシソーラス用語について、前年度ま  

でに、国内外の主要環境分野シソーラス等の現況を調査するとともに、複数の環境分野シソーラ  

ス等から収集した用語を対象として、用語間の照合と関連づけの方法について検討し、また、シ  

ソーラスの構造の分析・検討を行った。   

56年度は、これらの成果をもとに、国際的な互換性をもつ環項用語シソーラスの構成要素につ  

いて検討を進め、日本語側の構成要素として、JICST科学技術用語シソーラス（全分野、約4万  
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語）から、科学技術のほぼ全領域にわたる用語を含む約4．500語の日本語による現計公害マイク  

ロンソーラスを作成した。また、環境用語シソーラスが、どのような主題カテゴリーから構成さ  

れるべきかについても検討を進めた。さらに、同一言語又は異なる言語で作成された複数の環境  

分野シソーラスについて、語彙間の変換可能性に関する用語処理手法の開発を進めた。  

〔発 表〕a一ユ7，a－18  

研究課題 5）環境データの多変皇時系列的解析に関する研究  

〔姐当寺〕松本幸雄・新藤純子・贋崎昭太  

〔期 間〕56～58年度  

〔内 容〕Box－Jenkinsの時系列モデル（AR，MA．SARIMA等）を中心に、大気環境デpタへ  

のあてはめを行い、特に、このモデルの範囲で傾向変動・周期変動のあるデータの解析にどの程  

度フォローできるかを検討した。   

また、多成分（多変量）時系列において、系列のもつ情報の損失を一定値以下に抑えた上で、  

成分数の減少をはかる方法について検討した。  

研究課題 6）環境データの時間的、空間的特徴の指標化に関する研究  

〔担当者〕新藤純子・松本幸雄・廣崎昭太  

〔期 間〕56～58年度  

〔内 容〕大気環境モニタリングデータに多変量解析諸手法を適用して、データの変動特性や測  

定項目間の相関等を明らかにし、それらの特徴の測定局による違いを検討した。また、東京都の  

叫股環境測定局のSO2、NO、NO2、CO、0Ⅹの月間値データをいくつかの方法で要約した結果に  

基づき、測定局の分類を行った。その結果、各測定局は、3－4の特徴的なグループに分れ、こ  

の分矧ま年度によってもおおむね保存されるが、いくつかの測定局については、その変化パター  

ンが経年的に変化してきていることが認められた。クラスター分析が、環境データのこのような  

特徴を把握するのに有効であることが示された。  

〔発 表〕K－151，a－6  

研究課題 7）自然環境状態の評価方法に関する基礎的研究  

〔担当者〕袴田巽之・横田達也・宇都宮腸二朗・廣崎昭太・古川満信・猪爪京子  

一期 間〕56－58年度  

〔内 容〕自然環境の状態を記録し、評価するために、植生環境を数値として記録する方法、及  

びそれらのデータより、地域的・年次的に比較可能な情報を抽出する方法を検討中である。また、  

植生環境を生態システムのサブシステムとして把え、その計測法及びモデルによる評価法につい  

ても検討し、リモートセンシングによる植生環境の調査方法とその結果の評価方法を確立するた  

めの基礎データを収集L、統計解析を開始した。  

〔発 表〕A－3，A－7，a－19，ar20，ar27．a－28，a－29  

研究課陰 8）衛星データ等による環境主題図の作成と解析に関する研究  

〔担当者〕宇都宮陽二朗・袴田共之・廣崎昭太・古川満信、塚田良一  

〔期 間〕56－58年度  

〔内 容〕人工衛星データ及び関連データに基づく各種の環境主題図の作成手法を開発し、作成  
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した主題図の検討と解析を行った。特に、本年度は、熱赤外データによる土壌水分の定量的推定  

法を検討した。また、ランドサットデータによる地盤沈下地域（九十九里地域、旧常磐炭田地域）  

の土壌水分分布図の作成と地形（九十九里平野）の自動分顆手法を開発した。また、これらの基  

礎研究として開発した土壌水分の衛星りモ【トセンシング手法は地盤沈下地域のモニタリングに  

利用できること、熟赤外データにより、夏季では地表温度上昇率から、少〈とも深度10（8－12）  

mの土壌水分が定量的に推定できることを明らかにした。湖水、その他の水質汚濁の推定のため、  

霞ヶ浦の湖上調査を実施して解析を進めた。  

〔発 表〕A－1，a－1，a－2，a－3，a－4  
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2．2．2総合解析部   

〔研究概要〕   

総合解析部における基本的な研究アプローチの特徴は、まず人間が環境をどのようにとらえて  

いるか、人間が環境にどのような影響を与えてきたかを多面的に評価、解明するところにある。  

そしてこれらをふまえ、公害の防止、適正な環境の保全、よりよい療墳の創造のための行政施策  

に資する総合的な知見を提示することがその主たる任務である。   

以上の主旨に立って昭和56年度に本研究部で実施した経常研究課題は、以下のような8テーマ  

に及び、これらは概ね次のように分類することが可能である。  

（1）人間が環境をどのようにとらえているかを明らかにしようとするもの   

・緑の価値と保全費用に関する基礎的研究   

・環境稔合評価手法の研究  

（2）人間行動の環境に及ぼす影響を明らかにしようとするもの   

・生活環境保全に果す生活者の役割の解明及びそれに係る施策の立案に関する研究   

・環境面よりみたごみ処理プロセスの比較評価に関する研究   

・エネルギー需給変化に伴う環境影響の総合解析研究   

・交通体系の環境面評価と交通公害対葺削こ関する研究  

（3）環境保全のための行政施策に資する知見を得ようとするもの   

・行政計画における環境配慮の実態及び方法論に関する基礎的研究   

・環境相標の体系化に関する研究   

この分類はもちろん便宜的なもので、各研究課題は上記の3種類のいずれとも相互に関連して  

いることば言うまでもない。   

なお、「環境穂標」の課題は、昭和56年度においても引き続き当部全員に他部からの関係者の参  

加も碍た重点研究として実施した。  

研究課題1）行政計画における環境配慮の実態及び方法論に関する基礎的研究  

〔担当者了後藤典弘・原科幸彦・森田虐蕃・中杉修身  

〔期 間〕55－57年度  

〔内 容〕（1）都市地域の土地利用計画における環境配慮について、行政レベルの調整過程を調査  

し、その昔景及び実態を体系的に分析するとともに、現在直面している各種の課題を抽出するこ  

とにより、計画アセスメント方法論の体系化の方向性について考察した。（2）環境影響評価制度の  

政策効果を明らかにするため、前年度実施した事業者及び住民に対する実態調査結果を解析する  

とともに、先進的な地方自治体に対してインタビチー調査を行い、この制度の実態、運用の実績、  

環境行政に及ぼした各種効果等について、多くの貴重なデタを収集Lた。さらに、特定の状況  

設定のもとでこの制度がどの程度の政策効果をもたらすかを明らかにするため、実際の事業者、  

市民、行政官の参加のもとで、政策評価実験を行った。（3）環境管理計画について、その背景及び  

実態を体系的に分析するとともに、この計画の基盤となる論理及びその体系化の方向性について  

考察した。  

〔発 表】B－31，B－32，8－33，B－34，b－11，b－21，br22，b－23，b－24  
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研究課題 2）交通体系の環境面評価と交通公害対策に関する研究  

〔担当者）内藤正明・乙間末広・餌食善和・酎寸正行・駄科幸彦・西岡秀三・青木陽二・恩沢英  

夫・溝口次夫■3・功刀正行◆3  

〔期 間〕56年度  

【内 容〕前年度に引き続き幹線交通により生起する交通公害と沿道への環境影響を総合的に評  

価する手法の確立を目的として、影響構造の分析と評価法の提案を、主に土浦市をフィールドと  

した計測・調査にもとづいて行った。今年度は（1）騒音被害実態の計測と被害意識構造の分析・  

影響範囲の同定（2）大気汚染と騒音の結合指標による評価（3）交通流による地域分断の実態分析  

と社会影響の評価（4）沿道住民の意見をとり入れた総合評価法の検討を行った。一連の評価にお  

いて、人間環境評価実験施設（ELMES）を活用し、評価結果の画條処理システム作成や、住民参  

加会議による即時デルファイ法適用の総合評価実験を行った。前年度からの一連の研究結果は、  

研究所研究報告第35号にまとめられている。  

〔発 表〕K－110，K－111．K－112，K－113，K－114，K－115，Kql16，K－117，Kql18．  

K－119，K－120，K－121，K－122，K－123，K－124，B－2，B－16，B－28，B－  

30，C－26，b－3，b－9，b－15，b－18，b－19，b－20  

研究課題 3）生活環境保全に果す生活者の役割の解明及びそれに係る施策の立案に関する研究  

〔担当者〕後藤典弘・北畠能房・西岡秀三・中杉修身・大井 紘●Ⅰ  

〔期 間〕56－59年度  

〔内 容〕本研究は、生活環境保全に果すべき生活者の役割を明らかにし、快適な生活環境作り  

に向けて生活者に望ましい行動をとらせるための施策の立案に資することを目的としている。   

本年度ほ、（1）生活環境保全に果す生活者の役割における問題点を明らかにした。（2）生活環項保  

全の一つであるごみ処理に関して、生活者がその排出に係ってどのような意識を持っているかを  

調査した。（3）ごみの排出を抑制する一つの方策としてごみ処理有料化の実態調査を行い、その効  

果を解析した。（4）もうひとつの生活環境保全行動である家庭排水処矧二関する意識調査を行い、  

周囲の環項に対する意識との関係を解析した。  

〔発 表〕B－8，BL9，BL20，b－4，bA6．bLlO，bL12，b－13  

研究課題 4）エネルギー需給変化に伴う環境影響の総合解析研究  

〔担当者〕乙間末広・後藤典弘・北畠能房・西岡秀三・中杉修身・阻井懐吾－5  

〔期 間〕56｝59年度  

〔内 容〕本研究にには、種々のエネルギー・システムについてその環境影響を順次明らかにし  

ていくことと、エネルギー・システム稔体の評価との2つの注がある。昭和56年度には、前者で  

は主に省エネルギー・システムをとりあげた。太陽熱利用のシステムについて、資源利用と地域  

環境との関連で第1次精度のエネルギー・アナリスを行った。またごみ資源エネルギー回収型の  

システム（熱分解ガス化、熱分解液化、メタン醗酵）について、環境影響項目の検討を行った。  

後者の範囲では、水の供給及び処理システムをエネルギ→利用システムとしてとりあげ、エクセ  

ルギー効率を用いた総合評価を実施した。また一方、経済的外部性及び季節変動パターンを考慮  

した地域のエネルギー需給構造について、評価モデルの構築を試みた。  

＊1環境情報部  ＊3 計測技術部  ＊5 水質土壌環境部  
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〔発 表〕B－19，B－22，Br25，Br26，B－27，br5，b－16，b－17，E－17，E－47，e－32，  

e－34  

研究課題 5）環境面よりみたごみ処理プロセスの比較評価に関する研究  

〔担当者】後藤典弘・中杉修身  

〔期 間〕56～59年度  

〔内 容〕本研究は、生活環境を保全するための一方策であるごみ処理プロセスを環境保全の観  

点から比較評価するに必要な基礎的知見を整備することを目的としている。   

本年度は、一つのごみ処理方式として種々のものが開発され、採用されつつある資源化処理を  

取り上げ、それらに係る基礎的知見を収集・整備するとともに、その運転に伴う環境影響の面か  

ら比較評価を試みた。（1）発生源分別に基づく資源回収プロセスの実態を調査し、それらを分類・  

整理した。（2）各国で開発されている資源化技術についてとくに環境影響面を中心にデータを整備  

した。（3）資源化処理の一方式として物質回収型資源化プラントの環境影響について検討した。（4）  

環境保全の面からのごみ処理プロセスの比較評価の考え方を明らかにした。  

〔発 表〕B－12，B－13，Bp14，Bp21，B－22，Br23，B－24，bF7，br8．br14  

研究課題 6）環境総合評価手法の研究  

〔担当者〕内藤正明・原料幸彦  

〔期 間〕56～57年度  

（内 容〕環境を評価するに当っては、多属性の価値判断を捻合的に把握する方法論が必要とな  

る。この理論的枠組については、既に）．vonNeumann，R．L．Keeney，H．Raiffa等の業績により、  

一応の完成をみている。しかし、これらの理論と実際の評価との間には、方法論上の大きなギャ  

ップが存在する。したがって、従来よりranking法、Orderedmetric法など各種の現実的な方法論  

が開発されてきた。   

本研究は、環境を評価するに当たり、これらの方法論の適用可能性及び理論的制限を明らかに  

することを目的とするものである。具体的には ranking法、rating法、COmparison法という代表  

的な三つを実際の道路環境総合評価に通用することにより、それらの実際の環境質に対する人間  

の価値評価計量問題に対する適用可能性を明らかにしたこと、及びその理論的制約を明らかにし  

たことである。さらにこの評価を実施するための道具としての会議実験施設（ELMES）の役割を  

検討し、その有効性を検証した。  

〔発 表〕Bm30，b－20  

研究課題 7）緑の評価と保全費用に関する基礎的研究  

〔担当者〕北畠能房・青木陽二  

〔期 間）56－58年度  

〔内 容〕人間の要求は公害の防止にとどまらず、快適な環境を望むようになってきた。その要  

求の一つの表われとして良好な自然環境を求めている。本研究では自然を代表する繰の空間につ  

いて、その効果的な空間配置を求める手法とその空間の保全手法について研究を進めている。今  

度は、景観的視点から見て評価される緑の空間の分布を筑波研究学園都市において調べ、その特  

性を分析した。また都市における緑の効果の分類とその分類をもとにした効果的な緑の増加方法  

について考察した。さらに人々が緑としてとらえている植物に対して、どのような認識を持って  
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いるか、身近な植物に対して分析を試みた。  

〔発 表〕B－1，B－2，B→4，B－5，BA6，B－7  

研究課題 8）環境指標の体系化に関する研究  

〔担当者〕内藤正明・乙間末広・飯倉蓉和・松岡 譲・後藤典弘・田村正行・落合美紀子・北畠  

能房・森副亘幸・西岡秀三・青木暢二・中杉修身・大井 絃●・廣崎昭太事Ⅰ・溝口次夫＊3・  

若松伸司●4・戸塚靂㌣  

〔期 間〕56→58年度  

〔内 容〕個別の汚染濃度の指標に加えて、環境賓の状態をより総合的、予見的にとらえる適切  

な指標の確立が求められつつある。これに対応し、本研究は最終的に環境評価指標の体系確立を  

目標とし、その第一歩として本年度は以下の諸点を検討した。  

（1）環境行政担当官のもつ指標ニーズの分析  

（2）従来の各種指標の分析・整理  

（3）今後のあるべき指標体系の明確化  

（4）指標作成における問題点、必要データ及び手法の整理  

（5）東京都を対象とする具体的な指標の試算   

以上それぞれの項目についていくつかの新たな知見と成果を得た。  

〔発 表〕K－101，K－111，Bnl，B－5，Bq17，B－18．B－28．B－30，b－9，bL18，b－  

19，b－20  

＊1環境情報部  群3 計測技術部  ＊4 大気環境部  ＊8 生物環境部  
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2．2．3計測技術部  

〔研究概要〕   

計測技術部は、人間をとり囲む環境の状態とその変化を正確に把握し、監視するという立場か  

ら、大気、水、底質、土壌、生体に含まれる各種環境汚染物質の分析方法を研究するとともに計  

測方法の標準化、自動化等計測技術の改良、開発を行うことを目的としている。   

大気計測、水質計測、生体化学計測、底質土壌計測の四つの研究室では、それぞれ対象とする  

媒質中における汚染物質の分析方法の研究を中心として行っている。全体的にみれば、各媒質中  

における微量の汚染元素の定量法と、その存在状態の解明、及び各媒質中の微量汚染有機物の系  

統的な分析方法の確立ということにまとめられ、各種の機器分析法の環境試料への応用を試みて  

いる。前者では、原子吸光法、プラズマ発光分析法、けい光Ⅹ線法、Ⅹ繰回折法等を用いた微量分  

析法の開発のほか、電子分光法を用いた底質粒子の表面分析による元素の存在状態の測定法を検  

討し、底質や土壌の研究に有力な手段となることが確められた。後者では各種クロマトグラフィ  

ーと各種質量分析法との組合せによる分析法、及びラマン分光法、NMR法を主に用いている。   

更に、既製の装置の応用のみならず、多要素モニタリングシステム、HPLC－1CPシステムとい  

った測定システムの開発も本研究部の主要な研究課題である。また、分析法の標準化、精度管理  

につながる研究として、低濃度標準ガス発生装置の研究や環境標準試料の作製法について力を注  

いでいる。前年度調製した標準試料NIES－No4（血清）、No5（毛髪）について各方面に分析依  

頼して、保証債を決める作業を進めるとともに新にNIESNo6（ムラサキイガイ）を作製した。  

また、分析室でも共通機器関連業務及び大気モニター棟の管理を行うかたわら、大気中SOx、NOx  

等の各種自動測定法の精度の比較を行った。   

前年度から開始した、特別研究「環境試料による汚染の長期的モニタリング手法に関する研究」  

は本研究部が中心となって実施しているが、その基礎として、各種物質の高感度分析法の確立が  

必要とされており、以下の経常研究と密接なつながりをもって進めている。  

研究課題1）降水中の汚染物賓の測定法に関する研究  

〔担当者〕安部喜也・安原昭夫・横内陽子・伊藤裕康・西川雅高  

〔期 間〕52－57年度  

〔内 容〕前年度にひき？づきプラズマ発光分光法による降水中微量汚染元素の多元素同時分析  

法、とくにろ過操作について検討を行った。模擬降水を用いて実験した結果、メンプランフィル  

ターより生じたZnのコンタミネーションはINHCIT処理することで除去できた。また本方法にお  

いてフィルターヘの元素の吸着は無視し得る程度のものであった。   

採取した降水試料を孔径の異るフィルター（8〟m、1．2／′m、0．45／川1）でろ過し、ICP法で測  

定した。Na、K、Ca、Mg、Srはほとんどが溶存態（0．45JLm＞）、Fe、Al、Si、については半分  

以上が8JLm以上の粒子態であった。Zn、Cu、Pb等の金属は主として8FLm以下であるが粒径分布  

の変動が著しかった。   

降水成分浪度の時間変動を測定した結果、降下物の大部分が初期降水量2mmまでに降り、溶存  

態の元素の濃度が連続的に変化するのに対して、Fi、Al、Siは細かい時間変動を示し、Cu、Zn、  

Pb等は不規則に変化Lており、それぞれの元素の起源との関連が推定された。  

〔発 表〕c－1，C－27  
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研究課題 2）大気中の微丘有機物質の測定に関する研究  

〔担当者〕安部書也・横内陽子・伊藤裕康  

〔期 間〕53－58年度  

〔内 容〕（1）試作した拡散セル法と流量比混合法を組合せた標準ガス発生装置について改良及  

び検討を行った。ハロゲン化炭化水素の場合、数ppbレベルの発生濃度で定常状態到達時間及び濃  

度の長時間安定性について良好な結果が得られた。  

（2）汚染のバックグラウンドとしての植物起源の大気中揮発性有機物質過度の測定を行い種々  

の環境因子（気温、湿度、風向、風速、オゾン濃度、窒素酸化物濃度）との関連を調べた。その  

結果、大嚢中植物起源有機物質濃度は、気温が高い程、オゾン洩度が低い程、高くなっているこ  

とが明らかとなった。引き続き、この植物起源揮発性有機物質の環境大気へのインパクトについ  

て検討を行っている。  

〔発 表〕C－38，C139，C－40  

研究課題 3）環境中に存在する悪臭物質の同定と定量に関する研究  

〔担当者〕安原昭夫・伊藤裕康  

〔期 間〕52－58年度  

〔内 容〕（1）イソブタンを反応ガスとしたCIMSで代表的な悪臭物質をjR■1起した。その結果、カ  

ルポニル化合物、脂肪酸、含イオウ化合物、インド［ル類は疑似分子イオンをペースビータとす  

る単純なスペクトルを示したが、アルコール頬、フェノール頬では、多くのクラスターイオンや  

フラグメントイオンが観察され、解析は容易ではなかった。環境分析への応用にはさらに基礎的  

な検討が必要である。  

（2）悪臭試料（水溶液や糞など）から臭気成分を分離するには、真空蒸留法がもっともすぐれ  

ていた。不揮発性物質の含有量が少ない場合の回収率は平士勺80％以上であったが、不揮発性物質  

の含有量が多い場合の回収率は若干悪く、特に脂肪酸、アセトイン、二硫化メチルにおいて低か  

った。試料の温度を90℃にすると平均即％以上になったが、青草醸、p－エチルフェノール、アセ  

トイン、二硫化メチルについてはまだ低い回収率であった。  

（発 表〕C－34，C－35，C－36，Cr37，CL40，C－41，C－42  

研究課題 4）天然水中の溶存有機化合物の同定と定量に関する研究  

〔担当者〕白石寛明・大槻 晃  

〔期 間〕52－56年度  

〔内 容〕（1）1，1一カルポニルジイダゾール活性化¶グリコフェーズに、m－アミノ7ユニルホ  

ウ酸を化学結合させたものを固定相とし、クレオチド、ヌクレオシド等の溶出挙動について検討  

した。  

（2）エタノール、あるいはイソプロパノール中で、天然水中から抽出した腐植物質の水素化分  

解を行い、各種の分離操作後、キャピラリーGC／MS、及びFDMSにより同定を行った。霞が浦  

底質中の腐植酸についても同様の実験を行い、生成物を比較した。底質中の腐植酸からは、分枝  

アルケン、アルカン類、分枝脂肪酸が多く見いだされた。これらの起源については検討中である。  

（3）矩揮発生化合物の分析法として衝突解離－FDMS法について基礎的検討を加えたが、  

FDMSの感度が充分でなく、再現性のあるスペクトルは得られなかった。  

〔発 表〕C－8，C17  
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研究課領 5）電気化学的計測法を主体とした多項目同時モニタリングシステムの開発研究  

〔埴当者〕河合崇欣  

〔期 間〕52～58年度  

〔内 容〕水城を含め環境のモニタリングでは、日変動、季節や主要生物群の交替、気象変化な  

どに伴って生ずる複雑な日常的変動に重なって現れる異常を高感度に検知する必要がある。また、  

環境の質を評価するに当って、ある生物の生涯を通して見ることによって正当な評価が可能にな  

ることもある。これらの基礎となるべき多項目自動連続測定装置を検討している。本年度は湖上  

用、低消費電力pH電施用（高入力インピーダンス）多チャンネルアンプ、及び20段Ehモニター  

電極を作製した。  

研究誅垣 6）電界脱離型イオン源付質量分析計の環境試料中の微量難揮発性有機汚染物貿分析  

への応用研究  

〔担当者）大槻 晃・白石冤明・古田直紀  

〔期 間〕54→58年度  

〔内 容〕今日まで適当な分析手段が存在しなかったた蜘こ見すごされて来た多くの難揮発性有  

機汚染物質の同定と定量法C7）開発に、EPC－FD・MS－CPUシステムの応用を試みた。  

（1）汚濁河川水中の濃縮・分離法として高速液体タロマトグラフを用い逆相吸着クロマトグラ  

フィーを試みた。充項剤としてはC－ユ8を用い、2－4mJ／mjnの流速でカラムを通過きせ、蒸留  

水で洗礁後、水一メタノールのグラジュント溶出の条件を種々のモードで検討した。254mmで検出  

される種々の化合物の存在が確認されたが、水－メタノール50ニ50のところで最も大きなピーク  

が溶出した。しかしいまだ分離が不十分なため同定にいたっていない。  

（2）FD・MSの検出法の高感度化として、マイクロチャンネルプレート螢光面・フォトダイオ  

ードアレイシステムを検討したが、電気検出法に比べ10倍以上の感度が得られることか確認され  

た。  

〔発 表〕C－18  

研究課題 7）外洋の特定汚染物質バッググラウンドレベルモニタリングのための測定法の研究  

【担当者〕野尻幸宏・大槻 晃  

〔期 間）55～59年度  

〔内 容）UNESCO－IOC・WMO・UNPEが合同で行う「外洋の特定汚染物質モニタリング・  

バックグラウンドレベル計画」のパイロット研究に参加するための、微量重金属元素の測定法に  

関する研究を行った。56年度においては、化学結合型シリカゲル吸着法による、海水からの微量  

重金属元素の濃縮法を開発した。オクタデシルトリクロロシランをシリカゲルに化学結合させた  

充てん剤を含むカラムに、8－ヒドロキシキノリンを加えて金属キレートを生成させた海水試料  

を通過させて微量重金属元素を吸着する。メタノールにより溶離することにより効果的に脱塩膿  

縮が行なえる。溶離液を分艶後ICP発光分析法により多元素同時分析することにより、Al、Ti、  

Ⅴ、Mn、Fe、Co、Ni、Cu、Zn、Mo、Cd、PbにOppb以下の濃度レベルの分析が可能となった。  

〔発 表〕C－17，C－18，C－28，C－29，C‾30  

研究課題 8）多元索同時分析システムの開発に関する研究  

〔担当者〕古田直紀・大槻 晃  

－76－   



〔期 間〕52－56年度  

〔内 容〕現在、多元素同時分析装置として、必要な元素だけ、幾何学的に光電子増倍菅を配列  

する直読式検出法が、ルーチン分析用として市販されている。しかし、直読式検出法は高価であ  

るし、測定する波長が固定してしまっているため、融通性に欠ける。そこで、逐次掃引方式を用  

いたコンピュータ制御分光器を開発した。パルスモータで駆動する回析格子をコンピュータ制御  

して、できるだけ正確に波長設定しようとしたが、機械的誤差のため±0・25Aの誤差は免れなかっ  
た。そこで、光電子増倍管の代わりにSiliconIntensifiedTarget（SIT）面検出器を用い、設定  

した分析波長の近傍50A波長領域を同時に測定し、迅速に逐次掃引できるシステムを開発した。開  
発したシステムを実サンプルに応用し、数元素を分析するのに2分間の割合で、多元素を、ppb  

（ng／mJ）レベルの高感度で、しかも、正確に定性定量分析できることを明らかにした。  

〔発 表〕c－32，C－33，C－34，C－20，C－23  

研究課題 9）人間の体液及び肢器中の元素の存在塁と存在状態に関する研究  

〔担当者〕森田昌敏・柏弘崇嗣  

〔期 間〕54～56年度  

〔内 容〕HPLC－TCPを用いてヒト血清中の各種タンパク質、金属結合タンパク質、リン結合タ  

ンパク質等の同時多要素分析を行なう分析方法を確立した。またヒト毛髪の多元素同時分析法に  

ついてもICP及びⅩRFを用いて更に検討を加えた。  

〔発 表〕C－30，C－37  

研究課題10）環境中の発ガン物質の分析法に関する研究  

〔担当者）森田昌敏  

〔期 間〕55－60年度  

〔内 容】ベンゾ（a）パイレンをはじめとする多環芳香族炭化水素が、環境中でどのような生成過  

程をもっているかを知るために、各種の天然物を加熱し、その生成量について検討を加えた。結  

論として、多環芳香族炭化水素は煙とともに生成し、比較的低温の焦げ過程において生成するこ  

とが明らかになった。   

またダイオキシンに関する研究では、ジフェニルエーテル型の除草剤及びその散布地域から塩  

化ダイオキシンが検出された。  

〔発 表1C－32  

研究課題11）けい光X線分析法を主体とする環境分析法の検討と応用  

〔担当者〕佐竹研一・植弘崇嗣  

〔期 間】56→61年度  

〔内 容〕けい光Ⅹ線分析法では試料に含まれる多元素を非破壊のままで分析する。この分析法  

を応用して水生植物中に分布する重金属元素の量を明らかにするため、水生生物試料の洗浄法の  

基礎的検討を行った。用いた試料は河川中に分布する諦顆のクロカワゴケ凡rガ〝αJ由0乃妙柁ノおα  

で、その表面には多量のマンガン及び鉄の化合物が沈着することが知られているものである。細  

胞表面に沈着したこれらの化合物と細胞そのものを分隊する方法として効果的な方法は超音波洗  

浄等の物理的洗浄法ではなく、ヒドロキシルアミン塩酸塩（NIi20H＋HCl）を剛－た化学的洗浄  

法であった。この方法は特にマンガン化合物の除去に有効で、紳胞内からのカリウムの溶出も少  
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く、細胞への影響も少いと考えられる。  

研究課題12）底質、土壌中の有機化合物の存在状態の測定法に関する研究  

〔担当者〕相馬悠子・相馬光之  

（期 間）54－59年度  

〔内 容〕粘土鉱物のうちモンモリロナイトヘの有機化合物の吸着状態を赤外分光法、ラマン分  

光法、ESR、XPSを併用して調べている。遷移金属イオン（Ru、Cu）置換モンモリロナイトの層  

間への芳香族炭化水素（ベンゼン、ビフェニル、トルエン、キシレン）の吸着は物理吸着のほか  

に可視領域に吸収を持つ別の吸着状態がある事が分り、この吸着状態は特にルテニウムモンモリ  

ロナイトでは空気中でもかなり安定である。これら層間化合物のラマンスペクトルでは、Ar＋レー  

ザー励起で共鳴ラマンスペクトルが得られた。このスペクトルの解析及びESRの結果により、こ  

れらはいずれもカナオンラジカルである事がわかった。  

〔発 表〕C－10，C－11，Cr15，C－19  

研究課題13）底質、土壌中の金属イオン等の存在状態の測定に関する研究  

〔担当者〕瀬山春彦・相馬光之  

〔期 間）55～59年度  

〔内 容〕重金属イオン等環境汚染物質の底質、土壌構成粒子中への移動、粒子中での分布、化  

学変化等存在状態に関わる問題を種々の測定を組合せて調べることを目的とし、昨年度にひきつ  

づき粘土鉱物の一種モンモリロナイトをモデル物質として、Ⅹ線光電子分光法（ⅩPS）について検  

討した。その結果、XPSではイオン交換反応によりモンモリロナイト中に吸着された金属イオン  

の定量分析が可能なばかりでなく、得られた金属イオンの光電子スベタいレの結合エネルギー及  

びオージュ電子スペクトルの運動エネルギーの値を他の無機化食物中の同一金属イオンでの値と  

比較することにより、状態分析も可能であることがわかり、モンモりロナイト中での交換性のア  

ルカリ土類金属イオン、カドミウムイオンはいずれも典型的なイオン結合性化合物中での状態に  

対応していることが明らかとなった。  

（発 表）C－9，C－20，C－21  

研究課題14）底質、土壌構成粒子の組成の電子分光法による研究  

〔担当者）相馬光之・湖山春彦  

〔期 間〕54－56年度  

〔内 容〕底質、土壌を構成する粒子の表面の化学組成を測定する手段としての電子分光法、と  

くにⅩ線光電子分光法（ⅩPS）の特色に関する検討を行ってきたが、本年度でその基本的部分をほ  

ぼ完了した。とくに底質標準試料NIES仙2について詳しく検討した。底質粒子中には環矧二応じ  

て、表面に蓄積されやすい元素、欠之しやすい元素、動きの少ない元素があり、ⅩPSによると、  

これらの量を直接測定できることが明らかとなった。多くの底質試料につき、窒素の起源は1sス  

ペクトルの位置から考えて大部分有機物であるが、その濃度は表面で顕著に高くなるという一般  

的特徴が見られた。1Ca、Fe等についてもⅩPSの化学シフトから化学状態を狭い範囲に限定でき、  

更にFeでは底質の起源によって化学シフトに善が見られるなど、底質、土壌粒子の環境中での“化  

学的来歴〝を考える上でⅩPSが重要な知見を与えることがわかった。  

〔発 表】C－13，C－22  
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研究課魔15）環境標準試料の作製と評価に関する研究  

〔担当者〕岡本研作・森田昌敏・植弘栄樹・安部喜也  

（期 間〕52－59年度  

〔内 容〕本年度は、環境標準試料NIESNq3「クロレラ」について保証値の決定を行った。   

NIESNn4「人血清」試料中の元素含有量を尻子吸光法、プラズマ発光分析法で分析すると共に、  

国内の20か所の分析機関に人血清試料の分析を依頼し、保証債の決定に必要なデータを得た。   

環境標準試料NIESNα6として「ムラサキイガイ」（900本）の調整を完了した。  
〔発 表〕C－3，C－4，C－5，C－24，C－8，C－9，C－10  

研究課題16）環境水中の全リン及び全史素側定法の標準化に関する研究  

〔担当者〕大槻 晃・河合崇欣・白石寛明・相馬光之・瀬山春彦  

〔期 間〕56－57年度  

〔内 容〕湖沼の富栄養化防止対策の立案にあたり、全リン及び全量素の環境基準の設定が検討  

されでいる。それに伴い、測定法の標準化が緊急に望まれている。   

本研究では、試料の分解法、採取法、試料水の野外での分取、運搬、保有期間の影響等の検討  

を行った。   

試料の分解法としては、全リンに対してはペルオキンニ硫酸カリウム酸化剤とした中性法、仝  

窒素に対してはアルカリ性法により、密栓容器中でオートクレープで加熱分解する方法を採用し  

た。従来の方法に比べて、分解操作が唾めて簡単であるばかりか、高濃度の場合は希釈すれば分  

解効率は非常に高い。試料の採水法としてはポリメチルメタアタリレートのカラム採水器を試作  

した。その結果、湖沼での水柱の均一試料の採取法として、また取り扱いの簡便さから見て、従  

来の方法に比べて極めて良い方法であることが明らかになった。試料水の野外での分取について  

は、分解容器を現場に持参し、もりきり容器を用いて一定量の試料を分取し、密栓して持ち帰る  

方法にした。密栓が可能なため、1か月間室温で放置しても、当日のうちに、酸化剤を添加して  

分解した試料と同じ値が得られた。   

その他、溶存オルトリン醸の超微量分析法として、電解法による濃縮法、さらに二次イオン質  

量分析法による定量法による定量性を検討した。  

〔発 表〕c－4．c－11  

研究課題17）大気中のガス状汚染物賃測定法に関する研究  

〔担当者〕濱口次夫・功刀正行・植弘澄子・榊 正司■  

〔期 間〕55－59年度  

〔内 容〕（1）二酸化硫黄自動測定機について、昨年度までに、溶液導電率法、電量法、炎光々度  

法および紫外線けい光法の精度、安定性などについて実験的に検討した。   

本年度は溶液導電率法の導電率に影響を及ばす妨害物質として注目されているNH3の除去装  

置の効率を実験的に検討した。除去装置は温度制御付粒状荏酸によるトラップと特殊な官能基に  

よるトラップの二種類である。標準ガスによりNH。の除去効率とSO2の吸着について実験を行っ  

た。  

（2）オキシダントについて、KI法によるオキシダント自動測定機は向流吸収菅の汚れ、妨害物質  

＊ 共同研究月  
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（SO2、NOxなど）の影響、温度による影響など問題点が多い。そのうち、本年度は温度による測  

定値変動の原因を把握するため恒温室を利用した実験研究を行った。その結果、温度影響の主原  

因をほば明らかにした。  

〔発 表〕K－112，C－15  

研究課題18）大気中の浮遊胞子状物質の測定法に関する研究  

〔担当者〕港口次夫・功刀正行・西川雅高・宮坂恵子・広瀬妙子－9  

〔期 間）55－59年度   

〔内 容〕（1）総重量について、光散乱法、ビュゾバランス法およぴβ線吸収法それぞれを同一地点  

で長時間稼動し、同一機種および他機種間の相関を求めた。その結果、光散乱法は広い濃度範囲  

について同一機種間の相関が高く、β線吸収法は低濃度填での相関がや、低いことを確認した。ま  

た、ビュゾバランス法は低濃度城では相関が高いが、高濃度域ではバラツキがあることを確認し  

た。なお、ビュゾバランス法は現装置では、長時間連続運転に開局が残されている。  

（2）重金属成分について、ろ過輔集法によって得た浮遊粒子状物質中の重金属成分の定性および  

定量を行うため、プラズマ発光分光分装置および蛍光Ⅹ線分析装置による分析法を検討した。昨年  

度は標準試料によって処理法を検討したが、本年度は重金属成分を分析する場合のろ材の検討お  

よびサンプラーの特性を明確にすると共に、実サンプルによる分析を行った。  

（発 表〕C－27，C－36，i－15  

研究課題19）GC／MSデータ検索システムに関する研究  

〔担当者）溝口次夫・安原昭夫・伊藤裕康・新藤純子－1  

〔期 間〕55－58年度  

〔内 容〕昨年度はGC／MSスペクトルの検索手法に関する従来の研究論文を調査し、現在、使用  

されているPeak法、S．I法及びPBM法それぞれの手法を分析し、問題点を抽出した。本年度はこ  

れらの手法の欠点を改善した新しい検索手法として、NIES法を開発した。NIES法はメインサp  

チの部分はPBM法を修正したものであるが、本法の特徴は、従来の手法にはないマススペクトル  

の特性を十分考慮したプリサーチを導入したことである。プリサーチは7ステップのフィルタリ  

ングから成っており、このフィルタリングを通過した僅かのリファレンスデ→タがメインサーチ  

にかけられるため、検索時間の短縮と正解率の大幅な上昇につながった。   

NIH／EPA／MSDCデータベースを利用したNIES法による検索では（HITACM180使用）20ス  

ペクトルが2分間以内で終了し、90％以上の正解率を得るのに成功した。  

＊1 環境情報部  ＊9 技術部  
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2．2．4大気環境部  

〔研究概要〕   

大気環境部は三件の特別研究を遂行しているが、これらのうち大気環境計画塞が主として参加  

している「臨海地域の気象特性と大気拡散現象の研究」が4年間の研究期間を終了し、研究成果  

報告書が出版された。大気化学研究室、エアロゾル研究室及び大気環境計画室の一部が担当して  

いる「炭化水素一塁素酸化物一硫黄酸化物系光化学反応の研究」及び大気物理研究室が参加して  

いる「環境汚染の遠隔測定及び評価手法の開発に関する研究」は共に2年目を迎え、以下の経常  

研究と並行して研究が進められている。   

本年度の経常研究では、大気物理研究室においては大型レーザーレーダーにより実用的な広域  

汚染データを収集できる様測定技術の開発を行うと共に、煙突排煙拡散や大気境界層構造の測定  

方法、データ処理、解析方法を開発した。また差分吸収レーザーレーダーや蛍光法レーザーレー  

ダーの基礎データとしてのNO2の高分解能吸収スペクトル、蛍光スペクトルの測定、大気中の透  

過特性、温度、湿度依存性の計算のための大気光学モデルの検討を行った。   

大気化学研究室では、大気中の汚染物質の変質過程の解明に重要な、素反応過程、反応機構の  

研究を中心に経常研究を行っている。本年度は特にアルカン類の酸化反応中間体であるアルキル  

ラジかレと酸素隈子の反応、オゾンーオレフィン反応などについて研究し、反応速度定数、反応  

経路などを明らかにした。また昨年度より成層圏に関係した化学反応の研究が経常研究として開  

始され、CF。ラジカルの新しい発光スペクトルの測定に成功した。   

大気環境計画量では、大気の運動と汚染の拡散機構にとって最も重要な温度成層（大気安定度）  

効果の解明を主テーマに、風洞、開水路などを用いた室内実験、野外実験と乱流理論の展開を行  

っている。本年度は特にフローパターンに及ぼす浮力の直接的効果の解明を目指して、孤峰まわ  

りの気流、大気汚染に関する米国EPAとの共同研究をスタートさせ、また57年度から開始される  

「広域大気中における汚染物質の輸送・混合・沈着過程に関する研究」の基礎研究として広域観  

測手法、混合・反応機構、気液界面を通して物質交換機構の研究を行った。   

エアロゾル研究室では特別研究の一環として、エアロゾルチャンパーを用いてオレフィンー  

NOx－－SO2系におけるSO2の酸化過程の研究を進める一方、これと並行して生成物分析を主な目  

的とする高濃度実験にも着手し、そのためのミニチャンパーの製作を行った。一方フィールド調  

査においては粒子状物質の粒径分布、硫酸塩濃度と気象因子、ガス状汚染物質濃度との相関等を  

調べた。さらに粒子状物質生成の初期過程である核形成に関する研究を進めている。   

研究課題1）レーザーレーダーによる大気汚染立体鼻布の測定に関する研究  

〔担当者〕笹野泰弘・清水浩・杉本伸夫・竹内延夫・松井一郎●g  

〔期 間〕53～56年度  

〔内 容〕本研究では、大気境界屑内のエアロゾル空間分布及び排煙拡散を主な対象としたレー  

ザーレーダーフィールド観測を行い、測定方法、データ処理、解析手法を確立することを目的と  

している。53年度以来、エアロゾルの鉛直分布、煙突排煙拡散等の観測のための、計測車搭載型  

レーザーレーダーの開発、データ処理手法の開発、気象観測を含めたフィールド観測を行ってき  

＊9 技術部  
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た。   

56年度においては、大型レーザーレーダーによる大気境界層観測を合わせて実施し、大気境界  

層内のエアロゾル分布とその時空間変化について解析を行った。レーザーレーダー画像データ処  

理において∴正規化した濃度勾配を導入することで洩度分布構造を明瞭に把握できる。56年度は、  

そのほかに，（l）エアロゾルの鉛直分布の観測（戸田市、56．7月、筑波、56．8月、11月）、（2）排煙  

拡散観測（戸田市、56．7月）などを実施した。  

〔発 表〕d－39，d－40，d－41  

研究課題 2）赤外蛾における大気の分光特性の研究  

〔旭当考〕竹内延夫・杉本伸夫  

〔期 間〕56－58年度  

〔内 容〕個々の大気汚染気体の濃度分布を光学的に遠隔計測するには、全ての振動スペクトル  

が該当する赤外領域の分光特性の知見が不可欠となる。大気中での高分解能（衝突帽程度）の透  

過率の波長依存性や温度効果、微量気体の影響、異なる気象条件での特徴を調べる第一歩として、  

AFGL（米国：AirForceGeophysicsLab．）が開発した大気光学モデルのうち、FASC（）DE哩旦St  

阜ignature＄9坐）プログラムを検討し、当研究所の計算機で計算できるように修正し∴4－5JLm  
領域の透過率を計算した。また、大気中の圧力効果を検証するデータとして、COの吸収線に固定  

した赤外半導体レーザーを光源とし、2次導関数法を用いて、CO気体の衝突幅の圧力依存性を測  

定した。  

〔発 表〕D－13，d－59，d－65  

研究課題 3）NO2の分光特性に関する研究  

〔担当者）杉本伸夫・竹内延夫  

〔期 間〕56－57年度  

〔内 容〕本研究は、NO2の遠隔計測を高精度で行うための基礎研究として、各種の条件下にお  

けるNO2の分光特性を測定することを目的とする。   

本年度は、（1）真空中及び大気中のNO2の青色領域における高分解能吸収スペクトルの測定、（2）  

青色領域のレーザー光で励起した蛍光スペクトルの測定、（3）差分吸収レーザーレーダーに用いら  

れる波長帯における低分解能吸収スペクトルの温度依存性の測定、を行った。  

（1）（2）の結果より一部の遷移のアサインメントを行い、蛍光寿命、クエンテング係数、エネルギ  

ー移動の係数を待た。また、（3）の結果は、排煙中のNO2測定において生じうる測定誤差の見積り  

を行う上で重要である。  

〔発 表〕D－10，dr44，d－45，d－47，d－48，d－56  

研究課題 4）光イオン化質量分析計による気相反応に関する研究  

〔担当者】鷲田イ申明  

〔期 間〕50→58年度  

〔内 容〕酸素原子と炭化水素の反応で生成するフリーラジかレの検出と、その酸化反応過程を  

光イオン化質量分析計とdischarge・flowreactorを用いて研究した。   

アルカン顆と酸素原子の反応で生成するアルキルラジかレについては、エチル、プロピル、プ  

チル、シクロへキンルの各フリーラジかレと酸素原子、との反応が研究され、水素原子の引き抜  
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き反応によるオレフィン類の生成ルートと、酸素原子の付加反応によるアルデヒド、ケテンの生  

成ルートのフラクション比が決定きれ、このフラクション比がアルキルラジカルの持つ引き抜か  

れ得る水素原子の数に依存する事が判明した。   

酸素原子を含むエタノールやアセナルラジカルについては引き抜き反応が少なく、付加反応が  

主要ルートである事が判明した。  

〔発 表〕D－26，DL27．I－6，d－102，d－105，d－106，d107  

研究課題 5）分光学的方法による気相反応の研究  

【担当者〕鷲田仲明・井上 元・秋元 姿  

〔期 間〕55－60年度  

〔内 容〕大気中の化学反応過程をより厳密に解明するため、原子、分子及び反応中間体をレー  
ザー等を用いた分光学的手段によって検出し、その分光学的性質及び反応性について研究を行う  

目的で三つの新しい反応装置を作成した。第一は大気化学反応装置でレナザーケイ光法と光イオ  

ン化質量分析法の組み合わせによる反応研究を可能にしたものである。第二はクラスター反応装  

置で麻子やラジカルと固体表面との相互作用及び無徳突状態での化学反応の研究を目的としたも  

のである。第三はレーザーケイ光測定装置でミニコンピューターとの組み合わせでケイ光寿命や  

スペクトルの測定を極めて厳密に行う事を目的としている。これらの反応装置の性能は短めて良  

好であり、今後の研究に大いに期待が持てる辛が判明した。  

〔発 表〕D－3，d－1．d－6  

研究課題 6）オキシダントに関する基礎的研究  

〔担当者〕畠山史郎・秋元 笹  

〔期 間〕56－58年度  

〔内 容】大気中のクロロオレフィン類とオゾンとの反応はオレフィン系炭化水素の反応に比較  

して研究例も少なく、反応機構も確定していない。本研究ではt－ジクロロエチレンとオゾンの反  

応を大気圧条件下で行い、生成物を長光路赤外分光法によって同定、定量した。t－ジタロロオレ  

フィンとオゾンの反応は生成するCriegee中間体がジタロロオレフィンとさらに反応するため複  

雑であるが、この系にアセトアルデヒドを添加することにより、Criegee中間体の反応が抑制され、  

オゾン過剰条件下でのt－ジクロロエチレンの減少は擬一次の速度式にしたがうことがわかった。  

この方法で求められたt－ジタロロオレフィンとオゾンの二次反応速度定数は1．7×10‾19（ガmole・  

cule▼1s‾1で、エチレンの場合より一桁小さい。  

研究課題 7）成層圏に関係Lたイヒ学反応の研究  

〔担当者〕菅田伸明  

〔期  間〕56－59年度  

〔内 容〕成層臥こおけるオゾン層破かい等の問題をより明確かつ正確に理解するために、成層  

圏で起りうる化学反応に対し素反応研究を行う日的で、CF3、CCl3、等のメチル型ハロカNボンラ  

ジカルの分光学的及び反応の研究を行った。   

分光学的研究ではCF，ラジカルについてCF3H、CF3Cl、CF，Br等の光分解によりCF3ラジ  

カルの二つの新らしい発光が見つかり、スペクトルの解析、発光及び消光の動的過程の解析、  

さらにはCF3ラジカルの各電子状態のポテンシアルエネルギー面のab．initio理論計算が行われ  
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た。   

反応研究ではCF3CHOやCCl，CHOと酸素原子C7）反応で、CF，、CCl3ラジカルを生成させ、光イ  

オン化質量分析計を用いてこれらのラジカルを直接検出する予備実験に成功し、今後ラジカル一  

分子反応の速度や機構の研究が可能な辛が判明した。  

〔発 表〕d－103，d－104  

研究課題 8）赤外分光法による大気化学反応の研究  

〔担当者〕坂東 博・秋元 輩  

〔期 間）56一郎年度  

〔内 容〕オゾンーオレフィン反応の中間体として重要なCriegee中間体（CH200）の反応につい  

て、低温マトL）ックス法を用いて研究した。CH202種は、Arマトリックス中でのCH20＋0の反応、  

02マトリックス中でのCH2COの光分解により生成する方法をとった。CH20と0原子の反応で  

は、反応生成物としてHCOOH、CO、CO2が検出された。これらはオゾンーオレフィン反応にお  

けるCriegee中間体からの主生成物であり、Arマト1）ックス中でのCH20＋0の反応においても、  

CH20への0原子の付加反応でCriegee中間体あるいはCH2二8の生成を経て反応が進行する可能  

性を示した。ただし、FT－IRによる分析では、これら不安定中間体を直接検出することはできな  

かった。気相におけるCH20＋0の反応は、0原子によるH引き抜き（CH20十0一－→HCO＋OfJ）  

が主反応と考えられているが、HCOはArマトリックス中に検出されなかった。02マトリックス中  

のCH2CO光分解による反応においてもCH，02中間体を経て反応が進行すると考えられるが、CH2  

02種の直接検出はできなかった。  

（発 表〕D¶16．d－73  

研究課題 9）温度成層化した乱流の構造と拡散機構  

〔担当者〕小森 悟・小川 靖・宮崎 武・植田洋匡・上原 清■，  

〔期 間〕53－57年度  

〔内 容）逆転層や混合層のように、鉛直方向に密度勾配を持った成層流の乱流輸送に及ぼす浮  

力の影響の解明が本研究の目的である。本来ランダムな運動である乱流運動は、安定成層中では  

組織化されて波状運動に移行し、不安定成層では上昇・下降運動が卓越した非等方乱流になる。  

このような乱流の構造変化を通して、乱流拡散にも数1000倍の差異が生じる。この安定度依存性  

は接地気層とその上空では著しく異なる。本年度は接地気層に対応する壁面領域の乱流に注目し  

た室内実験を行い、壁面が存在すると変動速度の各方向への乱流エネルギー分配機構が変化する  

こと、エネルギー生成を支配するバースティング現象もその発生頻度、強さ、機構に差が生じる  

ことを示した。また、上空での乱流拡散過程に及ぼす強い浮力効果は接地気層では激減し、物質  

の乱流運動に完全に追随して行われる。即ち乱流プラントル数はほと，んど1になる。   

また、乱流拡散もその方向により、即ち、鉛直方向、横方向、流れ方向ではそれぞれ異なり、  

それらの安定度依存性も大きく異なる。これらの挙動を室内実験により明らかにし定式化して乱  

流拡散シミュレーションモデルに組み込んだ。また、乱流スペクトル・モデルを展開して理論的  

な説明を行った。  

〔発 表〕K－139，K－141，d、11，d－12，d－14，d－15，d－30．d－67，d－79．d－80，  
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d－81  

研究課鹿10）大気境界層内での乱流輸送現象に関する研究  

〔担当者〕植田洋匡・小川 靖・光本茂記・小森 悟・宮崎 武  

〔期 間〕53－57年度  

〔内 容〕経常研究「温度成層化した乱流の構造と拡散機構」で得られた風洞・開水路等による  

基礎研究の結果を実際の大気中で検証する事と、室内では達成できないような大規模スケールの  

乱流の基本的な性質、構造の解明を目的とする。本年度は、昨年度に引き続き夜間の接地逆転層  

の発達過程及びトレーサーガス実験による拡散機構の研究を行った。実験では、パフ（煙塊）の  

拡散をラグランジュ的に追跡する方法を確立し、これを用いて逆転層内の初期拡散を調べ、鉛直・  

横・流れ方向の乱流拡散に及ばす安定度依存性に関する室内実験、乱流スペクトル・モデルの結  
果を検証した。   

一方、昨年度実験した立川飛行場跡地での接地気層内乱流構造観測のデータの統計解析を行い、  

高波数乱流（慣性小領域）のスペクトル分布に及ぼす浮力効果を調べ、次元解析に基づく乱流理  

論を展開して理論的裏付けを試みた。  

〔発 表〕d－25  

研究課題11）地形・地表障害物まわりの流れと拡散現象に関する研究  

〔担当者〕小川 靖・若松伸司・植田洋匡・上原 清■9  

〔期 間〕53－56年度  

〔内 容〕エネルギー政策の転換に伴って、山岳地域などの複雉な地形のもとでの大気汚染物質  

の拡散問題が大きな未知分野としてクローズアップされつつある。本年度は米国EPAのDr．Snyd－  

er氏と共同で孤立峰周りの気流と拡散の風洞シミュレーションを行った。これには気象観測、トレ  

pサー拡散実験の行われたIdaho原野にあるCinderCone Bute山の1／600縮尺模型を用い、種々  

の大気安定度状態における拡散失敬を行った。その結果、冬期夜間など強い逆転層が形成された  

状態では、煙は拡がらないまま移動し、山腹に当ってそこで滞留し、上空の軽い気層に押し戻さ  

れて斜面を上昇する事ができず山腹をまわり、そこに高い汚染をもたらす、中立状態の大気では  

煙は山を越し汚染濃度は冬期の場合の1／5－1／10程度になることを示した。このように、大気安定  

度は乱流拡散に大きな影響を及ぼすばかりでなく、浮力の直接的な影響によりフローパターン自  

体を大きく変化させる。この効果を詳細にみるために、本年度は有限巾のフェンスのまわりの流  

れに及ぼす安定度の影響を調べた。  

〔発 表〕d－24  

研究課題12）広域大気汚染の観測手法と混合・拡散・反応機構に関する研究  

〔担当者〕光本茂記・小森 倍・小川 靖・植田洋匡  

〔期 間〕53－56年度  

〔内 容）広城観測手法の研究としては、航空機に搭敬した慣性航法装置、超音波風速計で対地  

速度・対空速度をそれぞれ測定して、そのベクトル差から風を測定する方法を開発した。本年度  

は、風の乱れの測定法、データ処理法を確立して実用に供した。  
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混合・拡散・反応機構の研究として、昨年度は排出源近傍の混合・反応過程の追跡を行ったの  

に対して、本年度は乱流状態で耽れるNOを含んだ流体中を03が拡散・混合して反応する場合を取  

り扱った。これは汚染物質が大気乱流によって拡散されて、混合、反応する過程である。このと  

き、汚染物質浪度変動（浪・淡）は擾端に大きくなり、二次反応の場合、反応物質の浪度変動相  

互の相関が正に寄与して見紛上反応速度が20倍にも達したのに相当するくらい大きな反応生成速  

度になる。昨年、本年度の研究成果を合わせて、自動草排ガスなどのNO2への転換速度の推定が  

できるようになった。  

〔発 表〕d－27，d～28，dp29，d－78  

研究課題13）航空機による大気汚染物質立体分布の研究  

〔担当者〕若松伸司・鵜野伊津志・鈴木 睦  

〔期 間〕55－56年度．  

〔内 容〕環境大気中における光化学大気汚染現象を正しく把握するためには、移流、拡散場と、  

反応それぞれについての高精度の情報が必要である。今年度開発した観測システムは、関東地方  

23地点でのパイロットバルーンによる毎時刻の上層気流データ、4地点での低層ゾンデによる垂  

直気温分布、地上約50地点の大気汚染常時監視データ等をオンライン処理し、着目する空気塊の  

移動を予測しつつ航空機観測を実施するシステムであり、この方法を用いることによりラグラン  

ジュ的なフィールド観測が可能となった。  

〔発 表〕D－21，d－17，d18，dT19，d－20，d－21，dr22，d－93，d－94，d－95，dp96，  

dp97，d－98，dr99，d－100，d－101  

研究課題14）気・液界面の乱流構造と拡散機構に関する研究  

〔担当者）植田洋匡・小森 倍  

〔期 間〕53－57年度  

【内 容〕本研究は大気汚染や水質汚濁、環境中の物質循環を理解するうえで重要な気・液界面  

を通してのガス（02、CO2、大気汚染質）や熟の移動過程と、それを支配する界面での乱流運動の  

解明を目的とする。本年度は、界面近傍の乱流運動をレーザートソプラ一流通計、液面変位計を  

用いて計測し界面近傍の乱流構造に関して次の結論を得た。界面近傍では鉛直方向の乱れが抑制  

され、このエネルギーが圧力変動一連度変動相関を介してスパン方向、流れ方向の速度変動成分  

に再配分される。界面に到達する流体塊は、ほぼマクロスケールと同等の大きさを有し、水平方  

向に拡がりながら界面を更新する。この流体塊による界面の更新期間が、スカラー量の界面を通  

しての輸送速度を決定する。以上の知見を実験と理論の両面から確めた。  

〔発 表〕d－13，d－31  

研究課題15）環境大気中における炭化水素成分の分布に関する研究  

〔担当者〕鈴木 睦・若松伸司・鵜野伊津志  

〔期 間）56－62年度  

〔内 容〕光化学反応に重要な役割りをもっている各種炭化水素成分の計測システムを開発し、  

炭化水素浪度分布の実態を把握するのが本研究の目的である。このために航空機を用いた観測シ  

ステムをつくり、非メタン炭化水素、C5までの低沸点炭化水素成分およぴC8までの中沸点炭化水  

素成分の立体分布を観測した。これらのデータを用いて汚染気塊の履歴の特徴づけを行うことが  

－86－   



できた。また、各種炭化水素成分の比の時刻変化から環境大気中におけるOHラジカル濃度を求め  

た。OHラジカルは環境大気中に存在する有機化合物と直接反応し、03生成に重要な影響を及ば  

すことが知られている。今回の解析結果によれば、その値は2－5×10‾7ppmであった。環境大気  

中におけるOHラジカル濃度が求められた意義は大きい。  

〔発 表）d－49，dr50，d－51，d－52，d53，d54  

研究課題16）大気中の浮遊粒子状物質（エアロゾル）の粒径分布と化学組成に関する研究  

〔担当者〕村野健太郎・泉 克幸・福山 力・水落元之■9  

〔期 間〕53～57年度  

【内 容〕環境大気中のエアロゾルの有在状態及び、生成機構を解明する目的で、気象因子、汚  

染ガス濃度、エアロゾルの粒径分布と化学組成を測定した。5月19日「21日、夏期7月27日－8  

月2日（埼玉県公害センター）冬期12月14日－19日（八丈島）でそれぞれ調査を行った。八丈島  

ではバックグラウンド漉度を測定したが、浦和市に比べて硝酸塩濃度が低く、海塩粒子による塩  

素イオン濃度が高かった。  

〔発 表〕d¶87，d－89，d－91  

研究課題17）エアロゾル核生成機構の研究  

〔担当者〕福山 力・村野健太郎・泉 克幸  

〔期 間）53～58年度  

【内 容〕本年度はまず排気系にクライオポンプを導入し、主としてクラスターイオン検出部の  

真空度を改善、信号対雑音（SN）比の向上を図った。使用したタライオポンプは口径6インチ、  

空気に対する排気速度20001／secで、検出部の真空度は約50％、SN比にしてほぼ80％の改善が見  

られた。ついで、イオン性クラスター生成反応を調べるための低圧放電型イオン源の調整試験等  

を行なった。ソースガス0．1Torr、フィラメント電流10－15A、アノード電圧40V、放電電流  

100－400mAがほぼ最適動作条件であることを見いだした。さらにウィーンフィルター型の質量・  

エネルギー選別器を作動させ、エネルギー約100eVのN＋、N2＋等を得た。  

〔発 表〕d－76．d－77  

研究課題18）光化学エアロゾルの組成分析に関する研究  

〔担当者〕泉 克幸・村野健太郎・金谷 健・福山 力  

〔期 間〕56－59年度  

〔内 容〕ガラス製の小型チャンバー（内容積150りを反応容器として任用し、C3H8－NO－SO2  

一乾燥空気系の光照射失験を行った。乾燥空気中で生成するエアロゾルは、高波度実験を行って  

いるにもかかわらず、光散乱するほど成長せず、主として0．1／（m付近の微小粒子域に存在するこ  

とが静電式粒径分析器によりわかった。生成エアロゾルが、どの程度気相に浮遊しているかを調  

べるため反応終了後、気相に浮遊しているエアロゾルの硫酸イオン・硝酸イオンの定量をイオン  

タロマトグラフ法で行った。この値と反応前後のSO2濃度の変化を比較したところ、生成エアロゾ  

ルの約80％が反応容器壁面に付着しているものと推定された。したがって、有機成分についても、  

容器璧に付着しているものと推恵され、容器の洗い出しによるエアロゾルの回収が必須要件で  
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あることがわかった○  

〔発 表〕なし   



2．2．5水質土壌環境部  

〔研究概要〕   

当部関連の特別研究としては、「陸水域富栄養化防止」、「土壌への汚泥還元」、「赤潮」があり、  

経常研究19、特別経常研究2、合計21件のうちにはこれら特別研究を展開する上で基礎となるも  

の、及び特別研究の対応研究課題と相補的に進行するものがかなりある。水質土壌環境部の経常  

研究は、強い社会ニーズの影響を受け、応用研究的色彩を帯びるものが多いのもーつの特色であ  

る。この傾向は昭和49年以来続いており、最近はその色彩がより濃くなった。   

特別経常研究が2件あるが、このうち「アオコ・ヘドロ等の回収と有効利用（略称）」は応用的  

な研究の代表例であり、富栄養湖における富栄養度の増進を止めることと、回収生物の嫌気分解  

処軌こよりエネルギー回収を効率的に行うちのであり、低級脂肪酸の生成からメタン発酵に到る  

過程は下水汚泥等の嫌気性消化処理過提とよく似ており、メタン収率の点からも実用化が可能と  

見られる成果を得ている。一方、「淡水赤潮の発生予測と防止（略称）」の場合は、淡水赤潮の発  

生機構にまだ謎が多いため基礎的な性格の研究となっている。水温予測シミュレーション等が行  
われ、成果が観測データとよく整合することが確められたが、その内容は現象説明的なものであ  

る。しかし、他の赤潮生物群と同様、原因生物であるペリジニウムの生理、生態に関して貴重な  

知見が得られている。   

一般の経常研究に関しては、陸水環境研究室はミクロキスティスの生理と湖中での挙動、嫌気  

性ろ床等による雉排水の簡易かつ効果的な処理、合成洗剤が藻類増殖等に及ぼす影響、水の利用  

と処矧二伴う必要エネルギーの単価とその軽減方策に閲し多くの研究成果を生み出した。次に水  

質環境計画研究室は、降雨時流出に伴う懸濁物質の湖内での挙動、水域環境評価のための所要観  

測頻度や定点密度、水域の有機汚濁度評価における仝菌数指標の有用性、密度流中における水質  

混合への内部渡砕波の寄与等に閲し興味ある研究成果を得た。土壌環境研究室では、施用農薬の  

吸着残留にとり重要な存在である腐植酸の性質の解明、底泥コア分析による希土類元素間の分別  

現象の確認、ヒ素汚染土壊の酵素活性及び微生物分布相、植物の生育や生理に対する土壌中の25  

元素の影響度等に閲し多くの知見を加えた。海洋環境研究室では、ホルネリアのリン摂取特性や  

リン制限水域での生態的特徴、各種鞭毛藻や緑藻増殖のための最適温度、東京湾における潮汐況  

の数値シミュレーション、ヘテロシグマ（オリスソディスカス・ルテウス）の日周垂直連動と栄  

養塩摂取特性等に閲し多くの新事実を見いだした。最後に新設の地盤沈下研究皇は、室長が56年  

10月に着任し、土質力学的試験や採取試料保有のための装置、設備などを設計、整備充実した。  

研究課廣1）陸水域における富栄養化の機構に関する基礎的研究  

〔担当者〕須藤隆一・田井傾吾・矢木修身・岡田光正・稲森悠乎・細見正明・山根教子  

〔期 間）50－59年度  

〔内 容〕植物プランクトンの沈降による湖水中からの栄養塩婿の消失速度、並びに底泥からの  

溶出による湖水への供給速度を推定する手法について検討を加えた。底泥からのアンモニアの溶  

出については、物質収支法、隔柾水界法、チャンパー法、擬似現場法のいずれの手法によっても  

推定できることを示した。   

既に単藻培養した〃fcγ0のSぬαe瑚f邦OSα（霞ヶ浦から分鮭）の無菌化に成功した。無菌株につ  

いても、温度、光強度、PH、栄養塩類濃度等がその増殖に及ぼす影響を明らかにした。またマイ  
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タロコズムでは〟ブc和り唱′衰の単藻培養を行い、酸素、リンに関する物質収支を明らかにした。  

〟ぬⅦ即座の発生予測モデルにはさらに改良を加え、底泥から溶出する栄養塩がその増殖に及ば  

す影響を検討した結果、〟わⅦ明海は他の藻類と比較して溶出した栄養塩をより有利に利用しう  

ると推定された。   

湖沼中の酸素収支に及ぼす底泥の酸素消費量の影響を明占かにするため、底泥の酸素消費速度  

を現場で測定するチャンパn法を確立した。  

【発 表〕Er13，E－14，E54．EN55．e－17，e－18，eP20，er52．e－53，e54．e－55，  

e－56，K－129  

研究課題 2）陸水環境に及ぼす汚水及び汚泥の処理の影響に関する研究  

〔担当者〕須藤隆一・田井傾吾・矢木修身・稲森悠平・岡田光正・細見正明・山根教子  

〔期 間〕53－57年度  

（内 容〕汚水及び汚泥中の栄養塩類、有機化合物の生物学的並びに物理化学的処理過程におけ  

る物質変化とそれらの物質が陸水環境に及ぼす影響について検討を加え、以下のような結果を得  

た。  

（l）回転円板法において流入水の水質、水量の変化とBOD、COD、TOC、N、P等の除去性能  

との関係について実験を行い、流入水の水質、水量が通常の5倍程度変化しても1日あたりの総  

除去量は変わらず、回転円横法は負荷変動に強い生物処理法であることを明らかにした。  

（2）嫌気性ろ床法において流入水中に硝酸性窒素のある場合とない場合で、BOD負荷、水量負  

荷とBOD、COD、Nの除去との間にいかなる関係があるかについて検討を加えた。その結果、水  

理学的滞留時間15hr以上では、いずれの場合でもBODは80～90％近く除去され、嫌気ろ床は動力  

費を節減できる処理法であることを明らかにした。  

（3）家庭に設置した嫌気・好気浄化槽において水質、微生物、汚泥発生量などを調査し、嫌気  

性微生物は汚泥の減量化、有機物除去に対して効果的に貢献していることを明らかにした。  

〔発 表〕E－6，E－7，E－8，E－20，E－21，E－22，E－23，E－24，E¶25，Er27，Er40，  

E－42，E43，Er44，e－4，er5，e－6，e－7，e－8，e－19．e30  

研究課垣 3）陸水域における有機塩素化合物の挙動に関する研究  

〔担当者〕須藤隆一・矢木修身  

〔期 間〕53－57年度  

【内 容〕塩素数4ケ以上を有する高塩素化PCBの微生物による分解について検討を加えた．塩  

素数を3ケに減少させれば、当研究室での保有株AJ躇Jなど乃どぶを作用させ分解させることが可能で  

あることから、脱ハロゲン能を有する菌株の分隠を試みた。土壌150種より塩化パラフィン、モノ  

クロルビ7ユニル、4塩素化PCBを唯一の炭素源として、好気及び嫌気条件下での資化菌を検索  

した結果、モノクロルビフユニル資化菌が5株分離された。これらの株はいずれも高過度の4塩  

化PCBに対し強い耐性能を有していた。これらの株の脱ハロゲン台引こついて現在検討を加えてい  

る。  

研究課題 4）陸水環境の熱力学的評価に関する研究  

〔担当者〕合田 健・臼井傾吾・山根敦子  

〔期 間〕53－57年度  
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【内 容〕廃水処理プロセスを始めとする環境汚染防止施設はその建設、運転の過程でエネルギ  

ーや物質を消費することが、これまで目立つほど大きなものではなかった。しかし、エネルギー  

需給の逼迫と今後の汚染物質増高への対応、より高度な汚染防止技術の適用の必要性などによる  

潜在的なエネルギー、物質の需要量の増大が予想される。この観点から水の供給と処理システム  

に着目しエネルギーアナリシスを行った結果、都市における上下水道システムでは1m∂の水を使  

った場合約7．5MJ（石油量に換算して0．2J）のエネルギーを必要とすることが明らかとなった。ま  

た、わが国全体では昭和65年において石油量換算で2，000万kJ／年のエネルギー消費（昭和50年800  

万kJ）となり、同年の捻需給量の2．9％にも上ることが推定された。さらに水処理プロセスの環境  

側面からの評価にはエントロピー概念のほか有効エネルギー概念についても検討を行い、いずれ  

も有用であることを確認した。  

〔発 表〕K－50，E－17，EL47．e－32，e－33，e－34  

研究課題 5）陸水域に及ばす合成洗剤の影響に関する研究  

〔担当者〕須藤隆一・門井慎吾・矢木修身・岡田光正・稲森悠平・細見正明・山根敦子・松重一  

夫■g・土屋重和●9  

〔期 間〕55→59年度  

〔内 容〕（1）LASならびに石けんが、活性汚泥法及び浸浸ろ床法（生物膜法の→種）の処理機  

能に及ぼす影響を調べた。その結果、LAS、石けんともに通常の生活排水中で観察されるような  

濃度では、処理機能に悪影響を及ばさないことがわかった。  

（2）界面活性剤が藻類の増殖に及ばす影響を調べた。その結果、ポリオキンエチレン（POE）  

アルキルエーテル、POEアルキル7ユニルエーテルの系統ではエチレンオキサイド付加モル数の  

′トさいほど阻害効果が大きい傾向が見られた。しかしながら、タイプの異なる界面活性剤（陰イ  

オン界面活性剤：直鎖アルキルベンゼンスルホン酸塩、アルキル硫酸塩、α－オレフィンスルホン  

酸塩、POEアルキルエpテル硫酸塩、石けん及び非イオン界面活性剤：POE7ルキルエーテル、  

POEアルキルフユニルエーテル、POEソルビタン脂肪酸エステル、しょ糖脂肪酸エステル）の間  

で比較した場合、特定の傾向は見いだせなかった。また供試藻類種によって同一の界面活性剤に  

対する感受性が異なる場合があった。  

〔発 表〕K－159，E－30，E－40，EL56，E－57，e－57，e－58，i13  

研究課題 6）気象変化に伴う水域の水質変勒特性に関する研究  

〔担当者〕村岡浩閻・海老滴清一・福島武彦  

〔期 間〕54－56年度  

〔内 容〕河川と湖沼の接合部として霞ケ浦高浜入汚臭部において、降雨時流出に伴う河川から  

の流入懸濁物質の挙動の追跡調査を行なった。接合部での水質の混合現象は、出水の規模によっ  

てかなり異なったものとなる。規模の′トさな出水の場合、接合部での混合・拡散の後、小粒径の  

ものを除いて接合部付近に一旦沈殿する。規模の大きな出水の場合、nuShoutの要素が強く、河  

川水が湖水を押し出して入れ替わる状態となり、流入懸濁物質はかなり沖合部まで侵入して拡  

散・希釈後、沈殿する。これれの現象は、SS、Chトaなどの粒径別濃度の時間変化から肥えるこ  

とができるほか、接合部の水中で捕集された沈殿物や底泥の分析からも裏付けられた。  

＊9 技術部  
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〔発 表〕e－10，e－11  

研究課題 7）水域の水管理手法と水質環境評価に関する研究  

〔担当者〕村岡浩爾・海老瀬潜一  

〔期 間〕55－57年度  

〔内 容〕湖沼の総合的な水質評価は、水体平均で評価するか、水表面積当りで評価するかによ  

って、観測地点の空間分布の取り方が異なって〈る。霞ケ浦のように浅くて混合されやすい湖で  

は両者の差が小さ〈、琵琶湖北湖のように深い湖では両者の差が大きい。したがって、特定の水  

深の水質変化に注目した水質評価も考えられ、現存量に注目した水体平均よりも平面分布として  

の評価が観測地点数も少くてすむため利用されることが多い。   

河川の流出負荷量の定期観測頻度の取り方は、それぞれの河川の水量・水質の変動特性とも関  

係するが、統計的な精度を確保するた抑こは、定時観測を原則とし、毎週1回の頻度で1年間継  

続実施されることが望しい。  

研究課題 8）地盤沈下に関するシミュレーション解析  

〔担当者〕村岡浩爾・岩田 敏  

〔期 間〕55－57年度  

〔内 容〕地盤沈下は、産業の発展、生活水準の向上等に伴う地下水のくみ上げ量の増大によっ  

て全国的に発生している。本研究は各種開発行為に伴う地盤沈下を予測するための手法について  

検討し、地盤沈下対策に寄与する基礎資料とすることを目ぎすものである。   

本年度は上記の研究目標達成に資するために、以下の研究を行った。  

（1）前年度に引き続き、沈下量・地下水揚水量・地盤構造等の実態把握のために、既存の資料  

の収集を行った。  

（2）シミュレーション解析を行う際に用いられる土質定数を決定するための土質試験機の一つ  

として、高圧庄密試験機の試作を行った。  

研究課題 9）水域の自浄機能に関する生物・化学的研究  

〔担当者〕相崎守弘・海老瀬潜一・村岡浩爾  

〔期 間〕56－57年度  

〔内 容〕水域の有機汚濁及び富栄養化と関連する栄養塩類による汚濁を制御するうえで、水域  

の自浄機能及び自浄速度を明らかにしておくことは必要欠くペからぎる項目である。しかし、こ  

の機能は生物による分解、吸収という生物学的な面ばかりでなく、吸着による沈降等化学、物理  

的側面も持つ複雑な作用である。したがって、当面はその基礎的な面に重点を置いて研究を進め  

ている。昭和56年度の研究内容は以下のとおりである。  

（1）水域の有機汚濁化及び富栄養化にともなう微生物群集の構成の変化を調べる目的で多摩  

川、都珂川、山王川において調査を行った。その結果、水域の有機汚濁化と水中の全菌数との間  

に．よい相関関係がみられ、全菌数が水質指標として有用であることが明らかとなった0  

（2）霞ケ浦における沈降催物質の性状・分解特性等について調査研究を行った。その結果、霞  

ケ浦の物質循環において底泥のまき上げが重要であることが明らかになった。  

・（3）中禅寺湖に流入する湯川において、揚川の自浄機能を調べる目的で調査を行った。その結  

果、湯川の自浄機能は有機物、懸濁物については大きいが、栄養塩類に関しては非常に小さいこ  
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とが判明した。  

〔発 表〕KL6，K－7，E－1，E－2，e－1，e－3，e－43   

研究課題10）水域における物質混合機能に関する水理・水文学的研究  

〔担当者〕村岡浩爾・海老瀬清一・大坪国順・平田修正・福島武彦・岩田 敏  

〔期 間）56～57年度  

〔内 容〕（1）密度界面の破壊と水質混合機構   

温度曜層の発達した深い湖における水質混合機構を調べるため、内部重複汲の砕波形態を実験  

的に検討した。その結果、内部重複波の振幅の増加に伴い、せん断不安定に起因すると思われる  

ノト規模波動がnode部に発生し、内部重複汲はきのこ型の砕波形態を呈することが明らかにされ  

た。  

（2）底泥の流速特性   

湖沼や河口部に堆積する底泥が水系に及ぼす影響を評価するために流れによる底泥の直接挽乱  

に関する研究を行った。その結果、底泥の粘度と限界掃流力との間に一定の関係を見いだした。  

さらに、飛び出し量（巻き上げ量）と掃流力との関係式も求められた。また底泥の沈降実験を行  

い、沈降特性と底泥の物性及び混迷特性との関係を検討した。  

〔発 表〕K－142，e－13．e－14，e¶39，e－51  

研究課領11）土壌中における有機汚染物質の挙動に関する研究  

〔担当者）向井 哲  

〔期 間】50－60年度  

〔内 容〕腐植酸による農薬の吸着を詳細に解析するための第1段階として、数種類の土壌から、  

室温及び加熱条件下で逐次的に抽出、分離してえられた腐植酸につき、紫外・可視吸収スペクト  

ル、△logK、及び水に分散し始めるpHの測定を行った。また、土壌と比較するために、湖底泥に  

ついても同様の実験を行った。その結果、室温抽出腐植酸、加熱抽出腐植酸のそれぞれにおいて、  

腐植酸の腐植化の程度が高くなるに伴って、腐植酸が水に分散し始めるpHが低下する傾向が認め  

られた。また、土壌の腐植酸の腐植化の程度は、室温抽出の場合には、湖底泥のそれとほぼ同じ  

であったが、加熱抽出の場合には、湖底泥のそれよりも高い傾向を示した。  

〔発 表〕e－50  

研究課題12）土壌中における無機汚染物貿の挙動に関する研究  

〔担当者〕高松武次郎  

〔期 間）50～60年度  

〔内 容〕55年度に引き続き琵琶湖の底質、SS（浮遊物質）、生物試料を中性子放射化、けい光X  

線、原子吸光等の諸法により分析し、30種以上の元素の分布パターンに関するデータを集積した  

（分析は現在も続行中）。その結果、琵琶湖底質中で化学的性質の酷似した希土類元素間の分別が  

起っている事実や底質コア中で銅、鉛、亜鉛、ヒ素、アンチモン等の元素の鉛直分布を支配して  

いる要因を明らかにすることができた（現在、今までに集積した結果を解析中である）。またヒ素  

汚染土壌を用いたポット栽培試験を行い、水田土壌から発生するアルシンがイネの生育阻害の一  

つの安臥こなっていることも指摘できた。  
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研究課題13）土壌生態系に与える無機汚染物賃の影凱二関する研究  

〔担当者〕藤井園博・服部浩之・広木幹也  

〔期 間〕53－57年度  

〔内 容〕ヒ素汚染土壌（水田、畑）について、酵素活性及び微生物相を調べた。その結果、汚  

染土壌の酵素活性（フォスファターゼ、プロテアーゼ）は、水臥畑とも非汚染土壌の数倍の値  

を示した。更に、水田の汚染土填では、非汚染土壌に比べて糸状菌数が多く、その構成薗種も特  

異的な菌が多く見られるなどの特徴的な微生物相を示した。各種微生物群中にヒ素耐性菌数が占  

める割ノ含は、汚染地、非汚染地を問わず、糸状菌において最も高〈、次いで、放線菌の順であっ  

た。また、細菌、放線菌とも、As（Ⅴ）よりもAs（1Il）に対して感受性が高かった。   

昨年までに行った各種重金属汚染土壊の現地調査結果も含めて、汚染土壌と非汚染土填では、  

全微生物数に大きな差はみられないものの、その構成菌種には違いがあることなどの点が明らか  

になりつつある。  

研究課題14）植物の生育及び栄養生理に与える金属元素の影響に関する研究  

〔担当者〕久保井 徹・藤井固博  

〔期 間〕54～57年度  

〔内 容〕11種の植物について発芽初期生育に与える25元素の影響を調べた結果、大多数の元素  

に対して根部では、キュウリが最も耐性が強く、レタスとゴマが最も弱いことを見いだした。一  

方、元素間の毒性比敦の結果、Ag、Co、Cuが最も毒性が強く、Sr、Mg、Liが弱いことが明らか  

となった。ゴマ、陸稲、コマツナ、キュウリの4植物について発芽初期生育とCd吸収量との関係  

を詳細に検討したところ、培養液中のCdに対する贈物の耐性には種間羞があること、発着塩濃度  

が高いほど高濃度のCdに耐えること、培垂温度はこれらに大きな影響を及ぼきないことが判明し  

た。これに対して植物乾燥物中のCd洩度と生育量との関係は∴植物種や環境要因にあまり依らず  

に一定の傾向を示し、植物分析による、Cd汚染度の指標化の可能性を示唆した。  

〔発 表〕e－24  

研究課題15）海洋生態系における物質代謝の研究  

【担当者〕中村泰男・渡辺正孝・渡辺 信・木幡邦男・原島 省  

〔期 間〕54－56年度  

〔内 容）C伽傲傲班＝弼釣棚のリン代謝を、オルトリン酸摂取速度、アルカリフォスファタ｝  

ゼ活性、SIPNMRによる培養各段階での体内リン化合物の変化の三点から研究し、以下の諸点を  

明らかにした。  

（1）C．aniiquae）））ン摂取速度はMichaels・Menten式で記述されるが、そのuptakerateは他種  

に比べ著しく低い。  

（2）C．の抽函躍はフォスファターゼ活性を示さない。  

（3）C．α乃軸郁の体内リン化合物は、培養の各段階で大きく変化するが、通常の藻類でみられる  

ような、pOlyphosphateへの蓄積は認められなかった。これらの事実は、C．antipuabfリンの制限  

された環境中では他種に比べ生態的に不利な立場にあることを示している。  

〔発 表）K－37，e－36  
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研究諌題16）鞭毛藻類の種生物学的研究  

〔担当者〕渡辺 信・渡辺正孝  

〔期 間〕54－56年度  

〔内 容）各地の富栄養化水城に鞭毛藻ブルームが多発しているが、原因種は多種にわたってい  

る為、水環境特性の解析のみならず慮阻種の種特性を解析する必要がある。群馬県下久保ダムで  

は冬季一春季にかけ食通伽加町如甜劇のブルームが発生した後、緑藻C♂γね，廻g加ゎ血痕のブ  

ルームが発生する。これら2種の生理特性を純粋培養下で調べた所、た♪gガα房吉言の至通増殖水温  

は10～15℃であるのに対し、C．gわ∂毎払，那は20－25℃と高く、これらの種の現場での移り変わりに  

は水温が重要な因子として関与していることが判明した。また、Pか微細茄は高濃度のカリウム  

イオン（＞7・6ppm）で増殖が阻害されるC7）に対し、C．globuhlrisに関しては少くとも38ppmの高  

濃度のカリウムでも増殖が阻害きれないことが判明した。  

〔発 表〕e－62，e－63  

研究課題17）閉鎖海域の流気勒特性と物質移動に関する基礎的研究＼  

〔担当者〕渡辺正孝・原島 省  

〔期 間〕54～56年度■  

〔内 容〕鉛直方向に積分した1層モデルを有限要素法を用いて解析し、東京湾における潮汐流  

の数値モデル実験を行った。境界条件として城ケ島一洲崎間を開口端として主要4分潮（M2、Sヱ、  

Kl、0、）の潮位を与えた。シミュレーション結果より得られた時系列と、冬季実測データに対し  

調和解析及びスペクトル解析を行い、潮汐流がよく再現されていることを検証した。   

しかし、主要4分潮より高周波及び低層披側におけるエネルギーレベルは実測のそれより低く、  

乱れ・密度流・吹送流に起因する流れは表現していない。  

〔発・表〕K－52  

研究課題18）海域の富栄養化と生態系の動的挙動に関する基礎的研究  

〔担当者）渡辺正孝・渡辺 信・木幡邦男  

〔期 間〕54→56年度  

【内 容）赤潮が頻発する夏季は成層が著しく発達するが、その場合成層以浅では栄養塩が乏し  

い状態であるのに射し、成層以深では栄養塩が豊富に存在していることが報告されている。つま  

り表層は光合成を行うのに充分な光が供給されているにもかかわらず栄養塩は乏し〈、底層は栄  

養塩は豊富であるが光が乏しい状態になっている。本研究はこのような環境下で赤潮鞭毛藻がい  

かにしてその個体群の拡大を行うのかを解明した。赤潮鞭毛乱挽如郡蜘w d勉励加（0ぬ伽－  

d怨c鵬払由漬改め）とCJ氾地れeJ由α循軸旭は日馬垂直移動を示し、日中は表層へ夜間は底層へ移  

動し集積する。又両種とも日中でも夜間でもN、Pを摂取することが明らかとなった。したがって、  

これらの種は日中表層へ移動して光合成を括発に行い、夜間は底層へ移動して増殖に必要な栄養  

塩を摂取して、その個体群を拡大していると考えられる。  

〔発 表〕K－42，e－59，e－61，e－68，e－69  

研究課魔19）地層の圧縮特性に関する研究  

〔担当者】陶野郁雄  

〔期 間〕56～60年度  
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〔内 容〕地盤沈下研究室は昭和56年10月に発足したので、まず研究体制の確立が第一と考え、  

地盤沈下研究のための実験室の設計を行った。そして、土質力学的試験を行うための試験室、地  

下水面下の地層から採取した乱さない土試料を保存するための低温超高湿の保管庫、並びに絶乾  

状態の土試料の保有と絶乾質量計測のための常温低湿の保存庫を設けた。更に、地層の圧縮機構  

解明のために、多能三軸圧縮試験装置、圧密試験装置、長期クリー7題密試験装置等を整備した。  

また、地盤沈下に関する文献等も研究上必要であるので、既存の資料収集を行った。   

研究課頸 20）アオコ、ヘドロ及び水生植物等の回収による水質改善と回収物の有効利用に関す  

る研究  

〔担当者〕須藤隆一・田井憤吾・矢木修身・岡田光正・稲森悠乎・細見正明・山根敦子  

〔期 間】56－58年度  

〔内 容〕全国各地の富栄養湖において夏期～秋期にかけ大量発生するアオコを回収し、アオコ  

からメタンガス生成の可能性について検討を加えた。霞ケ浦のアオコは、プランクトンネットを  

用いることにより、1％濃度（乾燥室量として）のものが回収可能であった。アオコ濃度1－3  

％、発酵温度35－55℃、嫌気条件下において、アオコからメタンの生成量に関し調べた。メタン  

生成菌としては、下水処理場の中温および高温消化汚泥を用いた。メタン生成過程は、アオコか  

ら低級脂肪酸が生成され、次いでメタンとなるが、55℃で高濃度のアオコを嫌気発酵した場合、  

多量の低級脂肪酸の生成が認められメタン甲生成が阻害された。アオコ1～2％濃度範囲では1  

gのアオコから約200mJの消化ガスが生成した。消化ガスの組成はメタン66％、炭酸ガス40％であ  

った。アオコからのメタン生成効率は、従来から利用されている余剰汚泥からのメタン生成効率  

に匹敵するものと考えられた。  

研究課題 21）淡水赤潮の発生予測及びばっ気によるその防止に関する研究  

〔担当者〕須藤隆一・臼井憤吾・矢木修身・岡田光正・山根教子・渡辺正孝・渡辺 信・木幡邦  

男・中村泰男  

〔期 間〕54－56年度  

〔内 容〕淡水赤潮の発生予測に関して以下の成果を得た。  

（1）ダム湖において昭和50年から昭和55年までの水温予測シミュレーションを行い、観測デー  

タによる検証を行った。さらに上層放流及び下層放流による鉛直熟輸送特性を鉛直拡散係数、  

Windmixingの関数として考察した。  

（2）ダム湖に発生した赤潮プランクトンPわ永存融反別の無菌培養により、増殖に及ぼす温度、照  

度、NO3－N、尿素、PO‘－P、Ⅹ＋、Ca＋＋、BI2の影響を解析した。  

（3）淡水赤潮発生現場において現場観測を行い、f勧戒＃椚彿机の垂直移動特性を把握した。   

また、栄養塩無添加の条件下におけるばっ気の効果に関して、現場マイクロコズム（4基）を設  

置し、この中で水質及び生物調査を行い、以下の成果を得た。  

（4）栄養塩を添加した条件下では、透明度などの水質指標から判断すると、ばっ気による水質  

改善効果が認められた。  

（5）栄養塩を添加しない条件下では、水質指標項目からみると、対照の現場マイクロコズムと  

はほとんど羞がなかった。ただばっ気をしない対照のマイクロコズムはDOが減少し、硫化水素臭  

が生じた。  

（6）植物プランクトン相からみれば、昨年度ほど明瞭ではないが、ばっ気をすれば、栄養塩の  
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添加いかんにかかわらず、ケイソウ顆が多くなる傾向がみられた。  

〔発 表〕e－29，e－62，e－63，e〟68  
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2．2．6環境生理部  

（研究概要〕   

部設立以来“大気汚染物質及び重金属の生体影響に関する基礎的研究“を行っている。構成人  

員の専門分野の多様性と取り扱う手法の違い等の関連から研究室の枠にこだわらず、大気汚染物  

質関係と重金属関係の二つのグループに大別される。本年度行った経常研究には、将来特別研究  

に合流されるものもあるし、長期的、基礎的に継続されるべき重要な研究も含まれている。   

生理学的研究では、′ト動物の呼気・吸気分離装置、電位差弁別リニアライザ一等の開発により、  

大気汚染物質に対する肺の呼吸代謝ならびに換気力学的研究に一歩前進を示した。また、心電図  

の変化を解明するために副交感神経の神経パルスの解析を中心とした神経生理学的研究の方向づ  

けが示唆された。   

大気汚染物質（NO2、08）に関する生化学的アプローチとしては：  

（1）NO2暴露による肺の過酸化脂質とその防御機構の変化について検討した結果、NO2暴露に  

よって、先づ過酸化脂質生成が先行して起るが、やがて防御機構の活性化が進み、過酸化脂質生  

成は低下してゆき、両者は逆相関を示すものであることが判明した。  

（2）肺におけるプロスタグランジンの代謝に及ばすNO2の影響をプロスタングランジン脱水  

素酵素活性の面から調べ、NO2暴露初期に低下しその後対照レベルに戻り（1）の過酸化脂質生成と  

鏡対称の変化をしめすことが判明した。  

（3）赤血球膜の脂質二重層に着目し、内層、外層の比較を行ったところ、ホスファジルエタノ  

ールアミン（PEA）の約30％が外層に存在し、アラキドン酸含量は高く、パルミテン酸含量が低  

かった。これはNO2の影響が赤血球の老化を促進していることを示す結果であると推論した。  

（4）NO2暴露による肺の傷害および修復過程をエネルギー代謝の側面から追及した結果、肺の  

解糖系及びグルコーズー6－リン酸脱水酵素の活性の増加がみとめられ、肺のエネルギー代謝が  

活性化することが示唆された。   

重金属に関しては：   

特別研究“有害汚染物質による水界生態系の振乱と回復過程に関する研究≠で主として比較生  

理学に主点をおき、ユスリカ、ミジンコ等におけるカドミウム結合蛋白に関する研究を行ってい  

るが、経常研究の内主たるものは、  

（1）無機Cdとメタロチオネイン（MT）の前投与により、肝臓、腎臓にMTを誘導した後、無機  

Cdを連続投与した場合には、その初期段階は防御的に働くことが判明した。  

（2）種々の重金属を投与後の肝臓、腎臓中のMTの生成能をしらべた。肝臓ではZn、In、腎臓で  

はZn、In、NiのMT生成能が大であった。一方肝臓中の必須金属の濃度を調らペ、特にZnとCa濃  

度の変化に着日した。  

（3）Zn、Cd、Cu投与動物の肝臓中の還元性グルタチオン濃度は肝臓中の金属浪度が最も高くな  

る時期に急速に減少することが判明し、MT合成におけるグルタチオン中のシステイン残基の関  

与が推定された。  

（4）各種2価金属の赤血球に対する影響を調べるため、溶血作用、赤血球比重の変化、赤血球  

膜ATPaseの活性の変化をCa＿Mg＿ATPase，Na！K！ATPaseについて調べた結果、重金属の赤血  

球に及ばす影響を5つのタイプに分類できることを見いだLた。  

（5）Cdの免疫反応に及ぼす影響解析の一環として、細胞性免疫反応をとりあげ検討した結果、  
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遅延型過敏反応がCd投与量と相関して抑制されることが判明した。また、Cd投与によって免疫系  

臓器である胸線の萎縮、脾臓の肥大が観察された。   

大気環境部との共同研究として、光化学二次汚染物賀の細胞毒性を検討するために、培養細胞  

用暴露チャンパーを用い、NO2－プロピレンー空気系の光化学反応生成物は、すべての濃度で増  

殖抑制及び遺伝毒性を示した。また試作したフロータイプの光化学反応チャンバーでラットを暴  

露したところ、呼吸数、心拍数に変化がみられた。  

研究課題1）大気汚染物質の呼吸生理機儲に及ぼす影響に関する研究  

〔旭当寺〕鈴木 明・市瀬草道・局 博一・嵯峨井 勝  

〔期 間〕54－57年度  

〔内 容〕前年度までの実験で、NO2を暴露したマウスでは、遊泳時間の短縮、呼吸代謝の変化  

が示唆きれ、NO2が生休内の呼吸代謝に影響する可能性が示された。今年度では、55年度で開発  

した呼気・吸気分離装置及びボディプレチスモグラフを用いて、NO2と0，を混合暴露したラット  

について検討した。NO2（0．4ppm）＋03（0．8ppm）の1週間暴露では、対照と比較して、暴露群  

でVEは増加傾向を示し、VTは有意に低下した。2週間暴露では、△02、△CO2及びVTの有意な減  
少及びVEの増加傾向が認められた。また、′ト動物用電位差弁別・リニアライサーの開発に成功し、  
流量の測定および較正が正確かつ迅速にできるようになった。さらに、電気生理学手法を用いて、  

迷走神経からの神経インパルスの導出に成功し、化学物質等の刺激によって、求心性神経のイン  

パルス密度が変化することが観察きれた。  

〔発 表）K－60，F－15，f－13，f－22  

研究課題 2）NO2または0。暴露による肺の脂質過酸化現象の解析及び防御機構に関する研究  

【姥当考〕嵯峨井 勝・市瀬草道  

〔期 間〕54～57年度  

（内 容〕56年度までは、NO2又は、0。による脂質過酸化現象を主に呼気ガス分析法を用いて解  

析した。今年度は肺の過酸化脂質（TBA値）の測定を行い、呼気ガス分析法によって得られた結  

果と比較し、さらに肺の過酸化脂質生成の関連性を検討し、先に調べた過酸化物代謝酵素との比  

較も行いこれら三者の経時的変動を総合的に解析した。特に呼気ガス分析の結果と肺のTBA値の  

経時的変動に若干のずれが認められたことよりNO2暴露による過酸化脂質の生成は肺にかぎら  

れるものではなく、肺以外の臓器においても起っている可能性が示唆された。また、肺のビタミ  

ンE量は過酸化脂質の生成に先だって増加し、その後急速に低下するが、次の時期には漫元型グル  

タチオンや過酸化物代謝酵素等が増加してくるものであることが判明し、NO2や03のような大気  

汚染物質から生体を防御するメカニズムは二重、三重の複雑な構成になっていることが明らかに  

された。  

〔発 表〕F－4，f－6  

研究課題 3）肺におけるプロスタグランジン代謝に及ぼすNO2の影響に関する研究  

〔担当者）／ト株隆弘  

〔期 間〕56→57年度  

〔内 容〕NO2暴露が肺の生理活性物質の代謝機能に及ぼす影響を検討した。肺で代謝を受ける  

プロスタグランジンを選び、これを代謝するプロスタグランジンデヒドロゲナーゼ活性を放射括  
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性を有する基質を用いて調べた。NO2の急性暴露（10ppm、2週間）により、3－5日間でプロ  

スタグランジンデヒトロゲナーゼの活性が有意に減少することが明らかとなった。それ以降は暴  

露を継続していても、活性は次第に回復し、2週間後には対照詳と同程度になることが明らかに  

なった。NOz暴露によるこのプロスタグランジンデヒトロゲナーゼ活性の低下はNOz暴露時にみ  

られる肺の表面活性物質の分泌の増加等と関連しているものと考えられる。   

研究課題・4）ラット赤血球膜ホスファチジルエタノールアミンの鹿表裏存在比とその構成脂肪  

酸に及ばすNO2の影響に関する研究  

〔担当者〕国本 学・彼谷邦光  

〔期 間】56年度  

〔内 容〕リン脂質は、生体膜を構成する脂質二重層の外層と内層に非対称的に存在し、特異な  

機能を発現している。そこでラット赤血球膜内外層でのホスファチジルエタノールアミン存在形  

態及びそれがNO2暴露によってうける変化について、生体膜を通過しないとされているアミノ基  

反応試薬トリニトロベンゼンスルホン酸を用いて検討を加えた。   

ラット赤血球においては、ヒト等の赤血球と同様に、ホスファチジルエタノールアミンの約30  

％が外層に存在し、大部分は内層に存在することが明らかになった。また外層に存在するホスフ  

ァチジルエタノールアミンは内層に存在するものに比べ、アラキドン醸含量が高く、パルミチン  

酸含量は低かった。   

これらの性質は、NO2暴露では大きな変化は認められなかったが、赤血球の老化に伴い変化す  

ることが認められた。  

研究課題 5）肺のエネルギー代謝系に及ぼす大気汚染物質の影響に関する研究  

（担当者〕持立克身・三浦 卓  

〔期 間〕55－57年度  

【内 容〕NOz暴露によって肺の主要なエネルギー代謝系の一つである解糖系の酵素活性が受  

ける変化を検索した。ラットに4ppm NO2を暴露すると、解糖系の律速段階になっているへキソ  

キナーゼ、ホスホフルクトキナーゼ及びピルビン酸キナーゼの比活性は、ホスホグリセリン酸キ  

ナーゼや乳酸脱水素酵素とともに暴露開始後4日間は変化しなかったが、7E＝∃には10－40％増  

加し、10日目には対照群の値に戻った。一方、NO2による過酸化から生体を防御する系を構成す  

る酵素の一つであるグルコースー6リリン酸脱水素酵素の比活性は、暴露開始後4E＝∃には約40  

％増加して最大値に達し、それ以後は4日目とほぼ等しい値を維持した。10ppmNO2の場合は、  

比活性が最大になるのに要した期間は7日から5EIに短縮され、比活性は対照群の値の20～80％  

にまで上昇し、NO2暴露の影響が4ppmの場合と比べてより短時間の内に、より威著に現れるこ  

とが認められた。  

研究課題 6）カドミウム、亜鉛または銅投与後のマウス肝中の金属とグルタチオン濃度の関連  

性に関する研究  

〔担当者〕河田明治・鈴木和夫  

〔期 間）56年度  

〔内 容〕カドミウム、亜鉛または銅を雄マウスの腹腔内に投与し、肝中の各金属、非タンパク  

性SH（NPSH）、還元型グルタチオン（GSH）、酸化グルタチオン（GSSG）を測定した。金属投  
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与後1日で肝中の金属浪虔は最高値に達し、以後徐々に減少した。一方GSH濃度はカドミウムま  

たは亜鉛投与で12時間後、鋼投与で2日後に貴低値に達したのち4日後にはいずれも対照値近く  

まで回復した。   

対照群、金属投与群ともにNPSH中に存在するGSHの割合は、約90％以上であり、総グルタチ  

オン（GSH＋GSSG）中のGSSG含有率は二三の例を除くと2～4％であること、また金属投与後  

GSHが急速に減少する6Y12時間は金属濃度の増大とメタロチオネイン（MT）合成の最も盛な  

時期であることを併せ考えると、MT合成に必要なシステイン残基はGSHより供給されることが  

示唆された。  

〔発 表〕f－5  

研究課題 7）カドミウムの毒性とその存在状態を修飾すも国子に関する研究  

〔担当者〕鈴木和夫・山村 充・山田靖子  

〔期 間〕56年度  

【内 容〕無機カドミウム（Cd）を投与するとCdは主として肝に蓄積するが、メタロチオネイン  

（MT）に結合したCdを投与するとCdは主として腎に蓄積する。蓄積したCdはそれら臓器中でMT  

を誘導L Cdの毒性を軽減することが知られている。そこで少量の無機CdとMTを前投与し、肝  

腎にそれぞれMTを誘導させたラットに無機Cdを連続投与し、前投与の効果を調べた。無機Cdの  

前投与はその後の連続投与の初期段階には防御的に働〈ことがCdの存在状態の分析から推定さ  

れ、かつ体重の増加曲線からも全体として防御的に働いていることが推定された。しかし後期段  

階では肝へのCdの蓄積限界や存在状態への影響はみられなかった。一方MTを前段与した後、無  

機Cdを連続投与したラットでは体重の増加曲線からはむしろ毒性を増強させている傾向がみら  

れた。しかしCdの存在状態や蓄積量にはほとんど影響がみられなかった。これらの実験では同時  

に脾や膵へのCdの蓄碩と存在状態の分析も希った。  

〔発 表）f－15，f－16，f－17  

研究課題 8）種々の有害重金属授与による必須金属レベルの変動とメタロチオネイン生成に関  

する研究  

〔4旦当奄〕米谷民雄  

〔期 間〕56年度  

〔内 容〕重金属として、Cr、Mn、Fe、Co、Ni、Zn、Se、In、Pbをとり上げ、Kg体重当り150  

JLmOleを腹腔内投与し、24時間後のメタロチオネイン（MT）量を比較した。MTの定量は肝上清  

にCdを加え、Zn→チオネイン（Zn－Th）をすべてCd一チオネインに変換後、高速液タロ■原子  

吸光法で行った。肝中に誘導されたMT量はZn、1nが最も多く、Feが最少であったが、調べた重  

金属は多かれ少なかれMTを誘導した。常においてはZn、In、Niにおいて大きなMTピークを観測  

した。   

肝中必須金属濃度の変化をICP発光分光法により調べた。Zn投与の際肝に誘導されたZn－Th  

量の20％以上のZn－Thを誘導した重金属においては、全Zn浪度においても有意なZnレベルの上  

昇が認められた。起炎剤等の投与において観察された肝中Ca濃度の一過性の上昇は、Inにおいて  

特に顕著に認められた。  

〔発 表〕F－21．f－29  
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研究諌恩 9）NO2と各種重金属の複合汚染が赤血球に及ぼす影響に関する研究  

〔担当者〕三浦 卓・彼谷邦光・掛立克身・国本 学  

（期 間）56－57年度  

〔内 容〕56年度は各種重金属が赤血球に及ばす影響を検索するために、ラットの血液に2価の  

重金属を塩化物又は酢酸塩で最終浪度が0．1－1mMになるように添加し、37度で1時間インキェ  

ペーションした。  

（1）溶血と赤血球比重の変化：溶血は全ての重金属で促進するが二特に水銀、カドミウム、鉛、  

鉄、錫、ニッケルで顕著であった。一方、赤血球比重の増加は、水銀、カドミウム、鋼で特異的  

に起った。  

（2）赤血球膜ATPase活性の変化：Ca2＋、Mg2＋－ATPase活性は、水銀、コバルト、マンガン、  

鋼、錫、鉄、クロムによって低下したが、鉛、ニッケル、亜鉛では変化せず、カドミウムではむ  

しろ増加した。Na＋、K＋－ATPase活性は、水銀、錫、銅、鉛、ニッケル、クロム、亜鉛、カド  

ミウムで低下したが、コバルト、マンガン、鉄では変化しなかった。   

以上の結果をもとに、重金属が赤血球に及ばす影響を5群に分析した。  

研究課題10）カドミウムの免疫反応に及ぽす影響に関する研究  

〔担当者〕山田靖子・藤巻秀和・村上正孝  

〔期 間〕55－58年度  

〔内 容〕免疫応答には体液性免疫反応と細胞性免疫反応があり、Cdが免疫反応に及ぼす影響の  

うち、前年度は前者について検討・報告を行った。本年度は後者について、遅延型過敏（DH）反  

応と移植片対宿主（GVH）反応を用いて検索した。工）H反応は、抗原（SR】∃C）刺激2－3日後に  

Cdを腹腔内1回投与したときにCd投与量と相関して有意に抑制された。GVH反応は対照群と比  

べて変化は認められなかった。このことから、それぞれの反応に関与する細胞レベルで、その影  

響にちがいのあることが推察される。   

また、Cd腹腔内1回投与の免疫系臓器に及ばす影響を調べると、Cd投与3日後に胸腺の萎縮（主  

に皮質部分）と脾臓の肥大が顕著であった。Cd投与彼の血清中副腎皮質ホルモン濃度は対照詳と  

比べて変化がなく、また副腎を摘出したマウスでもCd投与により胸腺が萎縮したことから、Cd投  

与による胸腺の萎縮は副腎皮質ホルモンを介さないことが明らかになった。骨髄有核細胞数はCd  

投与2－7日後に有意に減少していた。さらに、胸腺萎縮と脾臓肥大の機序を解明中である。  

〔発 表JF－22，．f－23，f－24，f－25，f－33，ト35  

研究課題11）光化学二次汚染物質の分析とその細胞毒性に関する基礎的研究  

〔担当者〕白石不二雄・村上正孝・鈴木 明・局 博一・嵯峨井 勝・坂東 博●4・秋元 輩◆‘・  

松本 茂●9・高橋 弘■g  

〔期 間〕54～59年度  

〔内 容〕複合汚染物質の光化学二次生成物分析の一環として、本年度は石油代替燃料として利  

用される可能性のあるアルコールの光酸化反応生成物の分析を行った。CH30壬丁－C】2－NO2一空  

気系の光酸化反応生成物はCH20、HCOOH、HO2NO2、また同様にイソプロパノールの光酸化反  

応生成物はCH20、CH3CHO、（CH。）2CO、HCOOH、及びPANであった。中間体ラジカル  

＊4 大気環境部  ＊9 技術部  
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CIJ20H、（CH，）2COHなどからの生成物CH2（OH）00NO2、（CH3）2C（OH）00NO2は見い出さ  

れず、これらのラジカルは大気中の酸素と反応し、Cti20、（CH。）2COを生成することがわかった。   

光化学二次汚染物質の培養細胞に及ぼす影響は、プロピレンーNO2一空気系の光化学反応生成  

物について検索した。プロピレンーNO2【空気系の光化学反応生成物は、すべての実験洩度で増  

殖抑制作用がみられ、また03より強い遺伝毒性（姉妹染色分体交換頻度）を示した。   

光化学反応生成物の動物への影響を検討するために、本年度は試作したフロータイプ方式の光  

化学反応チャンバーの特性について検討し、さらに動物への暴露を試行した。プロピレン3ppm  

とNO21ppmを光化学反応チャンバーに導入し光照射した場合、光無射条件により、03は  

O．47－0．62pprn、NOxは0．58－0．83ppmの範囲で安定した測定値を示し、常時2～31の光化学  

反応生成物を勅物暴露チャンパーに供給できることが証明された。また、暴露時のラットは、呼  

吸数、心拍数ともに一過性の増加後軽度のi成少を示した。  

〔発 表〕d－70，d－71．d－72，ト10  
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2．2．7環境保健部  

〔研究概要〕   

環壊保健部は、医学・保健学を基盤とし、疫学及び実験の手法を活用して人間の健康と環境汚  

染との関係を解明し、人間の健康を維持・増進するための施策を得ることを研究の目標としてい  

る。   

研究対象の汚染質は呼吸を介して体内に入るNO2などのガス、粉塵、飲食物を介して体内に入  

るカドミウムなどの重金属、必須元素、有機化合物、および母・児移行するPCBなどの有機化合  

物、重金属である。   

経常研究には人間の健康と環境汚染との関係を直接の目標としていない、健康指標や手法の開  

発に関するものが含まれている。実験研究の過半、疫学研究の一部が相当する。血液・尿・頭髪  

などの生体試料の微量元素の分析については、分解、抽出、稀釈、濃縮、添加などの手法とICP、  

ゼーマン原子吸光などの組み合わせによりはじめて精度の良い測定が可能となり、環境中微量元  

素の人体影響の研究に大きく寄与するものと考えられている。アスベストの研究も曝露または人  

体負荷指標の確立の点で同断で、より簡便な測定法が得られれば、環境中アスベストの人体影響  

研究の騒路の一つが除かれることになろう。呼吸パターンの研究も次には粉塵曝富実験に移行し、  

曝露指標の確立を目標にしている。一般大気で敏昭／mきの粉塵が測定された時代と異なり、単に重  

量浪度と健康指標を対応させても何の結果も得られない現状では、粒子の機能的な面、粒径によ  

る肺内到達、沈着部位、他の物質の運搬能、感作性、発がん性、刺激性、あるいは特定の元素・  

化学物質などによる影響を考慮する必要があろう。   

NMRは非破壊的測定法であるため健康指標としての応用が期待されている。医学では腫瘍の  

局在などを知るべく開発されているが、ここでは31Pを指標にエネルギー代謝を非壌的に動的に把  

握する手法を確立した。13Cの指標化は感度の制約のため動物では新たに導入されたNMRを用い  

て研究をすすめてい〈。同じく動的に把握する方法として15N安定同位体を指標とする体内分布  

の研究がすすめられ 測定法を確立した。以上のペた指標の開発に関する一連の研究は、微量元  

素の定量を除き研究途上にある。しかし一部は動物に適用して汚染質の影響を明らかにしており、  

今後も継続して研究をすすめる予定である。   

環境要因と健康との関連を直接の対象とした研究ではアルミニュウムの人体影響に関する研究  

が始められた。長期の血液透析で濯流水中のアルミニュウム濃度が高いと体内に蓄積されること  

が報告されたことを契機に、浄水過種で添加されるアルミニュウムの影響を追跡するものである。  

カドミウム投与と血圧上昇を検討する課題も新規で、前者ともにより微量の慢性影響を採る意図  

で行われるものである。  

研究課題1）エネルギー利用の変化に伴う環境国子の人体汚染に対する基礎的研究  

〔担当者〕太田庸起子・山田 理  

〔期 間〕56－57年度  

【内 容〕環境中の有害ガス及びばい塵等は、エネルギー源が石油より石炭火力に推進されるに  

伴い、現在とは臭った環境汚染状況になることも考えられる。この見地から、環境状況把握のた  

めに、大都会在住人の生体組織中の元素組成を求め、呼吸器である肺と肝、腎、毛髪等との濃度  

の比較より、環境由来について検討した。また、検査指標としての元素の動きを考察した。肝及  
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び肺組織の元素分析をICPにより行った。肺組織中の元素については、肺に沈着した外来性の炭粉  

塵境の元素浪度とも比較し、Ⅴ、AL、Ti、Si等については興味ある結果を得た。   

毛髪を検査指標とした場合の2、3の元素についての評価も加えた。  

〔発 表〕g－11  

研究課題 2）環境中有害物質の生体影響に関する安定同位体利用の研究  

〔担当者〕太田庸起子・山田 理  

〔期 間〕56～57年度  

〔内 容）15NO2の暴露実験、動物（ラット）の15N自然値に対する基礎的考察、生体試料中の180  

の検出方法の確立等を目標とした。  

15NO2暴露に関しては、前回までの実験結果における問題点をさらに検討して実験を継続した。  

とくに、ラットの各組織中の15N自然存在比を実験により求め、0．366から0．368atom％の範囲であ  

った。試料分解の過程、実験操作途上における精度を充分に検討しても、脳における15N存在比が  

高かったことは、15Nの食物連鎖に伴う生体濃縮と考え併せて興味ある結果であった。また、血菜  

中の15Nは、他の組織中より高い濃度であったことから、15NO2暴露的に饉流をして、組織中にお  

ける貯溜について検討をした。  

180に関しては、加速器の使用ができなかったため、現在までの実験結果より、次の実験に対す  

る準備と検討を行った。  

〔発 表）G－4，g－9，g－10  

研究課題 3）環境中アスベストの人体汚染に関する調査研究  

（担当者〕太田庸起子  

〔期 間）56－57年度  

〔内 容〕ヒト肺組織を湿式分解して、アスベストの単艶を検討した。また、透過型電子顕微鏡  

により、アスベストの検出、方法を確認した。アスベストの同定は、形態学的に行うと同時にⅩ  

線マイクロアナライザーによる元素分析も必要であった。東京居住者の数例の剖検肺組織を観察  

したが、アスベストの存在は非常に少なく、1例からアモサイトを検出することができた。  

研究課題 4）農薬散布時の地域住民の農薬被曝皇とその健康影響に関する研究  

〔担当者〕安藤 満・安達史朗・植田洋匡●4  

〔期 間〕55－56年度  

〔内 容〕農業の近代化に伴う農薬散布の広域化と、それによる生活環境での農薬被曝による健  

康影響をハウス及び果樹農業地域住民について調査研究した。その結果について、散布後のハウ  

ス内気中農薬洩度の推移と、散布及び収獲作業者の吸入農薬量について報告した。   

さらに、農薬中毒の指標となるコリンエステラーゼの個人差について検討し、コリンエステラ  

ーゼの個人差の一部は、各人の生理的指標の違いによって説明し得る事が判明した。  

〔発 表〕G－1，G－2，g－1，g－2，g－3，g－5  
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研究課題 5）PCB及び農薬の生体内動感とその條飾因子に関する研究  

【担当者〕安藤 満  

〔期 間〕55－56年度  

〔内 容〕PCB及び農薬等の環境汚染物質は、体内で代謝されることにより、毒性が修飾され、  

排泄される。摂取蛋白質は、環境汚染物質の代謝を促進するが、脂肪は遅延させることが明らか  

になった。両者の間には交互作用があるため、二次の重回帰式を用いて検討した結果、DDT等環  

境汚染物の代謝が、摂取栄毒素により修飾される程度を理論的に推定し待た。  

〔発 表〕G－3，g－5，g－6   

研究隷属 6）生体内における元素間の相互作用に関する研究  

〔担当者〕中野徳治・斎藤 寛・杉平直子  

〔期 間〕5d－58年度  

〔内 容）環境汚染物質が生体内にとりこまれた場合、生体構成元素である必須元素と直接に、  

あるいは間接にさまぎまの相互作用（interaction）のあることが予想される。   

各種の有害重金属が生体内にとりこまれたとき、これらの重金属との直接作用の成立がもっと  

も強く想定されている元素にセレンがある。しかし、日本人の血中セレン濃度がどれくらいかに  

ついていまだ十分な検討がなされていない現状を考慮し、本年度は秋田県の2町2中学校の3年  

生（250人、受診率98％）について血清セレンを螢光法により測定した。螢光法による測定は再現  

性よく、かつ十分な感度を有した。血清セレン平均濃度は2中学校でよ〈一致し、また分布、標  

準偏差もよく一致していた。  

研究課題 7）NMRによる生体の状態分析に関する研究  

〔担当者）三森文行・功刀正行－3  

〔期 間〕56－58年度  

〔内 容〕生きている細胞系でのNMR分光法の測定、解析法の開発を進めた。赤血球を対象とL  

た実験では、そのエネルギー代謝系の各ステップおよぴ0Verallな流れを個別に知るためにグルコ  

ースのアナログ体やC－1を13C標識したグルコースを赤血球に投与し、そのリン酸化や、13C標識の  

流れを31P－1ユC－NMRにより追跡した。13C法は現在のところ感度而での制約が大きく、十分な解  

析が行えていない。   

一方、赤血球以外の生体系として高等植物の菓を対象とし、13CO2が光合成により案内の糖、ア  

ミノ酸、有機酸へと同化される過程を13C－NMRにより観測した。この系を用いて13Cを安定同位  

体トレーサーとして用いる場合の解析法の検討を行った。この結果、1」Cをトレーサーとして用い  

た場合に比し、13Cがはるかに簡便に炭素代謝に関して有用な情報を与えることが明らかになっ  

た。  

〔発 表〕g－24．g－25，g－26  

研究課題 8）環境汚染物質の暴房に伴う生体成分代謝の変動に関する研究  

【担当者〕松本 理・太田庸起子  

〔期 間〕56－57年度  
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〔内 容）NO2の急性暴露をしたラットに安定同位体標識のアミノ酸を投与し、血撲中における  

同位体存在比及びアミノ酸量の変化をみるための基礎的検討をした。  

研究課題 9）環境中有専物の人体負荷旦についての研究  

〔担当者）安達史願ぃ中野篤浩  

〔期 間〕53－57年度  

〔内 容）30－49オの夫婦268名の尿、頭髪、血葦、血球についてICP、ゼーマン原子吸光計、フ  

レームレス原子吸光計を用いて、Na、K、Mg、Ca、Sr、Ti、Ⅴ、Cr、Mo、Mn、Fe、Co、Ni、  

Cu、Zn、Hg、B．Al、Si、Pb、Pの測定を完了した。体重、血圧、既往歴、喫煙習慣、飲食物、  

臨床生化学検査値などの生体情報とともに、4種の生体試料中の元素濃度及び元素間の関連につ  

いて解析中である。  

研究課題10）死亡に及ぼす大気環境の影響に関する研究  

〔担当者〕小野雅司・安達史朗  

〔期 間〕55－57年度  

〔内 容〕大気汚染が人の健康に及ぼすさまぎまな影響の中で、特に死亡現象に注目し、呼吸器  

疾患による死亡（慢性影響）並びに特定日時における死亡数の増加（急性影響）への寄与を解明  

するため、すでに入手した茨城県下における死亡記録と大気環境データとの相関分析を行ってい  

る。  

研究課題11）個人の健康情報の管理・運用へのレコードリンケージの適用に関する基礎的研究  

〔担当者〕小野雅司・安達史朗・斎藤 寛  

〔期 間〕54－47年度  

〔内 容）近年、人の健康情報に関わる統計調査や疫学調査が数多く実施されている。これら複  

数の調査で得られた情報をレコードリンケージの手法を用いて総合的に解析するための方法につ  

いて検討した。   

本研究では、茨城県下における結核登録患者並びに死亡者の記録を用いて解析を行った。また、  

秋田県小坂町においても過去50年間の死亡記録と鉱山就労記録の対応による解析を検討してい  

る。  

研究課題12）呼吸′くターンと粉塵吸入豆に関する研究  

（担要考〕平野史郎・安達史朗  

【期 間〕56～57年度  

〔内 容〕呼吸パターンの検出は呼吸気流による差庄を用い、同時にサイン汲加圧による呼吸イ  

ンビータンス測定用の装置を組みたてた。呼気流量検出部の死腔の減少並びにインピーダンス測  

定の自動化をはかっている。粒子の曝露は頭部曝露型とし、ネプライザ⊥より粒子を発生させる  

曝露装置を組み立てた。曝露装置内の浪度並びに粒径の分布、その時間変動を指標としで装置の  

性能試験を行っている。  
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研究課題13）肝硬変マウスによる細胞性及び液性免疫能並びにサブレッサー細胞の誘動こ関  

する研究  

〔旭当寺〕斎藤 冤・三種裕子・杉平直子・中野焉浩・高橋 弘●9  

〔期 間〕55→56年度  

〔内 容〕肝臓毒であるDimethylnitrosoymineをマウスに投与して肝硬変を発症させ、上記の研  

究を進める。Dimethylnitrosoymine投与量をさまぎまに変えて、ラットの体重、LC5。、腹水の有  

無、肝の肉眼的変化（腫大、出血斑など）を観察したところ、投与量とこれらの変化との間には  

明らかな量・反応関係（Dose－ResponseRelationship）が成卑した。   

弟4匝l目の実験において実験マウス全例に著明な肝出血斑を認め、組織的検索からこの詳は将  

来肝硬変を呈する可能性が高いと考えられた。   

第5回目の実験により、著明な肝出血斑を全例に認めた0）で、Dimethylnitrosoymine投与を中  

止して、一定期間飼育した。目下その組織学的検索を行っている。  

研究課題14）環境中アルミニウムの人体影響に関する臨床疫学的研究（コーホートスタディ）  

〔担当者〕斎藤 寛・遠山千春・杉平直子・三種裕子・中野篤浩・森田昌敏■き・岡本研作■3・西川  

雅高●3  

〔期 間〕56－58年度  

（内 容〕アルミニウムが生体内に異常蓄積すると脳症状や骨変化（骨軟化症）をきたす可能性  

のあることが最近知られてきた。   

水質汚染が著しく進行している河川湖沼水から飲料水を得ようとすると現行の浄化処理方法で  

はアルミニウムをより多く含むことになる。   

生体内アルミニウムの主要排泄経路は尿である。宮城県下の25血液透析施設（血液透析患者は  

腎機能廃絶し無尿である）において、血液透析（人工腎臓）■に使用している上水道水のアルミニ  

ウム濃度と血液透析患者の血中アルミニウム濃度の測定を開始した。ゼーマン偏光原子吸光計が  

アルミニウムの測定にもっとも適していた。20例について3年間定期的に追跡し臨床所見と比較  

検討する。   

人為的な水質汚染のない河川水を上水道水としている秋田県某町の中学生3年生150人、霞ヶ浦  

の水の飲用に供している茨城県某町の中学3年生200人について、血中、尿中のアルミニウム、セ  

レンなどの元素の濃度を測定中である。  

〔発 表〕G－7，G－8  

研究課題15）環境中カドミウムの血圧上昇作用に関する実験的研究  

〔担当者〕斎藤 寛・遠山千春・三種裕子・中野篤浩・高橋 弘■g・鈴木和夫■8  

〔期 間）56－58年度  

〔内 容〕高血圧症また脳卒中の発生機序、修飾因子の解明のもっともすぐれたモデルとして高  

血圧自然発症ラット（SHR）がある。これは本部の研究者により開発されたものであり、高血圧  

の研究に格段の進歩をもたらした。   

しかし、供給数に限りがあり、これを用いての研究を誰もが行うことには困難があった。最近  

このSHRが実験動物として市販されるようになったので、これを導入し日下はnaturalhistoryを  

＊3 計測技術部  ＊6 環境生理部  ＊9技術部  

－108－   



観察中である。   

血圧についていえば導入観察中の20匹は収縮期血圧は平均200mmHgであり、普通のラットの  

1DOmmHgに比較して明らかな高値を示している。   

今後はこのSHRを用いてカドミウム暴露が血圧にどのような影響を与えるかを解明する。  
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2．2．8生物環境部   

〔研究概要〕   

生理生化学研究室及び陸生生物生態研究室が担当する特別研究「複合大気汚染環境の植物影響  

に関する研究」が3年目の最終年度を迎え、研究計画の仕上げを目指して精力的な研究が行われ  

た。一方、水生生物生態研究室が中心となる特別研究「有害汚染物質による水界生態系の澄乱と  

回復過程に関する研究」が新たに4年計画で発足し、環境情報部、環境生理部、技術部の協力の  

もとに、研究が開始された。また、水生生物生態研究室は、特別研究「陸水域の富栄華化防止に  

関する総合研究」に引続き参加し、霞ヶ浦を対象とした研究を続行した。   

本年度の経常研究は、55年度に行った研究課購のほとんどが継続して行われたが、新たに5課  

題が新設され、2課題が終了し、2課題が発足した特別研究に吸収された。   

生理生化学研究室では、気孔閉鎖作用を有する植物ホルモンのアブサインン酸が、pH4で孔辺  

細胞の細胞壁の弾性率をかなり増加させることを示唆した。また、海産や淡水産の単細胞藻類に  

プロティナーゼが複数種存在することを示した。一方、大気汚染物質暴露による細胞アデニレー  

トレベルの変動がホウレンソウ棄について研究され、新知見か得られている。   

陸生生物生態研究室では、植生の土壌形成作用及び土壌浸透水中の栄養塩イオン濃度への影響  

について研究するとともに、蘇苔顆の流水型連続増着装置を製作して、従来よりも高い生産速度  

が得られた。一方、四つの新課題について研究が行われ、特に13C－NMRスペクトルから同化転  

流物質を検索する手段が有効であるとの知見が得られた。   

水生生物生態研究室では、新たに発足Lた特別研究に2課題が吸収され、残り3課題について  

継続研究が行われた。富士五湖、南九州湖沼群などの調査の結果、ユスリカが汚染指標生物とな  

り得ることが更に認められた。一方、貫ヶ浦で水の華を形成するランソウ類の増殖特性及び動物  

プランクトンによる餌としての植物プランクトンの選択性について研究を行った。  

研究課題1）気孔開度に及ぼす環境要因と植物ホルモンとの関連に関する研究  

〔担当者）近藤矩朗・榊  剛  

〔期 間〕54－58年度  

〔内 容〕気孔閉鎖作用を有する植物ホルモンであるアブサインン酸（ABA）による気孔閉鎖の  

機作を明らかにするために、ソラマメ葉の表皮剥片を用いて、pH4及び6における気孔開度、孔  

辺細胞の浸透圧及びカリウム含有量に及ぼすABAの影響を調べた。これらの実験により、以下の  

結論が導かれた。  

（1）pH6でのABAの気孔閉鎖効果は孔辺細胞の浸透圧低下作用によるとして説明できる。  

（2）pH6におけるABAによる浸透圧低下はカリウム含有量低下だけでは説明できか－。  

（3）pH4におけるABAの効果は孔辺細胞の浸透圧変化では説明できか－。  

（4）pH4における10‾8MABA処理により、孔辺細胞の細胞壁の弾性率が40％以上増加したと推  

論される。   

今後、ABAによる孔辺細胞細胞壁変化の機構を明らかにしていく予定である。  

〔発 表〕h－5，h－3，h－4  
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研究課題 2）藻類の植物ホルモン分布と生理活性物質に関する研究  

〔担当者〕渡辺恒雄・近藤矩朗  

（期 間〕55～57年度  

〔内 容〕藻類の異常発生機構の研究が活発に行われているが未だその本質は解明されていな  

い。その原因の一つとして藻類の生長調節物質に関する知見が少なく基礎研究が十分なされてい  

ないことがあげられる。   

我々は藻類の生理活性物質の分布を検討した結果、藻類にセリンプロティナーゼインヒビター  

や補体系酵素の阻害物質が存在していることを見いだした。生体制御因子として重要な役割を果  

しているインヒビターに対応するプロティナーゼが藻類にも存在している可能性が示唆されたの  

で検出を試みた。赤潮を構成する海産のラフイド藻シャツトネラC／∽撤）弗gJ血β和上ね舶、淡水ケイ  

藻ニッチェア〟fねぶCぁぉ相加gガ、緑藻ヒラアオノリE裾お印研0ゆJ∽C∂ナゆ柁55αや紅藻ベニスナゴ  

5cあ～わ′桝卵液＝血勅訊こ数種のプロティナーゼ及びぺプチダーゼが存在していることを見いだした。  

それらが藻類の異常発生機構にどのように関与しているかについて現在検討中である。  

〔発 表〕H－25，h－51、h－52  

研究課題 3）細胞アデニレイトレベルの変化と環境影響周子の解析  

〔担当者〕島崎研一郎  

〔期 間〕54－56年度  

〔内 容】（1）ホウレンソウ菓を二酸化硫黄（SO2）、オゾン（03）及び二酸化窒素（NO2）に暴露  

し7デニレイトレベル（ATP、AI）P、AMP）に対する影響を調べた。2ppmSO2に暴露すると、  

ATP含量は直ちに増加し、10～20分目に約1．3倍になった。暴露時間が30分を過ぎるとATP含量  

は徐々に減少しSO2暴露前の値以下になった。   

0．5ppmOも暴露により、ATP含量はすぐに1．5倍に増加し徐々に減少するが、ATP含量ほ2時間  

日でも対照にくらべて高かった。   

4ppmのNO2暴露を行うとATP含量は徐々に増加し、2時間では約2．5倍になった。このとき絵  

アデニル酸量（ATP十ADP十AMP）も約1．5倍に増加した。  

（2）孔辺細胞プロトプラスト（GCP）のATP含量についてしらべ葉肉細胞プロトプラスト（MCP）  

のATP含量と比較した。暗条件下のATP含量はGCPで700nmolmg‾1chl、MCPで70nmolmg1  

Chlで、クロロフィルあたり約10倍の大きさであった。また、このATP含量は呼吸のエネルギー伝  

達阻害剤である01igomycinを加えるとGCPでは、もとの44％に減少したが，MCPでは70％であっ  

た。こC7）ことはGCPのATP生成には呼吸が大きな役割を果たしていることを示している。  

〔発 表〕h－18  

研究課題 4）高等植物の酸素代謝に関する研究  

〔担当者〕田中 浄  

〔期 間〕56－58年度  

〔内 容〕地球をとりま〈大気環境にあって酸素は植物の生命維持に深い関わりをもつ。酸素は  

植物に対して呼吸基質として不可欠であるとともにその生命維持に必要な代謝系に働く酸素添加  

酵素や酸化酵素の基質として重要である。しかしひとたび植物が異常な環境下（例えば高酸素濃  

度、低炭酸ガス漁度、強光など〉 に置かれると酸素は直ちに植物に致死作用をもたらす程の毒物  

ともなりうる。大気汚染ガスの存在もまた酸素を毒物化する。例えばSO2にさらきれた植物は酸素  
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の毒性種であるスーパーオキシドラジカル（02】）や過酸化水素（H202）を蓄積することを今ま  

でに明らかにした。今回はこれら活性酸素の蓄積の機構を詳細に調べた。SOzにさらされた植物は  

連鎖反応で活性酸素生成速度を増した。また活性酸素の毒性防御に働くアスコルビン酸パーオキ  

シターゼ、グルタチオン還元酵素、カタラーゼがSO2暴露の初期に失活することも明らかにした。  

〔発 表〕h－24  

研究課題 5）植生の環境形成作用に関する生態学的研究  

〔旭当考〕可知直毅・戸塚 績  

〔期 間）53－57年度  

〔内 容〕茨城県阿字ヶ浦の海岸砂丘では、植生の一次遷移に伴って土壌形成が認められる。一  

次遷移の初期段階の土壌は賓栄養であるため、植生の成立は富栄養な立地に比べ一般に困難であ  

る。オオマツヨイグサはこうした立地に優占して分布している。その個体群の成立過程の解明は、  

一次遷移初期における植生の環境形成作用を解析するために不可欠である。   

今年度は永久方形区を用い、砂丘におけるオオマツヨイグサの自然集団の動態調査を行った。  

個体群動態に関するパラメータ（種子生産量、繁殖時期、死亡率等）の多くは、個体のサイズに  

依存Lていた。特にサイズ依存的な繁殖様式が、個体群維持のために重要であることが示唆され  

た。   

また植生回復観察ほ場において松林伐採、及び表土はぎ取り後4年目の植生の再生状態をマル  

チバンド航空写真により1981年8月に調査した。なお、本研究内容の一部は第46回日本植物学会  

大全（岐阜）において発表した。  

〔発 表〕h－9  

研究課題 6）植生一土壌生態系における栄養塩類の循環にかかわる植生と土壌の機能に関する  

生態学的研究  

〔担当者〕可知直毅・伊藤 治・戸塚 績  

〔期 間〕53－57年度  

（内 容）本構内有底枠実験ほ場を植生一土壌系のモデル実験系として用い、浸透水中の栄養塩  

のイオン濃度に植生の有無が与える影響を前年度に引き続いて測定した。NO言洩度は、植生破壊  

後2年以上に亘って増加傾向を示し、81年10月に80／‘eq／Jに達した。一方シバを相栽Lた区画で  

は、前年度と同様に0．05－0．25／‘印／Jの低い濃度範囲で変動した。他のイオン浪度には植生の有  

無による影響は認められなかった。塩素イオンは時間とともに減少傾向を示し、他のイオンに比  

べて洛脱しやすいイオンであることが示唆された。Ca2＋にも同様の傾向が認められたが、その他  

の金属イオン（K＋、Mg2＋、Na＋）とSO．2‾は時間に対して顕著な減少傾向を示さなかった。この  

結果は、これらのイオン種に対する土壌の緩衝作用が大きいことを示唆する。   

研究課題 7）地表面土砂流出量に及ばす桔被の影響に関する研究  

〔担当者〕戸塚 績・可知直毅  

〔期 間）53～56年度  

〔内 容〕畑地ほ場からの土砂流出量の測定精度を高めるために、これまで設置されていた測定  

ほ場を一方向に傾斜（角度2．9りをつけた1区画より9m｝のほ場4面に改造し、流出土砂量を一箇  

所に収集するための測定ますを設置した。■改造された測定ほ場の土壌特性を調べるとともに、土  
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砂流出量ならびにそれに付随する窒素流出量に関する予備的調査を行った。   

研究課題 8）各種環境条件下における蘇苔類植物の生長及び生理機能に関する研究  

（担当者〕清水英幸・古川昭雄・戸塚 績  

〔期 間〕’53→57年度  

〔内 容〕蘇苔類植物は種々の環囁条件に対して敏感に反応すると考えられており、環境評価の  

ための生物指標としても注目されている。本研究では環境要因と帝苔類の生長、生理機能とを検  

討する目的で、主として培養法や光合成、呼吸の測定法について検討してきた。今年度製作した  

流水型の蘇苔顆連続培養装置は、温度制御した培養液を濾過器を通して循環させるタイプであり、  

無菌化が困難な蘇苔類本体からの培養をほぼ無菌的に行うことを可能としている。数種の混生蘇  

苔類をpHt4－5、液温10℃で約5週間培養した結果、従来の静置培養法に比べ、高い生産速度が  

認められた。一方、酸素電短法を用いて、数種の帝苔類で光合成、呼吸速度と環境要因との関係  

を調べた。多くの蘇苔類では測定液のpH＝7付近の中性域で純光合成速度が最大になったが、あ  

る種の混生蘇苔顆ではpH＝3程度の酸性域で最大光合成速度を示した。  

〔発 表〕h－19  

研究課題 9）植物の生長に及ぼす光環境悪化の影響  

〔担当者〕古川昭雄・戸塚 績・藤沼康実■g  

〔期 間〕54－57年度  

〔内 容〕都市域における日射量は郊外よりも約40％少ないと言われている。光は植物の生長を  

限定する最大の要因の一つであり、光強度が弱まると一般に植物の生長は悪化する。しかし、植  

物の中にはサンゴジュのような耐陰性の強い植物がある。   

サンゴジュを光強度を変えて栽培すると乾物生産量は光強度の低下に伴ない減少したが、これ  

までに陽性植物で報告された低下ほどではなかった。一方、葉面積は弱光下（126FEEinstein／m7・  

SeC）で強光下（782〟Einstein／m・・SeC）の約7倍にもなった。このような棄面積の顕著な増加は、  

光強度を弱めると薬の生長が長い期間にわたって持続するためであった。この現象はおそら〈、  

弱光下では生理的令の進行が過れ、生長期間が長くなるためと思われる。   

研究課題10）高等植物の高温度環境下における植物生理機能の変化に関する研究  

〔担当者〕古川昭雄・戸塚 績  

〔期 間〕56←59年度  

〔内 容〕植物が高温度状態におかれると種々の生理機能の変化が生じることが予想される。そ  

こで今年度は、水分収支に対する温度の影響について調べてみた。   

当初の実験計画では、クズを材料として用い、水の供給源（根）から放出の場（葉）への水分  

の移動に対する温度の影響を調べる予定であったが、クズの生長が非常に悪く、夏期における日  

射の強い時期での高温影響を調べることができなかった。そこで、冬期にポプラを材料として用  

い、水分収支に対する温度の影響について調べた。ポ70ラの蒸散速度は日射量の高まりとともに  

上昇したが、稟の水ポテンシャルは予想に反して25℃においても35～40℃においても日変化をし  

なかった。通常、30℃以上では根から葉への水分供給が追いつかず、水ポテンシャルの急激な減  

＊9 技術部  
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少となるのであるが、そのような現象が観察されなかったのは、日射量が低く、蒸散量が低いた  

めに供給不足が起らなかったためと思われる。  

研究課題11）植物体内における同化産物の転流に及ぽす諸要因の検討  

〔担当者〕岡野邦夫  

〔期 間〕56－57年度  

〔内 容〕植物体各部位間の炭素の転流に及ばす光と葉令の影響をマルチコンパートメント解析  

の手法を用いて検討した。  

（1）播種後14El目のインゲン初生薬に同化された13C標識の光合成産物の転流を明期と時期で比  

較した。時期には根への転流が活発となり、反面若菜への移行は低下した。これは嗜期における  

根の代謝活性の高まりを暗示している。   

は）播種後12日、14日、17Hのインゲンを使い、初生薬と第1本葉から同化きれた13C標識の光合  

成産物の転流が菓令の進行に伴ってどう変化するかを調べた。集合が進むにつれ初生薬から下方  

向への移行が増加し、逆に上方向への移行は低下した。第1本葉は棄が未展開な12日目にはほと  

んど他部位へ光合成産物を送り出さないが、葉令の進行とともに上下方向への転流割合が高まっ  

た。これらの結果ほ個体の生長に伴って棄位別の菓の間に分業体制が確立されてゆく過程を示し  

ている。  

研究課題12）植物における物質変化の研究へのNMRの応用に関する基礎的研究  

（担当者〕伊藤 治・戸塚 績・三森文宥湘  

〔期 間〕56－59年度  

〔内 容）ヒマワリ茎切片e）Z3CNMRによる直接観測を行った結果、GIucose，Sucroseの高  

解能スペストルが得られた。このことは13CrNMRが転流物質の検索に有効な手段となり得るこ  

とを示唆している。C。、C4植物ではCO2の初期同化経路に差異があることは広く知られている  

が、13CO2を供用した菓の抽出液の13C－NMRスペクトルからこの差異が明瞭に判別できること  

が認められた。同様な結果を得るために、従来からの14C法では目的物質の分馳精製に多大な労力  

を必要としたのに比し、本方法は簡便であるのでC，、C．及びCAM経路を持つ植物の識別に有効で  

あると思われる。ヒマワ1）薬抽出液を13C－NMRでgeneralsurveyしたところ、通常見いだされ  

る一般的な有機酸のほかに、未知の有機酸の存在が確認された。HPLCで精製した試料を1H－  

NMR、prOtOnrCOupled13C－NMR及びFDMSで検討した結果、この物質は2－methyト2、3、4  

－trihydroxybutanoicacidであることが判明した。本物質はヒマワリ集中に比較的多量に存在し、  

酸性下では、Iactoneを形成するが、CO2からの炭素の取り込みは緩慢であった。その生理的意義  

に関しては今後の研究課題である。本研究内容の一部は昭和56年度第20匝INMR討論会（東京）に  

おいて発表した。  

研究課題13）イタドリの生長に及ぼす硫顧イオン・アルミニウムイオンの影響に関する研究  

〔旭当者〕名取俊樹・戸塚 横  

〔期 間〕56年度  

〔内 容〕鉢植え時に培養土に加えるA12（SO。）。の量を変えて、低濃度区（pH＝6．8）、申渡度区  

＊7 環境保健部  
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（pH＝5．0）、高濃度区（pH＝3．8）とした鉢にイタドリを株分けし、ほ場温室で2か月間育成  

し、生育終了時に生長量、蒸散速度を測定した。また、ファイトトロン自然光温室で低濃度区で  

イタドリを育成するとともに、対照としてヒマワリを育成した∴両植物にSO2を暴露し、生長を大  

きく支配する光合成／蒸散比（P／T比）を測定した。その結果、高濃度区において他の区に比べて  

イタドリの蒸散速度が扱著に低下した。また、イタドリはSO2暴露によりP／T比は変わらないが、  

ヒマワリは著しく低下した。   

生長量の測定値は各区とも個体差が大きく、処理後の間で有意差がなく培養方法の改良が今後  

の検討課塔として残きれた。  

〔発 表〕h－28  

研究課題14）水生生物の実験動物化に関する研究  

〔担当者）安野正之・春H清一・畠山成久・宮下 衛・菅谷芳雄■g  

〔期 間〕55－60年度  

〔内 容〕既に室内飼育系統の確立したものについては更に世代を重ね、飼育法等に改良を加え  

つつある。昨年に引続きモツゴの近交系統の確立を目ぎし4代に達した。また劣性致死因子を持  

つ系を選択した。これは単純劣性致死因子で、その系の雌雄の交配は％の致死個体をもたらす。  

本年度新たに甲殻類のホーネンエビ、水生昆虫の7サカの実験動物化が着手された。前者はタロ  

「ラで大量飼育が可能で短時日で成熟する。卵は乾燥に耐え保存、輸送に適している。純系化の  

ため兄妹交配を6代まで行った。栄養段階の上位にある動物の実験動物化を探していたがフサカ  

はこれに相当する。実験室コロニーの確立を試みると同時にその生活史等についての研究を行っ  

た。  

〔発 表〕H－12．H－17，h－39  

研究課題15）動植物プランクトンの増殖制限要因の解析  

〔担当者〕菅原 淳・安野正之・今村典子・花里孝幸・岩熊敏夫・渡辺 侶棉  

（期 間）55→59年度  

〔内 容〕霞ヶ浦で夏に水の華を形成するランソウ類数種と、春、秋に繁茂するケイソウ類数種  

の温度に対する増殖特性は、春、夏に繁茂するケイソウ将とランソウ類は25℃－30℃付近で最大  

増殖速度を示すことがわかった。しかし秋に繁茂するq，Cわお肋sp．は、20℃以上で増殖速度が著  

しく低下した。   

霞ヶ浦に出現する繊毛虫（C州め触血糊Ⅷ川ぬ郁）の藻類に対する選択性を調べた。特定の藻  

類種に対する選択性は認められなかった。よく摂取された藻類の大きさは40／〃n付近であった。ま  

た、形戎についても重要であることが示唆された。   

冬期の底泥中の〟ぬ傲耶庵の細胞は、水中の細胞に比べてフィコピリン／クロロフィルaの比  

が高く、低照度でより強い光合成速度を示す傾向があった。  

〔発 表〕h－1，h－2，h－31，h－32，h－33  

＊5 水質土壌現場部  ＊9 技術部  
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研究課題16）陸水蟻の汚染指標生物に関する研究  

〔担当者〕安野正之・今村典子・花里孝幸・佐竹 潔・岩熊敏夫・菅谷芳雄書9  

〔期 間〕55→59年度  

〔内 容）あらゆる陸水域に存在しその指標生物となるユスリカの分布と生懸系における役割を  

評価するために富士五棚、南九州湖沼群及び利根川流域湖沼群で底生動物調査を行った。   

富士五湖では、富栄養化の最も進んだ精進湖からは霞ヶ浦にも多く出現する7も烏〟〃昭叩捕捉γ引払  

虎細職場採集され、また、貧栄養湖である本栖湖からは他種が数多く採集きれ、富栄養化段階に  

応じて出現種のタイプ分けがなされた。九州南端で隣接する池田湖とうなぎ池は近年富栄養化が  

進んだが、透明度はまだ約8mある。この二つの湖ではユスリカの種組成は異っていた。利根川流  

域湖沼群の牛久沼、印旛沼及び手賀沼は富栄養化が進行しているが、特に牛久招と印播招からは  

多くのT∴dね彿肌dが採集され、霞ヶ浦との類似性を示唆していた。   

室内で各種のユスリカの汽食速度、同化速度及び生長速度を調べ、現在継続中である∴rd血糊一  

犯ブについては低温で非常に高い成長速度を示すことが分った。  

〔発 表〕H－2，h－1，h44，h45  

＊9 技術部   
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2．2．9技 術 部   

〔研究概要）   

技術部は、生物系・理工系の各種大型研究施設、エネルギーセンター、廃棄物処理施設、その  

他共通施設の運転管理、設備保守、工作室の管理と特殊実験機器の製作などを行うと同時に、そ  
れらの技術業務の合理化、新たな研究施設、大型装置、計測・制御システム等の改良・開発のた  
めに必要な計画立案、技術調査、装置工学的研究を行っている。また生物系各施設で供試される  
実験植物の栽培、奏験動物及び水生生物の飼育管理、供給、新しい系統等の開発維持、各種実験  
生物に関する基礎的研究を行っている。   

技術室では、廃棄物処理施設の合理的運転に関する技術的検討を行っているが、施設内に貯留  

している廃水処理過程より発生する脱水汚泥中の、有害物質の分析を行ったところ、有機塩素系  
の化合物を検出し、その同定及び由来について検討中である。   
生物実験施設では、自然環境シュミレーターの計測制御システムを総合的に検討し、制御精度  
を向上させた。また、陽光ランプ、BOCランプ及び蛍光ランプを光源とした場合の実験植物生育  

反応を比較検討した。なお、実験ほ場の土壌形成過程を継続調査した。   

動物実験施設では、S・P．F．動物飼育環境の微生物学的清浄度の維持に関して落下菌数および菌  

種の定期的検査結果等からバリアー区域内への汚染源の侵入経路を明らかにした。また、環境科  
学研究に適した実験動物として鳥類のウズラ（JapaneseQuail）の特性について遺伝的純化等の  

開発研究を進展させた。   

理工系大型実験施設では、大気拡散風洞において超低風速時（0．1m／s）の速度、温度成層の実  

験技法を開発し、レーザーレータ［装置については性能評価の検討を行った。また、ガス状硫黄  

化合物について、GC／光イオン化質量分析計による分析法の検討を行った。  

研究課題1）廃水処理施設の合理的運転に関する技術的検討  

〔担当者〕松重一夫・佐藤三郎‥小林雄一・矢木修身●さ・田井慎吾象5・須藤隆一・5  

〔期 間〕55～57年度  

〔内 容〕当研究所の廃水処理施設を合理的に運転するため、次の点について検討を行った。当  
研究所の廃水処理は凝集沈殿を行っているが、発生する凝集汚泥は脱水し、場内に貯留している。  
この汚泥中に含まれる有害物質の分析を行い、有機塩素系の物質を検出した。現在のところその  
物質の同定には至っていないが、汚泥の処分方法の検討のためにも、今後その物質の同定及びそ  
の由来を検討して行きたい。   

研究課題 2）実験材料植物、環境指標植物の開発と系統維持に関する研究  

〔担当者〕藤沼康実・町田孝・相賀一郎  
〔期 間〕52－56年度  

〔内 容〕形質のそろった実験材料植物や環境に特異的に反応する指標植物の開発、育成方法の  
確立をはかることを目的として、本年度は下記の事項を行った。  

＊5 水管土壌現場部  
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（1）前年度までに得られた形質のそろったロシアヒマワリや大気汚染ガスに対する感受性が明  

らかなポ70ラを系統維持し、研究利用に際しての基礎資料をまとめた。  

（2）昭和56年8月に竣工した植物実験1Ⅰ棟の人工光皇、自然環境シュミレータの植物生育特性  

を調査し、各グロースキャビネットが植物の育成に十分な性能を持つことが確認できた。また、  

人工光室において、3種の人工光源（陽光ランプ、BOCランプおよび蛍光灯）の実験植物の生育  

反応に及ばす影響を検討した。  

〔発 表〕i－17，i－18  

研究諌璃 3）畑地は場における土壌形成過程に関する研究  

〔旭当者〕山口武則・相賀一郎  

【期 間）54－59年度  

〔内 容〕本研究の目的は開墾地の畑地ほ場において管理様式の相違によって土壌の形成がどの  

ように経時的に変化するか長期的展望に立って調査し、ほ場管理方法の指針を作ることにある。  

前年度の研究に継続し、別団地ほ場において土壌生産力の異なる2面のほ場に人為的土壌改変を  

図った管理方法の異なる試験区を設け、各試験区に夏作として陸稲作付、ラッカセイ作付及び裸  

地無作付の各区を設け、さらに夏作の跡地に冬作として裸地区を除く全区にコムギを栽培し、ほ  

場の管理方法の相違が土壌一植物系に及ぼす影響を調査した。特に、コムギ栽培跡地については、  

土壌徽生軌腐植、NO3－Nなどを調べた結果、陸稲、ラッカセイ栽培跡地及び裸地区の無肥料区  

について比較すると土壌微生物（細菌、放線菌、糸状菌）、腐植、NO3－Nなどいずれもラッカセ  

イ栽培跡地が陸稲栽培跡地より高いことが認められ、この傾向は両ほ場について認められること  

が明らかとなった。  

研究課題 4）自然環境シュミレータu開発のための植物一環境系の計測と制御に関する基礎研究  

〔担当者）大政議決・松本茂・相賀一郎・竹下俊二  

【期 間〕56年度  

〔内 容〕植物実験棟ⅠⅠに設置きれた自然環境シュミレーター装置における植物一環境系の計測  

制御手法に関する基礎的な検討を行った。その結果、装置の気流の温湿度の変動が植物∵環境凛  

の計測制御の精度に大きく影響することが明らかとなったため、装置の制御精度を設計値より更  

に向上きせるための検討を行った。検討の結果、熱交換器の温水温度制御方式の改良、加湿蒸気  

発生用スチームコンバータの給水制御方式の改良等種々の改良により、装置の気流の温度を目標  

値に対し±0．1℃の精度でまた湿度も±0．1℃（露点）の精度で制御することが可能となった。  

【発 表〕 ト1   

研究課題 5）S．P．F動物飼育環境の微生物学的清浄度の基準に関する研究  

〔担当者〕山元昭二・高徳 弘  

〔期 間〕55～58年度  

【内 容〕S．P．F．動物飼育環境下における、空中落下微生物や空中浮微生物の動態の監視、並びに  

微生物学的な清浄度の基準作成を目的として、本年度は、従来の落下菌検査に加えて、新たに空  

中浮遊菌の検査及びヒト体表面付着菌の検査を行った。   

その結果、S．P．Fノヾリアー内において検出された空中落下微生物や空中浮遊微生物の大半は動  

物由来であることが判明した。また、今年度中の検索結果では、空中落下微生物数と空中浮遊徴  
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生物との間には、有意な相関性は認められなかった。   

なお、汚染微生物の進入経路解明のため、S．P．Fバリアー環境の維持方式として当施設で採用し  

ているい〈つかのシステムの有効性についても、続けて検討を行う予定である。  

〔発 表〕i－24，k－16，ト7，i－8   

研究課題 6）環境汚染物貿の生体影響研究に通した実験動物の開発・改良に関する研究  

〔担当者〕高橋傾司・高橋 弘  

〔期 間〕55－58年度  

〔内 容〕環境汚染物質の生体影響研究に適した実験動物を開発する目的で、今年度はウズラと  

ハムスターを用いて、以下の基礎実験を行った。  

（1）NDV・Hl抗体産生能の高及び低系ウズラの選抜を第13世代から第15世代まで進め、両選抜  

系聞の抗体産生能がこれまでと同様に有意な差のあることを確めた。なお、第13世代の両選抜系  

ウズラを用いて、僻化時から20週令までの体重を測定した結果、成体重は告・♀とも低選抜系が  

高遠抜糸より有意に重いことが認められた。  

（2）マウス・ハムスター・ウズラに対してNO2ガス（20脚1）を暴露し感受性（生死数、生存時  

間）を比較Lた結果、ウズラの感受性はハムスタ→より高く、またマウスよりも著しく高いこと  

が示された。  

（3）4～50週令のウズラに（2）と同様にしてNO2ガスを暴露した結果、10週令以降のウズラは感  

受性が著しく高いが、4・5・6週令の若齢ウズラでは感受性の低いことが示され、ウズラのNO2  

ガス感受性は加齢による影響が大きいことがわかった。  

（4）施設で系統維持しているハムスターに（2）と同様にしてNO2ガスを暴露した結果、72時間以  

内に73％（33／45匹）が死亡したが、告・♀または家系間に明らかな差異は認められなかった。  

〔発 表〕i－6．i－7，i－8，k－16   

研究課題 7）中型風洞を用いた汚染物質の吸収及び蒸発に関する装置工学的研究  

〔担当者〕竹下俊二・植田洋匡♯4・小森 悟－4  

〔期 間〕55～57年度  

〔内 容〕気圏及び水圏に存在する汚染物質は、気液界面を通して移流、拡散し物質循環及びエ  

ネルギー循環を形成している。本研究はこの現象を再現して実験的研究を行うための手法及び技  

術開発のための基礎資料を得ることを目的としている。   

主流が乱流で流れている場合、液表面を通して蒸発または凝縮速度が激しくなると気液界面近  

傍では努断応力に著しい増減の効果が現われる。このような流れの構造の変化は拡散機構に直接  

影響を及ばすことになり、その評価を行うために乱流拡散係数の概念を適用して相関式を導入し  

た。また、液表面の乱れの起因となる波高値について非接触型の変位計を用いて測定法の検討を  

行った。   

研究課温 8）大気拡散風洞の最適運転、並びに温度差のある流れにおける風洞実験技術に関す  

る研究  

〔担当者〕上原 清・竹下俊二・小川 靖●▲・植民洋匡■4  

＊4 大気環境部  

一119－   



〔期 間〕55年－60年度  

〔内 容〕加熱・冷却床パネルや気流温度の制御装置を備え、測定部における気流の安定度をコ  

ントロールするような風洞実験施設は世界的にも例が少か－。本研究では当該施設の安定かつ効  

率的な運転方法、並びに温度成層化した流れの性状を明らかにするための計測技術や可視化技術  

について検討する。   

本年度は、超低風速時（毎秒10－20cm）における温度成層風洞の安定した運転方法に関する検  

討がなされ、ほぼ満足すべき結果が得られた。  

研究課題 9）大型レーザーレーダーの安定な運転技術に関する研究  

〔担当者〕松井一郎・竹下俊二・清水 浩■4・竹内延夫●4  

〔期 間〕55－58年度  

〔内 容〕本研究所に設置されている大型レーダー用高出力レーザーは、ほかに類を見ないため  

一般に装置特性に関する実験データ等の情報が少ない。これまで行ってきた性能試験、及び予備  

実験の結果、レーザー出力の安定性は、フラッシュランプの劣化に伴う発光量の経時変化が大き  

な要因である1ことが判明した。さらに、詳細なレーザー出力とフラッシュランプの特性について  

測定を行った。この結果、フラッシュランプの発光量と経時変化の関係、及びレーザー出力との  

関係について詳しい特性を得た。  

【発 表〕i－19  

研究課患10）大型実験装置内における光化学反応生成物の分析に関する研究  

〔担当者〕高木博夫・水諸元之・竹下俊二・鷲酎申明●▲・秋元 肇■4・泉 克幸一一・福山 力＊4  

〔期 間）56－58年度  

〔内 容〕ガスタロマトグラフ一光イオン化質量分析器の大気汚染物質の分析への応用を試み、  

すでに、炭化水素とナイトライト、ナイトレイト類については、本装置が有効であることがわか  

った。本年度は、硫黄化合物について分析を試みた。その結果、CH3SCH，、CfI8SSCH，、C2H5  

SH、（CH。0）2SOについては親イオンが検出されたが、CH，SO3CH，は、Kr（10．64ev）の光源では  

イオン化されなかった。次にチャンバー実験における硫酸エアロゾル分析では、溶液吸収法を用  

いた分析は、分析条件の設定等に困難な点が多く、不可能であることがわかった。そこで熱的輝  

散型の分析器を試作した。硝酸ガス分析については、特にフィルター吸収一IC法で大気レベルの  

硝酸ガスが分析できることがわかった。  

＊4 大気環境部  
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2．3国立機関原子力試験研究費（科学技術庁）による研究  

2．3．1放射性同位元素利用による汚染環境の評価と改善に関する研究   

（研究担当者〕生物環境部：菅原 淳・近藤矩朗・渡辺悼雄・田中 浄・島崎研一郎・竹内裕一・  

榊  剛  

環境生理部：三浦 卓・彼谷邦光・持立克身・国本 学り」、林隆弘  

【研究期間〕53－58年度  

〔研究概要〕環境悪化を評価、改善するためには、ラジオアイソトープをトレーサーとして用い  

ることにより、汚染物質による生物影響の機作を解明することが先決である。昨年度までは、大  

気汚染物質による植物影響の機作に関する研究が行われてきたが、本年度からは、実験動物を用  

いて、大気汚染物質の人体影響の機作の解明にも着手した。   

本年度は以下の5つの研究課題について研究が遂行された。各課題ごとに概要を翠述する。   

研究課頒1）気孔開度に対するアブサイシン醸の作用模作について  

〔担当者〕近藤矩朗・竹内裕一  

〔内 容〕植物の気孔は環境変化に応じて開閉運動を行うが、これを制御しているのが植物ホル  

モンである。気孔閉鎖植物ホルモンであるアブサイシン酸（ABA）の孔辺細胞の細胞壁代謝に及  

ばす影響を調べるために、ソラマメ菓の刺能義皮に14C－グルコースを与え、種々の条件下での14  

Cの細胞壁への取り込みを調べた。ABA処理により細胞壁へのグルコースの取り込みが阻害され  

ており、ABAがその作用の一つとして細胞壁代謝に影響を与えて気孔開閉を制御している可能性  

を強く示唆した。  

研究課珪 2）亜硫願イオンによる葉肉細胞プロトプラストの炭酸固定能の阻害について  

〔担当者〕穎  剛・近藤矩朗  

〔内 容〕SO2ガス接触により、植物の光合成炭酸固定速度が直ちに低下することが知られてい  

る。葉肉細胞70ロトブラストを用いて亜硫酸による炭酸固定阻害の機作を調べ、炭酸固定能の阻  

害と同時に14COz吸収能が低下していることをすでに報告した。本年度は更に14COヱの取り込みと  

固定の初速度の関係を詳細に検討した結果、炭酸濃度が固定の律速になる低濃度炭酸条件では、  

炭酸固定速度低下が細胞への炭酸の取り込み速度の減少に起因していることが明らかになった。  

〔発 表〕K－23，h－17  

研究課産 3）汚染物貿の肺プロスタサイクリン生合成に及ぼす影響  

〔担当者〕小林隆弘  

〔内 容〕プロスタサイクリンほ肺で合成されるプロスタグランジン類の主生成物であり、血小  

板凝集阻止作用、血管平滑筋弛緩作用等様々な生理作用を有するホルモンである。一方、主要な  

大気汚染ガスである二酸化窒素（NO2）は、酸化力が強いため肺胞表面で脂質の過酸化を誘導す  

る。70ロスタサイタリンの合成酵素は婚質過酸化物により阻害されることが知られているので、  

NO2暴露したラットの肺ではプロスタサイクリン生合成がどのような影響を受けるかについて  
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検討した。   

5－25卿のNOzを24時間暴露したラット節水モジネートを用いて、〔11▲C〕アラキドン酸を基  

質としプロスタサイクリン合成速度を測定した結果、NO2の暴露浪度の増加と共に合成が抑制さ  

れることが判明した。   

次に、肺の断片を用い内在するアラキドン酸がプロスタサイクリンとなる活性を、血小板凝集  

抑制能によって測定した。その結果NO2暴露饅度の増加と共に、ADPによって引き起こされる血  

小板の凝集作用が抑制されることが明かとなった。肺の断片より放出された抑制因子は、媒体を  

塩酸酸性にした後再びpH9．0に戻すと完全に血小板凝集作用を抑制する能力が失われることか  

ら、プロスタサイクリンであると推定した。   

以上の結果からNO2暴露によってラット肺のプロスタサイクリン合成能は暴露浪度に応じて  

減少することが明かとなったが、この減少は、①NO2暴露による脂質過酸化物の生成、②肺の上  

皮細胞や肺の毛細血管内皮細胞がNO2暴露によって損傷を受けることが原因であると考えられ  

る。  

〔発 表〕K－68  

研究課題 4）汚染物貿の肝脂質代謝系に及ばす影響  

〔担当者〕三浦 卓・彼谷邦光・持立克身・国本 学  

（内 容〕二酸化窒素（NO2）をラットに暴露すると血清及び肝上清中の脂肪酸組成が変化する  

ことと、スタワレンの含量が増加することをこれまでに明らかにして釆た。これらの現象は、NO2  

暴露によって肝蔵の脂質代謝系が影響を受ける可能性を示唆している。そこで肝蔵中で脂質代謝  

に中心的な役割を果たしているミクロソームがNO2暴露によって受ける影響を検討した。4脚  

NO2暴露1EI目には、脂肪酸の不飽和化に干与しているNADH、チトクロームC還元酵素活性と  

スタワレンの生合成に干与しているNADPHチトクロームC還元酵素活性及びチトクロムp450  

含量に低下が認められた。この原因を明かにするために、ラット肝より分離したミクロソームを  

NO2暴露によって血液中の濃度が増加することが明かにされている硝酸イオンと37度で1時間  

インキエペ－ションし、ミクロソーム電子伝達系成分が受ける影響を検討した。その結果、0，1mM  

の硝酸ナトリウム処理によってミクロソーム電子伝達系成分は4脚NO2暴露1日目の場合と同  

程度の低下を示した。ミクロソームは比重及び酵素の分布という点でヘテロジニアスであること  

が知られている。硝酸イオン処理に対して感受性の高いミクロソーム画分があるのか否かを検討  

するために、ユH一口インンをラット頸静脈に静注し、ミクロゾーム蛋白質を標識した。3Hで標識  

したミクロームを硝酸ナトリウムで37度1時間処理し、ミクロソームから遊離されて来る放射能  

を測定した。その結果、処理に用いた硝酸ナトリウムの濃度に依存して遊離する放射能は増加し  

た。また、ミクロソームに取り込まれた直後の方が数日経過した場合より遊離が著しく、硝酸ナ  

トリウム処理に対してこわれやすいミクロソーム画分が存在する可能性が示唆された。  

〔発 表〕f－32  

研究課題 5）汚染物貿の赤血球成分の代謝に及ぼす影響  

〔櫨当者〕彼谷邦光・田本 学・三浦 卓・持立克身  

〔内 容〕二酸化窒素（NO2）を動物に暴露するとNO2は硝酸イオン（NO。‾）や亜硝酸イオン  

（NO2▼）となって血液中に現れることが知られている。また、ラットNO2を暴露すると赤血望膜  

中のリン脂質の脂肪酸組成が変化することが知られている。これらのことから赤血球膜リン脂質  
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の脂肪酸代謝に及ばすNO3‾及びNO2‾の影響を14C及びユHラベル脂肪酸を用いて検討した。NO。▼  

とラット赤血球とをインキエペートすると赤血球膜中のホスファチジルセリン（PS）のアラキド  

ン酸（20：4）含量がNO，▲の濃度に依存して増加し、パルミテン酸（16：0）及びステアリン酸  

（18：0）含量が減少した。〔卜‖C〕20＝4及びホスホリパーゼA2を用いた実験から、この20＝  

4の増加はPSのβ位で起っていることを明らかにした。また、脂肪酸の取り込み速度をみると、  

〔1」一C〕20＝4を用いた場合、ホスファチジルコリン（PC）、ホスファチジルエタノールアミン  

及U［、PSでそれぞれ350、530、80pmol／hr／F（mOlリン脂質であった。〔9，10r3H〕16＝0を用い  

た場合、PC、PE、及びPSでそれぞれ58、61及び12pmol／hr／FLmOl））ン脂質であった。1mMNO3  

存在下で赤血球をインキエペー卜すると、PEの16＝0及び20＝4の取り込み速度は両者共に1．45  

倍に増加した。PSでは20＝4の取り込み速度は1．35倍に増加したが、16＝0の取り込み速度はほ  

とんど変化しなかった。また、PCでは20＝4及び16＝0の取り込み速度は両者共にほとんどNO√  

の影響を受けなかった。   

NO2‾の赤血球膜脂質に及ばす影響はNO3‾の場合に〈らべて小さいが、その作用はNO。‾と同  

様であった。   

以上のことから、NO3Lによってラット赤血球膜中のPS及びPEの脂肪酸代謝が活発になるこ  

と、及びNO3‾によって引き起される赤血球膜PSの20＝4の増加はPSにおける20＝4と16＝0の  

取り込み速度に及ばすNOs一の影響の違いによって起ることが明かとなった。  

〔発 表〕f－4  

2．3．2水生植物の光合成機能を指標とする微量無機環境国子の測定法に関する研究  

〔研究担当者〕計測技術部 生体化学研究室：佐竹研一・植弘崇闘  

〔研究期間〕54－57年度  

〔研究機要）水生植物の活性と無機環境因子としての栄養塩や無機金属イオンとの相関を考える  

上で重要な点は環境中に存在する無機イオンが生体内に取りこまれてはじめて生理的意味を持つ  

という点である。したがって光合成活性等を測定すると共に生体内に存在する無機元素の量を測  

定するため、非破壊多元素分析蓑置であるけい光Ⅹ線分析法を用いた二つの測定方法を検討した。  

ひとつは生体試料をそのまま測定する方法であり、ここで問題となる自己吸収が5％及び10％程  

度生じる試料の量をK、Ca、Mn、Fe、Cu、Zn、As、Pb、Br、Rb、Srの各元素についてそれぞ  

れの元素のけい光Ⅹ線のエネルギーに対応する量として求めた。またもう一つの方法として、一  

般に粉砕が因難な生物資料を粉砕するため炭化法による前処理をけい光Ⅹ線分析法及び放射化分  

析法を用いて検討し、K、Ca、Mn、Fe、Cu、As、Rb、Sr等の元素が炭化処理によっても輝散せ  

ずSeを除いてこの前処理が有効であることを確認した。  
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2．3．3土壌底質中の元素動態に関する研究   

〔研究担当者〕水質土壌環境部 土壌環境研究室二高松武次郎  

〔研究期間〕55～58年度  

〔研究概要〕土壌底質中の金属元素の大部分は粘土、金属の水和酸化物、腐植質などに吸着、吸  

蔵されて存在する。そのため金属元素の土壌底質中での挙動を知るには、これら構成成分との相  

互作用を明らかにする必要がある。この研究では水和酸化マンガン及び腐植酸へのモデル吸着実  

験を行い、土壌底質環境中でのこれら成分の役割を明らかにして来た。   

今まで、環境のpH領域で表面が負に荷電しているマンガン酸化物（pH。Z。＝2．25）はと酸やリ  

ン酸イオンなどのアニオンは吸着しないと考えられ、湖沼の底質や水田土壌でのアニオンの吸着  

濾縮はもっばら鉄、アルミニウムの水和酸化物によるときれたが、Mn2＋やBa2十を吸着、吸厳した  

水和酸化マンガンはと酸イオンを強く吸着し、リン酸、モノメチルアルソン酸、アンチモン酸も  

かなり吸着することが分った。一方、ジメチルアルシン酸はほとんど吸着されなかった。又、琵  

琶湖の底質表層にはNa2SOヰ溶液で浸とう抽出できるマンガン、すなわちMn2＋、が全マンガン量  

の約30％も含まれるので、琵琶湖の北朝で観察される底質表層へのヒ素の濃縮は、ヒ酸イオンと  

してマンガン酸化物に吸着、吸蔵されたものと考えられる。又、ジメチルアルシン酸の吸着力は  

非常に弱いので、この化合物が底質一水系でのヒ素の移動に大きな役割を果たしていると推察で  

きる。ヒ素化合物の底質腐植酸への吸着も検討したが、ヒ繋はこのような有機物にはほとんど吸  

着しないようだ。  
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2．4科学技術振興調整費（科学技術庁）による研究  

2．4．1リモートセンシング技術の利用実証に関する研究  

（1）水情報に関する研究一閉鎖性水域における水質調査法－  

〔担当者〕環境情報部：宮崎息国・安岡着丈・宇都宮勝二郎・奥野忠一  

〔研究期間）56－58年度  

【研究概要〕閉鎖性水域における富栄養化現象は、湖沼において、アオコの大発生を引き起こし、  

養殖魚の酸欠死や悪臭問題等、各地で深刻な社会問題となっている。水質汚濁の機構を解明し、  

汚濁の予測、制御さらには湖沼の浄化を進めてゆくためには、広域にわたる水質汚濁現象を正確  

に把握することが必要である。リモートセンシング手法は、対象の種類、性質、形状などを非接  

触で広域的、同時的に測定することができるので、広域環境計測にはきわめて有効である。本研  

究は、ランドサット等人工衛星から撮影されたマルチスペクトル画像データと湖上で観察された  

水質データをもとに、湖沼における水質を定量的に推定することを目的とする。   

今年は、茨城県霞ケ浦において、ランドサットの上空通過に合わせ、航空機によるマルチスペ  

クトルスキャナデータの収集および湖上における水面分光反射データの測定、さらに水質調査を  

行った。   

湖上、航空機、人工衛星と高度羞によるスペクトルの変化から大気による散乱光の効果を推定  

し、大気効果の補正手法の検討を行った。さらに水面反射光除去手法の検討も同時に行い、人工  

衛星や航空機りモ【トセンシングによる安定な水質計測手法の開発を行った。  

（発 表）K－99，A－12．A．13，a－23，a－24，a－25，a－26  

（2）植生環境調査法  

〔研究担当者〕環境情報部：廣崎昭太・袴田共之・横田達也・奥野忠一  

〔研究期間〕 56～59年度  

〔研究概要〕ランドサットデータによる植生調査手法を開発するため、埼玉県内の植生図のディ  

ジタル化を行うとともに、冬期の航空機MSSデータを収集した。これらのデータとランドサット  

データとの関連を検討するため、利用可能なシーンの検索を行い、すでに開発されているランド  

サットデータによる群落抽出手法の植生環境への通用の可能性を検討した。   

ランドサットデータにより分類した植生環境の意味づけを明らかにするため、埼玉県内で得ら  

れている植生調査を磁気テープに入力し、気象、地形等の補助情報とともに多変量解析を行い、  

いくつかの植生環境指標を導出して、リモートセンシングによる植生環境の特徴を検討中である。  
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2．4．2ネットワーク共用による化合物情報等の利用高度化に関する研究  

－イヒ合物環境データベースシステムの開発に関する研究－   

〔研究担当者〕溝口次夫■3・安原昭夫■3・伊藤裕康■S・新藤純子－1・中秒修身●2  

〔研究期間〕56－60年皮  

〔研究概要〕環境汚染に関する研究を推進するために、また、環境問題に関して行政的な対応を  

行う上で、環境化学物質についての情報、すなわち、特定の化学物質の分析法、検出限界、有害  

性、許容基準、事故例などが迅速に、的確に入手できることは極めて有益である。   

また、環境中の汚染物質の同定及び定量を行うためC7）計測法としてGC／MSは最も有効な手段  

の一つであるが、コンピューターを利用Lたマススペクトルの迅速、正確な同定のためには、レ  

ファレンスデータの精度が高く、検索手法が秀れている必要がある。   

本研究は環境汚染物質についての必要な情報を容易に入手できるデータベースシステムの開発  

と、GC／MSスペクトル同定のための検索手法およぴデータベースシステムの開発とを目的とし  

ている。  

（ユ）環境化学物質データベースシステムの開発   

本年度はデータベースに含めるぺきデータの内容、利用の頻度、情報源などデータベース作成  

のための基本的な調査として、全国公害研協議会機関（6Z機関）に対して、アンケート調査を行  

った。その結果、ほとんどの機関が環境化学物質に関するデータベ【スを利用したいとしており、  

とくに、分析法、過去のエピソード及び他地域での測定値などの情報についての需要が多い。ま  

た、70％以上の機関が、条件つきではあるが、情報提供の用意があるとしている。   

また、分析法を主とした内容をもつ環境化学物質（約200物質）についてパイロットデータベー  

スシステムを作成し、その内容、入出力方式、検索手順などについて検討Lた。  

（2）GC／MSスペクトルデータベースシステムの開発   

マススペクトルの正確な同定のためには、レフアレンズデータの質が重要であることは前述し  

たが、本研究では、その点を特に重視して、既存のデータベース（NIH／EPA／MSI）C、Registry  

など）の内容を検討し、それらを基として、高精度のマススペクトルを選定する手法、及び、他  

の機関から得たマススペクトル検定の方法を検討することとしている。また、標準物質の分析に  

よる精確なスペクトルを入手することも検討している。   

検索手法については、マススペクトルの特徴を十分把握した効率の良い手法を開発することに  

して，すでに、既存のデータベースを利用したパイロット検索を進めている。  

＊1現嶋情報部  ＊2 組合解析瓢  ＊3 計測技術部  
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3．情 報 業 務  

環境情報部は、環境公害関連情報に対する広汎な需要に応じるため、昭和48年度の研究所設立  

以来、大気質・水質に関する数値情報、文献情報、情報源情報等を精力的に収集し、それらの情  
報に基づ〈環境データペースの構築とその効果的運用をはかってきた。また、昭和50年の国連環  

境計画UNEPの情報源照会システムINFOTERRA（当時IRS）のナショナルフォーカルポイント  

指定、昭和54年の日独科学技術協力協定に基づく情報・ドタメンテーションパネル第2回会合で  

成立した協力テーマ¶環境情報”に関連しての業務など、国際協力の事煮も引続き推進した。   

昭和56年度は、各種文献情報等についての｛データベース’’事業の国内国外の進展に合わせて、  

多数のデータベースに基づく多種類のファイルを総合的に利用するネットワーク型処理態勢の整  

備を進めた。  

数値情報  環境賃  

て≡享  

測定局属性惰儲ファイル  
時間僧データファイル  
月間個・年間値データファイル  
水質マスターファイル  
水質データファイル  
流丘マスターファイル  
流量データファイル  
オキシダント緊急時発令状況ファイル  
光化学スモッグ被蕃ファイル  
植生自然度データファイル  

環
境
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
 
 

発生潰（検討中）  

間遠統計  人口統計  
工業紙計（通産省との情報交換）  

その他  モ  
大気時間値検索プログラム（バッチ型）  

大気環境メッシュ化プログラム（パッチ型）  

水質データ検索プログラム（パッチ型）  

環境データ解析プログラム（バッチ型・会話型）  

NIES－EPA  

- NIES-MF 

NIES・SC  

」lCSTファイル等〔外部システム」OIS利別  

B10SIS等〔外部システムDIALOG利用〕  

その他  
INFLOTERRA（UNEP）  

cLEARING（国内）〔外部システム」Ol封り用）  

ssLE（米国）等〔外部システム」OISおよぴDIALOG利用〕  

利用ソフト  

モ  
文献情報  

「  
情報源情報  横間情婦  

1  
t  研究者情報  

航空写真  
人工衛星データ  
その他（メッシュマップ等）  

（太字は研究所で作成したファイル）  

画像情報‾「  

図3．1環境データベースの構成  
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数値情報に関しては、昭和56年度において、公共用水城水質測定結果の収集－データベース  

への収録一解析に関して、一貫したシステムを完成するとともに、全国の水質測定点における  

経年的な水質変化の状態を評価するため水質測定点の調査システムを改善した。   

現在、環境情報部が整備中の環境データベースの構成は、図3．1のとおりで、電算機可読の磁気  

テープすなわちファイルとして整備したものは太字で区分した。これらファイルの利用形態には、  

同時に多数の不特定利用者が端末等によって定形的な出力方式で利用できるオンラインのデータ  

ベースをになっているものと、原データの出典の性質等により若干の利用例限のあるバッチ処理  

のものとがある。   

環境データベースを効果的に運用するためにも、また増大する研究技術計算需要に対応するた  

めにも、電子計算機システムの機能充実は不可欠である。55年度未に更新した現システムはその  

後も順調に稼動しているが、56年度中には周辺機器としてカラーディスプレイのハードコピー装  

置を加えるなどの整備を行った。   

国際協力業務として、日独間の協定に基づく情報・ドタメンテーションパネル（Ⅰ＆D）では、  

57年3月に東京で開かれた第4回会合に出席し、環境情報のコンタクトパースンとして西独の担  

当者と意見交換を行った。  

3．1環境数値データファイルの作成と利用  

3．1．1データファイルの作成  

環境行政及び環境科学研究において必要とされる環境数値情報を広く収集し、これを利用に便  

利な形で電子計算機に蓄積することは、環境情報部の主要な任務の一つである。昭和56年度にお  

いては、前年度に引き続き、大気環境データ、光化学関連データ、及び水質環境データを収集し  

て磁気テープに収臆するとともに、蓄積されたデータの検索、解析手法の開発を進めた。  

（1）大気環境データファイル   

大気環境データファイルは、①大気環項時間値データファイル、②大気環境月間値・年間値ヂ  

■タフアイル、及び（卦大気測定局属性情報ファイルの三つで構成されている。これらのファイル  

に、昭和55年度データを入力した。また、本年度も「第5回大気環境データ処理システム研究会」  

を開催して、大気環境データの収集、利用に関する実例と問題点について情報交換と討議を行っ  

た。  

（D 大気環境時間値データファイル   

大気環境時間値データファイルは、自治体がテレメータにより収集した各測定局の1時間ごと  

の測定値を記録した磁気テープを、各自治体から提供を受け、作成しているものである。磁気テ  

ープの仕様や測定項目の配列順序は自治体ごとに異なるので、これらのデータを統一的に利用す  

るために、当所で定めた「標準磁気テープフォーマット」に変換、編集して蓄積している。昭和  

56年慶事業として収録した対象測定局数は、表3▲1に示すとおりで全部で933局である。収集対象  

項目は前年度と同様、各自治体で測定、記鋳の対象としている項目としたが、気象項目のうち特  

殊なものは除外した。  
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表3．1大気環境時間値収録対象局数（昭和55年度データ）  

一般局  自排局  その他   備  考   
茨 城 県  32  0   l  その他の1局ほ立体局（7点）   
栃 木 県  16  0ふ  0  り（）内は、一般局で自排局を兼ねるもの   
群馬県  
埼玉県   
千 葉 県  123  四   ロ  その他の1局は立体局（5点）   
東京都  
神奈川県  
横浜市   
川崎市  
愛知県  
名古屋市  
三里県  
京都肝   
京都市  
大阪府   ロ   
大阪市  14  12  ロ   
兵 庫 県  36  20  0  〔姫路、西宮、尼崎を含む〕   
神戸市  10  6  2  その他の2局は気象局   
奈良県  
和歌山県   
岡山県  
広島県  
広島市  
山口県  
福岡県   
北九州市  
大牟田市   
計   720  185（川  28   総 計 933局   

衷3，2大気環境月間値・年間値データファイルに収録した  

項目別局数（昭和55年度データ）  

項  目   一般環境大気測定局  自動車排出ガス測定局   
二 酸 化 硫 黄   1，611   45   
窒 素 酸 化 物   1，206   239   
一 酸 化 窒 素   1，206   239   
二 酸 化 窒 素   1，206   260   
一 酸 化 炭 素   224   372   
オ キ ン ダ ント   953   48   
浮 遊 粉 じ ん   1，2ユ6   60   
浮遊粒子状物質   276   14   
全 炭 化 水 素   253   133   
非メタン炭化水素   219   10（）   

降 下 ば い じ ん   1，589  

② 大気環項月間値・年間値データファイル   

大気環境月間値・年間値データファイルは、前年度に引き続き環境庁大気保全局が発行した「昭  

和55年度一般環境大気測定局測定結果報告」及び「昭和55年度自動車排出ガス測定局測定結果報  

告」に記載されているデ岬タを収録したもので、現在、全国的、かつ経年的にわが国の大気汚染  

状況を評価することができる唯一のデータファイルである。本年度収録した項目別の測定局数は  

表3，2のとおりで、前年度とほぼ同様であるが、各測定局のコードとともにその名称も入力するこ  

ととした。   

③ 大気測定局属性情報ファイル   

大気測定局属性情報ファイルには、一般環境大気測定局、自動車排出ガス測定局の名称、住所、  

測定局コード、地図情報、周辺状況、測定項目、測定機の型式、及び保守管理状況等が記録して  

ある。本年度は、昨年度設計したシステムに基づいて環境庁大気保全局が調査したデータを磁気  

テープ化するとともに、その収録内容を出力して次年度用調査表を作成し、前年度からの変化が  
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より明確になるようにした。   

第4回大気環境データ処理システム研究会の開催   

大気環境データファイルの整備と内容の充実を図るため、昭和52年度より上記研究会を開催し、  

自治体の担当者、環境庁関係者、及び当所関係者との間で情報交換を行って来た。本年度は第4  

回研究会報告書を発行するとともに、弟5図研究会を昭和57年2月15、16日に開催し、大気環境  

デ→タの利用に関する諸問題について討議した。その内答は、「第5回大気環境データ処理システ  

ム研究会報告書」として発行の予定である。  

ほ）光化学関連データファイル   

環堵庁大気保全局が実施している光化学緊急時対策めための低層気象観測調査の結果を、昭和  

50年度から54年度の5年度分、磁気テープに収録した。本ファイルには、東京湾地域、伊勢湾地  

域、大阪湾地域、瀬戸内地域で実施された、パイボール、ラジオゾンデによる風向、風速、気温  

の鉛直分布が、観測地点名称、位置、観測日時とともに、計7951レコード収録きれている。  

（3）水質環境データファイル   

水質汚濁防止法に基づき、全国公共用水城水質調査が、昭和46年度から実施されている。この  

調査結果をデータファイルに収録する作業は昭和51年度より開始し、収録項目を逐次増加して釆  

た。昭和56年度は、前年度と同様公共用水域水質測定結果資料解析費による集計作業と水質環境  

データファイル作成事業を統一的に実行した。   

水質環境データファイルは、①水質マスタファイル、②水質デしタフアイル、③流量マスタフ  

ァイル、及び、④流量データファイルより構成されており、その内答は以下の通りである。   

① 水質マスタファイル   

水質マスタファイルは公共用水域の水質測定点に係る情報を収録したファイルであり、データ  

の検索や基準適否の判定などのための基礎となる情報をもっている。本年度は、前年度に引き続  

き、変更地点等の調査結果に基づいて、測定点を5万分の1地形図に記入するとともに、地点統  

一番号、地点名称て指定類型、達成期間の他、緯度・経度を測定して、マスタファイルに収録し  

た。   

また、本マスタファイルの更新の基礎となる測定点情報調査システムを電算機処理に適したも  

のに更新した。   

なお、前年度に引き続き、本年度新規、変更の測定点について、5万分の1、20万分の1地形  

図に記入し、水系別測定点の把握を可能にした。   

② 水質データファイル   

本年度は公共用水域の全測定点（8，142地点、延123，777回）について、水質測定結果資料解析  

に必要な生活環境項目のPH、BOD（河川）、COD（湖沼、海域）、SS、大腸菌群数、n－ヘキサン  

抽出物質、及び健康項目のカドミウム、シアン、有機リン、鉛、クロム（6価）、ヒ素、絵水銀、  

アルキル水銀、PCBを収録し、水質保全局の発表する「公共用水域水質測定結果について」の基  

礎データを集計した。なお、一部の地域については、窒素、リン酸関係項目をも収録した。   

③ 流量マスタファイル   

建設省作成の昭和54年庶流量年表に記載されている流量測定点について、前年度と同様に、属  

性情報（位置、名称、流域面積、河口からの距離等）と年集計値（最大流量、平水流量、年総量  

等）を収録した。  
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（む 流量データファイル   

上記流量年表の測定点ごとに、日平均流量、月合計、月平均流量、年合計、年平均流量等を収  

録した。   

なお、以上のファイルのうち、①、②については、環境庁水質保全局の行う公共用水域水質測  

定結果調査と密接な関係にあり、同調査によって得られた内容に閲し収録・集計等の作業を協力  

して行う過程で作成されたものである。  

3．1．2利用プログラムの整備  

数値データファイルを有効に利用するためには、データの検索機能、作表、作図等の出力機能、  

検索したデータの解析機能等にすぐれた利用プログラムの整備が必要である。環境データベース  

利用ソフトウエアの整備のため、会話形式でデータの検索、解析が可能で、必要な情報のみを即  

時に出力するための会話型7pログラムを開発中である。  

（1）環境データ解析用会話型プログラムの整備   

すでに、環境デ【タのバッチ処理用の多変量解析プログラムの整備を終了した。しかし、環境  

データは、工場における品質管理や実験計画の場合のような、統計的に管理された条件下で得ら  

れることは稀であり、したがって、正規分布を仮定する多〈の統計的方法を無批判に適用するこ  

とは適切ではない。そこで、まずデータの吟味から始まり、分布のモデルを探索しながら、適当  

な変換等を試行錯誤的に試みるというような処理が必要である。このような処理をTSSで遂行す  

るために会話型利用プログラムを開発中であり、前年度開発したデータモニタリング用70ログラ  

ムに、以下の解析磯能を追加した。  

（む重剛帝分析のモデル選択をいくつかの基準で、種々の手法で会話型で実行する機能   

②変数やサンプルを取替えながら行える主成分分析   

③カテゴl）－の併合機能をもち、アイテム選択と連続変数の選択を同時に行う機能   

①変数選択型判別関数  

3．1．3数値データファイルの利用  

（1）利用方式の整備   

環境数値データベースのもつ環境質の測定結果を、広〈環境研究や環境行政の利用に供するた  

めには、磁気テー70の貸出し等による利用を可能にしなければならない。「環境データベース磁気  

テープ貸出規定」による貸出し方式が確立し、この規定に従って、環境データベースの利用が進  

められている。  

（2）利用状況   

大気環境時間値データファイルは、環境研究のために6件、環境行政のために3件の利用があ  

り、大気環境属性情報ファイルはデータフ7イル利用のためのマスタファイルとして利用される  

ほか、自治体で大気測定局管理システムを構築するための基本データとして利用するものが2件  

あった。   

水質環境デ→タフアイルは、水質保全局が、公共用水域水質測定結果を評価するために用いる  

－131一   



他、環境研究資料として2件の利用があった。また、各自治体で、水質環境評価システムを構築  

するための基礎としての利用が3件あり、全国的な水質データ処理システムの標準化が進みつつ  

ある。  

3．2文献情報ファイルの作成と利用  

文献情報の収集とそのデータベース化及び国外国内の外部作成ファイルの活用について、改善  

と整備を進めた。昭和56年度の特色は、1）内部作成ファイルを充実するのに合わせた原典即時利  

用態勢の強化、2）逐次刊行物管理用のファイルNIES－SCの改善、及び3）内部システムと外部シ  

スモネの体系的利用態勢の整備である。   

表3．3にシステムの概要を示すが、各ファイル等の内容は次のようになっている。  

表3．3 匡】立公害研究所のオンライン検索システム．  

システム名またはファイル名  利用対象者   端末操作者   傭   考   
収録件数（56年度未）  

内  部  NIES－EPA   

） 

19，743（6，481増）   

NIES－MF  
慧芸言霊冨究棚  ）者  

システム  ユユ，026（612梢）  

NIES－SC  1，672   

外 部  JOIS   国立公害研究所職月   環境情報部担当者  
システム  D工ALOG   同  上   同  上  

NIES－EPA 米国政府関連技術報告書をデータベース化したNTIS Bibliographic Data File  

の中から米国環境保護庁EPA関係を、電算機によって自動抽出したものであるが、本年度は他の  

省庁の環境公害関係分も含めた拡張型に改善した。制限された若干のものを除いて、大部分の対  

応原典がマイクロフィッシュ版一リーダ70リンタの方式によって即時利用できる。所蔵文献の検  

索データを全部とり入れて、原ファイルの1／10以下の容量に圧縮し、電算機の利用効率を高めた  

のが特色である。   

NIES－叫F 上記ファイルに対応しない原典マイクロフィッシュについて、当所で書誌事項を  

入力したもので、研究所の文献情報収集活動の特色を反映している。本年度は、米国以外の国際  

技術報告の情報収集や技術移転を目的にしたARDA（United States Agency forInternational  

DevelopmentのResearch and Development Abstracts）に基づく収集原典マイクロフィッシュ  

の入力等を進めた。東南アジアその他の発展途上国の環境公害調査文献の多いのが特色てある。   

NIES－SC 収集した逐次刊行物の管理を目的にしたもので、入手形態・所蔵場所・所蔵年準な  

どの管理記録の省力化と、利用者全員が座右で常時利用できる逐次刊行物リストの年度当初にお  

ける更新を、正確かつ容易にするなどの図書室サービスを強化する手段になっている。本年度は  

増大する種類数の利用度必要度等に関連して、所蔵方式の改善内容を入力する作業を進めた。  

JOJS 日本科学技術情報センター（JICST）のオンライン文献検索システムであり、表3－4に示  

したような利用状態になっている。本年度はJICST理工学ファイルについて、従来の英カナ表示  

に加えて、漢字出力が利用できるようになった。   

DIALOG 米国ロッキード・ミサイルズ・アンド・スペース社の検索システムであるが、国際電々  
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KDD社の国際コンピュータ伝送サpビスICASが軌道に乗り、利用件数が表3．4に見られるよう  

に急増した。このシステムに含まれるデータベースは100種以上であり、件数は5QOO万を絶す世界  

長大紋のものである。  

衷3．4外部システムによる文献検索の利用状態  

システム   利用したデータベース   利用件数等   
環境情報部21  

JICS7，70ⅩLITIE，CLEA111NG等  
計測技術部8  

JOIS  
7柱  

大気環境部10  

その他の部24   

計63（183滅）   

環境情報部62  

計測技術部90  
CAS，BIOSIS，SSIE等   

DIALOG  大気環囁部88  
32種  

その他の部198   

計438（192噌）  

以上のオンライン検索に加えて、SDI（SelectiveDisseminationofInformation：選択的情  

提供）を利用した、オフラインの専門分野情報の定期的入手等も昨年同様に実施し、総合的な文  

献情報の利用態勢を整備した。また、所外文献の原典コピー入手については、JICST、国会図書  

館の利用に加えて、DIALOG代理店による海外情報サービスの利用などを取入れた。  

〔発 表〕A－4  

3．3情報源情報の整備と提供   

（1）INFOTERRA業務   

国連環境計画（UNEP）の運営する国際環境情報源照会システム（INFOTERRA）は、1982年  

1月現在、参加国数116、登録情報源数約9，700であるが、当部は、INFOTERRAにおけるわが国  

の担当機関として、参加国拠点（ナショナル・フォーかレポイン＝ の業務を行っている。本年  

も前年度にひきつづき、国内の環境情報を所有する機関（情報源）の調査・登録及び更新と、情  
報源の照会業務並びに検索用語の検討などシステム開発関連業務等を行った。  

（む 情報碩の登録と更新   

本年度は、国の行政機関・国立試験研究機関・公益法人など計6機関を登録するとともに、新  

しく各大学の環境関連学科・附属施設等を情報源として登録するための作業を進めた。また、す  

でに登諒された機関の登録内容の変更・更新を行った。国内の登録情報源数は、合計180となちて  

いる。   

② 情報源の検索照会   

国内外からの依頼に対して、情報源照会回答案務を行った。照会件数は、40件（国外から15件、  

国内から25件）であった。   

③ 検索用語の検討   

情報源検索に役立てるため、また、国内情報システムとの連携をはかるために、】NFOTERRA  

の検索用語の検討を行い、国内の科学技術用語との対応について調査した。  
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④ その他   

情報源及び利用者への広報資料として、リ→フレット及びINFOTERRAキーワードリストを  

作成配布した。  

〔発 表〕A－6  

（2）研究課題等情報源検索業務   

文献検索のオンラインシステムとして利用しているJOIS及びDIALOGによって、10種類前後の  

研究情報源情報が得られる。主なデータベースとして、日本国内公共試験研究機関約600機関の研  

究テーマを内容とする“JICST科学技術研究情報ファイル：CLEARING〝と、米国内約1，300機  

関の研究テーマを内容とする“SSIE研究情報ファイル”などがあり、56年度の利用件数は、19件  

であった。  

3．4電子計算機業務  

電子計算機システムは、主に、各実験施設、フィールド調査のデータ処理、環境テ」タベース  

の作成、リモートセンシングデータの画橡解析、シミュレーション等に利用されたが、本年度は、  

在庫管理システム、会話型プログラムの開発、検索システムの作成での利用が目立ち、これらシ  
ステム作成の援助、相談に応じた。   

例年通り6月に初心者を対象とする「フォートラン講習会」を行い、約40名の参加者があった。  

「電算機管理室だより」を魔時配布L、新規作成LたTSSコマンドの説明、種々の70ログラム、  

サブルーチンの利用法、在庫管理システムの紹介を行った。   

また、従来、4種のFORTRANコンパイラがあったが、最適化FORTRAN77以外の機能の向上  

が望めなくなったのを機会に、互換性の面で混乱を防ぐため、傾重に検討の末、最も拡充された  

最適化FORTRAN77に一本化した。その他のコンパイラでは、新規にAPL、PASCALが利用可能  

となった。   

各部購入の端末機とセンターとの接続希望が多く、現在接続中のTSS端末は44台になったが、  

殊に、通信速度1200BPSでの端末は、4台から12台に増加したので、i200BPS回線を1回線ふや  

し、4回線にしたが、通信制和装置が回線収容の限度を越えることになるため、代わりに300BPS  

回線を1回線減らした。   
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図3．2各部の電子計算機億用状況（昭和56年4月一昭和57年3月）  
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本年度のジョブ処理件数及びCPUタイム（中央処理装置の使用時間であり、入出力装置、祷時  

間などを含むランタイムではない）使用状況を部別、月別に示す（図3．2，図3，3）。月平均は10，773  

件、142時間で、前年度とほぼ同じであった。1日当り（土曜日も1日として）ジョブの内訳は、  

オープンバッチジョブ件数100（22．9％）、サブミットジョブ件数142（32．7％）、TSSジョブ件数  

192（44．3％）で前年度より、サブミット、TSSが倍増し、オ→プンバッチが半減している。1ジ  

ョブ当りランタイムは4分50秒、CPUタイムは47秒、システム運転時間に対するCPUの使用率は  

62％、磁気テー70装置の使用率11．4％、ビデオ端末（T560／20）の使用率42％（ユーザ室では60％）  

だった。磁気ディスク装置の容量は4台（8スピンドル、300MBx8）で2．4GBであるが、ユー  

ザのファイル増加のため、個人のエリアの制限の強化と短期データセットの削除期間（毎週1回）  

の短縮を検討している。   

なお、3月現在のユーザ登録者は約260名である。56年度消耗品傭用量は、ラインプリンタ用紙  

764箱、XYプロッタ用紙142本であった（図3．4）。また、礎気テ【プ購入の累計を図3．5に示す。  

5  6  7  8  9 10 1112 1 2  3月  

図3．3ジョブ処理件数とCPUタイム  
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 】0月1一月12月】月 2月 3月  

図3．4昭和56年度月別消耗品使用量 昭和57年3月調べ  
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3．5図書及び編集業務  

現在、研究所には官制上の図書館はなく、環境情報部業務室が環境情報の収集・整理及び提供  

に関連する業務の一部として図書館業務を行っている。所内ロビー等を暫定的に整備して、閲覧  

室（電動書架等を含む）〔423m】〕を設け、閲覧座席数32席を用意しているほか、書庫（棚数630段）  

〔125m】〕、情報資料室（暗室、半暗室を含む）〔176mt〕及び複写呈〔33m－〕を別に設けて、利用  

者の便を図っている。表3．5に57年3月現在の蔵書数等を示す。   

また、56年庚申の刊行物及び年度別発行頁数を表3■6に示す。これらの刊行物は、国立国会図書  

館、公害関係研究機聞及び各省庁・自治体公害担当部局等に寄贈交換誌として配布した。部内誌  

「環境情報部ニュース」は、57年度から「国立公害研究所ニュース」を新たに刊行するため、56  

年度で終刊とした。  

表3．5 蔵 書 数 等  

資料形態   内  訳   55年度末   56年度末   増加数等   
単  行  本   11、410冊   12、83（〕冊   L420冊  

外国資料類   （整理■い）   1，470件  

冊 子 休  4，988冊   6，254冊  1．266冊  
洋  雉  誌   

637種   678種   41榛  

朴  雑  誌   661紘   700椰   39種  

（寄噌交換）   （337種）   （365）   （28種）   

航空写兵（モノクローム・リアルカラー・  
写   真  

347杖  
赤外カラー）   

衛星写真（LANDSAT）  （整理中）  

地勢図個土地理院、20ソj■分の1）   123杖   123枚  

地形図（国土地理臥 5万分の1）   1，242枚   1．242校  

地   図                   地形図（国土地理院、2万5r・分の1）   4，343枚   4，343枚  
その他の図案   （葉理中）   570柁   

J王CST環境公害絹（日本科学技術情報セ  197578年度  
ンター）  

EnvironmentalAbstracts（EIC USA）  1974－78年  
磁気テー‾ブ  

NiES－MF（国立公害研究所環境情報部）  198ユ年度版  
NIES－EPA（  ′／   ．）  1977－81年  
NIES－SC（  ／l  ）  1981年度阪   

マイクロ  EPA及U’その他のNTISフィッシュ   18，986件   25，201件   6，215件   
フイルム  EICフィッシュ   5，507件   5，507件   
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麦3．6 刊 行 物 一 覧  

（1）国立公害研究所年報  

発行年月  
国立公害研究所年報一昭和55年度  

（2）国立公害研究所研究報告  

発行年月  
陸水戚の富栄養化に関する総合研究（Ⅲ）一研究総括一昭和53／54年度  
陸水戚の富栄養化に関する総合研究（Ⅵ）一再ヶ浦の生態系の構造と生  
物現存量昭和53／54年度  
複合大気汚染の植物影響に関する研究一昭和54／55年庶特別研究報告  
StudiesonchironomidmidgesoftheTamaRiver  
Part3．SpeciesofthesubfamilyOrthocladiinaerecordedatthe  
SumrnerSurVeyandtheirdistributioninrelationtothe  
poll11tionwithsewagewaters．  

Part4＿Chir（〉nOmidaerec〔〉rdedaとawintersurvey．  
（多摩川に発生するユスリカ頬の研究  

p第3報 夏期の調査で見出されたエリユスリカ重科Orthocladiinae  
各種の記載と、その分布の下水汚染度との関係について′  

一第4報 有浅川の冬期の調査で見出きれた各種の分布と記載－）  
大気汚染物質の単一および複合汚染の生体に対する影響に関する実験  
的研究一昭和55年度特別研究報告  
海域における富栄養化と赤潮の発生機構に関する基礎的研究一昭和54  
／55年度特別研究報告  
スモックチャンバーによる炭化水素窒素酸化物系光化学反応の研究  
昭和54年度特別研究報告一環境大気中における光化学二次汚染物質生  
成機構のi肝究（その1）  
大気運動と大気拡散過程のンミュレ【㌢ヨン臨海地域の気象特性と  
大気拡散現象の研究一昭和55年度特別研究報告  
環境汚染の遠隔計測・評価手法の開発に関する研究一昭和55年度特別  
研究報告  
環境面よりみた地域交通体系の評価に関する総合解析研究  

56．7  

56．8  

56．8  

56．g  

27  

22  

28  

29  

（3）国立公害研究所調査報告  

吉  名  発行年月  
第Z回富栄養化問題シンポジウムーモデルと評価一  
期日 昭和56年3月19、20日  会場 国立公害研究所  
特別研究「陸水域の富栄養化防止に関する総合研究」シンポジ  
ウム報告  

窮Z回大気・乱流シンポジウム  
期日 昭和56年10月29、30【］ 会場 国立公害研究所  
特別研究「臨海地域の気象特性と大気拡散現象に関する研究」  
シンポジウム報告  

第4回大気環境データ処理システム研究会報告書  
期日 昭和56年2月17、18［】 会場 国立公害研究所  

第3t田富栄養化問題シンポジウムー防止対策を中心として→  
期日 昭和56年9月ユ8、ユ9日  会場 国立公害研究所  
特別研究「陸水城の高栄養化防止に関する総合朝究」シンポジ  
ウム報告  
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（4）環境情報部ニュース  

発行年目  内  答  
業務紹介   
地図（国土地理院一般図の部）の利用案内  

国昏室より  
1．1981年推詰所蔵リスト  
外因推詰所蔵リスト  
国内姓詰所歳リスト   

2．公共機関速決刊行物所蔵リスト   
3．StandingorderE2）旨リスト  

業務紹介   
公共機関発行の逐次刊行物の整備について  
業務租介   
国立公害研究所が収集しているマイクロフィッシュ資料について  
資料紹介   
環境庁の出版物リスト  
餃終号に寄せて  

（各号共通内容）☆新着図書目鐘  
☆収集レポ【ト目録  
☆国立公害研究所セミナー  
☆所内i肝究会  
☆国立公害研究所職員研究等発表リスト  

（5）年度別発行頁数  
ラ土  名   50  51  52  53  54  55  56年度   

国 立 公 害 研 究 所 年 報   72  105  196  221  245  215   
国立公害研究所研究報告   571   760 1，ユ05 1，877  2，078   
国立公害研究所調査報告   106  243  793  659  516  723   
国立公害研究所環境情報部ニュース   90  309  319  Z9Z  194   379  380   

A  計   gO  487  1，238  2，041 2，179  3，O17  3，396   
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4． 研究施設・設備  

4．1大型研究施設  

4．1．1大気化学実験棟（スモッグチャンバー）  

本施設は工場・自動車等の発生源から大気中に排出された窒素酸化物・炭化水素等の一次汚染  

物質が太陽により光化学的に二次汚染物質に変質するメカニズムを実験室的に研究することを主  

目的とした施設である。  

（1）施設の概要  

（む 建築規模  

鉄筋コンクリート造平家建、起床面723血が   

② 光化学スモ■ッブナャンバー装置   

②－1≠ヤンバー  

形状：横置円筒形（内径1，450mm、長さ 3，500mm）、内容積：約6m3  

材質：SUS304、内面処理：テフロンMコート、温度制御範国：0、50℃±1℃  

排気系：スパッターイオンポンプ、チタンゲッターボンプ、ターボ分子ポンプ、  

ソープションポンプ、油回転ボン70  

到達真空度ニ10‾6Torr台  

②－2 ソーラーシミュレーター  

型式：多灯式同軸水平投射型、光源：1KWキセノンランプ19灯  

②一3 試料空気調整装置  

精製方式二白金系酸化触媒、モレキュラーシープ  

精製能力：240りmin  

②4 分析用計測機器  

（i）長光路フーリエ干渉赤外分光器  

（ii）ガスタロマトグラフ質量分析計  

嗣NO、NOx、SO2、03、非メタン炭化水素、全炭化水素分析計  

柚ガスタロマトグラフ  

（2）利用試験研究   

大気環境部における研究計画に従って表4．1に示すように、主として特別研究「炭化水素一窒素  

酸化物一硫黄酸化物系光化学反応の研究」の研究課題が大気化学研究室を中心に行われた。特に  

本年度は、炭化水素の光化学反応性指標について検討するために炭化水素混合系、及び環境大気  

の光照射実験が重点的に行われた。  
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表4・1昭和56年度光化学スモッグチャンパー利用研究（大気環境部大気化学研究室）  

研 究 課 宿   研  究  項  目   

〔癖別研究〕  

炭化水素一塁素酸化物硫黄化  ・炭化水素混合系における光化学オゾン生成機構の解析   
合物系光化学反応の研究   ・環境大気の光化学反応性の解析  

・NO－H20系におけるHONO生成機構の研究   

（3）装置の維持・管理   

大気化学研究室の研究及び技術部理工施設管理室の職員が研究計画に基づき、スモッグチャン  

パー本体の運転及びこれに付随する試料空気調整装置、ソーラーシミュレーター、長光路フーリ  

エ干渉赤外分光器、ガスクロ質量分析計等の運転、保守に当たった。  

4．1．2大気拡散実験棟（風洞）  

大型拡散風洞は、工場や自動車等から排出される大気汚染物質の移流、拡散現象をできるだけ  

現実に即してシミュレ⊥卜するための施設である。   

本施設は従来の流体力学用風洞の仕様条件に加えて、温度、速度成層装置、加熱冷却床パネル  

を備えている点に特徴がある。これら三者の組み合わせにより種々の気象条件が再現でき、移流、  

拡散に最も重要なパラメータである大気の安定度を調節して自然大気と相似の条件で大気汚染を  

シミュレートすることができる。  

（1）施設の概要  

① 建築規模  

鉄筋コンクリ→ト造 地下1階 地上2階建 延面積2，200m】   

② 大気拡散風洞  

垂直密閉回流式  

縮流比：1：5  

測定部：2．OmHx3．OmWX24mL  

送風機：後置静異単段軸流式、口径2，2m、回転数制御Max．770r．p．m．  

材 質：測定部 2重ガラス製  

その他：鋼板製、外面断熱施工  

性 能：連続制御風速0．2m／s（ダンパー制御0．1m／s）－10．Om／s  

風速分布一様性 0．5％以下  

乱れ弓重度  0．2％以下  

気流温度  15℃－87℃  

床面温度  7℃－112℃  

（各床パネル独立温度制御）  

速度成層装置：開孔格子板摺勤方式、鉛直20段  

温度成層装置：シーズヒータ千鳥配列、鉛直20段、P．l．D．制御（△T＝30℃）  
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（2）利用試験研究   

特別研究「臨海地城の気象特性と大気拡散現象の研究」及び大気環境部・技術部における経常  

研究の計画にしたがって、表4．2に示すような研究か行われた。  

衷4，2昭和56年度大雲も拡散風洞利用研究  
（大気環境部・大気環境計画研究室）  

（技術部・理ユ施設管ゼき！宝）  

研 究 課 題   研  用  【j   

〔特別研甥〕  
臣狛毎他掛現満雄聴と大京拙徽  ・風洞‖二よる穴象特件と火1川こ枇，規範の肝先   

税象の仰ノ先   ・r人用；境界屑の発J塵週杵とその中でのH梁働皿の拡裾射ほシミューレ→  

ション  
・相似l！りの検，汀、吼油」シミュレーション手浸この椰、l二   

〔紺≠研牒〕  
混度成瀾化Lた乱流の相識と据  

散機構に関する研究  
地彬・地渠障告物まわりの流詔   
と拡散現象に関する研究  ・他作jによって複雑になるi在れの様rとそのナ〕こ散現如二及ぼす彬判  

・人1し‘左心餌√：う領亡址物まオ川の1バいしや拡散現射二杜ほ■トお里  

大㍉址散湖沸】の最適運転、航び        ・れェネ／しキー化のたダ）の風洞の最適皿沌り晶   

に混性差のある浦」＝こム上る帆  

洞先験甘酢二関する研究   

（3）装置の維持・管理   

大気環境計画研究室の研究員及び技術部理工施設管理室の職員が研究計軌二基づき、大気拡散  

風洞の運転及びこれに付随する機械・電気設備、ミニコン、各校計測器の運転保守に当たった。  

4．1．3大気汚染質実験棟（エアロドーム）  

エアロドームは、環境大気の遠隔測定並びに粒子状大気汚決質の大吉川1の挙動を研究する施設  
である。最上部（7・8階）に設置されているレー」r一レーダーは大気汚染質の空間分布を短時  

間に広範囲にわたって観測するための装置で、コンピューターによって操作、データ処理を行う。  

3、4階には、エアロゾルチャンバ【をはじめ粒子状汚染質の生瓜拡臥消滅の諸過程を研究  

する装置が設置されている。   

建設規模：鉄筋コンクリート造 8階建（最上階 ドーム構造）姫桁毎積1，321mヱ 昭利54年  

8月23日竣工  

レーザーレーダー  

（1）施設の概要  

型 式：モノスタティック型  

方 式：パルスレーザー散乱光受光式   

レーザーレーダー部（8階ドーム室）   

寸 法：5．8m（高さ）、3．4m（径方向）  

レーザー：Nd：YAGレMサー  
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平均出力：基本波（1．叫▲m）30W、第2高調波（532nm）10W   

望遠鏡：カセグレン型反射望遠鏡  

主鏡有効直径1．5m 合成焦点距離8m   

架 台：高度一方位方式   

制 御：データ処理部（7階操作室）  

操作卓よりレーザー、架台、光学系を操作  

データ処理部：TOSBAC 7／40  

（2）利用試験研究   

特別研究「環堵汚染の遠隔計測・評価手法に関する研究」及び大気環境部における経常研究の  

計画に従って表4．3に示すような研究が行われた。  

衷4．3昭和56年度大型レ【サーレーダー利用研究  
（大気環境部大気物理研究室）  

研 究 課 題   研  究  項  目   

〔特別研頂〕  
環境汚梁の遠隔計測・評価手法  ・大型レーザーレダーによる広域汚潔の計測手法の開発   

の閲先に関する研究  画像デタ貿のチェック法の開発  
制御用ミニコンと大聖計算機聞のデータ伝達システムの開発  
半径30km領域の広域汚染チータの収集  

〔経常研究）  

レーザーレーダーによる大気汚           ・エ7ロゾル空間分布の測定に姓づく大京構題の研究   

染立体分丞Jの測定に関する研究   エアロノル時空l鋸川iの測定による大京項牒牒け鳩測  

排煙拡散の測定   

（3）装置の維持・管理   

大気物理研究室の研究員及び技術部理工施設管理室の職員が研究計画に基づき、レーザーレー  

ダーの運転及び付随するデータ処理装置、各種計測器の運転保守に当たった。  

エアロゾルチャンパー  

（1）施設の概要   

本装置は、粒子状汚染物質が環境大気中で生成する過程を実験的にシミュレートするためのも  

のであり、55年3月に完成した。チャンバー本体、ソーラーシミュレーター、空気精製装置及び  

生成物分析のためのガス分析装置、エアロゾル分析装置よりなっている。以下にその概要を示す。  

（D チャンパー本体   

形 状：横置円筒形（内径1．2m、長さ3．5m）  

内容積二約4ml  

内面処理：ガラスライニングおよび一部テフロン（PFAM）コート  

到達真空度：1×10‾3Pa（オイルミストフリー）   

② ソーラーシミュレーター  

型 式：多灯式同軸水平投射型  

光 源：1klVキセノンランプ12灯  
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③ 空気精製装置   

モレキュラーシープを用いるコールドトラップ方式で、NOx、SO2濃度がそれぞれ5ppm以下で  

ある。  

精製能力：240りmin   

① ガス分析装置、エアロゾル分析装置及び表面電敢型質量分析器   

構 成：NO、NO∫、0さ、全炭化水素の各ガス濃度計、及びガスタロマトグラフ：ピエゾバラ  

ンス式エアロゾルモニター、光散乱式エアロゾル測定器：表面電離型質量分析器  

（GC－MSも可能）  

（2）利用試験研究  

特別研究「炭化水素一塁素酸化物一硫黄酸化物系光化学反応の研究」に従って表4．4に示すよう  

な研究が行われた。  

表4．4昭和56年度エアロゾルチャンパー利用研究  

研 究 課 題   研  究  項  目   

〔特別研究〕  
尿化水素望葉酸化物一硫黄酸  ・オレフィンを主体とする炭化水菜、窒素酸化物、硫華酸化物混合系で光   

化物系光化学反応の研究   照射を行い、生成するエアロゾルの粒径分価への時代ミ1変化、個数㈲空の  
変化あるいはSO2の醸化速度に関する研究   

（3）装置の維持・管理   

エアロゾル研究室の研究員及び技術部理工施設管理室の職員が、研究計画に基づきエアロゾル  

チャンパー本体の運転並びにこれに付属する各装置の運転、保守にあたった。  

4．1．4大気モニター種  

本施設は環境大気中の汚染物質及び地上気象要素を測定する施設で、風向・風速・気温・湿度  

等の気象要素と亜硫酸ガス・窒素酸化物・オキシダント等の大気汚染物質を測定している。   

また、これら大気汚染物質自動測定機の比較実験、各計刺磯の精度、安定性、妨害物質等の実  

験研究にも利用される。  

（1）施設の概要   

建築規模：鉄筋コンクリ→ト造、1階建、床面積80m℡   

設置機器：二酸化硫黄自動測定機、窒素酸化物自動測定機。オゾン（オキシダント）自動測  

定機、一酸化炭素自動測定機、二酸化炭素自動測定機、炭化水素自動測定機、標準ガス  

発生装置、超音波風速計、温湿度計、日射計、その他気象測器、データ処理装置  
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（2）利用試験研究  

表4．5昭和56年慶大気モニター棟利用研究  

研 究 課 題   研  項  目   

〔経常研究）  

大気中のガス状汚染物質自動測  
定機の精度等に関する研究  
大気中の浮遊粒子状物質の測定  
法に関する研究   

（3）装置の維持・管理   

計測技術部分析室が計測機器等の維持管理を行っている。  

4．1．5ラジオアイソトープ実験療（Rl棟）  

本施設は放射性同位元素を利用することにより、汚染物質の挙動を解明するためのものであり、  

登録されている核種はα放射体を除き38核種である。  

（1）施設の概要   

① 建築規模：鉄筋コンクり－ト造2階建、一部屋糟（温室）、延床面積1，310．36m｝   

② 主要設備及び機器：RI使用実験室（5実験室のうち、1実験室には動物用チャンバーを、   

他の1実験室には植物用チャンパー付設）、廃水処理を考慮し、各実験室ではイオン交換水を  

使用。Rl希釈室、オートラジオグラフイ用暗室、測定室、低温宝、温室、Rl貯蔵室、廃棄物  

貯蔵室、廃水処理施設、コールド実験室。  

液体シンチレーションカウンタ、GMカウンタ、低パックグランドガスフローカウンタ、Nal  

シンチレーションカウンタ、Geガンマ線スペクトロメータ、オートガンマカウンタ、ラジオ  

アクティブスキャナ、高速液体クロマト通観ラジオアクティビティモニタ、蛍光X線分析装  

置、オートマチックサンプルオキシタイザ、高速液体クロマトグラフ、ラジオガスタロマト  

グラフ、超遠心分維隠、RI動物廃棄物凍結乾燥機  

（2）利用試験研究   

表4．6に示すように、原子力利用研究及び特別研究が行われた。表4．6昭和56年度RI棟利用研究  

表4．6昭和56年度RI棟利用研究  

研 究 課 題   研  究  項  目   

原 イ 九 摩り 耶 研 究  1．放射性同位元素利吼二よる汚染環境の評価と改善に関する研究  

1－1接合大気汚簗環境の柄物影響（生物環境部生理生化学研究室）  

ト2複合大気汚染環境の実験動物への影響（環境生理部・急性影響研  

究室・傾性景き響研究室）  

2．水生生物の光合成機能を指標とする徳義主無機環境因子の制定法に関  

する研究（計測技術部生体化学計測研究室）  

3．土軍底質中の元素動態に関する研究（水質土嚢環境部二L壌環境疎究  

寅）   
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〔特別研究〕  
大気汚染物質の単一及び板合汚  
染の生体に対する軍き執こ関する  
実験的研究  
〔経常研究〕  
大気中の浮遊粒子状物質の測定  
法に関する研究  

・NO2等が生体に及ぼす生化学的影響について  

・NO2の姉抱表面のりン脂質脂肪酸組成に対する影響の解析  

（環境生理部・慢性若き軍師究峯）   

禿金属成分のけい光X線分析（計測技術部分析室・技術部理工施設管理   
室）  

（3）装置の維持・管理   

RI棟における放射線管理、廃水処理施設運転及び施設の維持管理は、技術部理工施設管理室と  

技術室の職員によって行われた。  

4．1．6水生生物実験棟（アクアトロン）  

本施設は陸水城における水質汚濁の機梼とその防止・及び水生生物への有害物質の影響につい  

て総合的な試験研究を伴うための施設である。  

（1）施設の概要   

本施設内には人工湖沼2基、培養槽5基及び付属装置からなるマイクロコズム、水生生物用毒  

性試験装置、及び海水用マイクロコズムが設置されている。これらの装置はそれぞれの研究目的  

に応じて設計製作されたもので、マイクロコズムは湖沼の富栄養化の機構を解明しその防止対策  

について検討を加えることを目的とした装置である。毒性試験装置は魚類をはじめ水生生物に対  

する重金属・農薬等の慢性影響を研究するためのものであり、海水用マイクロコズムは内湾・閉  

鎖性海域で発生する赤潮の機構解明のための装置で1maの大型培養槽は温度・塩分濃度成層形成  

が可能である。この他に培養及び飼育のための恒温室等がある。  

（2）利用試験研究   

各部から提出された研究計画に沿って、表4．7に示すように3部4研究室が利用した。マイクロ  

コズムを利用しては水質土壌部「陸水域における富栄輩化の機構に関する研究」が行われ、アオ  

コ（ラン藻；〟わ郁笹毎）の発生と消滅が湖沼の酸素収支に及ぼす影響を調べた。その後アオコ  

と緑藻類（C地〝ぴdβ∽0叩捕）の混合培養を行って、アオコの発生にさきだって観察される緑藻類  
の水の葦がアオコの発生に及ぼす影響について実験を行った。毒性試験装置を使っては生物環境  

部による特別研究「有害汚染物質による水界生態系の撹乱と回復過程に関する研究」の語テーマ  

が行われた。海水用マイクロコズムでは水質土壌部海洋環境研究室による特別研究「海域におけ  

衷4．7昭和56年度水生生物実験棟利用研究  

利用郡・生名   研   究   課   題   便 川 他 言昔  供試生物・†備考   

水質土壌環境部  ・陸水城における冨栄養化の機構に関する基礎的珊  ・マイクロコズム  
陸水環境研究  究   恒温ぷ   
三   ・陸水環境に及ぼす汚水及び汚泥の処理の影矧二閻  ・培養室ミ  

する研究   ・無機室  
・陸水城における有機塩素化合物の挙動に関する研  ・低混実験室  

温室   
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・合成洗剤及び石けんの陸水城に及ばす鮎響に閲す  ・アクーアフリースペ  
る研究  ース   
・淡水赤潮の発生干牒l及びばっ京によるその防止に  

関する珊究  
・アオコ・ヘドロ及び水生仙物の回収による水督改  
＃と回収物の有効利用に関する研究  

・底泥からの栄華塩の回帰に関する研究  
・l；i栄養化促進物質の処理楼蘭の開発及ひ項洞化  

・揚の潮の詩集養化機構の解lγJ及びモデル化  

・赤潮生物の増姉指標に関する研究  
（他2課題）  

水門土壌環境部  ・赤瀬胴乱生牒緑先の生理r】勺、化学的及び物理的要1封の  池水用マイクロコズ  

徹洋環境研究  ム   
圭   

卜州托外用；   ・指標生物中の無機・元素のj】1：と有在状牒、及びその  混※、生態闇、野外  ホテイアオイ   

生休北骨欄朝  飼育池   オオカナダモ   
研究ム   

上物f岩場部   ・モデル生態系擾乱機構の実験的研栗   ・毒性試験当主   ギンブナ   
水生生物隼牒  ・食牛わ油壷i】iによる有雷汚建物賢の二王物f郎†Jiと生物購  ・人二L環境ぷ   グ、ソピー   

研究圭   轡に関する研究   ・f是弐i（魚更冒i）   ミズムシ  
・湖の」二態ギこにおける物留肺環の研究  ユスリカ  
・水生生物の実験動物化に閲する研究  モップ  

クロレラ 他   

f；㍑撫月皿   ・有※汚葉物代が水丑生物に牧ほす新駅の生理学的  ・人工環境室   一ヒスヂコスリカ   
慢性殿御研究  ・屋外水槽  タマミジンコ   

・毒怖㍊腰せ  

る富栄養化と赤潮の発生機構に関する基礎的研究」の一環として挽′g用Sな刑αα々俗んわの培養を行  

った。細胞敷浪度は5，5×104cells／mlに達し、ばっ気を中止すると現場と同様の垂直移動が観察  

された。  

（3）実験水生生物の管理   

本施設内で行われる毒性試験そのほかの研究に必要な水生生物はほとんどすべて本施設内で飼  

育供給されている。これら実験水生生物の飼育及びその管理は生物種に応じ、また使用日的に応  

衷4．8昭和56年度実験水生生物飼育供給実績  

主 な1肝 究 利 用  総上席ぶ  総供給ぷ  リ三験水三‡三井∴物   
急性毒性試験  
急牲・慢性接伴試験  
急性毒怖ぷ軋 メタロチオネイン分析、実験餌鼻  
息性・慢軒端性試験  
成下汁川三こ先験  
魚臥 イサザア＝≠実験鋼帯、メタロチオネイン  

分析  
急性毒性試験、帖生卵採取  

急ーソト相性言式験  
粟旗印ぷ   

177尾   

721）（）尾   

82力■匹  

（う2千l些   

4千匹  

3kgfも1爪  

5力尾  

～聯）口J毛  

紬狛吊川】  
机2川H川】  

2ブノ匹  

約：うkがIJヰ  

机抑ソ川］   

机2（りJ■卵  

・キン7∴ナ  

・；ll亡色糸グ・ソピ  

・セスナユスリカ  
・ヤモンユスリカ   
アカムシュスリカ  
・タ‾アミノンコ  

・ホウネンエビ  
・モ∵／ゴ   

∴ ll  
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じて行われている。また新たな水生生物の実験動物化、純系化、安定して大量に供給できる飼育  

方法の開発を行っている。   

本年度に供試された実験水生生物は野外採取分を含め約30種に及び、主なものを表4．引こ示す。  

生物生態園実験池   

本施設は、自然条件下における池生態系の遷移現象や水質変化にともなう生態系としての反応  

を、主として生物群集の面からとらえ解析するための野外実験施設そある。  

（1）施設の概要   

この実験池では、魚類の棲息を排除している。したがって、植物性プランクトンと動物性プラ  

ンクトンの関係を解析できる。また、地中心部分の水深を4mに堀り下げ、特に、プランクトンの  

垂直分布を解析できる構造になっている。今年度は、池の一部を隔離するための実験用具及び採  

集用具を設置した。  

また、池水位減少を防止するために野外渓流モデル水路の排水を導入した。  

（2）利用試験研究   

生物環境部による動植物プランクトンの増殖要因の解析及び有害汚染物質による水界生態系の  

穫乱と回復過程に関する研究の一部が行われた。  

4．1．7水理実験棟  

本施設は湖沼・河川・沿岸海域の水理現象と水質に関する物質の輸送と混合・拡散現象を実験  

的に解明することを目的とした施設である。  

（1）施設の概要   

本施設内には、モデル湖（長さ20m、幅10m、深さ1m）及び造披装置（造波板長6m、周期  

0．7－2．0秒）、屋外長水路（長さ80m、幅0．6m、深さ1．Om）、可変勾配水路（長さ27m、幅2m、  

深さ0．3m）、三次元拡散水路（長さ11m、帽1．5m、水深0．5m）、吹送流水理模型装置（風洞部、  

ターンテーブル付）、循環水路、粘性土限界掃耽美験水路、不飽和浸透土壌コラム、二次元可変勾  

配水路（長き6m、幅0．3m、深さ0．25m）、内部波発生用造披水槽等が設置されている。  

（2）利用試験研究   

各部から提出された研究計画に基づき、表4．9に示す通り2部2研究室が利用した。主要な研究  

課題は、屋外長水路と吹送流水理模型装置を利用した水質土壌環境部「陸水城の富栄養化に閲す  

表4．9昭和56年度水理実験棟利用研究  

利用部・室名   研   究   課   題   使 用 施 設   備  考   

水質土壌環境部  中禅寺湖模型  
水質環現計画  霞ヶ浦模型  
研究室   現地泥・カオリ  

ン・ベントナイ  

寸媚－   



t隅角瓢の流況と水質拡散過程に関する研究  モデル瀾  トレーサー  
・沿岸構造物による内海と外海との水質交換に閲す  
る研究  
・人工河川を使った付着性徴生物の増殖に関する研  鯉  

・河川河口軌こおける固体粒子の沈降と堆積に閲す  ポリ「7－－  
る研究  
・浅い湖におけるセイシュの組側とそのモデル化   
t底質中の物質の流れによる溶出に関する基礎的研  循環水路   塩分濃度  
プt   染料  
・底泥の物性に関する研究  粘性土限界掃流実験  

水路  
・底泥の限界掃流力に関する研究  同  上  

ン・ベントナイ  

不飽和浸透土壌コラ  
ム  

淡塩密度場   ・内部重複波の砕披による密度界面の破壊に関する  内部波発生用造波水  
研究   槽   

大気環項部   気液界面での乱流構造と横方向乱流拡散機構に閲す  三次元拡散水路  トレーサー   
大気環境計画  
研究室   

る総合的研究」、粘性土限界掃流失洪水路を利用した水質土壌環項潮「汚泥の土壌還元とその環境  

影響に関する研究」等である。  

（3）施設の管理   

水質環境計画研究室研究員及び技術部理工系施設管理室職貝が研究計画に沿って本施設内に設  

置された実験装置、各種計測機器の管理・運転に当った。  

4．1．8土壌環境実験棟（ペドトロン）  

本施設は重金属などの無機汚染物質及び農薬などの有機汚染物質による土壌・底質環境の汚染  

のメカニズム及び緑農地への還元が進められようとしている有機廃棄物の土壌・底質環境に及ば  

す影響を土壌微生物、土壌動物、高等植物の生態系も含めて動的に把握するとともに、土壌・底  

質環境の保全並びに汚染土壌の浄化等に関する研究を行うことを目的とした施設である。  

（1）施設の概要   

これら多様な研究目的に対応するために地温制御大型ライシノーター、地温制御チャンバー、  

グロースキャビネット、農薬チャンパ√、小型ライシメーター、ポット恒温槽等の実験施設が設  

置されている。本旋設の特徴は、従来の植物生育域の環境条件の制御だけでなく地温、土壌水分  

等の土壌環境条件を制御した研究を実施できることである。本施設は昭和52年度に発足し逐次施  

設が整備され55年度でほぼ完了した。56年度には特別研究用備品として小型水田用ライシメータ  
ー14基及び畑地用小型ラインメーター2基が増設され、小型ラインメーターは合計28基となり、  

円滑な研究が可能となった。また、底質・水田用地温制御大型ライシメーターは、土壌安定化処  
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理が終了し、57年度より実験に供用されることとなった。   

56年度末の主要実験施設は、大型ラインメーター 8基（畑地用 4基、底質・水田用 4基）、  

小型ラインメーター 28基（水田用14基、畑地用14基）、地温制御チャンバー 1台、グロー  

スキャビネット 3台、農薬チャンバー  2台、ポット恒温槽18台である。  

（2）利用試験研究   

56年度内に本施設を使用して実施された試験研究は表4．10のとおりであり、水質土壌環境部土  

壌環境研究室水質環境計画研究室、海洋環境研究室及び環境情報部情報調査室の特別研究及び経  

常研究が行われた。  

表4．10昭和56年度土壌環境実験棟利周研究  

利日用；、・圭名   研   究  課   題   仲川 施．昔   †ル試土壌   

水墨⊥壌輔弼描  〔特別研究〕   大Jモまラインメ㌧夕ー  灰色（Jt地二l二   

土壌環境畔兜1i  汚泥の土壌瑞‘元とその環境儲闇に関する研究（4課  小J雪「まラインメータ  淡色∴‡．㌔ポクニ上   

水好環境計軌研  題）   グロースキ1－ビネット  ．Lミ！ポ、クニ上   

農薬チャンバー  砂丘地二仁   
地鳥川椚卸チャンパ  
I；‘絹藻  

実験轟  

水質土壌環境部  〔特別研究〕   低山実凝ヰ  
海洋環境研究室  海域における富栄養化と赤潮の牒土機構に関する研究   

水駅土壌環境部  〔結滞研究〕   材料擢猷㍊耳   吠色帆地二上   
土壌環境研究三三  ・土壌中における有機汚染物贅の挙動に関する硝頂  実験1i   さ．壬、モボクニ仁  

・土壌中における無機汚某物堅の挙動にl果する硝冤  1i‡養1ミ   淡色＝■．l．㍉㌣クニl．  

・土壌生態系に与える無機汚染物宮守の㍍孝勘二関する  グロースキ十ビネソト  水耕Ⅷ抹■‡  
研究   農薬チャンパー  
・肺物の生育およひ栄養生理に与える金属元素の影  
腎   

f岩場情報部  〔経常師究〕   リミ験1ミ  

情報調査室  衛耳．チーター等による環境主題【詞の†1：製と解析   ＝料処理※   
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4．1．9動物実験棟（ズートロン）  

本施設は環境汚染材物質が生体に及ぼす影響について、BiornedicaJScienceの立場に立脚L基  

礎的及び応用的側面から試験研究することを目的とした動物実験施設である。現在は、環境汚染  

物質の中から大気汚染、重金属汚染及び残留化合物汚染の冬物質の生体への影響を主たる研究課  

題としてとりあげている。  

（1）施設の概要   

施設の構成は、SPF区域（SpecificPathogenFreeの環境でSPF動物を実験飼育する区域、昭  

和52年2月稼動）、中動物区域（Conventional動物の実験飼育区域、昭和52年10月稼動）からなる  

第1棟と、第2棟（Conventional区域で重金属・残留化合物関係研究を主体とした実験飼育区域、  

昭和55年10月稼動）とで構成されている（団4．1参照）。   

① 動物実験棟Ⅰこ第Ⅰ棟には、大気汚染生体影響研究用の小動物用慢性ガス暴露チャンバー  

4台（ASC、ASG1・2・3）、中敷物用慢性ガス暴露チャンバー4台（AMC、AMG－1・2・  

3）、複合ガス暴露チャンパp5台（ACC、ACG－1・2の慢性用3台とACG－3・4の亜急性  

用2台）及び急性用ガス暴露チャンバー3台が設置されている0なお、これらのガス暴露チャヤ  

パーは、実験精度の確保のために飼育環境条件を厳密に制御しており、また暴露後の実験ガスは  

排気処理装置で吸収するなど、正確かつ安全な試験研究を可能にしている。   

② 動物実験棟ⅠⅠこ第ⅠⅠ棟は、各種重金属及び残留化合物の生体影響研究を主体として使用さ  

れており、実験精度の確保とともに実験終了後の固体・液体・気体廃棄物の安全処理に細心の対  

策が講ぜられている。特に排水系については、SD・CD・動物・生活・雨水の5系統に分離されて  

おり、指定濃度以上の重金属や残留化合物は回収できるようになっている。   

なお、本施設は環境生理部、環境保健部、計測技術部、水質土壌環境部及び技術部の5部によ  

って使用され、施設の管理運営は動物施設委員会（委兵長：久保田憲太郎環境生理部長）のもと  

に、技術部動物施設管理屋によってなされている。  

は）利用試験研究   

56年度内に本施設を使用して実施された試験研究を表4．11に示した。本年度は環境生理部4  

研究室、環境保健部3研究室、水質土壌部1研究室及び技術部動物施設管理室が中心となり、大  

気汚染物質及び重金属・残留化合物の生体影響等に関する動物実験が合計176課題（56年度分：135  

と継続分；41）実施された。なお、本年度は特別研究による第2回NO2低濃度慢性暴露実験（55  

年5月－56年12月の18ヵ月間実験飼育）が、無事に終了した。  
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国立公害研究所動物実写黄施設（柑80）  

施設名  構 造  而 柑  竣工時期  

SPF棟  SRC・7F  3，694m】  52年2fi  

第ⅠⅠ慄  RC・3F  1，862m－  55年10月  

合計で7，04帥になります。  

S P F 棟  

図4・ユ 動物実贋施設立面概念図   



表4．11昭和56年度ズートロン使用研究  

使用部・皇名   研 究 課 題 名   課司教  使用施設   供試動物   

環境生理部  〔特別研究〕   AC釆チャンバー   

ロ  ラット  
る影響に関する実験的研究  その他   その他   

環境生理郡  ・NO2に対する動物橙の感受性の違いに関する研  37  

環境生理研究  究（他）  AC系チャンパー  ラット   

室   ・NO2及び03等の生体影軌こついての研究（他）  四   ハムスター  
・NO2暴罷時の自律神経戦能検査と心電図検査  6  実験室   ウサギ   
（他）  

環囁生理部  ・Cd中毒腎発症の機構解明に関する研究（他）   3  AC系チャンパー  マウス   

環穐病理研究  ・大気汚染物質の慢性影響に関する病理草的研究  Z  飼育室   ラット   
室   ・大気汚漬物質の生体の免疫系に及ばす影響（他）  25  実験室   ウサギ  

・Cd投与による血清中コルナコステロン濃度の変  モルモット   
動（他）  

・光化学二次汚染物質の染色体への彫響   

環境生理部  ・NOヱ暴露がラット姉のSH化合物、7ミノ醸及び  3  

慢性彫準研究  ペプチド顆に及ぼす影響（他）  AC系チャンバ▼  ラット   

室   6  ウサギ  
との関連（他）  実験室   ウズラ  

8   カエル  
・重金属投与による必須金属レベルの変化につい  
て（他）  

・トリへの重金属の苦碩とその存在状闇   

環卜囁生理部  ・NO2暴露がラットの膜成分に及ばす影響（他）   9  AM系チャンパー  ラット   

急性影響研究  ・NO2暴露による脂質代謝の変化（他）   2  AC束子ヤンパ→   

寅   ・NO2暴露が肺のエネルギー代謝系に及ばす影響  口  飼育室  

・NO2暴露が幌成分に及ぼす影響   ロ  実験室   

環境保健部  ・15NO2暴露実験（他）   3  AM系チャンバー  ラット   

環境保健研究  ・PCB・農薬の生体影響調査（他）   6  AC系チャンパー  モルモット   

寅   t有害重金属投与下における必牒金属・酵素活性  3  サル  
の変動（他）  実験室  
・NMRによる生休の状態分析に閥する研究（他）  6   

・環境汚染物驚星霜に伴う生体成分代謝の変動   

環境保健 部  ・肝硬変マウスの細胞性・液性免疫能及び   3  マウス   
人間生態研究  Suppressor－Cell誘掛二ついて（他）  実験室   ラット   
室   ロ   

環境保健部  モルモット   
環境度学研究  美顔室  
妄   

水質土壌環境部  1  飼育菜   マウス   
海洋環境研究  
」十   
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使用部・室名   研 究 課 題 名   諌毯数   使用施設   供試動物   

技  術  部  ・動物飼育環境の変動が動物実験の各二境目へ及ば  4  

動物魔設管理  す影響につt－て  ラット   
室   ハムスター  

の関連（他）  ウズラ   

（計）  （計）  （計）  

4部  176  9種   

9董  

（3）実験動物の飼育管理実績   

56年度中に施設に導入された動物数（施設内で自家生産された動物も含む）を表4．12に示し  

た。また、各動物種別に各月の1日平均飼育管理匹数を図4．2に示した。使用者各位が動物の  

有効利用を計り、施設でも効率的な飼育管理方式を実施したことにより、購入動物数は昨年に比  

較して漸減（－24．3％）した。一方、施設で自家繁殖させているマウス・ウズラ等の供給が昨年  

以上に増加し、各種研究に供試された。  

表4，12昭潤156年度動物導入教組  

5   6   7   8   9  1（） 11 12  1  2   ニう  l   n 動物柏  4  

マ ウ ス  330  544  550  150  3（）0  35〔〉  32〔） 410  50り  62t） 5（拍  550  5．184   

ラ ッ ト  443  385  269  324  335  756  665  30  27り  200  4611．185  5．32：う   

モルモット  10   0   0   0  15   0  15   0   20  1（）  （J   O   7（）   

ウ サ ギ  0   13   0   ZO  （）   り    0    0    0    0  り    U   33   

サ  ル  0   0   0   0   0   0   U   り   0   （）   り   5   5   

一三書家＃三度：  

ウ ズラ  0  333   0  139  （j  tj   417 1g4  97   り   3（j〔  0  1．48（）   

軒家丑眉： マ ウ ス  0  181  0   20   0   20  271  20   0  116   り   26  654   

り家生i）l≧ フ ット  3ニ）  54   0   20  130  三）0   0   20   fiさ）  2（） （）  川  375   

l≡l一家生辣：  
ノ、ムスク㌧一   

77   

計   815 1．528 819  673  899 l，146】，（i88 67∫1 956  ～）72 1．2じ11．77（；  13、21）7   

※繁殖実験による産仔数は含まない。  
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図4．2昭和56年度月別1日平均飼育管理匹数（56年4月－57年3月）   

（4）実験動物の品質管理と環境管理   

本施設では第I棟内にバリアシステム（BS）を設け、SPF動物の飼育管理を行っている。SPF  

飼育環境の適正な維持管理は、実験精度向上のために不可欠な業務であり、施設ではSPF区域内  

の微生物学的清浄度の検査を定期的に実施している。図4．3に56年度中の各検査時期における平均  

落下菌数を示す。その結果、本施設のSPF区域は微生物学的に清浄度が満足すべきレベルで維持  

されていることが確認された。   

また、本施設へ導入する動物及びSPF区域内で飼育しているモニター動物の微生物学的検査  

も、従来に引き続き各々2ヵ月に1回の割合で実施しており、いずれの検査においても病原微生  

物は検出されないこと（SPF動物であること）を確認している。さらに、動物に給与する飲水に  

ついても定期的に細菌学的検査を行い、給与水の清浄度も確認している。   

このようにして、SPF区域の環境及び動物の管理には常時監視の体制で万全を期している。と  

同時に、施設全般管理方式のより一層の向上をめざして、新技術・新方式の採用等についても検  

討を行っている。  
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囲4．3昭和56年度SPF区域における落下菌検査実施時期と落下菌数  

（GAM培地1枚当り平均出現コロニー数）  

（5）ガス暴露チャンバーの運転と管理   

単一ガス暴露チャンパー8台（AS系：4台．AM系；4台）及び複合ガス暴露チャンバー5台  

（AC系慢性用：3台、AC系亜急性用：2台）の計13台のチャンバーを使用した実験の進行状況  

を表4．13に示した。   

AS系チャンバーは、第2回目のNO2低濃度長期慢性暴露実験（環境生理部特別研究）に使用さ  

れ、56年12月11日に完了した。   

次に、AM系チャンパーではNO2急性・亜急性暴露が計13題行われた。また、AC系チャンバー  

では、NO2または03急性・亜急性暴露が18題及び〔NO2＋03〕複合暴露が6題実施され、1年間  

を通して極めて高頻度に使用された。   

これらのガス暴露チャンパーは、実験ガス墳度・換気量・温度・湿度の設定条件を各チャンパ  

ー毎に24時間連続監視体制をとり、技術部生物施設管理室、エネルギーセンター、廃棄物処理施  

設及び動物飼育委託管理の各担当者各位の一致協力により、当初の実験計画に基いて、ほぼ満足  

すべき状態で運転され、実験を遂行することができた。  
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表4．13昭和56年度暴露チャンバー使用実績  

（56年4月－57年3月）  

使 用  実 績  57年   稼動時間  
チャン′く一名  設定温度  設定湿度  暴露方法  56年                          4月 5  6  7  8  9 10 11 12 1  2  3  （冒誓讐周）   

ASC   

25±1  

10か 月   

（℃）   

（D  

フィルター交撲   

AMC  

①  ⑦  ①  
鞘  

AMG－1  

工  7 か月  

ロ  事 －  

等  

惇 ‾  フィルタ交換   

ACC   
① ②   ③   ① ⑤   ⑥   ⑦  ⑧    ⑳   

又は  ×  0   0    △  △     ○    △  

ACG1  

25土1  55±10   ○  ∴   ∴  ＋  ∴    q   0  0  

単一オス  11か月  

あるいは  

NO2＋03  ⑬ ⑪ ⑲ ⑲ ⑩ ⑬ ⑲ ⑳ ⑩  ⑩ ⑳ ⑳ ⑳    ⑳  

＋ ．＼ ＋  ＋  こ ＋  ＋  ＋  ＋    ＋  ＋   ＋  ＋  

NO2事  

フィルター交換   

※ ×：NO2，△：03，◎：NO2＋03，・→：ガス暴露期間 ←一－ノ→：準備期間（洗浄朝毒・ガ不漁度設定）  

4．1．10植物実験棟（ファイトトロン）  

本施設は制御された環境下で、植物及び陸上生態系に対する大気汚染を主体とした環境の人為  

的改変の影響を植物生理生化学、生態学及び農業気象学的立場から試験研究することを主目的と  

し、2研究施設より構成されている。   

植物実験棟Ⅰは昭和50年12月に竣工し、環境基準値レベルの低浪度域の大気汚染質が植物に及  

ぼす影響について研究が行われている。また、昭和56年8月に竣工した植物実験棟ⅠⅠは植物を中  

心とした陸上生態系にかかわる大気汚染環境を含めた環境要因間の相互関係を実験的に定量化  

し、解析することを目的としており、本年度下半期より試運転調整が開始きれた。  
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（1）施設の概要   

① 植物実験棟Ⅰ：試験研究に供用されるグロースキャビネットは人工光型（1700×2300×  

1900Hmm）9皇、自然光型（2000×2000×1800日mm）4皇が設置され、大気汚染質暴露用と対照  

用の2形式より構成されている．大気汚染質の暴露システムは遂時整備され、環境基準値レベル  

の濃度域で、最大5成分の大気汚染質（SO2、NO2、08、HC、CO2）の複合暴露が可能である。  

また、定値制御及びプログラム制御の選択により、自然条件下に近い環境条件を長期間にわたち  

て再現できる。本年度には自然光型グロースキャビネット2主にオゾン（0，）暴露装置を付加し  

た。   

この他に、実験植物を育成供給するための制御温室（自然光室40m23室、材料提供温室40m23  

皇）があり、年間を通じ一定の制御環境下で実験植物を育成している。   

② 植物実験棟ⅠⅠ：主な設備として自然環境シミュレーター2基と人工光室3皇があり、以下  

にそれらの概要を示す。  

i）自然環境シミュレーター2基：縦型回流式の微風速風胴型式をとる生物環境調節装置（実  
験部2．4Lx2．4Wx2．OHm）であり、陸上生態系（大気一植物一土壌）にかかわる各種環境要因（光、  

温度、温度、ガス条件、風条件、土壌条件）を任意に制御できる。特に、温度、湿度、風速は任  

意の成層条件に制御でき、また、光条件も光量、光質が調節できるので、植物群落内などの複雑  

な環境条件を設定できる。（表4．14、図4．4）  

表4・14自然環境シミュレータ上の主な性能  

項  目   性  能   

型  式   縦型回流式微風通風胴   
外  観  寸  法   17Lx5Wx12日m（概寸）   

実 験 部 寸 法   2．4Lx2．4Wx3，2Hm（気流部2，OHm）   

主  送  風  機   片吸込ターボファン、回転数制御方式   

気  流  条  件   （制御範囲）   （精  度）  （成  層）   

風  速  0，1→2，7m／s  士0．1％FS以内  10段  

（乱れ度3％以内） vmax／Vmin≦8  

温  度  10・－35℃  土0．1℃  10段  

△Temp≦10℃  

湿  度  30－80％RH  ±0．1℃内内（露点）10段  

△Humd．≦50％RH   

光  条  件   
光   源   超高出力型白色螢光ランプ及びカラードランプ（224灯）   
‾  照  度   4－60klx連続可変（天井下1mの水平照度）   

制  御  ガ  ス   （種   類j  （制 御 厳・囲）  

SO2  0・05→2ppm  

NO2  0・05→2ppm  

03  0・0ユー1ppm  

HC  O・2■－2ppm  

CO2  大気濃度－2％   

新鮮空気取入量   50－250mソh   

土 境 環 境 条 件   （温度制御乾田）一5－35℃   
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湿度成層装置  

図4．4 自然環境シミュレーター概念図   

ii）人工光室3重：大型の人工光型植物実験用生物環境調節装置（4000Lx2700Wx2800Hmm）  

であり、完全な制御環境下で再現性の高い植物生長実験、自然環境シミュレーター等への均質な  

実験植物の育成供給を行う（表4．15）。  

表4．15人工光室の性能  

項  目   性  能   

寸  法   4000Lx2700Wx2800日mm   

光条件  
光  源  高性能メタルハライドランプ（400W 60灯）  

赤外線吸収ガラス装着（¢220mm）  

照  度  40klx以上（光源下1mの水平照度）   

光 量 調 節   4段階ステップ調節   

温  度   15，～40℃ ±0，2℃   

湿  度   50～80％RH 土2％RH   

風 条 件   
風   速   0．4m／s以下   

風  向   側面吹出、反対側而明込   

CO2   濃  度   大気濃度｝2％   
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（2）利用試験研究   

植物実験施設委月食に提出された研究計画に沿って、表4．16に示すように2部3研究室が利用  

した。特に、生物環境部・技術部による特別研究「複合大気汚染環境の植物影響に関する研究」  

が中心となった。   

試験研究内容は研究の進展に伴い、0。、SO2、NO2を中心とする複合暴露による植物への生理・  

生態学的影響の解析や植物体による大気汚染賀の収着量の推定及び植物影響の非破壊計測方法の  

開発等が行われた。   

また、植物実験棟ⅠⅠでは各設備の試運転調整並びに研究利用のための基礎データの収集、運転  

制御方法の確立が下半期に行なわれ、次年度より始まる本格的な研究利用に備えた。  

表4．16昭和56年度植物実験棟利用研究※  

利用部・童名   研   究   課   馬   主な使用設備   供試植物   

生物環境部  ・汚染ガスによる光合成電子伝達反応の阻害機  人工光ガスキャビネソ  ホウレンソウ  
生理生化学研  偶の解析   
究童   ・汚染ガスによるプロトプラストのCO2吸収お  ゾラマノ・タバコ  

よび固定の阻害機構の解析  
・汚染ガスの酵素阻害物質に及ぼす影響   同上  トウゴマ・タイコ  

ン他  
・汚染ガスによる気孔開閉反応における植物ホ  同上  ラッカセイ・トマ  
ルモンの役割  ト他  
・酵素活性変動による汚染環境評価  同上  ホウレンソウ・ポ  

他11課題  プラ   

生物環境部  ・植物の光合成機能に及ばす混合汚染ガスの影  人工光ガスキャビネッ  ポプラ・ヒマワリ   
陸生生物生態  響に関する種間差異   他   
研究室   ・植物による混合汚染物質酎ヒに関する研究  同 上   ヒマワリ  

・植物の蒸散速度に対する混合汚染ガス暴露の  自然光ガスキャビネッ  樹木類  
影響   

インゲン  
混合汚染ガスの影響   
・植物の生長に及ばす光環境悪化の影響  ⅠⅠ棟人工光室   サンゴゾユ  

他10課窟  

技  術  部  ・複合汚染ガス環境下における植物の非破壊計  人工光ガスキャビネッ  ヒマワリ  
生物施設管理  測およぴその計測手法の開発   
室   ・汚染ガスによる薫面に発見する可視書の自動  ヒマワリ  

計測手法の開発  
ポ70ラ  

墳系の計測と制御に関する研究  
・イネによる大気汚染指標植物の開発   イネ  

ヱI偉人工先妻   ・実農村料継物・環境緒標捕物の開発と育成方  ヒマワリ他   
法の検討  

他3課題  

※研究課題は特別研究「接合大気汚染環境の植物影弓削二関する研究」を主とする  
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（3）実験植物の管理   

研究需要に応じて、実験植物を円滑に供給するために、生物施設管理室の植物管理スタッフを  

中心に本施設で開発した育成方法によって実施している。また、均一な実験植物を供給するため  

に、主な実験植物（ヒマワリ、ポプラ、レタス、トウゴマ、イネ）は実験ほ場と協同で、自家採  

種・繁殖を行い、遺伝形質の均質な植物を作出してし、る。一方、制御環境下での植物の生育反応  

を解析し、植物種ごとの最適育成方法を検討した。本年度には人工光源の光質の違いによる植物  

生長への影響を調査した。   

本年度に供試された実験植物は、ヒマワリ、ホウレンソウ、インゲンマメ、ソラマメを中心に  

約30種に及び、年間栽培鉢数は2万鉢に達した（表4．17）。  

表4．17昭和56年度実験植物栽培実績※  

栽 培 単 数  
実験植物  主 な 研 究 利 用  

4丁9月   1（ト3月   

ホウレンソウ   1、920   1、690   光合成電子伝達系の解析   
ソラ‾7メ   1，560   1，770   気孔の開閉運動機構の解析   
ヒマワリ   1，460   2，080   汚染ガスの葵でのガス交換に対する影響調査   
ポ7pラ   1，450   250   同 上、品種間差調査   

インゲン   2．480   1，620   植物体中での汚染ガス代謝の解析   
レタス   130   140   汚染ガス抵抗性、無毒化機構の解析   

トマト   gO   70   同 上   
ダイコン   80   230   同 上   
トウモロコシ   ヱ50   170   同 上   
ラッカセイ   150   200   同 上   
トウゴマ   250   200   汚染ガスの代謝阻害機構の解析   
タバコ   270   130   同 上   
アサ′ゲオ   290   520   汚染ガスの生長影響儲憾   
イタドリ   0   40   汚染ガスの慢性影響調査   
樹木瓶  80  3〔〉0  光環境の生長影響調査   
その他  150  90  

計   10，610   9，500   20，110／年（約30種類）   

輝植物実験棟Il分を含む、10鉢以下に切捨て   

（4）グロースキャビネット等の管理   

24時間連続運転監視体制をとるエネルギーセンタ【によるエネルギー供給、一般空調条件の維  

持業務をパックとして、生物施設管理室の運転管理スタッ7が研究計画に治って、グロースキャ  

ビネット等の環境条件を実験植物の生育並びに実験の再現性を考えて、最適に制御している。ま  

た、設備の最適運転制御と省エネルギー対策として、各設備の制御システムの改良案を検討し、  

一部を実施した。   

植物実験棟Ilの自然環境シミュ、レータ→、人工光室では次年度よりの研究利用に備えて、運転  

管理体制を整えた。  
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4．1．11騒音・保健研究棟  

本施設は、環境中有害物等による人体影響を人を直接の対象にして研究することを目的に昭和  
56年秋に竣工し，基本部分の整備を終えた。   

大気汚染や重金属汚染等による人休影響を研究するための医学的検査は1階及び3階で行われ  

る。1階は対象者を本施設に招いて医学的検査を行うことができるとともに、現地における疫学  

調査の基地としての機能がある。そのためロビー、診察室、処置室、採尿室、洗浄室が設けられ  

ている○採血や呼吸機能などの医学的検査は診察室や処置室で行われ、血液や尿など生体試料の  

臨床医学的測定は検査室で行われる。検査室には特に血液や尿などの自動臨床化学分析装置が2  

セットそなえられ大量の検体処矧こ対処できるとともに、対象者にとって魅力ある研究が可能と  
なり、ひいては現地における活動がより円滑になると考えられる。3階は日周期以上の時間経過  

が必要な医学的検査に対処するための観察室、特有の臭気を発する便や胎盤などの試料を扱う処  
理室がある。3曙には疫学調査で集められた資料の保管・解析のためにデータ管理室が設けられ  

ている（図4．5、図4．6）。  

データ管理室  

前垂  

観察室  観察室   処理室  

処置室  

検査室  

診察室  

診察室  図4．6騒音・保健棟 3階平面図  

ロビー  

洗浄室  宿直室  

周4．5騒音・保健棟1階平面図  
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2階は騒音影響の研究施設で、人に騒音を曝露して反応をみるための曝露皇、無響皇と制御す  

るためのモニター皇、並びに採血や薬剤投与のための処置皇からなる。曝露室は3室で、うち一  

つは長期の曝露実験が可能なように室が大きく窓があり日常生活の場とかけはなれないよう工夫  

されている。一室は低周汲空気振動の曝露室で、もう一室は騒音に加え温度の制御が可能で人の  

基本的な生理反応のもとでの騒音の評価が行える。無響室は曝露実験のみでなく、曝露音の性能  

試験あるいは生活空間における騒音伝般研究にも使用するものである（図4．7）。  

図4．7騒音・保健棟  

2階平面図  

56年度に整備された主要な機器及び無智室等の性能は次の通りである。  

壷  名  機 器 ま た は 性 能  

墓
 
室
宝
 
 
宝
 
 

塩
 
釜
 
夕
 
 
響
 
 

二
 
 

低
 
検
 
モ
 
 
無
 
 

5℃  

臨床自動分析装置 TBA－360、TBA－580  

データ分析用ミニコンピューター・エクリプスS／140、周辺機器、波形  

発生器、アンプ、周波数分杵器、フィルター、スピーカー  

暗騒音2鋸b以下、逆二乗Rlj成立範囲800－5000Hz：±1db  

電気的シールド・0．5－200MHヱに対し60db以上  

暗騒音40dt〉以下、電気的シールド0．25－200MHzに対し8飯1b以上  

負荷実験室の塩湿度制御 5℃－35℃（土2℃）  

10％－80％（土10％）  

電井機端末 3台、周辺機器  ■  

曝   露   皇  

データ管理室  
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4．1．12実 験 ほ 場  

本施設は植物及び土壌生態系の環境保全機能に関する野外実験を主とした試験研究、植物実験  

棟・土壌環境実験棟等の環境調節施設で得られた研究成果の野外条件下への応用・実用化試験並  

びに植物実験棟等に対する実験植物の供給及び系統維持を行うことを主目的とした生物系野外実  

験施設である。   

施設は昭和51年に発足して以来、数次にわたり拡充され、昭和57年3月に竣工した工事によっ  

て、当初計画による施設整備が完了した。  

（1）施設の概要   

施設は本構内ほ場と別団地ほ場（筑後郡谷田部町八幡台3）の2施設に分かれており、表4．18  

に示す研究・管理施設より構成されている。なお、本構内ほ場の観測塔と贈物実験棟I上の自然環  

境シミュレーターとの共同利用設備として、環境計測機器類が整備された。  

表4．18実験ほ場の施設慨蚕と特徴  

施   設   構造・規模・付属設備   特  徴   

（本構内ほ場）  

畑地ほ場  3，000m2（内■1，000m2）  一般的な畑地環境試験地   
潅水設備（5mm／h）、暗渠排水設備  

400m21面    採  種  水  田  環境指標性イネの系統維持用   
有底枠試験地  簡易式の土壌隔離型試験地（畑地用）  

排水量自動記録装置   土壌中の水収支が計測できる  
※有底ほ場   簡易式の土壌隔艶型試験地（水田用）   

ガラス温室（A）  

計195mZ   実験植物の繁殖・育成用  
ガラス温室（B）   植物・土壌のポット試験用   

計195mZ計195mZ  

試験温室185m2    難ガラ ス温室（C）  大規模な植物・土壌試験用   
▲‘捌 馴  ＿  構造桐銅管製15mIl、上部に計測機器を設置  野外植物の生体情報、環境情報の計測用  
管  理  棟  RC2階建427J¶2   
・グロトースチャンパー  ′ト糸工業3HN25型、3皇×2基   実験植物の育苗・発芽試験用  
・種 子 貯 蔵 庫  4m2×2圭（－10℃、5へ5℃）   系統維持用性子等の長期保存用   
農  具  舎  RC平屋建140m2（・計iRj機器室7m2を含む）   
土  壌  置  場  RC平屋建98m2   

（別団地ほ場）  

畑 地ほ場  500m2×9面計4，500m2、濯水設備（5mm／h）  一般的な畑地環境試験地、ポプラ母御園   

植生回復観察地  2処理区 計6，500m2   赤松二次林地の跡地で植生遷移を調査   

許嫁  地  2，500m2   老朽栗林を伐開整地   
※観   iR】j  塔  構造用鋼管製15mH、  植物・ほ場状態観測用   

3層に親潮ステージ設置  

計測要因1g因子    微気象挽測装置  気象要因を自動測定、基嘩資料用   

管  理  棟  RC2階建218m2   

茶は昭和56年度工事で竣工した施設  
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（2）利用試験研究   

ほ場委月全に提出された研究計画に沿って、表4．19に示すように、3部3研究室が利用した。  

研究内容は多様であり、研究期間も長期にわたるものが多い。畑地や有底枠試験地での下水汚泥  
の土壌還元試験や、有底枠試験地を使用した栄養塩顆の循環に関する研究並びに、植生回復観察  
地では植生破壊後の植生回復と土壌環境形成の調査等と各施設それぞれの特色を生かした試験研  

究が行われている。一方で、ほ場施設を利用して実験植物を系統維持・供給しており、それらの  
植物は植物実験棟での研究に供試された。  

表4．19昭和56年度実験ほ場利用研究  

利用部・室名   研究課題及 び業務内客   使用施設   供試植物   

水質土壌環境部  〔特別研究〕   
本構内畑地ほ場  
別団地畑地ほ場 有底枠試験地  

生 物 環 囁 部  ・植生一土壌生態系における栄養塩類の循環に  有底枠試験地  
陸生生物生態研究  関する研究   
室   ・地表面土砂流出量に及ばす相彼の影響  別団地畑地ほ場   

・植生の環嶋形競作用に関する生態学的研究  植生回復観察地   
・植物の生長に及ばす光環境悪化の影響  温 室   サンゴジュ  

他2課題  

技  術   部  ・畑地ほ場における土壌形成に対する管理手法  別団地畑地ほ場  コムギ、陸稲他   
生物施設管理室  の影響   同 上   ヒマワリ、ポプラ  

・実験村料植物・環境指標植物の開発と育成方  採種水田   ヒマワリ、ポプラ、  

法の検討   温 室   イネ  
・実験村料植物の供給（業務）   ～是 宝   樹木、観葉植物  

・畑地環境の作出（業務）   本構内畑地ほ場  
別団地畑地ほ場   

（3）施設の維持・管理   

ほ場委員会で検討された研究計画・運営方針に基づき、生物施設管理室のほ場担当スタッ7を  

中心として管理に当った。また、ほ場利用試験研究に必要なバッググラウンドデータとして、各  

試験地の土壌・浸透水の化学分析、気象観測データ、各施設の制御棒性及び植物育成管理記録等  

を調査集録した。   

本年度には畑地ほ場、有底枠試験地に防風網用支持柱を設置Lて、施設機能の充実をはかった。  

4．1．13共同利用棟   

（I）人間環境評価実験施設（ELMES：EvaluationしaboratoryofMan・Environment  

Systems）   

昭和54年度中に竣工した共同利用棟内に設置されたもので、デルファイ会議やコンピュータ支  

援会議のための一集団実験室と、ゲーミングシミュレーションのための多集団実験室、及びこれ  

らの実験制御室からなる（図4▲9）。当面、一集団実験室の整備を進め、昭和55年度中にその基本  

部分の整備を終え昭和56年度から本格的使用の体制に入った。  
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S血g」8Group Conf8r即Ce Room  

M山trpleGroup Gaming Room  

図4．9人間環境評価実験施設（ELMES）配置図  

（1）施設の概要   

一集団実験室は、中食議〔Conferenceroom〕とこれに付随する実験用ブース〔Booth〕、実験  

準備スタジオ（S【udjo〕似上3階）から成り、実験制御装置は実験制御室〔Computerroom〕  

（2階）内に設置されている。各室に整備された機器の概要は次の通りである。  

室  名   付   帯   設   備   
申 告講室  
Conferenceroom   普響設備、ビデオ拡大映写機、レクチャー卓、グループアナライザー回答端末   

東浜用ブース   
Booth   

映写機、譲1整卓、富美昔設備   

実験準備スタジオ  S亡Udjo   グラフィックディスプレイシステム、ビデオディジタイザ【、ビデオ録画蓄和装選   

粟駿制御室 Com 
puterroom   

図4．10に一集団実験室のシステム構成の概念図を示す。太線の枠で囲んだ部分が中会議室に含  

まれる部分である。会議への提示情報は視聴覚データとコンピューター情報の二系列からなる。  
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視聴覚情報の媒体はビデオ画像（動画、静止画）、スライド、映画、OHPが使われる。コンピュー  

ター情報はカラーグラフィックディスプレイ出力、もしくはそれをビデオ大型画面に変換して提  
示される。一方、会議参加者の意見や反応等は、グループアナライザー（集団反応解析器）の回  

答端末よりコンピューターヘ入力される。入力結果は必要に応じ集計表示され、またモデルの集  

団対話型運用時の入力データとしても使われる。   

このように、本施設は専門家、行政、住民等の集団による環境評価を支援するための施設であ  

るが、視聴覚機器とコンピューターの対話型運用により環境情報を最大限に有効利用する施設と  

して、研究目的だけでなく各種の会議にも使用することが想定されている。  

（2）利用試験研究   

昭和56年度には本施設において、一集団実酸室を用いた住民参加による一連の道路周辺環境評  

価実験を行なった。また実験制御装置とグラフィックディスプレイ装置を用いて道路周辺環境評  

価のためのデータ蓄積、■評価実験のためのデータの画像化、大気汚染モニタリングシステム配置  

や水質保全のための発生源負荷計算結果の表示などの作業を行った。  

（3）装置の維持・管理   

主に稔合解析部の研究員が納入メーカーの協力を得て実験室内各種オーディオ・ビジュアル機  

器及びそのデータ入出力の為のミニコンピューターVAXlllの保守管理に当った。  

図4．10ELMESの一集団実験室システム図  

写真2 大気汚染のシミュレーション  

とモニタl）ンブステーション配置の表示  
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（II）試料庫（SBS＝SpecimenBankingSystem）   

試料庫は、環境試料の長期保存と保存性に関する研究のために設置されたものであり、低温室、  

ディープフリーザー室、恒温室、試料準備室、記録室から成りたっている。低温室は、へ20℃の3  

低塩重からなり、大量の試料の保存が可能である。ディープフリーザー量は、2基の電気冷凍庫  

と少容量の液体窒素ジャーを設置し、低温の必要な少量の試料の保存が可能である。恒温室は＋  

5℃、20℃の恒温の重からなり、凍結ではない保存法により保存する場合に適する。保存上の前  

処理は試料準備室において行う。また記銀室内には各室の温度の記録が表示され、また設置した  

マイクロコンピューターにより保存試料の在庫管理を行っている。   

試料庫は、環境試料の長期保存法に関する研究（表4．20）及びパイロットバンキング（表4．21）  

に用いられている。  

表4．20昭和56年度試料庫利用試験研究  

利用部・室名   研   究   題   目   保存性（温度℃）   

計 測 技 術 部   ・大気粉塵中の汚染物賢の保存性に関する研究   －20、  一80   

大気計測研究室  －110、 196   

計iR】j技術部  ・水中の汚決物質の保存法に関する研究   20   
水質計測研究室  

計 測 技 術  部   ・環境標準試料の作成と評価に関する研究   －20、  80   

生体化学計測研究室   t生休中の汚染物質の保存性に関する研究   110、 一196   

計 測 技 術 部   ・底質・土壌中の汚染物質の保存性に関する研究   －20、 －80   

底質士魂計測研究室  110、 196   

水質土壌部  ・土壌試料の保存   －ZO   

土壌研究室  

表4．21昭和56年度保存試料  

試料の踵頬   試  科  名   試 料 敬   
大  気  試  料   大気粉塵   3   

水  質  試  料   湖 水   75   

底  質  試  料   湖底質   40   

生  物  試  料   237   
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4．2共 通 施 設  

4．2．1エネルギー供給施設  

今年度完成した植物棟（ⅠⅠ期）、共同研究棟、工作棟の稼動によりエネルギ→の供給は増加し、  

生物系の安定した供給要請と、理工系の間欠的な変動の大きい要請に応じる為に、研究室との密  

接な連絡と、厳重な運転保守とにより、これに対処した。   

56年度未におけるエネルギーセンタ【施設の概要は次のとおりである。  

（l）規 模   

特高受変電施設  1．212mt   

共通施設棟（エネルギーセンター）RC－2造2．700m乍  

共通施設棟（ポンプ棟）RC－1  400げ  

（2）主な設備   

① 受変電設備   

1次変電所（特高）  

2次変電所   

②変圧器概要  

1か所  

18か所  

容 量（kVA）   相   1次電圧（V）   2次電圧（V）   数 量   備   考   

10，000   3  66，000   6，600   2   1次変   

1，500  6，600   21〔）  2次変   

500  7  

300  12  

i150 

200  8  

150  7  

lt）0  5  

75  2  

50  2  

200  21（）、105   3  

150  4  

100  18  

75  5  

50  4  

30  3  

20  2  

10  2  

③非常用自家発電設備  
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④ 熱源設備  

名  称   型  式   番  数   数 量   備  考   
ポ∵イラー   炉筒煙管式   10，000kg／h   3   使用圧力5kg／cm2 白灯油   

肝油槽   円筒構置型  4DkJ  2   地下タンク   
スチームヘッダー  500¢×5．5m   

軟水装置  1   カナオン交換樹脂   
給水ポンプ  タービン製  300J／min  2   50¢×90mXlIkW   

オイル供給ボン70  ギア聖   35J／爪in   2   25¢×40mXユ．5kW   

熱交換器   多管円筒型   77，500Kcaりh   
トレン回収装置  ろ過式   15m3／h   懸濁鉄0．3ppm以下   

⑤ 冷熱源設備  

名  称   型  式   寄  量   数 量   備  考   

冷凍顆  ターボ式  400USRT  冷媒フロン→11  

200USRTX 2 

500USRTX 2 

蒸気吸収式  1，000USRT   吸収剤BrLi  

1次冷水ポンプ  4，050ノ／爪in   2   200声×17mX18．5kW  

10，000J／min   2   300¢×21爪×55kW  

2次冷水ポンプ  4，850J／min   2   200¢×51mX75kW  

3，140J／min   2   150≠×50mX55kW  

870J／mh   10吋×45mXユ5kW  

冷混水ポンプ  タービン型  150¢×58mX45kW   

冷却水ポンプ  4，700J／min   2   150¢×53mX75kW  

16，300J／min   300¢×33mX132kW  

13，000J／min  300¢×33mX110kW   

冷却塔   向流吸込式  400USRT  2  

l．800USRT  

1，290USRT   

⑥ 給水設備  

名  称   雲竺  式   苫  屋  数 屋   備  考   

上水槽‘  ZZ5m3  】   他F  
75m3  】   地ト  

給水ポンプ   タービン型  1，50別／min  2   125¢×41mX18．5tくW   

消火ポンプ  70Dノ／min  ユ   100≠×55mX15kW（軌句剛  
750J／min  l   100¢×66mX15klV（屋外用）  

牧水槽  150m3  1   地下  
40m3  1   地1■  

急速ろ過装置  竪彗竺圧力式  600J／min  l   ろ別 砂   
井戸ポンプ   タービン型（水ーい）  800J／min  l   100¢×60mx15kW   

ろ過ポンプ   渦巻型   600〝min  l   釦¢XZOmX5．5kⅣ   

原水ポンプ   タービン禦  410／／mir】  3   郎¢×44rnX7．5kw   

雑用水糟  150m3  2   地下   
処理水相  ZOぐIm3  2   地下   
雑用水ポンプ  タービン禦  350J／min  3   100¢×8Zm）、11kW  

900／／mtn  】   1ざ5¢×3ZmXllkW  
渦巻禦  ユ、40D〟miれ  1   100¢×18mXllkW  

処理水ポンプq  340J／min  4   65¢×65mX3．7kW  

タービン聖  100J／min  2   40¢×33mX2．2kW  

Liニカタンク  3m3  2   丼水村1、雑宮水桐1   
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4．2．2廃棄物処理施設  

廃棄物処理施設は昨年度有害固体廃棄物処理施設をもって完成し、各処琶施設と共に順調に稼  

動した。今年度における処理水の分析値は図4．11－図4．14に示すとおりである。   

56年度末における廃棄物処理施設の概要は次のとおりである。  

（1）規 模   

Ⅰ期処理施設 約6，000m】   

ⅠⅠ期処理施設 約3．000m－  

（2）主な処理設備  

① 一般実験廃水処理設備（処理能力500m，／日）  

●有機廃水前処理装置  

●凝集沈澱装置  

●砂ろ過装置  

●活性炭ろ過装置  

② 特殊実験廃水処理設備（処理能力100ml／日）  

●凝集沈澱装置  

●砂ろ過装置  

●活性炭ろ過装置  

●キレート樹脂吸着塔（水銀・重金属用）   

（卦 個別実験廃液処理設備  

●酸化・遼元・中和槽  

●液中燃焼装置  

●浪縮スラッジ貯槽  

④ 再利用処理設備  

●逆浸透式脱塩装置  

●蒸発式場縮装置  

⑤ 固体廃棄物処理設備（処理能力100kg／h）  

●横型国定炉床式焼却炉  

●棚段式アルカリガス洗浄塔  

●再燃焼装置  

⑥ 有害固体廃棄物処理施設  

●固体炉床式焼却炉  

●サイクロン  

●充てん式ガス洗浄塔（酸・アルカリ・水）  

●水銀キレート吸着塔  

⑦ 気体処理設備（処理能力12000Nmソh）  
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昭和56年度 水1測定鮪果（帖・l）  …・定1眼界（以下）  一般系処理水楕   
●  ●   ◆  

◆ ●   

・度（吋～  

〔℃】   
‘ ◆  ■  ◆   ● ●  

8．8  

PH Ⅶ  
5－9）  

丁．0  〔  口  〔J 】■－■■■  二〉 ノ   
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図4．11昭和56年度水質測定結果（No，1）  
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図4．12 昭和56年度水質測定結果（No．2）  
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図4．13 昭和56年度水質測定結果（No．3）  

図4．14 昭和56年度水質測定結果（No．4）  
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●傾斜板式湿式ガス吸収塔  

⑧ イオン交換樹脂再生装置（再生能力3001／日）  

（3）分析室備品   

① 原子吸光  

② ガスクロマトグラフ装置   

③ 高感度水銀分析計  

④ 遠心分離儲   

⑤ 高速液体クロマトグラフ装置   

⑥ ガスクロマトグラフ質量分析計  

⑦ 全有機炭素分析計（TOC）  

台
 
台
 
台
 
台
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台
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1
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4．2．3工  作  室  

研究活動の活発化に伴い、一段と工作室の利用が増し、既設のガラス工作室および金工呈の機  

能に加えて、新たに材料工作室、木工室、溶接呈、エレクトロニクス室の完成をみた。これに伴  

い各種機器を導入して工作室の充実を図り、研究部門の要請に対処している。   

56年度末における工作室の概要は次のとおりである。  

（1）ガラス工作室   

① 規 模 RC造110mt   

② 主な設備  
大型ガラス加工旋盤  

ダイヤモンド平摺機  

焼鈍用電気炉  
小型ガラス加工旋盤  

切断機  
乎摺機  
歪検査器  
ウォーターウェルター  
セルソルザ  

細線パット溶接機  

（2）金工室   

① 規 模 RC造 50m】   

② 主な設備  

旋盤  
立型フライス  

割出盤  
卓上ポール盤  

グラインダー  
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強力油圧式パンチ  

空気圧縮機   

精密平面研削盤  

（3）材料工作室   

① 規 模 RC造 64m－   

② 主な設備  
シャーリング  
コンターマシン  

カットグラインダ  
グラインダー  
卓上ポール磐  

折曲機  
高速金切鋸盤  

（4）木工皇   

① 規 模 RC造 61m】   

② 主な設備  

万能木工機  
バンドソー  

パネルソー  

グラインダー  

卓上ポール盤  

空気圧縮機  

産薬用集塵機  
（4）溶接窒  

（∋ 規 模 RC造 25m】   

② 主な設備  

電気溶接機  
スポット溶接機  

（6）エレクトロニクス董   

① 規 模 RC造 30mi   

② 主な測定機器  
ストレージ．スコープ  

スペクトラム．アナライザ  

ロジック．アナライザ  

ファンクション．ジェネレータ  

オーディオ．アナライザ  

ディジタル．LCIミメータ  

ディジタル．マルチメータ  

周波数カウンタ  
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ム
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ム
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5．成果発表一覧  

5．1研究所出版物   

国立公害研究所研究報告，第22号，（1g81） 陸水域の富栄養化に関する総合研究（Ⅵ）－霞  

ヶ浦の生態系の構造と生物現存量一毎和53／54年度．  

番 号   発  表  者   暦  日  ページ   

K－1  安野正之■大槻 晃   編者はしがき  1   

K－2  大槻 晃・河合崇欣・相崎守弘  霞ヶ滞高浜入におけるリンおよび清有無餞態窒素の動態  3－21   

K－3  
西川雅高   いて  

K－4   底泥中のリンの分布特性とその季節変化－】高浜入を中心とLて 45－54   

K－5  岩熊敏夫   霞ヶ浦高浜入における底泥温度の卑変動と熱収支  55【61   

K－6  柏崎守弘・中島柘男●  細菌分布からみた霞ケ浦の物質代謝の特徴  63－87   
（－東京都立大）  

K－7  霞ヶ浦高浜入における脱窒  89、97  
（－東京都立大）  

K－8   霞ヶ浦の一次生産特性  99¶122   

K－g  霞ヶ浦高儀入における植物プランクトンの種頬組成および現存畳123－148  
の季節変化  

K－10   149－158   

K11  霞ヶ補高浜入最奥部入江における魚頬，イヤザ7ミ，テナかエビ159－169  
の現有史雄志と栄養塩回帰への寄与  

K－12   霞ヶ滴生態系の物質循動こおける底生動物の役割  171－179   

K－13  霞ヶ浦高浜入湖岸帯の物質代謝  181－228  
（●筑波大）  

K－14  霞ヶ浦の水生植物のフロラ，縫紋面積および現有宜  229－279  
い信州大）   時に近孝における湖の富栄葦化に伴う変化について  

K－15  281－307  
安部葛也・岩熊敏夫・福島武彦   

K－16   霞ヶ浦高浜入沖常の生態系の構造  3（）9－3ユ7   

K－17  柏崎守弘・大槻晃・岩熊敏夫・  319376   
福島武彦・河合崇欣・今村典子・  
海老軌普一・安野正之   

国立公穿研究所研究報告，弟27号，（1981）  

番 号   発  表  者   度  目   べ・一ゾ   

K－18  合田 健   陸水域の富栄養化に関する抱合牒究（Xl）一研究稔桔一昭和  118p．  
53－54年度   
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国立公害研究所研究報告，弟28号，（198ユ） 複合大気汚染の植物影響に関する研究一一昭和54  

／55年度特別研究報告．  

番 号   発  表  者   屠  目   ／く－ジ   

K－19  戸塚 績   研究成果の横雲   1－9   

K－2（】  ユユー2】  

近藤矩朗  
（●東邦大）  

K－2ユ  

菅壕浮  ン酸に対する気孔の感受性増大  
（●筑波大）  

R－2Z   31－37  

K－23  ソラマノの葉肉細胞プロトプラストの単離とその光合成活性に及  39－46  

ほす亜硫酸の影響  

Kr24  

前田芙三－  す影響  
（●名古風大）  

K－25  87、粥  

横山枚昭＝・田崎忠良●・  よる可視障答の発現  
戸塚繰・牛島息広＝  
（●東邦大，＝東京農工大）  

K126  99－1ユ0  

古川昭謹・戸額請  
（●筑波大）  

K－27  

NO？暴露の影響  

K－28  

戸塚 緩   期間および暴露時の光条件の想う智  

K¶29  133－14さ  

（●愛媛大）   （ll）．後々の汚染ガスによる集の可視書症状の党規に寄与する主  
賓な要因について  

K－30   149－159  

国立公害研究所研究報告，簗29号，（1981）  

番 号   発  表  者   題  目   ノミ－ジ   

K－31  
SpeciesDfthesubfamilyOrthocladiinaerecordedatthe  
summersurveyandtheirdistributio【一jnrelationtothe  
POllutionwithsewagewaters  

K32   
Chironomidaerecordedatawintersurvey   

国立公害研究所研究報告，那0号．（198Z） 海域における富栄養化と赤潮の発生機構に関する  

基礎的研究一昭和54／55年度特別研究報告．  

番 号   発  表  者   塔  員   ページ   

K－33  渡辺正孝  ユー9   

n   
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≧≒  ＝   発  表  者   喝  目  ページ   

K－34  
原島省  

Ⅹ一35  

（●北里大）   けるシスト形成の誘起条件について  

K－36   

（●北里大）   とP〟／g押βJ由におけるシストの発芽の季節性   

X－37  中村泰男・渡辺 信・礫辺正孝  赤潮藻類の増殖星に及ばす環境因子の影削．Cお′わ〝g／血♂〃軸紬ク 53－70   

K－3g  
矢持進■■・渡辺正孝  ノー′√心  
（■東北大，■■大阪府水産試）  

K－39  
即Jgれdg耶  

K－40  
渡辺正孝   殖及びi」ン摂取の動力学的解析  

K－41   
渡辺正孝   法の確立と増殖の動力学解析   

K－42  
渡辺正孝  
（■大阪貯水鹿試）  

K－43  α蝕伽蘭お掴ん血如と5々gJgわ〝gmC∂ぶ土庄r以椚の細胞密度の日周変143←154  
動  

K－44  鞭毛藻印加如赴捌射加蝕による生物対流とRayleigトTaylor155u173  
1月＄tabj損y  

K－45   対流渦場での鞭毛夢0抽／カ∂d由√〟∫ノ〟お揖の分布構選  ユ75－ユ90   

K一郎  
（■大阪府水産試）   る研究：出現特性と日周鉛直移動について＝）  

K－47  215－287  

原島省・中村泰男・森栄■  
（●東北大）  

K48  2朗－302  

寺西清治●  

い広島大）  

K－49  303－309  

（●東京水産大）  

K－50   気仙沼湾における植物プランクトンの多様性と平担さ  311－322   

K－51  323－327  

渡辺正孝  
（●鹿児島大）  

K－52   有限要素法を用いた潮汐漁の数値モデル   329－362   

K→53  木幡邦男・渡辺正孝   海洋環堵データの鉛直2次元補間法について  363－37D   

K【54  宮崎忠国   蘇潮孫顆仇払血涙加椚山地触の分光特性と水質  371【37B   

K－55  宮崎忠回   遠隔計測による気仙沼湾の定量的水質計測  379－389   
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国立公害研究所研究報告．第31号，（1981） 大気汚染物質の単一および複合汚染の生体に対す  

る影響に関する実験的研究一昭和55年度特別研究報告．  

番 号   発  表  者   項  目   ページ   

K－56  久保田憲太郎   研究の概要および今後の展望   1－9   

K－57  鈴木 明・市瀬草道・局 博一  二酸化窒素急性暴露のマウスの肺機能に及ばす影響   11，19   

K－58  清水 明・局 博一・鈴木 明  ラットの呼気・吸気分離装置について一装置の機能とその応用  2129   

K－－59  鈴木 明・市瀬草道・局 博一  二酸化窒素吸入時のイヌの呼吸気道内二酸化窒素浪度の変化  31－43   

K－－60  45－5B  
鈴木明  
（■東邦：た）  

K－61  5965  
織田猛  
（●東邦大）  

K－．62  二酸化窒素急性暴露ラットの脂質過酸化と肺の抗酸化性防卸機構    67－7g  
の変化  

K63  8193  
構の変化  

K－64  95一川8  
酸化性防衛機構の変化  

K－65   二酸化窒素亜急性暴言のラット肺SH化合物に及ばす影智   109115  

K－66  二酸化窒素と肺の表面を構成する物質との反応一っレステロール  117123  
との反応  

K－67  125131  
酸組成に及ばす影響  

K68  133－139  
合成に及ぼす影顎  

K－69  
（●東京都老人総合研）   

K－70  1d7ユ6ユ  
回本学   

K71   163－167  

K72  169－174  
国本学  

K－73  175－185  
ばす影秤  

K74  
持立克身   

K－75   195－2（）n  

検索   
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国立公書研究所研究報告，第32号，（1982） スモッグチャンパーによる炭化水素一室葉酸化物  

系光化学反応の研究一昭和54年度特別研究報告－－一環境大気中における光化学二次汚染物質生  

成機構の研究（その1）．  

番 号   発  表  者   題  目   ・ページ   

K－76  奥田典夫   研究の意讃と成果   1【7   

K－77  若松伸司   航空機を用いた光化学二次汚染物安立体分布に関する研究の背景  9－16   

K－78  17－178  

村野健太郎・鶴田治雄●・  
五井邦宏＝・油本幸夫＝●  
（■横浜市会菩研．＝埼玉県公害  
セ，＝●冨山県会書セ）  

K－79   観測方法と観測機器  （21－34）   

K－80  油本幸夫●  観測期間中の気象状況   （35－42）   

●（冨山県公害七）  

若松伸司      K－81  地上浪度分布と風系   （43－56）   

K－82  航空機による光化学二次汚染質の観測結果1978年8月9日の観測  （57－76）  
結果  

K83  航空機による光化学二次汚染質の観測結果1978年8月10〔】の観測  （77－90）  
結果  

K84  航空機による光化学二次汚染賀の観測結果1978年8月11日の観測  （91－118）  
（●埼玉県公害セ）   結果  

K85  （119－148）  

（●横浜市公害研）   結果  

K86   光化学二次汚染質の垂直断面分布と気象の関係   （149165）  

K－87  村野健太郎   浮遊粒子状物質（エアロゾル）の高度分布と水平分布   （166－175）   

K－88  奥田典夫   結論   （177178）   

国立公害研究所研究報告，第33号，（1982） 臨海地城の気象特性と大気拡散現象の研究一大  

気運動と大気拡散のシミュレーション一昭和55年度特別研究報告．  

番 号   発  表  者   硯  E   
′く－ジ   

K－89  植田洋匡‥小川 靖・奥田典夫  研究の概要と意義   116   

K－90  17－27  
小川，上原清，植田洋匡  

K－91  2！l60  
小川，上原清，植田洋匡  

K－92  
小川   一風洞実験と相似律の考象一  

K－93  79－93  
尾添絃之●  

（●岡山大）  

K－94   海陸風に及ばす陸地斜面の彫詳－一世値実験一－   95－116  
（－東京大）   
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番 号   発  表  者   題  目   ページ   

Kt95  尾添絃之■■柴田勉●・  海陸風存在下での大気汚染の特性一致値シミュレーションー  117－133   
佐山隼敏■・光本茂詑・  
植田洋匡  
（●岡山大）  

国立公幸研究所研究報告，第34号，（1982） 環境汚染の遠隔計測・評価手法の開発に関する研  

究一昭和55年度特別研究報告．  

番 号   発  表  者   題  目   〈ミージ   

K－96  奥田典夫   研究プロジェクトの概要   1－3，   

K－97  竹内娃夫   レーザーレーダーによる大気汚染計測   5－17   

K－98  杉本伸夫・竹内延夫   大気汚染計測用分光型レーザーレータ」の現状   19－28   

K99  宮崎忠国・大井 紘   リモートセンンング技術による水質計測の現状   29－42   

K100  道路近傍における自動車排出成分の測定法に関する研究一従来の  4348  
計測法とレーザーレーダーによる計測法の比較  

K101   環境汚染の広域的評価   49－60  

K102  6181  
杉本伸夫・松井一郎・奥田典夫   

K1（）3  83－106  
竹内延夫・奥田典夫   

K104  
松井一郎・竹内延夫・奥田典夫  開発  

K－105   125＝－141  

K106  
植田洋匡・竹内延夫・奥田典夫  計測法  

K－107  
向・風速値の時間・空間代表性  

K108  
清水浩・竹内睦夫■奥田典夫  
（●筑波大〉   

K109   

国立公害研究所研究報告，第35号，（1982） 環境面よりみた地域交通体系の評価に関する総合  

解析研究一総合解析部・計測技術部．  

番 号   発  表  者   題  目   ページ   

K－110  西岡秀三   研究のフレームワーク   1－8   

K111  内藤正明   自動車交通のもたらす環壌早き騨の評価と対策について   916   

K－112  溝口次夫・功刀正行   大気汚染の計測法   17¶2呂   

K－113  池和布光●・溝口次夫  道路内の風の乱れの測定   29－37  
（●京都大）  

K－114  町村正行   道路交通騒音評価値Lαの属目虹方昆に関する研究   3946  
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番 号   発  表  者   題  目   ページ   

K115  乙間末広・原沢英夫   対象地域の現況とバイパス計画   5154   

K116  大気汚染予測モデルとシミュレーション   55－65  
（●筑波大）  

K117   騒音予測モデルとシミュレーション   67－74  

K118  乙間末広・田村正行・原沢英夫  大気汚染と騒音の結合指標による評価   75－78   

K119  青木陽二   道路近傍に立つ被験者の心理的影響の測定   7993   

K－120  田村正行   道路交通騒音と被害憲訊こ関する分析一土浦市を例として  95－115   

K－121  交通流による地域分斬の評価   117－133  
（●ボストン大）  

K－122   135－153  

K123  原沢英夫   評価のための支援システム   155－171   

K－124  西岡秀三   まとめと今後の課題   173176   

国立公害研究所調査報告，第18号，（1981） 第2匝Ⅰ富栄養化シンポジウムーモデルと評価 、 期  

日 昭和56年3月19．20E】一特別研究「陸水墟の富栄養化防山こ関する絵合研究」シンポジウム  

報告．  

番 号   発  表  者   題  目   ペーージ   

K125  合田 健   富栄養化問題とモデリング   1－6   

K－126  福島武彦   霞ヶ浦における潮流と混合問題の数値解析   7－29   

K－127  琵琶湖南湖における潮流と拡散   30－42  
（－京都大）  

K－128  湖水の三次元流動解析法  43－52  
（－信州大）  

K－129  〟≠仁和りざ／たによる水の草生成のシミュレーション  55－69  
－－－その発生の特色と発生防止対策の検討一－  

K－130  汽水域における植物70ランクトンと栄養塩類の相互作用  7〔〉－81  

（●島根大）  

K－131   霞ヶ浦環境動態モデル   83－91  

K－132  湖の物質循環モデルと水質の予測（諏訪湖〉  92113  
沖野外輝夫●●・西田直短●＝  
（●野村総研．＝信州大，  

■＝東京理科大）  

K－133  湖沼の物質循環モデル  114151  
（●京都大）  

K134   湖環堵の利用に関するモデリングについて   157－172  

K－135  173－195  
（●東京大）  

Kユ36   富栄養化防止におけるモデルの役割   1g9－ZO7  
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国立公害研究所調査報告，集19号，（1981） 第2回大気・乱流シンポジウム一期日昭和56  

年10月29，30日一特別研究「飽海地域の気象特性と大気拡散現象に関する研究」シンポジウム報  

．  

番 号   発  表  者  笥  目   ページ   

K－137  閑水路況れの組級立った乱流構造   1－68  
（●京都大）  

K－138  密度成層流の乱流構造と内部液  6990  
（●東扇工大）  

K一ユ39  壁面領域の乱流輸送過程に及ほす浮力効果  91－136  
（●姫路工大）  

K－14（l   137－156  
（●京都大）   

K－141  小森 悟・植副手匡  水平方向の乱〕充構造・乱流輸送過程に及ぼす密度成層効果   157173   

K－142  村岡浩爾・平田健正  内部重複渡の砕波形態について   ユ75－183  

室祖 明－■中江啓二、  表層密度噴流における大規模渦動の発生、発達過程   1随一204  

（一大阪大）  

時政辰夫●・長瀬洋一●  Mjxi咽1ayer遷移墟の渦構造に関する実験的研究  205221  
（■広島大）  

高木隆司暮  混合層における秩序構造とレイノルズ応力  223228  
（－事東京農ユ：大j  

片岡邦夫●  229－251                                             衝突噴流における物質輸送促進と壁領域の構造に対する圧力変動  

（●神戸大）  の影響   

国立公吾研究所調査報告，第20号，（1g82） 第4回大気環境データ処理システム研究会報告書  

一期日 昭和56年2月17El，18日．  

番号   発 表 者  題  目   ′ヾ一ジ   

K－147 牧野列車事  大気環境常時監視   1－4  
（●環境庁）   

K148 鈴鹿 孝●  大阪軌こおける利用率例について   5－12  
（●大阪府公害監視セ）   

K－149 西岡電三●  13－21  
（－扇郡市公害セ）   

Kユ50 安達史朗  痩学における大気囁増データ   23－25  

K151芳賀敏郎●・新藤純子  大気時間値チータの統計学的特性   27－44  
（■慶応義塾大）   

K－152 唐崎昭太■松本幸雄  45－82  
ナヨネア案をめぐって   

K153 環境情報部  大気測定局属性調査方法の変更につし－て   83－9ユ  
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国立公害研究所調査報告，第21号，（1982） 第3国富栄養化問題シンポジウムーー防止施兼を  

中心として－・期日 昭和56年9月18，19日一特別研究「陸水域の富栄養化防止に関する総合  

研究」シンポジウム報告．  

番 号   発  表  者   眉  目   ノヾ－▼ジ   

K－154  合田 健   富栄養化防止対策の展望   1－13   

K－155  15－35  
安野正之・大槻晃・相崎守弘  

K－156   霞ヶ浦の生態系管理による富栄養化防止   36－43  

Ⅹ一157  自然水戚におけるホテイアオイによるN，Pの除ま塵   4Jliイ  
（●岡山大）  

Ⅹ158   生活雑排水からの負荷とその処理対策   5g－75  

K－159  山根敦子   生活排水の汚濁負荷と洗剤   76－91   

K－160  上甲勲■  晶析法による下水中のりンの険ま   92－105  
（●栗田工業）  

田井慎吾  109－117   

Kユ62  今井i骨●  琵琶軌こおける古巣葦化防止対策   118－142   
（■滋賀県）  

津田勉■  霞ヶ補における富栄華化防止対策   ユ43－ユ54   

（●茨城県）  
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5．2国立公書研究所研究発表会  

番 号   発  表  者   嘲  ‖   発表年月   

k－1  合田  健   わが国湖沼中での霞ヶ澗汚濁の特色   56．6   

k－2  村岡 浩爾   霞ヶ浦の水収支と湖水位の将来予測  

■ k－3  藤井 国博   有機廃棄物の土壌還元が土壌現場に与える影響  

k－4  不破敬一郎   環境モニタリングについて  

k】5  西岡 秀三   環壌面よりみた地域道路交通体系の評価土浦地区の例一  

k－6  安達 史朗   大気汚染と健康の疫学   

k一－7  NO3の生休影響lこついて一息性，亜急性および慢性暴露による脂  
質過酸化と抗酸化性防御機能の変化－  

k－8  炭化水素一重素酸化物系光化学反応の研究一計算機シミュレーン  
ヨンと乗反応研究  

k¶9  光化学エアロゾルの生成一チャンバー実験およぴフィーールド調査  

k－10  環境汚染の遠隔計刺・評価手法の開発、大聖レーザ】レーダーに  
よる水平移流〈こクトルの測定一  

k－11   流体の運動および拡散過程に及ぼす浮力の影響   

kr－12  大井  紘   流丑が周期的に変動する汚染物を処理する系の設計と操作   

k－13  森田 昌敏   環境中のヒ素とその毒性  

k－14  鈴木 和夫   メタロチオネインと重金属  

k－15  近藤 矩朗   二酸化硫黄による植物被害の機構の生理生化学的研究  

k16  高礁  弘   公害研究と動物実験一動物実験施設の稽介－   
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5．3誌 上 発 表  

A．環境情報部  

番 号   発 表 者   屠  目   掲 載 誌   巻（骨）  ・ベトージ   発表年   

A1  サテライトリモートセンシングに  54  740－750  
よる土壌含水比分布の他国化の試  
み九十九里地盤沈下地域を例と  
して  

A¶2  lmprovementofoperational  177¶184  
Ⅰ．Muchi＝  flexibilityofbatchunitsbya  
（●Tachikawa  design margin 
DaiichりuniorHigh  
School．＝Nagoya  
Univ．）  

A3  71－73  
研究植生区分別面積の推走法  
について－  究「生物生産システム  

のエネルギー分析」  
昭和55年度研究成果報  
告書  

A－4  現場データの整備状況と今後の課  2429  
窟（1）   

A－5  ランドサットデ⊥タによる鳥海山  43  155161  
の残雪の季節推移の数値解析   

A－6  国際環蝿情報源照会システム  101118  
（INFOTERRA）における情報源  
検索  タペースの構築と情報  

検索システムのアサイ  
ン研究（第1分冊）（日本  

アイ・ピー・工ム株式会  
社東眉サイエンティ7  
イツタ・センター，（紺新  

エネルギー財乱  
272p．）  

A7  放牧草地の地力にとって排泄糞尿  57年2月        42－46  
とは   

A8  下水汚泥コンポストの製造におけ  38－46  
る多変量解析法の応用（1）   

A9  下水汚泥コンポストの製造におけ  17－30  
る多変畳解析法の応用肌   

A10  35  275279  
（－農事試）  利用（1）－コンビュ【タ一利用人  

門  

A11  Predictionofthepopu］ation  40－49  
S．Hirosaki．  densityofcitruStreepeStSby  
R．Korenaga‥  amu］tipleregressionanda  
（●Natl．Grassl．Res．  
Instり‥Nat】．Fruit  
TreeRes．Stn．）  

A－12   ランドサットからみた霞ヶ浦   2833   
（ニラ2：三）   
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番 号   発 表 者   眉  目   掲 載 誌   巻（号）  ′く－ジ   発表年   

A－13  Localupwe］1ingassociated  Coastalupwelling   119－124  
Y．Yasuoka，   withvortexmotionoff   （FrancisA．  
M．Watanabe●■，  RichaTds．Ameri⊂an  

T．Miyazaki．  GeophysicalUnion）  

S．1chimura一  
（●TsukubaUrliv．，  
＝WaterSoil  
Environ．Div．）  

A－14   265－269   

稲村実●・豊田弘道暮  集   
（●東京大）   

B．総合解析部  

筑波研究学園郡市にお  
ける景観構成に関する  
調査（住宅・郡市整備公  
臥 253p．）   

環境情報科学  

Landscape Plann．  

地図を用いた景観評価  青木隕二   

物理的環境と心理的反応との関連  
分析に関する研究   

Astudyofon－Siteevaluation  
forsikplanr血gこLake  
KasumlgaUra   

環境監視j引二よる環境管理地域の  
広がり景観を例として一   

筑波研究学園郡了t‖主民の景観評価  
に関する研究   

郡市景観におけるみどりの役割   

身近な植物に対する認知度につい  
て   

多摩川流域の項壌浄化に関するシ  
ステム分析一費用・便益分析と  
多目的計画手法にもとづく莫証的  
研究  

グリンエイジ  

日本都市計画学会学術  
研究発表会論文集   

生活と環境   

環境情報科学  

多摩川流域の環境浄化  
に関するシステム分析  
（北畠能鼠 とうきゅ  
う環境浄化財団）  

8（11）  

16  

27（1）   

11（1）  

5355  

385－390  

2124  

7981  

/302 

1981  

1981  

1982  

1982  

1g80  

青木陽二  

青木隠二  

青木陪二   

青木陽二  

北畠能房・宮崎忠国事・  
高橋三雄＝・  

後藤 晃＝・  
杉山武彦＝  
（■現場情報弧 ＝成臣莫  

大．●＝一席大）   

北畠能房・中杉修身■  
西岡秀三・慌沢英夫   

北畠能房   

Y．Kitabatake  

B－4  

B－5  

B－6  

B－7  

B－8  

地域学研究  

季刊橋場研究   

Environ．Plann．A  

家計の購入・廃棄行動に関する実  
≡正的研究   

環境資源諒と経済学   

Adynamicpredatorrprey  
modeL forfisheryT’eSOurCeS：a  
CaSeOfLakeKasumigaura   

Sourceseparationforresource  
recovery－State・OfLthe・art  

Conserv．RecycLlng  S．G（火Oh，  

E．Tanaka－，  
Y．Yonemura●．  
（●Dynaxln⊂．，  

‥Nomura Res．  
Inst．）  
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番 号   発 表 者   題  目   掲 載 誌   巷（号）  〈ミージ   発表年   

B－13  ポリマー廃棄物の処理  71－97  
再生利用技術（堤紫，  
H刊工業新聞社，  
605p．）  

B－14   流動床炉の時代？  プラスビア   （35）   1013   

B一ユ5  後藤典弘   二十一世紀の地球   月刊廃棄物   8（82）  7▲i－ア7  ユタ82   

B，16  自動車研究  3（4）  

織Ⅲ輩●・堀厳郎＝・  
林洋●●  
（●現場生理部，＝日本  
自動車研）  

B－17  17  934－940  
適正配置について  

B－18  環境問題に関する数学モデルにつ  10  683688  
いて   

B－19  大気拡散．石炭灰について  酒田共同火力発電所の  6－17  
石炭焚燃料転換に伴い  
予測される環境問題と  
その対策に関する報告  
書（鎌【‡1仁，53p．）  

B－20  快適な生活環境づ〈りにおける生  10（2）   

活者の役割  

B－21   欧州における物質回収プロセスm  生活と環項   3943   

B－22  VトV9  
鳥奥正浩●・福田暗一＝・  テムの評価研究（日▲  
町田収■・  産業技術振興協会．  
宮之原隆＋十  447p．）  

（●荏原製作所，＝日本  
製鋼所，十月島機械．  
＋＋指浜市〉  

B23  資源再生利用技術シス  V11ⅤⅠ62  
伊藤寛一●・  テムの評価研究（日本  
由中勝＝  座薬枝折振興協会，  
（●荏原製作所．＝国立  447p．）  

公衆衛生院）  

B－24  現場影智評価  廃棄物処理施設技術管  302－338  
理者資格誠意講習テキ  
スト（4）毅終処分（臼  
本項穐衛生センター．  
73恥）  

B－25   エネルギ・資源と環境背源              技術と経済   （117）  

B－26  水素燃料航空機システムに関する  220－246  
テクノロゾー・アセスノント〔寸土  
全・現場面評価）  ー・アセスノント（東  

U華粗目不慮某托術  
振興協会，306p．）  

B－27   93－99   
（●筑波大）   ス．資き原利用と地域性   金．エネルギー特別珊  

究「エネルギ源及び  
利用システムの総合評  
価」昭fl】56年度研究成  
果織告番（茅陽一  
ら，14up．）   
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番 号   発 表 者   項  目   掲 載 誌   巻（号）  一ヾ－ジ  発表年   

B－28  10（3）  

壌評価のためのコンピュータ支援  
システム  

B－29  4  183196  

西岡秀三  する研究レビューと今後の方向に  
ついて  

B－30  別冊（16）  

西岡秀三  地域の現場診断一土浦市での事例  
研究  

B－31   計画アセスメントの理念と調査研  （71）   

究の現状について   

B－32  都市の土地利用計画における環境  14－24  
配慮の実態と課題市街化区放及  
び市街化調整区域に関する都市計  
画を事例として  

B33  地方からの環境管理に関する報告  86－92  

を読んで   

B34  331336  
ほす各櫨効果の分析一＝崎市にお  
けるケース・スタディー  

B－35   市街化区域及び市街化調整区域に  1（）1－132   

関する都市計画についての環粗慢  
全上の調整事例   計画媚）．昭和55年度環  

埠庁委託報告事，  

252p、   

C．計測技術部  

遺伝   

J．FreshwaterEcol．  

日本の湖沼の汚染状況   

Lossofnitrogenousdisso）ved  
organicmatterLromsmall  
lakes  

環境招挙式料 NIES N（12  
「池底質試料」について   

標準試料用 動植物   

標準試料 標準試料一般論と利用  
できるCRM  

Photoeffectedln z）1uo  
nuorescen⊂eOfrゐわ和♪カメJ・〟in  
experimentalpondsas  
observedbycontinuous  
monitorlng  

大槻 晃   

B．A．Manny●，  
A．Otsuki  
（●uS．GreatLakes  
Fish．Lab．）   

岡本研作・不破敬一郎  

岡本珊作   

岡本研作  

季刊橋場研究  

ぶんせき   

現場分析の手法と評価  
（木羽敏奉ら婦．東京  
大字出版会，244p．）   

Verh．Int．Ver．  
Limnnl 

T．Kawai，H．Miyai■  
（●Tsukuba Univ．）  
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番 号   発 表 者   唱  目   周 載 誌   巷（号）  ・′く一ジ  発表年   

C－7  Use of X-ray nuorescense Heavy metals in 147－152  
P．J，Say－．   SpeCtrOmetrytOStudyheavy  NorthernEng】and，  
B．A．Whitton．   metal compasition of aquatic Environmental and 
（●DurhamUniv．）  biological aspects 

（P．J．Say＆B．A．  
WhittDnEd．．  
DurhamUniv．，  
198p．）  

C一息   環境中の塩素化パラフィン  化学と工業   34  726－727   

C－9  1981  
electronspectroscopicstudyof  
Mg－mOntmOrillonite  

C－10  Improvementofopticalpurity   539▼540  
M．Soma  ofmetaltris・（1，10－  Chem．Comm．  
（雷HokkaidoUniv．）  

OEadsorp（iononacolloidal  
CIay  

C－11  103  
M．Soma  Chela【esbyuseofadsorption  
（●HokkaidoUniv．）  

C12   電子分光法（XPS，UPS，  触媒   23  455－457   
AES）  

C13  Appl．Surf，Sci．  8  478－482  
SpeCtrOSCOplCStudyofthe  
surface compostion 
ofsedimentorsoilmodels  

C－14  01etinmetathesisDVerWelト   J．Chem．Soc．，  77  1763－1777  
H．1chinose■，  definedactivefixed  FaradayTrans．I  
S．Ogasawara●，  mo）ybdenumcatalysts  
M．Soma  
（●YokohamaNatl．  
Univ．）  

C－15  Aliphatictaileffectson  J．Phys．Chem．  85  3098－3092  
M．Soma  adsorptionofacridineorange  
（●HokkaidoUniv．）  

montmori】】onite  

C－16  ChrornatographicresoIutionof  1982  
R．Ohnishi●，  tris（acetyJacetonato）cobaltalD  
M．Soma  ona△一trjs（1，10－  
（●HokkaidoUniv．）  

montmoril】oniteco［umn  

C－17  1982  
野尻幸宏・原口絃簾●・  
不破敬一郎  ルシウムの定量  
（●東京大，‥埼玉県立  
越谷高）  

C－18  1982  
（●東京大）  分析億の利用  

C－19  Useofaprogrammable  52  2913－2917  
C．W．McLeod■，  monochromatorandSIT  Jpn．  
H．Haraguchi●，  detectorinflameatomic  
K．Fuwa  emi8sion SpecfrOmetry 
（●TokyoUniv）  

C－20   127   
の領域増刊別   

－190 、   



番 号   発 表 者   カ■ ■   掲 載 誌 ′  巻（号）  ページ   発表年   

C－21  Evaluationofasilicon一  Appl．Spectrosc，  211－216  
C．W．Mcleod●，  intensiEiedtargetimage  
H．Haraguchi●，  detectorforinductively  
K．Fuwa  仁Oupledptasmaemission  

（●TokyoUniv．）  SpeCtrOmeter  

C－22  PhotodiodeArrayを用いたIC  
P発光分析の研究一カナダ・アル  
バータ大学G．Hor】ick研究室で芋  
んだ事－  

C－23  Spatialcharacterizationol  
G，Horlick●  analyteemissionand  
（■Alt〉ertaUniv．）  

inductivelycoupledplasma  

C24  Proposedcertifiedreference  53（7）  

K．Matsumoto●，  materia）forpondsediment  
H．Haraguchi●．  
K．Fuwa．  
K．Okamoto  
（●TokyoUniv．）  

C－25  環境のバックグラウンド指標の検  115119  
索  講演論文集   

C26  3  224227  
と測定  研究会シムポジウム誌  

演論文集  

C－27  11（3）  

ロゾル成分の分析法   

C28   重金属の代謝と生体内分布   有機合成化学   39   10831096   

C－29  Determination of arsenic Anal．Chem．  53  18061808  

T．Uehiro，  COmpOundsinBiological  
K．Fuwa  Samplesbyliquid  

cllrDmatOgraphywith  
inductivelycoupledargon  
plasma－atOmicemission  
spectrometric detection 

C－30  Determinationofphosphates  53  1997－2醐  

T．Uehiro  byliquidchromatographywith  
inductivelycoupledargon  
plasmaatomicemission  
spectrometric detection 

C31  7●ラズマ発光法を検出器とする高  42－52  
速液体クロマトグラフィー  

C－32   Polychlorinateddibenzo－p－  10  1137－1144   

T．Miyazaki■，  dioxjnsanddibellZOfuransin  
K．Akiyama●．  COmmerCialdiphenylether  
M．Morita．  herbicides，arldinfreshwater  
J．Nakagawa●，  fishcorrectedfr〔〉mthe  
S．Horii●  applicationarea   
S．Kaneko●  
（●TokyoMetrop．  
Res．Lab．Pub】ic  
Health〉  

－191－   



番 号   発 表 者   三∃j  ≡   掲 載 誌   巻（号）  ぺ【ゾ   発表年   

C－33  Analysisoforganicsubstances  Environ．Sci．   15  570－・573  

H．Shiraishi，  inhigh1ypollutedriverwater  
M．Tsuji●，  bymassspectrometry  
T．Okuno義  
（●Environ．Sci，Inst．  
HyogoPref∝t，）  

C－34   芳香と悪臭   ぶんせき   1981   792－799   

C－35  養豚場における悪臭物質の生動1）  10（47）  16－27  
（訳文）   

C38  養豚場における悪臭物質の生成12）  3D－41  
（訳文）  

C－37  養豚場における悪臭物質の生成（3）  1【19  

（訳文〉  

C－38   Deterninationofmonoterpene  293－298   
T．Fujii．  hydrocarbonsinthe  
Y．Ambe，K．Fuwa        atmosphere   

D．大気環境部  

Environ．Sci．  

Technol．  

Photochemical ozane 
tormationin theiTradiation of  
ambientairsamplesbyusinga  
mobi］esmogchamber  

K．Shibuya●，  
T．Nagashima義  
S．Imai＝．  
H．Akimoto  
（リpn．Environ．  
Sanit．Cent，  
●、Jpn．Environ．  
Agency）   

H．Akimoto  Air／Particu】ate  
lnstrumentation and  
Analysis（P．N．  
Cheremisinoff，Ann  
ArborScience．  
423p．）   

J．Chem．Phys．  

Measurement of  
photochemicalsinair  

LaserLinduced  
fluorescenceoftheC2H50  
radical   

Photochemical reactivity and 
ozonelormationin ト01efin－  
NitrogenOxide－Airsystems   

Computermodelingstudyof  
photocheI血calozone  
formatior）inthepropener  
nitrogenoxides・dryairsystem．  
Generalizdmaximumo乙One  
isopleth   

レーザーレーダーを用いた空間相  
関法による風向，風速の遠悶的測  
定  

G，Inoue．  
M．Okuda．  
H．Akimoto   

F．Sakamaki，  
H．Akimoto，  
M．Okuda   

F．Sakamaki．  
M．Okuda，  
H．Akimo【0  

Envirl）n．Sci．  

Technol．  

Environ．Sd．  

Technol．  

応用物理  清水 浩・笹野泰弘  
安岡善文●・植田洋匡  
竹内娃夫・奥田典夫  
（■環境情報部）  
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番 号   発 表 者   題  目   掲 載 誌   巻（号）  ページ   発表年   

D－7  50  1154－1164  
笹野泰弘・杉本伸夫・  
松井一郎－・奥田典夫  
（●技術部）  

D－8  
安岡着丈●・松戸修●・  

（4）  

竹内延夫・奥田典夫  
（●硯挽情報訊）  

D－9  
笹野泰弘・竹内延夫  
（●総合解析部）  

D¶10   27－32  
奥闘典夫   排煙流中のNO2濃度分布の測定  

D－11  竹内杜夫   レーザ」レーダーで大気を探る  化学の領域   3944   

D－12  竹内延夫   レーザーレータ●－の現状   分光研究   30（3）  185－186  1981   

D－13  半導体レーザの分光・計測への応  31（6）  37－44  
用   

D－14   レーザーレータ」で大気を探る  化学の領域   35   435－440   

D－15  レイサーレーダーによる大気汚染  
のlトモートセンシング  グ学会誌  

D－16  ReactiDnSOfCH200andCH2  85  2249－2254  
H．Bandow，  （】A．）withH20inthegasphase  
M．Okuda，  
H．Akimo【0  

D17  23  264－273  
福山力・松村知一  
（●東京大，＝化技研）  

D－18  Structureofdich］orine  J．Mol．SpectTOSC．  241249  
M．Sugie●．  monoxideasstudiedby  
H．Takeo－  microwave spectroscapy 

C．Matsumura●，  Determinationofequilibrium  
T．Fukuyama，  structurebyamodifiedmass  
K．Kuchitsu＝  dependence method 
（■Natl．Chem．Lab．  
lndり‥TokyoUniv．）  

D－19  Molecularstructureof  J．Mo】．StruCt．  71  195－202  
T．Fukuyama，  carbonyl bromide as studied 
C．J．Wilkins‥，  bygaselectrondiffraction  
K．Kuchitsu●，  
（●TokyoUniv．．  
’’CanterburyUniv．）  

D－20   Structures〔〉fl，2  Chem，Phys．Lett．   
H．Takeo＝．  dimethy】hydrazineconformers  
C．Matsumura＝，  
K．Yamanouchi■，  
K．Kuchitsu●，  diffraction   
T．Fukuyama  
（●TokyoUniヽ，．，  

’．Natl．Chem，Lab，  
1nd．）  

¶193 －   



番 号   発 表 者   題  目   掲 載 誌   巻（号）  ページ  発表年   

D－21  Sulfateandnitrate  Chem．Lett．  7  10371048  
K．Izumi，  con（・entrationinaerosolabove  
M．MiヱuOChi－，  Kanto area 
Ⅰ．Uno．  

S．Wakamatsu，  
M．Okuda  
（●Eng．Div．）  

D22  16  146157  

油本幸夫●●・  地域分布と局J地気流  
畠野呂治＝・奥田典夫  
（●埼玉県公害七．＝冨  
山県公害セ．＝■日科技  
研）  

D－23  16  199214  

村野健太郎・奥田典夫・  
鶴田治雄－・五井邦宏■■・  

油木幸夫●＝  

（●惜浜市公害研，  

＝埼玉県公害セ  
＝●冨山県公告セ）  

D－24  16  371－378  

（■銅斗技研）  ン一夏李における気圧傾度が弱い  
場合の僻斬」  

D－25  16  379－386  

（一日科技研）  

D－26  Reactionofe山anoland  J．Chem．phys．  75  2715－2722  
CH，CH（OH）radicalswith  
atomicandmolecularoxygen  

D－27   Reactionofcyclohexaneand  
H，Takagi●  CyClohexylradica）swithatmic  
（■Eng．Div．）  andmolecularoxygen  

E．水質土壌環境部  

「環境科学」研究報告  
集 B75S504  

「瑠壌科学」研究報告  
集 B75－S504   

Verh．InしVer．  
Limnol 

河川の富栄養化と自浄作用Ⅰ  
付着微生物膜の発達と有機物除ま  
活性   

河川の吉葉蒙化と自浄作用】1  
人工水路での実験   

ApplicationofCarlson’s  
trophicstateindextoJapanese  
lakes and relationships 
between the index and other 
parameter5  

人工干潟の研究（捕）汚泥捕食者  
としてのイソゴカイ  
けb血即扇s肌用寂var．ぴαJぬJβ）  
について一   

富栄養化に及ばす下水および生活  
排水処理水の影響  

柏崎守弘  

M．Aizaki，  
A．Otsuki●．  
T．Fukushima，  
M．Hosomi，  
K．Muraoka  
（■Chem．Phys．Div．）   

栗原 康●・二宮秀輝＝  
稲森偲平  
（●東北大．＝今治市下  
水浄化セ）   

宵士元英二●・  

古屋 昇●・  

稲森悠平  
（●明電舎）  

下水道協会詰  

日本水処理生物学会誌  

ー194 －   



番 号   発 表 者   馬  日   相 貌 誌   巻（号）  ページ  発表年   

E－6  
富士元英二＝・  
祁森治平  
（●東京理科大，＝明電  
舎）  

Er7   24  179－192   

E8  稲森悠平・須藤偏T  嫌気性処理の最近の動向‖Ⅰ）  用水と廃水  24   303－312  1982   

Eg  
中川造弘＝  洗掘特性  
（●京都九＝広島県）  

E－10   リンの過剰才粟取   下水道協会誌   18（203）  1∈帽1   

E11  9－14  

横矢博一●・岡田光正  向を探る一シンポゾウ  
（■東京大）  

ム・プロシーアィング  
スーく化学工学協会「排  
水の生物処理」研究会．  
155p．）  

E－12  114－120  

江島玄泰●・吉野善蒲■  向を探る一シンポジウ  
（雷東京理科大）  ム■7■ロン一子ィング  

スー（化学工学協会「排  
水の生物処理」研究会，  
155p．）  

E－13  DissoIvedoxygenconsumption       Managementof  106120  

R′Sudo  jnlakesediments  BottomSedimen（S  
Cantaining Toxic 
Substances  
（WaterResour．  
SupportCent．U，S．  
ArmyCorpsEng．，  
U．S．ArmyEng，  
WaterwaysExp．  
Strl．Environ．Lab．．  
408p．）  

24（1）  

S．Aiba●  OfbIue－greenalga．miで和丹ざJム  
（●OsadaUniv．）  ♂gr封gl氾05〃  

E－15  官話三原，土木らしからぎる土木  30（4）   

屋  

E－18   ヘドロの有客性と雇栄巷化渦在力  ヘドロ   22   23   19Bl  

E－17  Evaluation oi WaterRes．  15  1305－1311  

S．Tai．  thermodynamicalefriciencyof  
A．N．Yamane  【eVe一能OSmOSisprocessusing  

entropy  

E－18  項犠間喝と回顧と展望一研究的立  7（1）   3035  
楊から－（水質問題）  

E－19   霞ヶ浦を考える  水  10－11   

E－20  殖藤隆一   糸状菌  下水道協会誌  205  96   1981   

E21  須藤隆一   水処理と微生物（4）   微生物と資源   4   1721  1981   

E－22  嫡藤隆一   生物処理の管理⑲脱水粟酵紫活  23（11）  26－27  1981   

性   

一195 －   



番 号   発 表 者   題  目   掲 載 誌   巻（号）  ・｛く－・ジ  発表年   

E－23  須藤隆一   生物処理の管理⑫ 指標生物H  水   23（7）  30－31  1981   

E－24  三E；   生物処理の管理⑯ 呼吸速度  水   23（10）  

E25  第2瓢2車生活排水処軌二おけ  104－121  

る生物学  ブック（岩井垂久等軋  
環境技術研究会，  

4粥p．）  

E－26  2．2回転板接触方式  浄化槽維持管理マニュ  79－98  
アル（厚生省環境衛生  
局水道環嶋部環増整備  
課，  

他日本環壌整備教育七  
ンター，597p．）  

E27   9   ト」   19gl   

E－28  水処理と微生物（5）微生物の増殖  5  1－4  1981  
と環境条件   

E－29   生物処理の管理⑲ AGP（2）  水   23（15）   28－29   1981  

E－30  生物処理の管理⑲洗濯用洗剤の  24（1）  1617  
汚濁負荷   

E－31  水処理と微生物（3）微小動物の役  3  46－49  

割   

E32   富栄養化現象と下水処理   月刊下水道   59－64   

E－33  水処理と微生物（2）  微生物と資涯   2   1▼6  1980  
活性汚泥と生物瞳の徴′ト動物相  

E－34   生物処理の管理⑲ 指梧生物口  水   32－33   1981  

E35  三＝■」   生物処理の管理⑪ 重金属   水   23（6）  22－23  1981   

E－3（；  頒藤隆一   回転円板法   環境技術   10   921923  1981   

E－37  須藤隆一   生物相からみた機能診断（1Il）  浄化そう・コミ7■ラ  （68）  1－8   1981   

E－38  ≠貝藤隆一   生物相からみた機能診漸（lV）  浄化そう・コミプラ  （69）  8－11  1981   

E－39  狽藤隆一   生物処理の管理⑲ AGP   水   23（13〉  

E－40  洗剤および消毒剤の生物処理に及  48－51  
ばす影響に関する一考察  集  

B135，大学における有  
書物の排出動態と処理  
研究成果報告（文部省  
「環境科学」特別研究  
S618検討軋53p．）  

E－41  霞ヶ浦淀城における生活排水対策  24（2〉   

をめく一って   

E－42  生物処理の管理⑳′卜聖回転円板  26－27  
処理装置（1）   

E－43  生物処理の管理毎）小型回転円析  22－23  
処理装眉（2）   

E44   「下水道講座」117 汚泥の馴致  下水道協会誌   102   1982  

E－45  田井傾吾   水処理におけるエネルギー消費  水道公論   17（7）  484！l  19呂1   

¶196－   



番 号   発 表 者   題  目   掲 載 誌   巻（号）  〈ミージ   発表年   

E－46  霞ヶ浦の富栄養化－その影響と対  24（2）  

兼  

E¶47  エネルギー利用システムの総合評  100－105  
価一水の供給および処理システム  
のエネルギー評価－  「エネルギー源及び利  

用システムの総合評  
価」昭和56年度成果報  
告昏（茅陽一ら，  
140p．）  

E－48  Currentandverticalmixingin   21  141－149  

K．Muraoka   a shallow lake Limnol．  

E49   「汚泥の土壌還元とその環境影響  5（16）   

に関する研究」の概要について  

湖沼底泥からのりンの溶出に閲す   154159  

絹藤隆一   る研究   処分に関する日米専門  
家全議会議録  

E51   国立公害研究所と霞ヶ浦   水   26－27   

E－52  村岡浩岡   霞ヶ浦の水収支   水   新年増刊号  Z327  1982   

E－53  18（210）  

矢木修身・頒藤隆一  
（■広島大）  

E54  Odorouseompoundsproduced   21  641－645  

N．Sugiura■，  byざJr¢わ刑ツCeざinLake  Limnol．  
R．Sudo  Kasumlgaura  
（●Ibarakiprefect．）  

E55   霞ヶ浦のアオコについて  水   24（2）   

E56  10  543－544  
濁負荷について  

E57   18（210）   11－19   
須藤隆一   由来する汚濁負荷   

F．環境生理部  

H．Oda，  
H．Tsubone，  
A．Suzuki，  
T．Ichinose，  
K．Kubota   

K．Kaya．T．～1iura  

Alteration of nitrite and  
nitrate亡Oneentrationsin the  
b）00d ofmiceexposedto  
nitrogendioxide  

Effectsofnitrogendioxideon  
fatty acidcompositi（1nSOfred  
cellmembranes，Sera，and  
】iversin rats   

Studies orL biochemicaleffects  
Ofnitrogendioxide：1．Lipid  
peroxidationasmeasuredt）y  
ethane exhalatioz10f rats  
exposedtonitrogendioxide  

M．Sagai，  
T．l亡hinose，  

H．Oda，K．Kubota  

lLipida 

－197 －   



番 号   発 表 者   題  目   沌 載 誌   巷（号）  ページ   発表年   

F叫4  Studiesonbiochemicaleffects  J，Toxicol．Environ．  9  153164  
T．Ichinose，  Ofnitrogendioxide．ⅠⅠ．  Health  
H．Oda，K．Kubota  

protectivesystemsinratlungs  
andof）ipidperoxidationby  
aCute enposure 

F－5  36  816－823  
市瀬孝這・嶺は］肇・  
久保H憲太郎  影響  

Fれ6  Acutecadmiumtoxicityand  4（5）  

M．Yamaml】ra，  itsTelatiolltDChemica＝bTmS  
Y．K．Yamada，  ofcadmiumintherat  
F．Shimizu  

F－7   （133）  

ク，特にメタロチオネインの分析  

F18  鈴木和夫   重金属とメタロチオネイン   有機合成化学   39  1〔173－1082   

Pr9  Metal・dependentpropertiesof  199  
T．Maitani  metallothionein一－repla亡ement  

J乃び′如Ofzinc－thioneinwith  
COpper  

F10  BioSynthetic studies using AdvancesirLNatural  12小134  
Stab】eis（江OpeS  Praducts Chemisfry 

Extractionarld  
lsolatioTIDf  
Biologically Acfive 
Compounds－（S，  
Na亡Orj，N．Jkekawa  
andM．Suzuki；John  
WileySons），618p．  

トー‖  Distributionofcadmiumin  8  105114  
M．Yamamura，  heavilycadmiumra⊂Curnulated  
Y．K．Yamada，  rat】ivercytosoIs：  
F．Shimizu  Me†al】0班ioJ】ejJl∂ndre】8te（】  

Cadmium・bindingproteirlS  

F12  Nativeandinducedratkidney   10  251－262  
M．Yamamura  metallothioneinsandtheir  Contam．Toxicol．  

re］ationtocadmiumtoxicity  

F－13  Essentialmetalsand  Biochem．  30  1217－1222  
Y．K．Yamada．  meta‖othioneinin亡admium－  
F．Shimizu  inducedthymicatrophyand  

Splenomegaly  

F14  Changesofgaseousexchange  10  327335  
H．TsubDne，  inthelungofmiceacutely  
K．Kubota  exposedtonitrogendioxide  

F－15  Effectsofacutenitrogen   9  165172  
T．l亡hinose．  dioxideexpDSureOnSWimlT［ing  
H．Tsubone，H．Oda．  
K．Kubota  

F－16  36（2）  

市瀬草道・嵯峨井勝・  
織田輩・久保田憲太郎  

F－17   Suppressionofantibody  Environ．Res．   26   490－496   
F．Shimizu．  responseinmicebyacute  
K．Kubota  exposuretonitrogendioxide：  

血〃かロStudv   

－198一   



番 号   発 表 者   罵  日   掲 載 誌   巻（号）  ′く－ジ   発表年   

F－18  Effectsofacuteexposureto  Arch．Environ．   36（3）  

F．Shimizu  nitrogendioxideonpT・imary  
antibody response 

F－19  Metalcontentratiosensitive  9  295－3［10  

K．T．Suzuki  indicatorofpulmonaryedema  

F－20  Al（erationsofessentialmetal   30  Z353－2355  

K．T．Suzuki  levelsandinductionof  Pharmacol．  
metallothionein by 
Carrageenanln】eCtion  

F－21  ChangesoiessentiaImeta】   TDXicol．Appl．  62  219－227  
K，T．Suzuki  1evelsinse】ectedtissuesand  

Splenomegalyinducedbythe  
injectionofsuspending  
cadmiumsaltintomice  

F－22  Tllymicatrophyinmice  Toxicol．Lett．  8  49－55  

F．Shimizu，  inducedbycadmium  
R．Kawamura，  administration  
K．Kubota  

F－23   MetallothioTleininducedinthe  37   1187－1189   
T．Mori●．  earthworm   
K．T．Suzuki  
（●Yokosukacity）  

G．環境保健部  

6本農村医学会雑誌  田村憲治●・田谷利光■・  

安藤 満  
（■土浦協同病院）   

安藤 満・広崎昭太●・  
H村憲二＝・  
田谷利光＝  
（●現場情報軌 ＝土浦  
協同病院）   

M．Ando  

血清コリンエステラーゼと敦種の  
生物化学的要因との関連について  

農村蛸人におけるコリンエステラ  
ーゼ活性と数種の生物化学的要因  
の間の重回帰  

日本農村医学会姓誌  G－2  

Dose－dependentexcretionof  
DDE（1，1－dichtoro－2，2－bis（pL  
chlorophenyl）ethylene）inrats   

180の放射化分析   

Tonein－TPによる尿中ズルホサ  
リチル酸可溶■性蛋白の完星法につ  
いて  

太田庸起子   

中島克行●ヰ川裕史●・  
松本久徳●・  

金森きよ子－●  

佐野紀代子＝・  
斎藤 寛・大井 玄＝●  
（●大塚アッセイ帆 ＝  
東京医歯大，＝■東京  
大）   

斎藤 寛・中野鴇浩・  
杉平直子・三種裕子・  
脇阪一郎   

斎藤 寛  

Radioisot．   

Biomed．J．  

環境保健レポート  カドミウム土壌汚染地域住民の健  
康調査（1979－1980年度の成績〉  

鎮痛剤による腎症  G17  内科Q＆A 腎臓病  
（越川昭三・長澤便彦楓  

金原出版〉  

－199 【   



番 号   発 表 者   眉  目   掲 載 誌   巻（号）  ページ   発表年   

G－8  篇■・ ■主   薬物性腎症   診断と治橋   70   420¶424  19S2   

H．生物環境部  

Studies on the water blooms in 
Lakekasumigaura   

Chironamid populations in 
highlyeutrophicLake  
Kasumlgaura   

霞ヶ浦の富栄養化と動物たち   

Effectsofexposurestoozone  
Onthegrowthofsunflower  
pIants  

Verh．Int．Ver．  

Limnol．  

Verh．Int．Ver．  

Limnol．  

現場情報科学   

El）Vjron CDntrOI  

Biol．  

N．Imamura  

T．Iwakuma，  
M．Yasuno  

春日清一   

H．Shimizu，  
S．Motohash巨，  
H．Iwaki●，  
A．Furukawa．  
T．TotsIIka  
（●Tsukuba Univ．）   

Y．Takeuclli，  
A．Komamine●  
（●Tokyo Univ．）   

Y．Takeuchi，  
A．Komamine●  
（●TokyoUnjv．）  

GIucansin【he cellwalls  
regeneratedfroml  
protop】asts   

Effects ofcultureconditions  
oncelldivisiDn and  
COmPOSitionofregenerated  
ceI】watlsinl′7乃CαγOSg〃  
protop】asts   

Absorptionofatmospheric  
nitrogendioxidebyrice，  
Wheat，andbarley plants二  
Estimationbythe15N－Di］ution  
method  

植物の汚染ガス抵抗性と大気浄化  
作用   

Plant indicators as a 
monitoringofairpo】1uted  
environment  

PlantCellPhysio］．  

PlantCellPhysiol．  

T，Matsumaru●，  
T．Yoneyama＝，  
T．Totsuka  
（●Chiba・kenAgric  
Exp．Stn．，‥Natl．  
Inst．Agric．Sct．）   

戸塚 績  

T．Totsuka，  
T．Ushijima●  
（－TokyoAgric．  
Tech．Univ．）  

生活と環境  

「環堵科学」研究報告  
集B140S616「人間と  
生物圏」計画関連研究  
19飢－1982（文部省「環  
壌科学」特別研究  
MAB計画検討姓，  
190p．）   

Ecoto〉こico】．Environ．  

Saf．  

57年1月号  

S．Hatakeyama，  
M．Yasuno  

The etfeetsofcadmium－  
accumulatedch］ore］1a on the  
reproductionof椚Of乃〃  
，WCγOC卸（Cladocera）   

Effects of⊂admium on the  
periodicityofparturitionand  
broodsizeo＝那加＝Ⅶ押頂脚  
（Clado亡era）  

5（3）  

S．Hatakeyama．  
M．Yasuno  Environ．Po】1ut （SeriesA）  
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番 号   発表者 瑠   目   掲 載 誌   巷（号）  

H－12  Amethodforassesslng   Arch．Environ．   10 7t）5－71：～  

M．Yasuno chronic efiects of toxic Corltam．Toxicol．  
substancesonthemidge，   
凡血叩由Ⅶ日加侮明卿融血   
effectsofcbpper  

H－13  植物の温度環堵  環境植物学（田崎忠良  63－73  
朝倉昏店，270p．）  

H－14  大気と植物   環捜植物学（田崎忠良，  88120  
朝倉青嵐Z70p．）  

H15  lnterspffific difierences in 17（2）  

Y．Fujinuma●， reSpOnCeSOfplarltStOair  WorldCongr．  
S．Satoll＝  pollulants  
（雷Eng．Div．，‥Cent．  
Res．Inst．Electr．  
Powerhd．）  

H－16  生態学研究法講座  1－126  
米山息克＝   （古川昭私 共立出版，  

（●東京農工大，＝農業  202p．）  

技術研）  

〃－17  35－48  

の開発  別研究・現職汚染彫響  
の高感受性動植物検出  
系の開乳91p．  

H18   霞ヶ浦の汚染と生態系構造  遺伝   35（8）  

f】ユ9  RecDVeryprOCeSSeSOfbenthic  Verh．Int．Ver．   21  1154－1164  

S．Fukushima●， floraandfaunairlaStream  
F．Shioyama■●， afterdischargeofslag  

J．Hasegawa●’’． containing cyanide 
S，Kasuga  
（●YokohamaCity  
1nst．Environ．Res．，  
…UIsunol¶jyaUJ】jv＿，  
●‥TokyoUniv．）  

H－20  ELfectsoffenitTOthionon  】pn．〕，Ecol．  3l  237－245  

J．Okita■，K．Saito●，benethicfaunainsmall  
Y．Nakamura‥，StreamSOfMt．Tsukuba，Japan  
S．Hatalくeyama．  
S．Kasuga  
（－YolくOhamaCity  
Univ．．＝Yokohama  
Citylnst．Hea）th）  

H－21  Fieldexperimenton  32（3〉  

F．ShioYama一， Su虻eptibilityofmaerobenthos  
J．Hasegawa’’ instreamstotemephos  
（●TochigiPrefect．，  
‥Tokyouniv．〉  

H－22  103（2）  

（●筑波大） ン）によるヒトプラスミン活性祖  
嘗に関する基礎的研究  

H－23  103（2）  

渡辺和人＝ 補体結合性および生化学的性質  
いファルマン7．◆●筑  
涯大）  

Hr24   103（4）  

（暮筑波大）   
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番 号   発 表 者   題  目   掲 載 誌   巻（号）  一く一ジ  発表年   

H25  渡辺恒雄・渡辺和人－  12  486－489  1981  
r■見波大）   び補体系への影響について   

H26  渡辺恒碓   大気汚染物質による細胞障害発現  104（2）     1982  
の初期反応機作   

仁 技 術 部  

K．Omasa．  
Y．Hashin10tO●，  
Ⅰ．Aiga  

（●Ehimel＿Jniv．）  

K．Omasa．  
Y．HashiⅣ10tO■．  
Ⅰ．Aiga  

（●EhimeUniv．）  

大政謙次・安保文彰  
相賀一郎・橋本 康■  
い愛媛大）   

大政謙次・相賀一郎  
橋本 康■  
（●愛媛大）  

大政議決・相賀一郎  
瑞本 康■  
（●愛媛大〉   

H・Takagi，  
N．Washida義，  
H．Bandow●，  
H．Akimoto●，  
M．Okuda●  
（●A（m．Erlyjr（m．  

Div．）   

高橋 弘  

高橋 弘   

J．Sato－．T．Hirose  
（●MeijiUniv．）  

AquarLtitativeanaJysisoEthe  
relafionships between SO, or 
NO2SOrptionandtheiracute  
effectsonplantleavesusing  
imageinstrumentation   

AquantitativeanalysISOfthe  
relationshipsbetweer）03  
sorptionanditsacuteeEfects  
onplantJeavesusmglmage  
instrumentation   

大気汚染環穣下の植物の画條計測  
熱赤外画像に含まれる生体情報  
の定量化について一   

画像処理による汚染環境下での植  
物反応の評価に関する研究一汚染  
ガスに被暴Lた植物のガス収着と  
生体反応について一   

植物のスペクトル解析による大気  
汚染現場調査一汚染ガスの吸収と  
植物影響の評価   

Pho【00XidationotC6－C，  
cycloalkanesinthe110－H20－  
Air system  

Enヽ・iron．Control 
Biol．  

Environ．Col】trO】  
Biol．  

計測自動制御学会論文  
集  

関東農業気象  （2）  

画像工学コンファレン  
ス論文集  

J．Phys．Chem．  2701－2705  

国立公害研究所動物実験施設につ  
いて   

動物実験施設の借用例   

Halftli（e（lf】38La  

実験動物技術  

空気調和・衛生二L学   

Radioct】em．  
Radioanal．Lett．  
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5．4 口 頭 発 表  

a．環境情報部  

番 号  発  表  者   題  目   学会筆名称  開催都市名  発表年月   

a－1  LANDSATCCTデLタによる地盤沈下  日本の地形学連合・筑  筑波  
地竣の環境解析一九十九里および常盤炭  波応用地学談話会主催  
田地城の土壌水分の推定－  「地形に関する基礎研  

究およぴその応用」研  
究発表会  

a－2  筑波   
に関する一試案   春季学術大会  

a－3  56．10  
招の水質汚濁の推定   56年度秋季学術講演会  

a－4  56．11  
する実験的研究   ングシンポジウム  

a－5  56．4  
ついて   

a－6  
新藤純子  測定局の最適配置   研究会第3回シンポジ  

（●厚生省）  ウム  

a7  56．8  

Ⅰ．Muchi■■  Synthesisofawaterreusesystem  
（●Fujitsu，‥Nagoya  WorldCongr．  

Univ．）  

a8  56．10  
の条件 連続流且が上限つきの場合  季大会  

a－9  57．2  
究業績発表会（広島県）   

57．3  
連続流量が一定の場合   

a11  56．4  
観刺記録1978－80について   春季学術大全  

a－12  ランドサットデータによる八郎潟の水質  56．5  

解析   

a－13  温湿度を一定にした風洞内の大型蒸発計  56．5  

からの蒸発   

a－14  弓6．5  

a15  56．11  
る陸地環境情報の抽出   ングシンポジウム  

計－16  56．12  
解析  グ学会第1回学術講演  

a17  

（●巳本科学級術情報  究集金  

a－18   

a－10  
56．11  

の比較  19射年度研究大全   
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番 号  発  表  者   措  日   学会等名称  開催都市名  発表年月   

a－19  
（事恨釧農試〉   の持続性について   度大全  

a20  
小関純一－  モデル化   56年度大全  
（●根釧農武）  

a－21   モニタリング結果の統計解析   56．10  

a22  中底と日本の気温（冬季），および降水量  日本地理学会1981年度  筑波  
吉野正敏●  （夏季）変動の古気候学的考察   春季学術大会  
（－筑波大）  

a－23  
安岡着丈  ングシンポジウム  
（●大気環壊部）  

a－24  東京  
岸野元彰◆  ングシンポジウム  
（●理化学研）  

a25  東京  
R．M．Haralick－  ンデシンポジウム  
（●ヴァージニア工科州  

大）  

a－26  Assessmentandeva】uationofwater   1nt．Symp．Man’s  T〔）kyo  

T．Miyazaki   qualitybyremotesensing   Impact Ecosystem 
D）・n．  

a－27  West   56．6  
H．ToyDta■，   fromremotelysensedthermallR  SensedDatasymp．  
M．Inamura●，  data  （U．S．A）  

H．Hanaizumi■，  
T．Yok〔〉ta  

（事TokyoUniv．）  

a－28  56．11  
データの補正   ングシンポジウム  

a－29   
（●東京大）   タンの抽出法  

b∴総合解析部  

数量化理論の再検討  日本オペレーショ ン  
ズ・リサーチ学会1981  
牛度秋季研究発表会   

理論・計丑経済学全  

土木学会第9回環嶋間  
憲シンポ㌧∫ウム  

2nd Tsukuba Conf．  
1も√orJd Reg．Deヽ・．  

P】ann．  

今野稚啓●・飯倉薯和  

（■無職）   

篠原正則●・乙闇米広  

原沢英夫∵内藤正明  
（暮光梓橋工）   

Y．Kitat）atake，  
T．Miyazaki一，  
M．Takahashi＝  
（雷ErlViron．Inf．Div．．  
．，SeikeiUniv．）  

経済変動の基本構造  

バイパス開通に伴なう大気汚染の変化予  
測とその評価一国道6号線土浦バイパス  
を例として   

Locationofsewagetrealmentplants：  
theoreticaLandemplrLcaEanaEirSLs  

56．8   

ー 204 一  



番 号  発  表  者   店  目   学会琴名称  開催都市名  発表年月   

b5  
隠した地政エネルギーの需給構造に閲す  
る評価モデル  

b－6  
態とその役割   度（第18風）国内大会  

♭－7  Rece†ltdevelopmentsinTeSOurCe  Matel．Er把Tgy  Antwerp  
recoveryfronmunicipalsolidwaste  
inJapaIl  

b－8  1980年代の主要な方向一資源化  東京  
再資源化に関する国際  
会議  

b－9  
考察   度春季研究発表会  

b1tl  
西岡窮三一市Ill新暮t  
藤原正弘＝  て一  
（●東京大，＝厚生省）  

b－11   水質管理システムの考え方   水管管理講演会   56．g  

b12  現場というものの考えち   リモートセンンング研  
修会   

b－13  
態分析   究発表会  

b14  57．2  
究発表会   

b15  
（－ボストン大）   終における自動車交通が泊道共同体に及  

ばす社会的インパクトについての研究－  

b－16  Conf．AirQual．   57．2  
CauSedbyaccelerateduseofcoal  Manage．Energy  （India）  

Policies  

b－17  56．g  
environmenta】policy  lncreaseduseof  （Australia）  

coalinAsiaand  
Pacific  

b－18  56．8  
160回ト1CB研究会  

b19  
について一道錆周辺項壌への応用－  利用に関するシンポジ  

ウム  

b20  Computer-aided conference for lnt．Fed．Autom．  56．8  

M．Naito  comprehensiveevaluationt〉f  Control  
residentia】environment  

b－21  56．8  
る情報公開の実情と課題  

b22  56．12  
ナー  

b23   56．10  
各種効果の分析川崎市におけるケー  
ス・スタディー   
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番 号  発  表  者   週  目   学会等名 称  開催都市名  発表年月   

b－24  森田恒幸   環境彫郡評価制度の政策効果に関する実  文部省環嶋科学特別研  筑 波  56．12  
証的研究   究「環境の理念と手法」  

領放研究成果報告会   

C．計測技術部  

安部喜也・西川稚高  

T．Uehiro．  
M．Morita  

1981年度日本地球化学  
史年会   

9thInt．Corlf，At．  
Spectrosc．  

降水初期における成分元素濃度の変動  

Wavelengthm（）dula【ionasa  
background⊂OrreCti（lnmethod for  
simultaneous multielement detection 
withlCP   

ICPEschelle分光器システムによる発光  
分光分析   

霞ヶ浦におtナるalkalinephosphatase活  
性（2）  

【】本化学会第43春季年  

〔］本分析化学会第30年    会  

植弘崇嗣・森田昌敏  

小林憲正●■岩瀬公一◆・  

上田弘孝●・僑本伸哉●・  

藤原両其多夫◆・  
原口紘宥●・大槻 晃・  
不破敬一郎  
（●東京大）   

大槻 晃・安野正之●・  
春日清一■・  
柏崎寺弘雷●・河合崇欣・  

岩熊敏夫■・今村典子◆・  
細見正明■事・花里孝幸◆  
（●生物環境部，＝水質  
土壌環境部）   

大槻 晃・伊藤洋一●  
（－∃電アネルパ）  

大槻・鬼・を野正之◆・  
春円浦－▲－・  

柏崎守弘＝■  

岩熊敏夫◆・今村典千，・  

花里孝幸◆  
（●生物環境部，＝水質  
土壌環境部〉   

岡本研作  

F†本陸水学会第46回大  

リンの有在量から見た霞ヶ浦高浜人沖備  
の生態系の構造  

第42回日本分析化芋討  

第16回水質汚濁学会  

愛知県帖豆町  ・元素分析計と阻亜鹿賀丑分析計の結合に  
よる微音遣炭素・塗薬安定同位体比同時測  
定法の検討   

実験隔艦水界による蒜ヶ浦の底泥鋸苛題  
の算定  

二Ⅰ二葉技術連絡会議連合  
部会町粗156年度分析分  
科会   

lI本分析化学会第30午  

9thInt．C〔）nf，Aし  

Spectr（）SC．alld22th  
Cl州oq．  

Specし‖）SC．Il】t   

第42回ウナ析化学討論会   

「地底質」（Pond Sediment）  
標準試料の調整と分析について  

環境標嘩試料NIESN113「クロレラ」の分  
析値につし－て   

Preparati（）rlaIldcertificationof  
environmcntalcertified reference  
materials：■－pepperbush’’and’Lpt〉nd  
sedinle11tり   

従者及び二次イオンマススペクトロノト  
リ（SlmlS）を用いるリン醸イオンの激造  
分析の試み  

岡本研作・不破敬一郎  

K．Okamotl）．  
K－Fuwa  

愛知県幡豆町  合崇欣・湖山春彦・  
河 相馬尤之・大悦・兄  
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番号  発  表  者   眉  目   学会筆 名 称  開催都市名  発表年月   

C－12  
河合崇欣・大槻晃・  
柏崎守弘＝  
（●筑波大，＝水質土壌  
環境部）  

亡一13  

大槻 晃   勤－ⅠⅠ   年記念（第46回）大会  

c－14  
柏崎守弘■・西J【l雅高  金年会  
（暮水質土壌項犠部）  

C、15  

溝口次夫・松本茂暮  
（●技術部）  

c16  Carbonization technique for 9【hlnl．Conr．Aし  56．9  
T．Uehiro  pretreatmentofbiDloglCalsamplesin  Spectros⊂．and22nd  

Ⅹ・rayf）uorescencespectrometry   Colloq．Spectr（）SC，  
ht．  

C－17  
エーテルのFDMSによる同定と定量  

第16回右’級化合物のマ  
ススペクトロメトリー  
討論会  

⊂一18  

評価  

c¶19  
坂東博＝・相弔培子・  
相馬光之  
い東邦大．＝大気環項  
部）  

C－2（）  

穐性陽イオンの状態分析   

c▼21  

Ⅹ緑光電子スペクトル  

c－22  

C－23  56．11  
井上晴夫＝・  

相馬光之  
（●北海道大，＝井上酎  
火二L業）  

c【24  隕姻回触媒討論会   56．10  
環元反応一赤外スペクトルによる研究－  

c25  サンドフィルターとその設計法につし、て  56．3  
衛藤正徳＝・  第16r那汗究発表会  
西川稚高・渡辺孝雄＝●  

い東京理科大，＝荏原  
インフィルコ．＝●日本  

環境教育整備七）  

C26  56．9  
大槻 見   動－Ⅰ  

C－27   
大山保－  て   
（●日体大〉  
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番 号  発  表  者   題  目   学会尊名 称  開催都市名  発表年月   

c－28  
野尻幸宏・原口紘菰●・  論会  
不破敬¶郎  
い東京大）  

c29  Simu）taneousdetermirlationof  9thInt．Conf．At．  Tokyo  
Y・Watanabe●，   inorganic．monomethyl－，and   Spectrosc．．22（h  
Y．Nojiri，   dimethylarsenicspeciesatthesubL  Colloq．Speetrosc．  
T・Has堵aWa●，   ppblevelbyhydridegeneratioT）－eO】d  力止．  

K．Fuwa  trap－ICPemissionspectrometry  
（－TokyoUniv．）  

C－30  9thInt．Conl．At．  TolくyO  
K．Tanabe＝．   argonatomsandexcitation   Spectrosc．．22th  
Y．Nojiri，   mechanisminaninductivelycoupled  Colloq・SpectTLOSC．  
H・Haraguchi‥．  Int．  
K．Fuwa  
（●1nd．Res．hs【．  

Kanagawaprefect，  
‥Tokyouniv．）  

C－31  Spatial characterization of ICP Atlantic   
M．W．Blades●，   emissionuslngaphotodiodearTay  City  
G．Horlick■  dete⊂tOr  （U．S．A．）  
（●Univ．Alberta）  

C－32  9tllfn亡．Corlf．A亡．  5（；．9  

M．W．B】ades＝，  Spectrosc．．22nd  
N．Furuta  Colloq．Spectrosc．  
（暮Univ．A］berta．  1nt．  
‥univ．Br．Colomb．）  

c33  SpectrographicobservatjoJ】0月lムe     9土山I郎Cor】f．At．  56．9  
G．Horlick●   Spatialemissionstructureofthe   Spectrosc．．22nd  
（●Univ．AlbeT・ta）  inductivelycoupledplasma   Colloq・SpeCtrOSC．  

lIlt．  

C－34  56．10  

デーリー・ホ【りック◆  
（■アルパータ大）   

c－35  
（●京都大）   関する一考察  

c－36  56．10  
溝口次夫   

C－37  AppricationofHPLCICPonhuman  9thInt．Conf．At．  56．9  
T．Uehiro，  Serum  Spectrosc．  
K．Fuwa  

c3き  5f〉．10  

不破敬一郎  

cl39  
の高級脂肪酸の分析  回（昭和56年度）年会  

第16回有触化合物のマ  
ススペクトロメトリー  
討論会  

c－40  
神都昌行■  変動  
（●畜産試験場）  

C－41   
の分経と同定   台  
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番 号  発  表  者   岨  ‖   学会等名称  開催都市名  発表年月   

c－42  芳香と悪臭   第148回食品官能検査  
研究会   

C－43  
不破敬一郎・岡庭光重■・  
岩村道子＝  
（●東邦大・学生．＝東  
邦大）  

C－44   
不破敬一郎・岡庭光重●  金平全   
（■東邦大）   

d．大気環境部  

光化学汚染大気中の兼反応過程とその問  
題点－オキシラジカルのレーザ⊥ケイ光  
と反応性   

プロピレンrNOx一乾燥空気来光化学  
反応におけるオゾン生成速度とOHラジ  
カル濃度の相関   

計算機シミュレーションによるCユH6－  
NOx系におけるオゾン生成能の解析：  
最大オゾンの一般化等濃度曲線   

光化学エアロゾルチャンバーの製作とそ  
の特性  

秋元 輩・酒巻史郎・  
奥田典夫  

秋元 蛮・酒巻史郎・  
奥田典夫  

泉 克幸・水落元之●・  
福山 力・村野健太郎・  
奥田典夫  
（●技術部〉   

泉 克幸・水落元之●・  
村野健太郎・福山 力・  
奥田典夫  
（●技術部）   

井上元・J．Ku●・  
D．W．Setser●  
（●KansasState  
Univ．）   

「広枚大気汚染の動態」  
組側グルー7■〔植田洋  
匡・北本茂記〕   

「広城大気汚染の動態」  
現測グループ〔植田洋  
匡・光本茂記〕   

「広峻大気汚染の動態」  
観測グループ〔植田洋  
匡・光本茂記）   

「広域大気汚染の動態」  
組側グループ〔植圧＝羊  
匡・北本茂記）   

植Rl洋匡・′ト森 悟  

第22回大気汚染学会  

第22回大気汚染学会  

日本化学会第43春季年  

エアロゾルチャンバー本体の反応装置と  
しての特性  

第22回大気汚染学会  

第16巨司高速反応討論会  

相撲湾蛾lこおける海陸風と汚染物登の分  
布－1980年汚染物質の立体分布一  

相模樗城における海陸風と汚独物質の分  
布－1980年「湾上での一次および二次汚  
染物登濃度の口変化   

相模湾蝮における海陸風と汚染物嘗の分  
布－1980年一航空機による風速分布の測  
定につし－て   

相模湾峻における海陸風と汚染物皆の分  
布－1980年一風系の日変化一  

日然対流と強馴対流との共存流中に発生  
する二次洗几  

Ⅳ本気象学妻1981年度  
秋季ソ（全  

日本気象学全i981年度  
秋季大会  

日本気象学会1981年度  
秋季大会  

日本気象学台19享け年度  

秋季大全  

第22回大気汚染学会  
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番 号  発  表  者   題  目   学舎等名称  開催都市名  発表年月   

d－12  
福井啓介●  効果   秋季大会  
（●姫路コニ大）  

d13  
秋季大会  

d－14  
中島正基●・水ヰ斗篤郎＝  

（●姫路工大，＝京都大）  

d15  
福井啓介●ヰ島正基●・  
水科篤郎＝  
（－姫路工大，＝京若月大〕  

d16   
然対流の発生   

56．5  
奥H典夫・鶴田治雄－・  
五井邦宏＝  
（－横浜市公琶研，＝埼  
玉県会寒七）  

56．10  
若松伸司・奥出典夫  方法について∴－   

d－19  
若松伸司・奥田典夫  データによる解析  

d－20  
鈴木陸・村野健太郎・  
小川靖・奥田典夫・  
五井邦宏●・尾野信也●・  

栗田秀実＝・  

古塩英世●＝・  

碩山背明＋■菊地立†‘  

（り奇玉県公害セ．＝長  
野県衝公研ノイりり崎市  
公害研，斗神奈川県公害  
セ，＋＋千乗県会書研）  

d－21  
若松伸司・奥田典夫  方法について－  

d－22  
若松伸司・奥田典夫  データ一による解析－  

d－23  
鈴木哩・村野健太郎・  
小川靖・奥田典夫・  
五井邦宏●・昆野信也■・  

栗田秀実＝・  

古塩英世●●義・  

須山芳明＋・菊地立＝  
（－埼玉県公害七，＝長  
野県衛生公害研，＝りIl  
崎市公害研，＋神奈川県  
公害セ．＋＋千隻県公害  
研）  

d－24  
老川逢●－  度・屋上面の流れ  
（●技術乱＝清水建設  
研）  

d－25   56．10  
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番 号  発  表  者   題  目   学会琴名称  開催都市名  発表年月   

d－26金谷健・静江幸一●・  
久保田宏●  李大会  
（●東京工業大）  

d－27ノJ、蒜倍・植田洋匡・  
千葉包高－■尾原種之＝・  

小泉発明●・山本一一夫‥・  

（暮帝国地臥1●横浜国  
大）  

d－28小森悟・植田洋匡   第22回大気汚染学会   

d29 ′卜森 悟・植田洋匡  NO十03反応を伴なう乱流ジェットに関  
する研究   

d30 ′ト森 倍・植圧＝羊匡  温度成層流中でのスカラー量の横方向と  
流れ方向の乱流拡散   

d－31′卜森 悟・植田洋匡  気・液界面の乱流構造   第2Z同大気汚染学会  秋 田  56．10   

d32 酒巻史郎・秋元 輩・  真空排気型スモッグチャンバーによる炭  第22回大気汚染学会  
奥田典夫  化水素一窒素酸化物系光化学反応の研究  

（】0〉各種炭化水素のオゾン生成能と実効  
オゾン生成速度定数  

第22回大気汚染学会  
秋元 溢   壌大気の光照射英検（2）f零穣大気の実効   
（●技術部）   オゾン生成速度定数   

d－34酒巻史郎・秋元輩  日本化学会第44秋季年   
2HONOの反応速度定数  仝■化学関係学協会連  

合協議会研究発表会・  
中国四国化学関係学協  
会支部連合秋季大会・  
合同大会  

秋田  
奥田典夫   成反応   

秋田  
奥田典夫   その反応機構について   

金沢  
奥田典夫   応性について   李大全   

d－38 広原寿英●・笹野泰弘・  スキャニングレーザーレーダーによる水  日本気象学会  東京  
清水浩・竹内延夫・  
奥田典夫・河村武－  
（■筑波大）  

日本気象学全  東京  
清水浩・竹内延夫・  
奥田典夫・河村武■  
（●筑波大）  

秋田  
竹内睦夫・奥田典夫  構造   

名古星   
発達過程の観測（Il）   秋季大全   

56．4  
松井一郎●・竹内進夫・  連合講満会   
奥田典夫  
（◆技術部）   
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番 号  発  表  者   題  目   学会等名称  開催都市名  発表年月   

d－43  昭和56年度電子通信学  
移本伸夫・笹野泰弘・  全総合全国大会  
竹内進夫・奥国典天  
（一技術部）  

d44  
奥田典夫   削定   適合溝流会  

d－45  

奥田典夫   る成層圏NO3測定の検討   術講演会  

d－46  
奥田典夫   ダーシステム  

d－47  56．10  
早川浩＝・杉本伸夫・  
竹内延夫  
（●群馬大，＝山形大，  

●＝筑波大）  

d－48  57．3  
飯島弘昭＝・竹内延夫  春季年会  
（●群馬大，＝日本大）  

d49  
奥田典夫・舌塩英世－・  春季大全  
昆野信也＝  
（●川崎市公害研，＝埼  
玉県公害七）  

d－50  
奥田典夫■畠野昌治●  
（●日科技研）  

d－51  
若松伸司・村野健太郎・  
奥田典夫■畠野呂治－  
（●日科技研）  

d－52  
若松伸司・村野健太郎・  
奥田典夫・畠野昌治●  
（●日料技研）  

d53  56．10  
鈴木睦■奥田典夫  
（●埼玉県公害セ，＝川  
崎市会書研）  

d－54  

若松伸司■奥田典夫・  秋季大会  
昆野信也■・舌塩英世＝  
（り奇玉県会嘗セ．＝川  
崎市公害研）  

d－55  56．9  
一．■誓－   130委員会  

d56  RemotemeasurementoftheNO2  9thInt．Conf．At．   56．9  
N，Sugimoto，   concentratiorLprOfi］eusingatunab】e  Spectrosc．and22nd  
S．Takezawa●．  】aser  Co］loq．Spectrosc．  

M．Okuda  Int．  

（■GummaUniv．）  

d57   

清水浩・奥田典夫  術講演会   
（●技術部）   
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番 号  発  表  者   題  目   学会尊名 称  開催都市名  発表年月   

d－58  
清水浩・松井一郎●・  

杉本伸夫・奥田典夫  
（●技術部）  

d－59  

奥田典夫・新井敏弘▲  術講横合  
（■筑波大）  

d－6（）  

松井一郎暮・杉本伸夫・  ングシンポジウム  
平尾浩司＝・北村新三＝  
（●技術部，＝神戸大）  

d－61  和光  
学術講満会第2回年次  
大会  

d62  Wind・areaairpoIIutionmeasurement  Monterey   

H．Shimizu，  bytheNIESlarge）ider  Optica】alldLaser  

Y．Sasano，  Remote Seneing 

N．Sugimoto．  
l．Mats11i■，  

H．Nakane  
（●Eng．Div．）  

d－63  RemotesenslngDfatmospheric  57．3  
enrironment   SensjngAppl．  

d－64  
桜井捷海●  ◆童■＝■  

演台  
（◆東京大〉  

d－65  

新井敏弘●  性  演台  
（－筑波大）  

d－66  
竹内睦夫■杉本伸夫∵  満会  
近藤貴通暮  
（●東京大）  

d－67  
Y．Ogawa．   plumespreadfromagTOundleve］  
K．Uehara－．  release  
H．Arita＝  
（■Eng．Div．．  

＝TeikokuChizu）  

d－68  
（1東京大）   の多光子吸収と緩和   の分‡斗会  

d69  
い東京火）   励起と緩和   の分科会  

d70  
秋元輩  ノールの酸化反応  
（暮郁衛生研）  

d71  
秋元 註・奥田典夫  酸化反応における環開裂反応生成物  

d72   

秋元蛋  と酸紫分子との反応   
（－郁衛生用）  
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番 号  発  表  者   題  目   学会等名 称  開催都市名  発表年月   

d－73  
デヒト‘を含むコン7■レックスの光化学反  
応  

d－74  
秋元 輩   応  

d－75  

秋元 華   チオール光酸化反応  

d－76  
大島茂＝・  リド／くルグ原子の生成と検出  会  
朽津耕三暮  
（●東京大．＝分子研）  

d－77  
朽渾期三＝・福山力  
（●分子研，＝東京大〉  

d－78   56．1（）  

d－79  日本物理学全1981年春  
（■東京大）   の分科会   

d－80   56．4  
（－東京大）   の分科会   

56．10  
（●東京大）   

d82   56．10  

d－83  
水落元之†・鵜野伊津志・  
奥田典夫  
（●技術部）  

d－84  東京  
浜中広見＝・村野健太郎  連合講演会  
（●東京大、＝法政大）  

d－85  広島  
永圧＝繁文●●宮本康彦■●・  子構造－mOnOClimicSe（Se）およぴ  
村野健太郎  amorphousSeとの比較  
（一乗京大，＝福岡大）  

d86  
水落元之■・鵜野伊津志  春季大会  
若松伸司■奥田典夫  
（●技術部）  

d87  大気汚染とエアロゾル計測  金沢   
李火会  

d88  
水落元之●・鵜野†利幸志・  

若松伸司・五井邦宏■●・  

奥凹典夫  
（●技術部．■り奇玉県公  

害セ）  

d－89   

水落元之㌧福」」力・  （800719－800721）サルフェト，ナイ  
五井邦広＝・奥川輿扶  
（■技術郡，＝埼玉県公  

嘗セ）   
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番 号  発 表 者   題  目   学会筆名 称  開催都市名  発表年月   

d－洲  日本物理学台  新潟  
村野健太郎・  
辻本和雄＝・  

徳永史生■・河野省三●・  

佐川敬◆  
（●東北大，＝電通大）  

d91  

泉冤幸■水請正之‥・  
福山力▲奥田典夫  
（◆日本科学工業，‥柁  

衝部）  

d－92  

金谷障・鵜野伊浬志・  
若松伸司・奥田典夫・  
五≠邦宏＝  
（暮技術部，■り奇玉県公  

害七〉  

d93  
油木幸雄＝・菊地立‥－  春季大金  
（◆日干斗抜取＝富山県  
公害セ，＝一千薬県会奮  

研）  

d－94  
油木幸夫＝・葡地立●＝  春季大台  
（－FけI技研，‥冨山県  
公害七，■＝千乗県公害  

珊）  

d－95  
五井邦家●・島野鼠清朝  

（り帝王県公害七，＝日  

相接研）  

d96  
（◆日村柁研）   性一PCA（主成分分析）による解析－  巻李大全  

d－97  

鵜野伊澤志・′卜川 凋・  布観測（‖－1980年の観測システムと8月  
奥田典夫・菊地立‥・  
栗田秀夫●＝・  

五杵和宏⊥・古塩基世＋＋・  

昆野†胃也l・  
緑木睦＋＋・  

伯山著明什・  
村野健太鈷  
（◆霹l山県ごこ害セ，＝千  

棄県公害研＝一兵野県  
衝公汎り奇立県公苫  
七．＝川崎市公害胡  
り＋押倒I県公害七）  

d－98  秋田  
若松伸司・小川靖  
（tl長野び良i空也公害  

軋＝北海道大）  

d－99   秋田   
鵜野伊津志・奥田典ヲと・  
．ri井l右宏＝・  

菊地立＝●・  
油木幸夫＝＝  

（－日干斗托研，＝埼三t乙♭具  
公害セ∵＝千葉県公誓  

札＝＝乱1川～ユさ■．！f七）   
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番 号  発  表  者   題  目   学会筆名称  開催都市名  発表年月   

d－100  若松伸司・池本幸夫・・  航空機を用いた光化学汚染質の立体分布  第22回大気汚染学会  

鶴野伊津志・小川 靖・  観測（1ト1980年の観測システムと8月6   
奥田典夫・菊地立‥・  
栗田秀実…・  
五井邦宏†・古堰英世H・  
昆野信也†・鈴木睦・  
婦山芳明＋り・  

村野健太郎  
（一宵山県公書セ．＝千  
菓県公害研，■＝長野嬉  
衛生公菩研，†埼玉県会  
書七◆十川崎市公害肌  
付＋神奈川県会寄セ）  

第Z2回大気汚染学会  
若松伸司■鈴木睦・  
鵜野伊津志・小川靖・  
村野健太郎・奥垣典夫・  
油本幸夫＝・  

栗田秀英＝●・  

舌塩英世＋・菊地五十＋・  

頂山芳明＋什  

（●埼玉県公者セ，＝苫  
山県，＝事長野県衛生公  
書研，十川崎市会菩研，  

＋十千葉県公害研，…梓  
奈川県公害セ）  

d－ユ02  2β亡hCongr．．rnt．   Vancouver   
radicalswithatomicoxygen  Unionf■ureAppl．  

Chem．  

d103  EmissionsoftheCFヨradica］s  56．8  
M．SutoIl■  UnionPureAppl．  
（■TsukubaUniv．）  Chem．  

d－104  56．10  
秋元姿・永瀬茂＝・  

諸熊空清＝■  

（－筑波大，＝横浜国大  
＝●分子研）  

d－105  56．】D  

応   協会支部連合秋季大全  

56．10  
高木博夫■・坂東博・  
奥田典夫  合協議会研究発表会・  
（●技術部）  中国四国化学関係学協  

金玉都連合歓李大会・  
合同大会  

d－1（汀  56．12  

応における－・般則   
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e．水質土壌環境部  

番 号  発  表  者   喝  ‖   学会等名称  開催都市名  発表年月   

e－1  
（●東京都立大）  

e－－2  

海老湖沼一  欄内栄養塩濃度の関係  
（●計測技術部）  

e－3  57．3  
季節変化  

e－4  

関する研究   学会大会  

e－5  

須藤隆一  学会大全  
（■東邦大）  

e－6  56．11  
岡田光正・須藤隆一  学会大全  
（●東邦大）  

e7  56．11  
頂藤隆一  学会大全  
（事項壌プラント）  

e－8  57、3  
狗藤確一・佐野亮一●  

（●東邦大）  

e－9  
対する可能吸着量に関する実験的研究  術講演会  

e－10  

福島武彦  挙動   術講演会  

e11  

福島武彦・†寸岡清岡  打払への髄鞘   学研究討論会  

e－12  57．2  
大坪圏順   満会  

e－13  
江♪   術請i寅会  

e－14  57．2  
演会   

e15  
情夫博一●・岡出光正  李大全  
（●東京大）  

e16  

碩藤隆一・吉野善瀾●  李大会  
（■東京理科大）  

e－17  
sedimentsontheformationol   Manage．Bottom  
waterbloom  Sediments 

Containing tonic 
Subst．  

e18   
合棄修一●   消滅に関する研究（第11報）一致理モデ  学大会  
い大阪大）   ルによる異常発生現象の解析－   
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番 号  発  表  者   題  目   学会等名称  開催郡市名  発表年月   

e19  
頂疎隆二・吉野善浦●  学会大会  
（●東京理科大）   

e－20  東京   
発生機構とその制御   ポジウム  

e－21  
岡用光正・須藤隆一・  
（■東京理科大）   

e¶22  56．4  
服部浩之・藤井園博  
（●現場情報部）   動  

e23  
広木幹也・藤井囲博  影響（第13報）土壌空気組成の変化  支部大会  

e24  
藤井国博■矢崎仁也●  支部大台  
（－日本火）   

e－25  水質汚濁に関する駐世の話題   56．5  

協会5培I年記念誌涌金  

e－2（；  56．8  

泥登の基準－  研究会第3桓】シンポジ  
ウム  

e27  56．11  

那等研修講座  

e28   新しい水質クライテリアの意潟   56．12  

eZ9  湖の溶存酸素収支に関する研究  第18【別土木学会衡生二」  札幌  
高崎みつる◆・  学研究討論会  
頂藤隆一・同日光正・  
細見二正明  
い東北大）  

e30  水処矧こおける微生物制御  第111自】微生物生態シン  
ポジウム  

e31  56．10  

準   季大会  

e32  56．8  

土井賢二郎＝  研究会第3回シンポジ  
い技術弧＝東京水処  ウエ  
理管理㈱）  

e33  56．10  

の評価   術講演会  

e34  
（●中日不建設コンサル  学研究討論会  
タント）  

e－35  ヒ素汚染土頓におけるヒ素化合物の時季   56．4  

高松武兼郎・吉田冨り王暮  
（－見波大）  

er36  56．4  

渡辺iE孝   7）の増殖量にきjよはす環境因子の鮎半  

e－37   56．4  

藤井団博   （第】0掛薫ポタ土壌での微生物フロラ  
と窒素の変動   
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番 号  発  表  者   貫  目   学会尊名 称  開催都市名  発表年月   

e－38  
広木幹也・藤井閲博  影響（第15報）無機態窒素および微生物  

相変化の統計的解析   

e－39  
苦悶櫨雄◆  つし－て   術講演会  
（●大阪大）  

e40  名古屋  
高井康雄●   ついて（第4粗）作土における各種嫌気  
（●東京大）   性蘭の季節変動  

e－41  
服部浩之・藤井国情  

性ムよび微生物性に関わる要因について  

e－42  
性   術講演会  

e－43  57．2  
大坪屈順・村岡浩†覇   学研究討論会   

e－44  56．4  
服部浩之・西川稚高●  （第12報〉 窯ポク土壌でのコマツナの生  
（暮計iRり技術部）   育とその成分組成  

e－45  
服部浩之・久保井徹・  支部大会  
合田健  

e46  
碩藤隆一   成柁からの葉菜の溶出－   

e47  
学研究討論会   

e－48  
岡田光正   す潜有酸素の影準二ついて  

e－49  56．7  
石」豪（浩造●   動解析 Ⅰ．物理的粒子羞分画法によるシ  
（－筑波大）   メトリンの分布部位  

e－50   腐植魔の後屈析性   日本土壌肥料学会   56．4  

e－51  
ついて   満会  

e－52  東京  
萩原冨司◆  
（◆茨城ゾこ）  

e－53  
矢木帽身■凋藤隆一  会  
い茨城県）   

e－54  
高‡寸義視◆・狽藤隆一  学会関東支部大会  
（◆茨城大）   

e55  大阪  
矯藤隆一  学会大台  
（▲笑城県）  

e－56   

矢木修身・頂藤隆一  
（●茨城大）   
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番 号  発  表  者   題  目   学会等名 称  開催都市名  発表年月   

e－－57  

頂藤隆一   （＝一界面活性剤－   学会大会  

e－58  
須藤隆一   ‖1）一洗剤用欄剤－  

e－59  
城久●・渡辺信・  
渡辺正孝  
（事大阪水試）  

e－6〔l  56．4  
佳y〝．鳥雨詔混血照Tねd扉族wノの  
encystmentの誘起条件について  

e－61  
凍辺正孝・矢持運■  
（－大阪水試）  

e－62  
状況とその増殖特性   学研究討論会  

e－63  57．3  
鳥肌誹丸反削赤l朝の動態とその増殖生理  早大金   新治郡桜付  

e－64  
渡辺眞之●  の季節的変動   重大会   新治郡岸村  
（■国立料博）  

e65  

上〟Je〟5の分布構造   

e66  56．4  
原島 省・木幡邦男  0／長／んod】■∫C汀5エ〃JgJ（ざの増殖  

e67  
Tay】orlnstability  

e68  
原島 省・木幡邦男  （Ⅰ）削御実験生態系   学研究討論会  

e69   57．2  
的役割   ポジウム   

f．環境生理部  

盲百瀬草道・鈴木 明・  
局 博一 ■   

市瀬草道・鈴木 明・  
局 博一   

市瀬草道・嵯峨井勝■  
久保田憲太郎   

彼谷邦光・三浦 卓・  
底本 学   

河m明治・鈴木和夫・  

久保田憲太郎   

河田明治  

二酸化窒素暴蒜ラットの血液性状に及ば  
す昇三軍1 高濃度NO2暴霜一   

二酸化窒素星霜ラットの血液性湘二及ほ  
す影響一2 低濃度NO2長期暴露－   

†氏濃度NO2亜急性暴眉ラットの脂質過酸  
化と肺における抗鮭化性防御系の変化   

ラット赤血球膜リン脂質の脂肪臆組成に  
およほす二酸化窒素の影響   

Cd，Znまf＿はCu投与後のマウス肝中の  
金属とグルタチオン濾度の関連   

NO2亜急性暴霜がラット肺のSH化合物  
に及ばす影秤  

第92【萱相木獣医学会  

第92回日本獣医学会  

第22回大気汚独学全  

日本生化学会大会第54  
回年会   

第51凧日本償生半全線  

日本薬学会第101年会  

f1  

i2  

f－3  

f－4  

f－5  

ト牒  
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番 号  発  表  者   眉  目   学会筆名称  開催都市名  発表年月   

f7  
辻井直樹－・三浦卓・  
披谷邦光・持立克身・  
久保田憲太郎  
（●筑波大）  

fT－8  札幌  
織田輩・  化  
久保田憲太郎  

f－9  第22回大気汚染学会  
清水不二碓＝■  IgE抗体産生の増強  
白石不二碓・藤巻秀和・  
久保田憲太郎  
（●慈思医大，＝新潟大）  

f－10  
秋元肇■・  方式について  
久保田憲太郎・  
黒木意志夫＝  
（●大気現場部，■事東京  

大）  

f－11  
市瀬草道・嵯峨丼勝・  
久保田憲太郎  

i－12  
市瀬草道・清水 明●  ll．呼気・吸気分磯による一回換気旦と  
（●技術部）   分離換気量  

f－13  
久保田憲太郎▲   隈の肥大一必頂金属濃度とメタロチオネ  
清水不二碓■  イン  
（■節減大）  

f－14  Changesofphysico－Chemicai  2ndInt．Metallo．   AberdeeIl．   

propertiesofmetallothlOneinby  Meet．  S⊂Otland  

replacementofCdandZnwithCu．  
AgandAu  

f－15  
矢口くみ子●・山仁】靖子  そのトキシコロジーン  
（●共立薬大）   ンポジウム  

f－16  57．3  
久保田農大郎   会  

2丑化  

f－17  
大貫理子●・西川雅高＝  

山田靖子  
（●共立薬九＝計測技  
術凱）  

f18  57．4  
学的役割に関する研究  

f－19  
（●東邦大〉   オネインの定足 内部標準  

f20   
鈴木和夫・   ツメガエルへのCdの蓄積と必嫡金偏へ  
久保田愚太郎  の影響   
（●東邦大）  
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番 号  発  表  者   題  目  学会尊名称  開催都市名   発表年月   
f－21  
鈴木明  スペクトルを用いた帯域区分の穐討  
（一束豪農工大）  

f22  
鈴木明・  発見零因について  
久保田憲太郎  

f－23  Thei一】nuビnCeOicadmiumon  56．8  
arltibodyTeSpOnSeOfyour）gand  Dev．Biol．  
adultmice  

f－24  
久保田憲太郎・  第4報：細胞性免疫反応に及ばす影響  
清水不二僅◆  
（●新潟大）  

f25  56．5  
久保出窓太郎・  墾丁J7ぴJJ用宗での検束  
清水不二臆●  

（■新潟大）  

f26  56．1（】  

及ぼすゎドミウムの影響  

f27  
久保田憲太郎   の穐震中必？東金属含量の測定  

f－28  
高橋昌子■・菅又島実◆・  
三浦慄二攣・米谷民雄・  
久保田憲太郎  
い帝京大）  

f2g  
久保田遼太郎   ルの上昇  

f30  
井上愛子■・御船正樹▼・  
川中久事・国中二共生■－・  

ー米谷民雄・三好清徳＝●  

（■京都大．‥晰台勢九  

◆＝新居浜工尊）  

卜づ1  
ナオネインの誘導  

r－32  
符遥克身   ばす二酸化窒素（NO空）の影半  句i会  

r－33  57．3  

久保筐i憲太郎■  町中当の分布   
佐野冠一■  
い筑波火）  

r34  
周本 学・彼谷邦光・  に／iばす影祥：硝東ナトリウムとミクロ会  

三浦式－・  リーム成分との関係  
久保田藩太郎  

r－35  
久保田憲太郎・  報：？ウス胸腺の萎縮について  
清水不二雄■  
く■鮪馬づこ）  

f：！6   

森忠洋●  
門阻榔削！iF水退部）  
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番 号  発  表  者   題  目   学会等名 称  開催都市名  発表年月   

f－37  

久保田題太郎   の存在状態   

f38  
鈴木和夫  誘導  
（●生物環境部）  

f－39   57．3  
鈴木和夫・   ⅠⅠ．アフリカツメガエルに蓄積LたCdの  
久保川憲太郎  存在形態   
（●東邦大）  

g．環境保健部  

安藤 蒲・広崎昭太■．  
田村憲治＝・  

1日谷利光＝  

（●項鳩情報部、＝土浦  
協同病院）   

田村態二●．田谷利光∴  

安藤滴・を通史賄  
いニト満悦同病院）   

安藤 満▲広崎昭夫●．  
【li村憲治＝・  

田谷利尤＝  

（●環堵情報部、＝土浦  
協同病院）   

安藤 満■斎藤 寛・  
随阪一一郎・岩崎◆鑑細●・  

金子 寛●  

（◆筑波火）   

h†．Ando．  

S．Hir（）Saki◆．  

Ⅰ．1Vakisaka  
（－Enヽ・jrl〉n．l】1f．Diヽ・．）   

安藤 瀾・脇阪一郎  

安藤 蘭・若松【主】光●  
（■幅「計女す某）   

太lII隋起1∴山1日 理・  
陥阪一郎・軋 ≡首肯  
（一束京吉β監察医務院）   

大川庸庵千  

木目顔竜洋・」」J用 便▲  
鈴木」町・米山忠克＝  

（●環境生理弧 ＝駿托  
珊）   

大円庸起イ・・11川】理・  

中野律子・高橋寿栄▲  
陥恥ト・郎  

血清コリンエステラーゼ油性の変動に関  
する研究（11Ⅰ）季節変動の検討  第30回日本農村医学会 総会  

ハウス農薬に伴う農薬の残留と被曝一ピ  
？ンー耗増にムtナる検討  

血潤コリンエステラーゼ活性の変跡二間  
する研究（Ilr）男女差の検討  

第30恒ほ本農村医学会  
総会  

第珊回日本公衆衛生学  
∴；∴  

g2  

g3  

PCBの縫胎盤・経母音L移行について  g4  第52恒＝］本衛生芋会総  

g－5  Theerrecl（｝rdietaryprl）teinandねt  
content on the metabr）1ism ofDDT  
（2，2・抽・［♪・Ch】りrOphen〉71］．l．l．1▼  

trich］oroethane）   

肝内脂質濃度とDDT一隻亨那農度の開通に  
ついて   

有機リン農薬アセフェトのコリンエス  
テラゼ阻害の解f什   

人舶用一に沈着Lた隠域拉1■・の元素性状に  
ついて  

生命＝学，環嶋村孝虎男王ムける家宝同  
位凍」用に関する上世界の概況   

15NOgの塵体内動態に関する考察  

5thln【．S）’mp．  

hlicr（）SりnleSDr瑚  
Oxid．  

第51同日本領生学会  

第8回目ヰ葦f斗学会  

第40【亘一口不公衆衛生学  

金紙会  

第1持回理工学にJjける  
同位元素研究発表会   

第】β同軍星工学における  
同位元素研究発表会  

g－11  放射化分析法によるヨ〔磯q】セレンi農度に  
ついて  

第1酎計理コニ学にムける  

l舌‖む元素研究発奈会  
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番 号  発  表  者   眉  目   学会等名 称  開催都市名  発表年月   

g－12  
三種裕子・杉平直子・  
脇阪一郎   

g－13  Cadmium・inducedmultipleproximal  鋸hInt．congr．  Athens  
A．Nakano．   tubulardysfunction（MPTD）ina  nephrol．  
K．Shitomi   cadmium－pOllutedarea  

g14  
三種裕子・車多平直子・  
脇阪一郎   

g－15  
′ト野稚司・遠山千春・  
三種裕子・杉平直子・  
脇阪一郎・蔀幸三●・  
中島克行＝・  

中川裕史＝  
（●総合磐城共立病院，  

＝大塚アッセイ研）  

g－16   栃木県  
る研究   南河内町   

g－17  56．12  
の指標レスポンスの検索をめぐって  対する生態系諸相での  
Hし】manEcDtOXicologyの軋旭から   指標レスポンスの検  

索」に関する研究会  

57．3  
遠山千春・小野稚司・  タイ病及び憎性カドミ  
三種裕子・杉平直子・  ウム中寿に関する総合  
脇阪一郎  的研究」組総合会議  

56．5  
中野熊浩■三種裕子・  度による住民個々のカ「ミウム摂取量の   
脇阪一郎   推定  

57．3  
中野焉浩・小野椎司・  セナルβDグルコサミニダーゼの   

遠山千春■三種裕子・  
脇阪一郎  

56．5  
オ多平直子・三種裕子・  
脇阪一郎  

56．5  
中野等浩・杉平面子・  
脇阪一郎  

57．3  
斎藤寛・彬乎直子・  
中野鴇浩・脇阪∵郎  

56．4  
脇阪一郎   の観測   

g25  三森文行・伊藤 治●  植物薬における炭酸同化過程の1｝C   第20回NMR討論会   56．11  

（■生物環穏部）   NMR   

g26  F．Mitsumori   3■P－NMRstudyoftheintact   9thInt．Conr．At．   56．9  
erythrocytes   Spectrosc．and22nd  

Co】loq．Spectrosc．  
ht．   
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h．生物環境部  

番 号  発  表  者   眉  目   学会等名 称  開催都市名  発表年月   

h－1  
の光合成活性の周年変動   

h－2  

全   

h3   

h－4  岩無敏夫・安野正之  霞ヶ浦のアカムシュスリカ個体群につい  
て   大会   

56．5  

庄野邦彦●  含有量との関係   年度大全  
（■東京大）  

56．10  

稲垣寮孝●  核  講演会  
（●名古屋大）  

56．10  
戸塚 績   の測定   謙満会  

56．10  
箪二郎●・河野恭広■  講満会  
（●名古屋大）  

56．8  
のNとPの動態   

h－10  電ヶ浦におけるイサザアミの役割   56．4  
全春季大全   

56．5  

菅原淳  年度大会  
（●筑波大）  

56．5  
山本幸男●  性の凱御   年度大全  
（●名台屋大）  

56．10  
（●東京大）   による制御   

56．10  

庄野邦彦◆  化について  
（●東京大）  

5（〉．10  

いて  第19回大全  

h－16  

56．10  
イオンによる光合成阻害と炭酸漉度との  
関係  

56．5  
いて   牛度年会  

56．8   
古川昭雄・戸塚 積  （1）酸素電軌二よる光合成，呼吸測定法に  
（事技術部）   ついて   
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番 号  発  表  者   題  目   苧＝会．等名 称  開†腋郡市名  発表年月   

h－20  
戸塚祷・及川武久■  第19両大会  
い筑波火）   

h¶21  
渡辺信●■島崎研一郎・  全  
渡辺正孝＝  
（●九州大，＝水質土壌  
環境部）  

h22  
滝本道明●・近藤矩朗  第19回大会  
（●東邦大）   

h－23  
（■東京大〉   た経略璧中のグルカンについて   

h－24  
における過酸化水素分解系の関与・   年度年会  

h－25  PlantindicatorsasamonitoriIlgOf  rnt．Symp．Man’s   56．12  
T．Ushijima●  airpol）utedenvironment  lmpact Ecusystem 
（●TokyoUniv．  Dyn．  
Agric．Tech．）  

h－26  
戸塚 績   態調査の基礎研究（2傲種の樹木の葉の  象学会大全  
（●大阪府大）   パイバン「比と光合成機能との関係  

h27  56．Hl  
鞘に関する数学モデル   

h28  

特   

h－29  

霜の寧う押   

h－30  
ドミウムの生物濃縮とその彩常   

h31  

h32  
今村典子・長谷＝淳一■・  ンによる植物プランクトン、特に  

安野正之  〟山肌押ぬの照会について  
（一束京大）  

h－33  
安野jE之  物プランクトンに対する摂食率・同化率  

について  

h34  55．9  
Y．Fujinuma●，  OfpLantstoairpc］1utants  Cn】1針．  

S．Satoh‥  
（●Eng．Div．，‥Cent．  
Res．lnst．E】ectr．  
PowerInd．）  

h－35  

牛島忠広－■戸塚績  第19回大会  
（▲東京農二L大）  

h－36   

戸塚紹・牛島忠広◆  第1射叶大会   

（●東京農工大）   

り   
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番 号  発  表  者   題  目   学会等名称  開催郁7†テ名  発表年月   

h－37  

ーンについて  

h38  
バターン  

h－39  
よび塵仔について   

h－40  56．10  

削フユニトロチオンの影嘗   会総会  

h▼dl  
（●筑波大）   構造変化について   

h－42   56．8  
5年間の動向   全   

56．9  
（－東京大）   1寸する殺虫剤の影響  

56．9  

菅谷芳雄●  

（暮技術部）  

h－45  ChironomidsasbioIogi⊂aLindica10rS   56．12  
M．Yasunし）  of envirunmental pollutiun lmpact Ecusystem 
（事Teik）・OUniv．）  D）・n，  

56．9  

藤伊正◆  －の精製とその性質   
（■筑波大）  

藤伊iE●  ーの使羊貞と精製   
（■筑波大）  

56．1（）  

富田み漉き●・  ゼとプロテアーゼインヒビタ  会  
佐藤忍＝・藤伊正＝  
（●日本女子大，＝筑波  
大）  

56．9  

加納印孝＝  の性質   
（●筑波火．＝東京犬）  

56．12  
い東京大）   アフィニテイクロマトグラフイ一による  

精製   

57．3  

近藤矩朗・渡j週信＝  葦大桑  
（●東糀大，＝水質土壌  
環境部）  

57．34  

脚Il愉好●  発表〕   芋大会   
い筑波大）  

56．1（）  
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i．技 術 部  

番㌧号  発  表  者   題  目   学会・等名 称  開催都市名  発表年月   

i1  日本生物現場調節学会  
松本茂   第19回大会   

i－2  
縮本康－  ス収着と生体反応について  
（■愛媛大）  

i－3  
橋本 康●・相賀一郎  （Illトー一頭面偏光反射スペクトルの解析  窮19回大全  
（●愛媛大）   による急性障害の評価一  

i4  
揺本 康－   壌調査汚染ガスの吸収と植物影響の評  アレンス  
（●愛枝大）   価一  

i5  
局博一●・市瀬草道－  
（事環境生理部）   

i－6  56．6  
高摘傾司・高橋弘  全第15回大会  
（■日本クレア）  

i7  
験   回言炎話全  

i8  
清水明・山元昭二・  
伊藤勇三・庄司正■  
（－黒川庄司事務所）  

i9  
高橋弘  時期と体重について   全関東支部第7回技術  
（暮日本クレア）  者協会憩議会  

i－10  
吉田正尚－・高徳弘  全開東支部第7回技術  
（事日本クレア）  者協会懇話会  

i－11  
山下昌男一・島田好文－・  国吉炎話会  
田口福志●・高席弘  
（事日本クレア）  

i12  
松垂一夫  ムについて   回≡実話会  
（－計測技術部）  

i－】3  

稲森悠乎●・狗藤隆一●  学会大全  
（●水質土壌環境部）   

i－14  56．4  
（－明治大）  

i－15  56．10  
川刀正行◆・溝口次夫●  －エネルギー分散型蛍光X線分析法に  

（◆計測技術部）   よる多元素同時分析－  

i－16   
古川昭雄＝・  克の彫群   第19回ブこ会   

横井洋犬‥●  

（一川上農場，‥生物環  
塊部，＝●茨城大）  
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番 号  発  表  者   題  目   学会等名瀬、  開催都祁名  発表年月   

i－17  
木村英雄・戸塚績●・  第19回大会  
相賀一郎  
（●生物環境部）  

i18  
木村英雄・戸坂祷－・  
相賀一郎  
（●生物環項部）  

i19  
杉本伸夫●・笹野泰弘暮▲  講演会  
竹内庭夫●・奥田典夫■  

（暮大気現場部）  

i－20  
†妄本伸夫■・清水浩事．・  

竹内睦夫－・奥田典夫■  

（●大気環境郡）  

i－21  
清水 浩1・竹内睦夫■  連続測定のための簡易型レーザーレーダ  学術講演会第2回年次  
（■大気環境部）   ーシステムの開発設計と製作   大会  

i22  
福山カー・  物質測定機の圧力特性  
相野健太郎●・  

奥軋典夫－  

（◆大気環犠郡）  

i23  
服部浩之暮・広木幹也●・  影響（第16観）連用と植物の生育およぴ  支部大会  
藤井圃博㍉小林峰雄＝  
矢崎仁也＝  
（●水質土壌環境部  

＝日本大）  

i24   
高橋弘  について   金茶15回総会及び研究  
（●日本クレア）  発表会   
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何  食   

1，予  算  

（単位：千円）  

区  分  恥7年度昭和鳩年債  昭和49年度  昭和50年匿  昭和51年度  昭和52年度  昭和53年度  昭和54年度  昭和55年度  昭和56年度   

運  営  費   7，685 109．222  586，853  1，287，855  2．020，384  2．650，528  3，・124，084  3．674．667  4、190、554  4，570，466   

1，人に伴う橙費   20，g6g  190，567  302．735  482．536   553，007  615，165  780．619  868，004  942，519   

（1リし  件  賛   19，628  187，987  299，098  477．986   547．386  608、766  773，604  86（〕．501  935，19ヱ   

（2）人当庁費  1，240  2，580  3，637  5，621  6，399  7，015  7．503  7．327  

2．〟般事務処理費  10，347  

3．環境情＃関係経費  7．685 g，9dd  

（1）情報収集経費   6．327  6，479  10，981  10，184  13，284  17．57S  19，850  38．991  37，PD2  36，247   

（2）情報処理経費   1．358  1．465  22，757  235，123  254，130  283．072  283，475  287，923  337，740  361，127   

（3）インターナショナル・ノブ  

ファテルシステム経費  1，000  996  921  1，250  1，178  1．160  1，144  1．124  1．102  

4，研究費  67．587   316，404   479．095   534，694   727，173   901，281   1，022，726   1．174．719   1．227′335   

（1）人当研究費   2，917  29，260  58、462  82、g54  1（）6－860  132，264  156，552  172，086  190，912   

（2）経常研究費   64．670  

（3）特別研究費  39，542  

5．大型特殊施設関係経費  t．476  

施設整備費  70．0001，641，848   

■
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㊧補正後予算を示す。   



2．組織及び定員（昭和56年度）  

析 i竜  

■  
別所掟  三i三任研究  

企画官  
l  

研究  
企画官  

l  l  l  l  

】 I I 

l   

捻掩部 環穐醐那 稔絹相 計潮技術部 大綱嚇 蓋㌔L芸  環髄鞘 環朋健部 生鯛嚇 技術部  

生理生化学  
研究室  

陸生生物  
生態研究室  

水生生物  
生態紆究室  

環境保健  
研究室  

環境疫学  
研究室  

人間生態  
1肝究宝  

環境生理  
研究室  

慢性寮乏等箪  
研究室  

環穐病理  
研究室  

急性影響  
研究室  

陸水環境  
研究室  

土壌環境  
研究室  

水質環境  
計画研究室  

而洋環境  
研究室  

大気物理  
研究室  

大気化学  
研究室  

大気環境  
計画研究室  

エアロゾル  
研究室  

大気計測  
研究室  

水質計測  
研究室  

生体化学  
計測研究室  

第  一一  
グル7■  

第  ニ  
グル7b  

第  三  
グループ  

第 【判  
グルー70  

技術室  

生物施設  
管理童  

理工施設  
管理室  

業務室  

情  報  
システム主  

情  報  
調査室  

電算機  
管理室  

絶務誅  

㌧
こ
・
 
 
 

会計課  

生物環境  
管理研究室  

環境心理  
研究室  

底質土壌  
研究室  

地盤沈下  
研究室  管理部門  情報部艮  研究部門  技術部門  計   

55年度未定眉  36   24   145   236   

56年度増減眉  7   9  

△1  △1  △2   

計   36   24   152   31   243   

第  二丘  
グループ  分析室  

（注）わ〈内は56年度新設部門  

△印は削減  振は内部振替   



3．科学研究費による研究一覧  

研究代表者  所属・氏名   ‖   研  究  課  題   研 究 分 担 者   

計測技術部  環境科学持  環境試料の保存とそれに用いた環囁変化  国立公害研究所：森田昌敏、東京大学：   
安部吾也  別研究   の解析法に関する研究   不破敬一郎、山崎素直、学習院大学：後  

藤幹保、東京工業大学：一国稚巳、京都  
大学：竹中鳩、筑波大学二野津憲治、  
徳島大学：下村温愛媛大学：立川  
涼，神奈川県立紡塵短大二片瀬隆雄   

統合解析新 環境科学物   環境評価と政策形成過程に関する研究  国立公害研究所：後藤典弘．西岡秀三、   
内藤正明 別研究  北畠能房、森田恒宰、原沢英夫、田村正  

行、東読大学：茅陽一、筑波大学：河  
野博忠、丹羽富士雄   

生物環境部  環境科学特  陸水の富栄養化とユスリカ頬の分類、生  国立公害研究所二畠山成久，宮下 衡、   

安野正之  別研究   態の関連について。   岩熊敵失、今村典子、富山医科大学：佐々  

学   
大気環境部  環境科学特  気相アルキルランかレと酸素原子分子甲  な  し   
鷺山伸明  別研究   反応の研究。   
大気環境部  特定i肝究  強い密度成層状態‾Fでの乱流の構造と乱  国立公害研究所：小森 悟、笹町案弘、   
植鋸羊匡  碗輸送機構。   宮崎武、姫路工業大学：福井啓介、岡  

山大学：尾添紘之   

海洋藤根の培養における細胞エネルギー  国立公害研究所二今村典子   
レベルの指標性。   

大気環境部  一般研究  静止安定成層流体中の水平加熱平板上に  国立公害研究所：宮崎 武、岡山大学：   

植郵羊匡  発達する非竜骨自然対流の挙動   尾添紘之   
水質土壌  一般研究  村道内貯留・二唯碑物質の定量化と流出率  国立公害研究所：何問浩軋 柏崎守弘、  

環櫨部  軌に関する研究   福島武彦、大坪圃順、平田健正、岩田 敏   

海老瀬藩一  
大気環境部  奨励研究  海陸風の機構に関する室内実験および理  な  L   

北本茂記  論的研究。  

計測技術部  奨励研究  チャンネルプレートを利用したイオンの  
白石冤明  面検出器の試作とその笥量分析への応用   

ソニウムの有性生殖過程と  な  L   

種の分化に関する研究   

水質土壌  奨励研究   不飽和浸透l和二おける磯着性物質の動悪  な  し   
環境部  に関する基嘩的研究。   
岩出敏  
水質土壌  奨励研究  内部波動に基づ〈水質輸送機構に関する  な  し   
環境部  研究。   
平田睡正  
大気環境部  奨励研究  立体観測データに基づ〈三次元風ぺクト  な  L   

鵜野伊津志  ル推定法の検討   
大気環境部  奨励研究  気液界面の乱流構造の解明に関する研  な  し   
′ト森 惜  。   

環境保健部  奨励研究  セレニウムの生体挙動に関する研究旭  な  し   
杉乎浪子  域集団の血中セレニウムレベルの観察。   

環境生理郡  奨励研究  起炎利及び活炎別段与暗における必須金  な  L   

米谷民雄  鶴含還変化のプラズマ発光分光法による  
研究。  
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4∴職員海外出張等  

部 室 名  職 名  氏 名   出弓引責】名   用  裾   期 間   

S56．4．  
生物環境郡  寅 良  安野正之  コ ロ ン ピ ア   WHOアメリカ地域〃）プロ  

ジュクト指導のため   水生生物生態研究室  －56．5．5   

風向・風速の遠隔計測研究の  56．5．31   
大気環境部  研究員  清水  浩  7ノリか合衆国  
大気物理研究室  ため   ～57．6．30   

総合解析郡  王 仕   「地域環境の総合評価手法」珊  56．7．7   
味料亭彦  第三グループ  研究員  究のため   →57．7．6   

計測技術部  研究員  佐竹研一  イ ギ リ ス   水性生軌二間する共同研究の  56．8．1   
生体化学計測研究室  たダ）   －56．10．31   

総合解析部  主 任  後藤典弘   イ ギリ ス・  廃棄物からのエネルギー回収  政策の動向調査■討論等のた   
第ニプル【プ  研究官  西ドイ ツほか  －56．10．25   

大気環境部  主 任  幣田仲明  カ   匡】際純正化学連合会議に出席  56．8．15   

大気化学研究室  研究員  ナ  ダ            のた〆）   －56．8．24   

計渦j技術部  袈 長  安部苗也  西 ド イ ツ   環境試料パンク計酢二間する  56．9．1   

大気計測研究雇  調査・情報交換のため   －56．10．1   

「国際労働衛生学全」に出牒の  
副  所  長  高桑兼松  エ ソ 70 ト   ／ニダ）   

－56．1〔）．10   

稔合解析部  ‡上 任   「石炭利用に伴う太平洋地区  56．9．20   
西岡秀三  オ】－ストラリア  

第四グループ  研究官  環境問題会議」出席のため   －56．10．4   

総合解析部  〕三 任   資源汚生技術の米国との研究  56．11．28   
後藤典弘  ア メ リ カ  第ニグループ  研究官  －56．12．13   

環穐生理部  主任  各種隙ぶのプロスタブランジ  
小林隆弘   、の合成・代謝等の研究の   

研究員  ため   ～57．12．31   

大気環境部    竹内延夫  肘ヒ苧及しどりモトセンシング  57．2．7   

大気化学研究室   専F「夜会講出席のため   ～57．2．17   

一 ∵∴i一   



5．委員会等出席  

委   月   会   名   依 頼 先   氏   名   現   職   

統計数理研究会評議員   統計数理研究所   近 藤 次 郎  所 長   
総合研究開発機構研究評議会評議月   総合研究開発機構   
航空機機械工菜箸議会委月   通商産業省   
科学技術会議等門委月   科学技術庁   
大学の教育の改善に関する国際合議組織委眉  筑波大学   
科学技館質科学技術研究助成迷考委員   脚東レ科学振興会   
評議員   東大宇宙科学研究所   
航空宇宙技術研究所技術委月   科学技術庁   
遺伝子組換之研究施設検討会香月   科学技術庁   
環境放射能研究委見合委員長   日本原子力研究所   
1981年筑波会議顧問   1981筑波会議   

日本品質管理学会評議月   批）日本品質管理学会   

北海道総合開発委月会委月   北海道   高 桑 栄 松  副所長   
北海道公害対策審議会委月   北海道   
北海道学校保健審議会委月   北海道   
北海道科学技術審議会委貝   北海道   
北海道公害審査委貝   北1毎道   

北海道総合医療協議会委月   北海道   
石炭火力発電所環境影響調査検討委月全委員  資源エネルギー庁   
環境審査顧問   資源エネルギー庁   
学術情報・資料特別委月全委員   日本学術会議   

研究推進委月会リモートセンシング技術分科 会委月  科学技術庁   奥 野 忠 一  環境情報部長   

健康影響問題に関する打合せ全委員   項項庁   廣 崎 昭 太  情報調査室長   
土壌汚染環樋基準調査検討会委月   環境庁   
大気汚染物質排出量総合調査検討会委員   環境庁   
測定値の地域代表性検討会委貝   環境庁   
石炭利阻施設周辺土壌の重金属蓄積等概況調  
査検討会委月   
流動研究貝（自然エネルギーの効率的利用技  
循の総合研究）   

環境管理計画策定検討全委月全・同分科会委   神奈川婦   松 本 幸 雄  情報調査室  
月  主任研究月   

国際有害化学物質登録制度国内協力委員   国立衛生試験所   春 山 暁 美  情報システム墓  主任研究員   

リモートセンンング環境情報収集専門別検討  環境庁   宮 崎 忠 国  情報システム室   
委月  研究員   

地球観測システム開発機想検討支援委月全委  ㈲リモートセンシング  安 岡 着 丈  情報システム童   
月   技術センター  主任研究員   
客月開発部月（地球観測システム諸元の検討）  宇宙開発事業団   
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委   員   会   名   依 頼 先   氏   名   現   職   

1105－1検証実験システム調査委貝全委員  伽リモートセンシング 技術センター  

一般廃棄物処理事業等専門委月会委月   佳日全国都市清掃会議  稲 東 野二郎  電算機管】里室長   
研究推進委眉会ネットワ【ク共用分科会委員  科学技術庁   
通信網構成作業分科会委員   日本電信電話公社   

研究会運営委月長   日本科学技術情報セン  
ター筑波支部   

リモートゼンシング環境情報収集専門別格討   環境庁   宇都宮 陽二郎  情報調査室研究員   
会委貝  

日本自動制御協会昭和56年度評議員  日本自動制御協会   内 藤 正 明  総合解析部  第ニグループ  
環境影響評価技術専門家会餞委月  環境庁   主任研究官  
測定値の地域代表性検討会委貝  環境庁   
教授併任（応用生物化学系）  筑波大学   
国定発生源対策最適化検討会委員会  環境庁   
総量規制対策検討会委月  環境庁   
広域処分′ト委月食委月  佳日土木学会   
水道施設における安定供給システムに関する厚生省 調会委月   
査委月   

環項管理検討会委員   環境庁   後 藤 典 弘  第ニグループ   
ブラボトル研究会委貝   厚生省  主任研究巳   

産業廃棄物処理技術研究会委月   杜〉産業公害防止協会   
資源再生技術開発委貝会委貝・専門委貝会委 月長  日本貿易振興会   

技術予測検討会分科会委員   科学技術庁   
電気自助単音及条件調査専F「部会委員   僻目本電気車両協会   
資源再生利用プロジェクト評価研究委貝全委 眉  脚）日本産業技術振興会   

環境影響評価コミュニケーション技法研究会  
委月   ㈱電通   

大量発生廃棄物埋立処分調査検討会委月   環境庁   
現場保全技術委貝全委員   三井情報㈱   
資源エネルギー研究会委月   厚生省   

再資源化貢献企業表彰審査委貝全委眉   酎）クリーンジャパンセ  

ンタ」   
大型工業技禰研究開発連絡開発連絡会浅香貝  工業技術院   

総合交通公害対策モデル検討会委員   環境庁   西 岡 第 三  第囚グループ   
日本システム工学全理事   日本システム工学全  主任研究官   

車輌収集システム適正化∃  馳全国都市清掃会議 田  中 杉 修 身   第五グループD  主任研究官   

化学物質調査検討打合全委月  環境庁   
環境管理検討会委員  環境庁   
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委   員   会   名   位 相 先   氏   名   現   職   

環境管理計画策定検討会委月全・伺分科会委 貝  神奈川県  
酒田北陸地放環境対策検討委貝全章貝   山形県   
資源再生利用プロジェクト評価研究委月会費 月  即日本産業技術振興会   

大量発生物埋立処分調査検討会委員   環境庁   

「都市における環境総合基礎調査」研究委貝  ㈱日興リサーナセンタ   

化学物質環境運命予測手法開発調査委貝   脚日本環境協会   
綾瀬＝再生計画検討会委月   葦加価   

「長岡ニュータウン廃棄物処理計画調査」委貝  ㈱日本交通計画協会  北 畠 能 房   第三グループ0   

産業廃棄物研究会委貝   厚生省  主任研究員   

「環境と経済」研究委月全委員   研）環穐調査センター   

水道施設における安定供給システムに関する  厚生省   乙 間 末 広   第ニグルー70   
調査委貝全委員  研究眉   

研究学園都市における緑地空間の管理保全に  ㈲日本開発構想研究所  青 木 陽 二  第四グループ  係る調査検討会委貝    研究 員   
水質環境基準検討調査委貞   例日本環境衛生センタ   

断固際科学振興朋周幹事   （珊国際科学振興財団   

環境管理計画モテル調査研究委貝   （肘科学技術と経済の会  森 圧i恒 幸   第三グルー70   
研究員   

環境影響評価コミュニケーション技法研究会 委員  ㈱電通  

環境測定分析検討会委員   環境庁   不 破 敬一郎  計測技術部長   

非特定汚染源による汚染防止対策調査検討会 委眉  環境庁   安 部 書 也  大気計測研究室長   

水質分析方法検討会委員   環境庁   大 槻   晃  水質計測研究室良   
窒素憐等水質目標検討会委員   環境庁   

化学物質調査検討打合会委眉   環境庁   森 田 昌 敏  生体化学計測  研究室長   

環境測定分析検討会統一精度管理調査専門部 全委員  環境庁   相 馬 光 之  底質土壌計測  
研究室長   

窒素酸化物測定方法検討委眉   環鳩庁   囁［】次 夫  分析室艮   

廃棄物処理安全審議委員会委貝   高エネ′レギ一物理学研  究所   
常時監視物質測定等検討会委貝   環境庁   
研究推進委月食化合物テ⊥ターベース分科会 委員  科学技術庁   

「化学とエ学」トピックス小委貝会委月   一組日本光学会   を 原 昭 夫  大気計測研究室   
主任研究月   

－236 一   



委   月   会   名   依 碩 先   氏   名   現   職   

有機溶剤系悪臭物質規制基準設定調査検討会 委員  環境庁  

JSOノREMCO国際規格回答原案調査作成委 只今委員  即日本規格協会   

岡 本 研 作  生体化学計測 研究室主任研究員   

化学物質現場運命予測手法開発調査委貝   馴）日本環境協会   横 内 陽 子  大気計測研究室  研究貝   

石炭利用と大気環境保全対策検討委月全委員  環境庁   奥 田 典 夫  大気環堵部長   
（故人）   

リモートセンシング環境情報収集専門別検言寸 全貝  竹 内 延 夫  大気物理研究室長   
章  
日本リモートセンシング学会理事   日本リモートセンシン  

グ学会  

光化学大気汚染対策検討会委月   環境庁   秋元笹  
フロンガス問題の科学的事項に係る検討打合 全委月  環境庁   

光化学スモッグチャンバー調査検討会委員  環境庁   

環境放射能研究委月食専門委月   日本原子力研究所  植田洋匡   研究室長   

共同研究（分子の解馳励起原子・分子の生成）  分子科学研究所   
福 山  力   エ7ロゾル   

研究室長   

浮遊粒子状物質対策検討会委貝   環境庁   ′ト 川  靖  大気環境計画研究   
環境早き響評価技術専門家会議委貝   環境庁  豊玉佳研究貝   

アスベスト発生源対策検討会委員   環境庁   
光化学大気汚染対策検討会香月   環境庁   

光化学大気汚染対策検討会委員   環境庁   若 松 伸 司   大気環樋計画研究   
「大気汚染質に系る判定条件設定調査」編集  日本科学技術情報セン  室王任研究員   
委員会委員   ター   
炭化水素顆固定発生源対策検討会委員   環境庁   
浮遊粒子物質対策検討会香月   環境庁   

光化学スモッグチャンバー調査検討会委員  環境庁   酒 巻 史 郎  大気化学研究室   
研究貝   

広域処分′卜委月全   牡）土木学会   合 田  健   水質土壌環境部畏   
石炭用と大気環境保全対策検討会賓月   環境庁   
水資源開発審議会専門委月   国土庁   
任0日本水質汚濁研究協会理事   日本水質汚濁研究会   
環境雛準評価技術専門寄食儲凛眉  環境庁  
ダム貯水池苫栄養化影響調査委局舎委員  
電源立地環項影嘗評価技術手法確立調査総会 全委員   環境庁   
委眉  
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垂   月   会  名   依 来貢 先  氏   名  現   職   

国立公衆衛生工学部長（併任）   国立公衆衛生院  
瀬戸内海環境情報基本調査検討会委員   橋場庁   
瀬戸内瀬生物学的海域環境判定調査検討会委 月  環境庁   

窒素燐等水質目標検討会委員   環境庁   

首都圏等下水汚泥広域処分事業調査委月全委 月  ㈲日本下水道協会   
「水質汚濁研究」稲美委貝全委員   （袖日本水質汚濁研究会   

高度処理施設の標準化調査委貝全委員   日本水道協会   

理 事   晰日本水質汚濁研究協  
∠ゝ   

茨城県水道源水対策研究会委員   草城県  
農薬残留対策調査技術検討会委員   現場庁  
赤潮研究捻合解析検討会委員   環境庁  
編集委員会委月   酎帽本下水道協会  
評定委員会委員   ㈲日本建築センター  
石炭利用と大気環境保全対策検討会委員   環境庁  
窒素燐排水処理技術指針策定調査検討会委員  項項庁  
茨城県水道対策研究会委員   茨城県  
生活雉排水対策訴査検討会委員   環境庁  

厚生科学研究調査委貝   酎相本環項整備教育  
センター   

富栄養化防止下水道整備基本諷査委月余委眉  卿日本下水道協会   
肥相木の水をきれいに  水質管理計画調査基本問題執筆妻貝全委員   する全 ■   

窒素対策調査委月会委眉   茨城県   
生活系排水高度化処理調査検討会委員   環境庁   
既設し尿浄化槽改善指針検討委貝全委員   麹設省   
下水試験方法改定委員会生物試験ノト委月会委 貝  例〕日本下水道協会   

茨城県水質審議会委員   茨城県   
水質環境基準検討会委貝   環境庁   
「水質汚濁研究」編集委員会委月   他日本水質汚濁研究会   
既設浄化槽改善指導指針策定委月全委員   伽日本建設センター   
高度処理施設標準化調査委貝全豪眉   日本水道協会  

土壌環卿呆全に関する基礎調査検討会委員  環境庁  村 岡 浩 爾  水質環境計画   
土木学会水理委貝会幹事・委異   触土木学会  研究寅長   

窒素燐等水質目標検討会委員   環境庁  

大意発生膚乗物埋立処分調査検討会委員   項項庁   藤 井 国 博  土壌環境研究室長   
国際シンポジウム実行委眉全幹事  国際シンポジウム開催準備委月会要月   （柑日本下水道協会   

石炭利用と大気環項保全対策検討会委員   環境庁   
土壌汚染環境基準調査検討会委月   環項庁   
カドミウム等量金属自治国残存畳調査検討会   環境庁   
委員  
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委   月   会   名   依 頼 先   へ氏   名   現   職   

汚泥等土壌還元影響調査権討全委員   環新  

梅津汚染調査検討会委員   海洋環境研究室長   
新海渾観潮システム研究会蚕貝   海洋科学技術センター  
赤潮発生機横槍合解析検討会委員   

関東平野北都調査検討会委員   ㈱水間顎研究所  陶 野 郁 雄   地盤沈下研究室長   
地盤沈下予測手法調査委月全委員   任0日本能率協会   

砂土盤の工学的性質の評価恥に関する研究委 眉全凄月  （柑土質二「学会   

地盤沈下広域対策調査検討会委員   環境庁   

共同利用研究（警忍法諾よふ㌫音量長音封）  京都大学原子炉実験所 高 松 武次郎   土壌研究室  主任研究員   

川崎市合成洗剤審査会委員   川崎市   矢 木 修 身   陸水環境研究室   主任研究月   

下水試験方法改定委月全生物試験小委月会費 貝  任0日本下水道協会   田 井 傾 吾   同  上   

石炭火力発電による水賀汚濁調査検討会委員  環境庁   
児島湖流腰下水道三次処理研究想言炎全委員  岡山県   
「水質汚濁研究」福音集委員会委員   牡）日本水質汚濁委貝会   

窒素燐等水筒目標検討会委員   環境庁   
非特定汚染将による汚染防止対策調査検討会  海老瀬 僧 一   ＝言・＝＝ クや、 允  
委員   環鴇庁  
論文縮集委月   牡〉土木学会   
襲賽麟寄木賀検討会委員   環境庁   

圧l際シンポジウム開発準備委員会幹事会幹事  撤）日本‾F水道協会   久保井   徹  土壌環境研究室  研究鼠   

水質汚濁研究編集委員会委環   他日本水質汚濁研究会  同 日・光 正   陸水環境研究室   
東京大学生産技術朝究  1肝究月   

非常勤研究員  戸斤  
下水道協会誌文献委員会委貝   他日本下水道協会   

水産庁  赤潮予察技術開発試験検討会委員  渡 辺  信   海洋環境研究室  
芙蓉情報センター  研究員   

大気汚染軌二系る判定条件設定調査編集委員  日本科学技術暗部セン  久保Ⅲ 憲太郎  環境生理部長   
会委貝   ター   

NOズ等文献評価部会委月   00国際医療情報センタ 嵯峨井   勝   環境生理研究室長  

環境汚染地城住民の健康笥き紳二間する文献学  日本科学技術情報セン 安 達 史 朗   環境保健部  的調査編集委員会委員  ター   環境疫学研究室長   
大気汚染健康影竿調査検討会委員  環項庁  
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委   月   会   名   依 頼 先   氏   名   現   職   

健康影響問題打合せ全委員   現場庁  

大気汚染に煉る判定条件調査編集委月余委月  日本科学技術情報セン ター   

健康影響聞軌こ関する打合せ全委月   環境庁   斎 藤   寛  人間生態研究室長   
カドミウム環境汚染住民健康影響調査員   伽）日本公衆衛生協会   

中野笥浩  
研究員  

遠山千春  
カド≡ウム環境汚染庄民健康影響調査月   ㈲日本公衆席塵協会    三種裕子  研究月   

杉平直子   

化学物質調査検討打合会委眉   環項庁   菅 原  淳  生物環境部長   
石炭利用と大気現場保全対策検討会委員   環境庁   

IUBS研究連絡委員会委員（環境生物学）  日本学術会議   安 野 正 之  水生生物生態   
研究室長   

WHO病気伝播者の生物学及び防除専門家メ ンノヾ－－  WHO  

淡水赤潮研究会委員   環境庁   
生態学研究所設立準備′ト委員会委員   日本学術会議   

環境評価調査研究・検討会委員   ㈱数理計画   戸 塚   績  陸生生物生態   
石炭利用と大気環境保全対策検討会委員   環境庁  研究室長   

大気汚染質に系る判定条件設定調査編集委貝  日本科学技術情報セン   
全委員   ター   

石炭種別大気汚染負荷評価調査委貝全委員  （出化学工学協会部会  佐 治 健治郎  技術部長   

機械工某省エネルギー器機等開発技術動向調 査委員会委眉  日本機械工業連合会   
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6．研究所 日誌  

衆議院予算委民会調査室長束所  
評議委員会  
評議委員会専門委員全  

人事院勤務時間等の調査  
大気環境データー処理システム研究会  
（2．15－16）  

赤潮シンポジウム（2．15－16）  
中央公害対策審議会菅田委員来所  
（2．16－17）  

大気汚染の植物影響に関するシンポジウ  
ム（2．18－19）  

フランス外務省一行視察  
l司立水俣病研究センター所長来所  

大気汚染物登の生休影辞に関するシンポ  
ジウム（3．12－13）  

大気汚妹子一夕の統計的評価に関するシ  
ンポジウム  

創立8闇早紀急行事 動物慰蛋磐  

石栄王化問頓シンポジウム（3．25－26）  

衆議院環囁要員全委員視察   

環境庁新採用竜一行来所  
科学技術週間一▲般公開  
大蔵省印刷局研究所長束所  
人事院職貝局安全撼放射線関係施設調査  
会計実地検査（5．11－13）  

スウェーデン現場保預庁視察  
中国環境監測視察団米所  
フランスパリ大学教授レミ・70レートム  

来所  
環境週間－▲股公開  

研究発案会（6．5－6）  

植樹麿  
中国環蝿衛生視察団来所  
公害研場所長束所  
行政管理庁管理官来所  
東京都公害審査会委員硯凛  
スランス工業省担当官来所  
カナダ相場省部長来所  
奥田大気環境部長死去  
公嘗研場所長来所  
中国科学上海植物研究所一行来所  

中国科学院湖沼研究進展考察組一行乗所  ドイツ・オランダ経学研究名乗所  富栄養化問題シンポジウム（9．18←19）  
環境庁企画調整局珪来所  
環境庁詣記者クラブー・行釆所  
放射繰障害防止法に基づく横遠  
島責＝銅き響実験棟・植物実験棟㈹の開所式  

衆議院公算及び交通安全対策委月会視察  
社会党議員視察  
大気乱流シンポジウム（10．29－30）  

ワ〆クショップ博聞所式  
上級職者採用面接試験  
地万公害岬との研究協ノバニ関する検討会  
（11．10－11）  

施設管理運骨に関する実態調査（茨城行  

政監察局）  

所内研究発表会（11．16－17）  

ヒ｝独環境保諸技術パネル祝賀同一行来所  

中国科学院環境汚染視察団－・行来所（12．  

1－3）  

7ノア生産性本部一行来所  

施設巡骨状況患棄  

原環項庁長官硯察  

57．l．7  

．21  

．27  

．28  

2．15  

．15  

．16  

．18  

．19  

．22  

3，12  

．12  

．15  

．Z3  

．Z5  

．31  
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7．主要人事移動  
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（2）評議委員会構成員（昭和57年3月31日）  

57．3．31  茅  
武月  
内出  

船後  

佐々  
向妨  
仲光  
鈴木  

井口  

横尾  
寺尾  
添田  

竹内  
宝月  

武藤  
渡辺  
佐藤  

東京大学名誉教授  

元日本医師会会長  

東京工業大学名誉教授  

中小企業金融公庫総裁  

富山医科薬科大学長  

原子力委貝全委員  

海洋科学技術センター幹事  

公衆街生院院長  

分子科学研究所教授  

豊橋技術科学大学教授  

日本大学教授  

徳島大学学長  

東京管区気象台長  

玉川大学教授  

埼玉工業大学副学長  

兵庫県公害研究所長  

宮城県公害技術センター所長  

川崎市公害研究所長  

大阪公害監視センター所長  

徳島県公害センター所長  

大分県公害衛生センター所長  
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8．所内研究会  

年月日   題  目   発 表 者   所  属   

2D回  飯 倉 義 和  稔合解析部  
古 田 直 紀  計測技術部  
安 岡 善 文  環境情報部  

21回   井 上  元  大気環境部  
藤 井 敏 博  計測技術部  
竹 中 参 二  環境生理部   

9．昭和56年度公害研セミナー記録  

年月日   題  目   発 表 者   所  属   

52回   5．20  瀬戸内海の赤潮について   市 川 邦 介  大阪大学名誉教授   
53回  7．16  

抑制する因子  
54回  11．10  

協力について  5名ほか  所長  
大分県公害衛生セン  
タ一所長  
宮城県公害技術セン  
タ一所長  
川崎市公害研究所長  
大阪府公害監視セン  
タ一所長  
兵庫県公害研究所長  

55回  12．8  登  
波・光・画像を中心として一  

56匝l  12．22   小島 豊  
57回  

思想及び実施について   稲 岡 進 吾  
58回   2．2   ′ト林理化学研究所  

59回   2．15  植物による硫化水素の生成と放出   関 谷 次 郎  山口大学   
60回   2．22  水俣病をめぐって   黒 子 武 道  水俣病研究センタ）   

61回  3．12  海洋物理化学研究  

題点  所（仏）  

62回  3．15   鈴木絶雄  
63匝Ⅰ   3．18  学際的研究推進のマネージメントにつ  中 島 史 萱  日立製作所  

いて   川 崎   滋   
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10．施設の整備状況一覧  

（昭和57年3月現在）  

施  設  名   構  造   面  積   竣 工 時 期   

研 究 本 館 Ⅰ   RC－3   11，436mi   Ⅰ期昭和49牢31】竣工  
】【即H和52年5月竣工   

理  棟   RC－2   1，144mJ   Ⅰ卯糾【】49年5月接⊥  
J！期昭和5岬2月竣工   

研 究 木 棺 ⅠⅠ   RC3   ＝掛昭和ふ用1川竣工（共同則剛毛）  

5，684m，  1Ⅰ期耶ロ5叫2月竣工〔共F」研究脚   

エネルギーセンター，厚生棟   RC2   3，101m】  醐【】購田仲慨：1二  

耶L】5岬一郎増築   

廃∵薬物処理施設  
処理能力100m8／【ヨ  晰裾押心付打  

一般実験排水  
昭柏封牛2月揉二L  処哩能力500m3／日  

大気化学実験棟  
（スモッグチャンバ【）   RC－1  723mE  昭和52午1m敏L   

火気拡散実験棟（風洞）  RC2、地下－1   2，329mF   町那3牛川竣工   

大気汚染質実験棟  
SRC－8   1，321mゞ   （エアドローム）  

昭札ふ‖1＝Ⅰ竣：】二   

大 気 モ ニ タ ー 棟   RC－1   81m！   昭f【153牛31】蝮二1二   

ラジオアイソト「70実験棟   RC3   1，564ml   晰裾ぶ＝け楢二L   

水生生物実験棟1  
（アクアトロン）   RC3   2、198m－   H7日‖5川1り什搾］二   

水生生物実験棟Il  
（アクアトロン．）   lそC－2   337m童   町Hl155年l川竣二1二   

水 理 実 験 棟   S－1   1，167mヨ   
Ⅰ卿闇那1年：1U†】竣二l■．  
】1期昭川55年1川撲二1二   

土壌環境美殿様  
（ペドトロン）   

RC3   1，931mど   昭和5銅し2片時二l二   

動 物 実 験 棟 Ⅰ   SlモC－7   Ⅰ脚絆胱1年3F峨二Ⅰ二   

（ズ【トロン）  5，185m！  桐綱川封勘詔情．7二（小錦†蝋そ含い   

動物実験棟Il  
（ズートロン）   ⅠくC－3   1．862m】   醐【】5錐5Il揉r．   

植物実験棟Ⅰ  
（ファイトトロン系）   

RC－3   3、348ml   昭和乱岬1川窄：1二   

植物実験棟1J 馬重吉保健研究棟  RC4、地下－1   3，722mヨ   昭拍56年7f7檻【二   

管 理 f東   ′127tllソ   
実験ほ場（本構内）  i比1三3三1ミ  Ⅰ卿′i和5り午1川攣1■  

‘ヱ場6in了   575」11J ‘l．6り侶   Ⅰ【卿帥l汀侶川掩二l二   

実験ほ域（別団地）   管理棟   218mど   Ⅰ期昭和㍊耳1川埠Ⅰ二  

ほ場11面  13，500m℡   】l即納」57午3I】竣．「   

生 物 生 態 睦】  1．5ha   鞘「】5挿11〉ノLけ哀1二   

危 険 物 倉 庫  B－1  86mt   附【】55牛Il侶射二   

工  作  棟   RC2   189m2   日嗣‖矧＝川揉1二   

微生物系統促音煉   1モC－2   800mコ   昭和5祥1川揉トニl埼   

大気フリースペ【7、   1くC－3   800m童（子1E）   嘲吊拍‖用便二日埼   

一 244 一   
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国立公害研究所年報  

町仁和 56 年使   

lI了川157年7り：う0日 発行  

紬拙・写色盲二】■l王lユンニ公’書付巨妃所  
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